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序 章 現代韓国財政分析の 課題と視点 

第 1 節 研究課題 

韓国経済は，戦後の 混乱と朝鮮戦争後の 政治・経済・ 社会的な不安が 続く中で， 1960 

年代からの政府主導型の 経済開発体制が 整備され，そうした 開発体制の下で 高度成長期を 

経て「圧縮成長」という 急 成長を成し遂げた。 1980 年代から 90 年代にかけても 成長を続 

け ， 1996 午には OECD ( 経済協力開発機構 :0rganisat40nforEconomicCo 叩 perationand 

Development) への加入を果たした。 

しかし， 1997 年末のアジア 通貨危機に陥って 韓国経済の最大の 危機といわれる 危機に直 

面し，その回復の 後も社会経済の 不安が続き，それを 再建するために ，構造改革と 社会福 

祉 改革が行われることになった。 そうした通貨危機とそれへの 対応過程で韓国財政の 危機 

が 顕在 ィヒ した。 その際，韓国社会の 不安を緩和するために ，社会福祉改革に 力を入れるこ 

とになった。 

そうした現状について ，なぜ戦後 50 年間も過ぎた 近年になって 社会福祉改革が 行われ 

たのか。 また，それが 韓国財政の状況と 相互にどのような 影響を及ぼしあ ったのか。 とい 

ぅ論問 が生じる。 これを明らかにするためには、 韓国財政の歴史的な 動きを検討する 必要 

があ る。 

本研究は，韓国財政を 戦後の歴史的条件の 中に位置付けながら ，韓国財政の 形成および 

展開過程を分析し ，その全体像を 明らかにすることを 目的とする。 その際，次のような 2 

つの視点に注目していく。 

第 1 の視点 は ，戦後現代韓国財政の 特徴が， どのよ う も r- 形成され，展開してきたのか ， 

それが政治的，経済的，社会的にどのような 役割を果たしてきたのかを 歴史の流れのなか 

で 明らかにすることであ る。 この点に関しては ，まず 第 Ⅰ章で，戦後からの 韓国財政の展 

開を踏まえ， 1960 年代半ぱに形成された 韓国財政の形成，すな む ち，開発財政の 形成過程 

を 経済開発体制に 注目しながら ，追跡していく。 第 2 章では，開発体制の 下で形成された 

韓国財政の展開および 税制改革を付加価値税制の 導入に着目して 検討していく。 さらに 第 

3 章では，経済成長の 国家動員という 面から韓国の 公企業と民営化について ，公企業の位 

置 づけおよびその 役割を検討する。 

第 2 の視点は，韓国財政の 構造が開発財政から 福祉国家財政への 移行しつっあ ることへ 
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0 着目であ る。 これに関しては ，まず第 4 章で，政府間財政関係について ，財政調整制度 

を 地方交付税制度に 注目しながら ，それがどのような 役割を果たしていたのか ，韓国の政 

府間 財政関係は福祉国家財政への 移行過程のなかでどのように 位置づけられるのかを 明ら 

かにしていく。 最後の第 5 章では，開発財政の 揺らぎという 面から通貨危機が 及ぼした 韓 

国財政の危機と 社会福祉改革について ，「生産的福祉」という 政策理念に着目し ，その内容 

および実態，韓国的な 条件に規定された 特質を検討する。 

以下でほ，本論文における 財政と福祉国家への 視点について ，主な対内・ 外の先行研究 

を 踏まえながら ，整理しておこう。 まず財政に対しての 視点からはじまり ，福祉国家論， 

す な む ち，先進国型福祉国家論を 整理しながら ，本論文の分析視点を 設定することにする。 

次に最近の韓国財政の 現況を把握し ， 主な画期に着目しながら、 時期区分を提示する。 

第 2 節 財政と福祉国家への 視点 

は ) 財政への視点 

財政は，国家の 経済であ る。 すな む ち ， 国や地方公共団体などの 公共部門の貨幣に 関す 

ることであ る 1 。 ここで財政は ，経済現象ではあ るが，民間部門とは 区別される公共部門で 

あ るので，政治と 経済の境界領域に 存在することになる。 

そうした財政について ，国家活動を 分析する中心を 財政過程へおき ，それを社会変化を 

理解するための 一番重要な 鍵 として認識する 見解があ る 2 。 財政と社会との 相互関連，財政 

によって社会の 発展しそれがまた 財政に影響を 及ぼし，また 社会が変化するということ 

を 指摘している。 また財政的な 制約 は 社会的な発展の 制約になり，また 社会的な制約は 財 

政を制約しているという 理解であ る 3 。 

これを簡単にみると ， 図 0-1 のように要約できる。 国家は民間経済と 協力し，また 公企 

業 および公共事業によって 独自の経済活動も 営む。 それには膨大な 支出が必要なので ， そ 

1  金澤史男 編 (2005)  『財政学』 有 斐閣， 1  頁。 
2  R.Goldscheid,,  「 A  SociologicalApproach  to  Problems  ofPublicFinance 」， 1925,R.A.Musgrave  & 
A.T.Peacock, lfClassics 血 theTheoryofPublic Ⅲ nanceJ ,LondonMacmillan,1958,p.202. この見解 
は財政社会学という。 最近日本でも 研究が行われている。 神野直彦 (1998) 『システム改革の 政治経済 
学コ 岩波書店，大島通義・ 神野直彦・金子勝編 (1999) 『日本が直面する 財政問題 一 財政社会学的アプ 
ローチの視点から』八千代出版，神野直彦・ 金子勝編 (1999) ぽ 福祉政府への 提言』岩波書店等があ る。 
3 シュンペー タ一 苦木村元一・ 小谷義次 訳 (1983) 『租税国家の 危機』岩波書店， 10 ～ 13 頁。 
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の 財源はほとんどを 国民から公権 力に基づき，強制的にまかな う ことになる。 そうした 過 

程は民主主義制度によってコントロールされる。 つまり，財政は 政治，経済，社会を 総体 

的に反映するものとして ，認識できる。 また財政とそれらはお 互いに影響を 及ぼし おうこ 

とで社会を発展させる 動因になるのであ る。 

このように財政は 資本主義の展開とともに 発展し、 その機能を高度化させてきた。 その 

過程において ，現代財政の 3 つの機能，すな む ち，資源配分，所得再分配，経済の 安定な 

どが定着したのであ る。 もちろん，財政現象を 分析する財政学も 資本主義の発展とともに 

発展した 4 。 そうした認識の 発展にも支えられながら、 多様な歴史的な 転換を経て現代財政 

は 定着する。 

しかし，歴史的な 転換は世界的に 重なることも 多々あ るが，各国ごとに 固有の歴史があ 

るのも事実であ る。 戦後，世界は 資本主義 側 と社会主義側が 対立する冷戦体制，アメリカ 

の ドルを中心にした 国際通貨および 貿易体制，経済成長に よ る矛盾を解決するために 定着 

し 福祉国家体制，冷戦体制の 崩壊，国や地域を 越える金融自由化であ るグローバル 化等の 

世界的な歴史的転換が 次々と お とずれた。 その際留意すべきなのは ，各国ごとに 置かれた 

特殊な状況によって ，それへの対応過程が 多種多様なことであ る。 

したがって，各国社会経済の 展開においては ，当然国ごとの 特殊な事情によって ，共通 

だけでなく，相違点も 見られるのであ り，そうした 相違点は財政の 動きに反映されている 

のであ る。 つまり，歴史的な 転換に帰結する 諸条件の変化を 国家はどのように 認識し ，国 

家は何を目指し ，それは財政にどのような 影響を及ぼしたのか ，どのような 方向へ向かっ 

ているのかを 明らかにすることが 当該国の社会経済の 特質を明らかにする ぅ えで重要であ 

ると考えられる。 

そうした視点を 踏まえ，とりかけ、 近年のグローバル 化の進展について ，次のような 点 

に 注目していく。 1990 年代のグローバル 化の進展によって ，国家機能の 変化が起き，福祉 

国家が変容していることについて ，その変化を「支援国家 (enab Ⅱ ngstate) 」へと転換し 

たとする見解があ る B 。 グローバル化に 促された新自由主義的考え 方，すな む ち，市場原理 

に 基づく競争，民営化と 規制緩和，小さな 政府などが各国に 広がっている。 特に韓国では 

クローバル化の 進展によって ，通貨危機が 起き， IMF 構造調整プロバラムを 受け入れるこ 

とになって，構造改革が 実行された。 その際，公共部門構造改革の 中心として公企業の 民   
4 金澤史男 編 (2005) 『双掲 書 d, 6 頁。 
5  Ne エ lG Ⅱ bert(2002), 什按 五 % ヱコ 凄ぬ 0n  ㎡ 妨 e  ル e 屋托ぷぬ俺 ， OXf0ra  University  Press,p.44   
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営 化が実施される 一方，社会福祉制度の 整備が行われたことに 注目する必要があ る。 これ 

らの改革の歴史的な 意義を検討していきたい。 その際、 韓国特有の福祉国家化という 視点 

を 加えることが 有効と考えられる。 

(2) 福祉国家への 視点 

福祉国家 (we 丘 ・ are state) という言葉は ，「第 2 次世界大戦中のイギリスが 当時の敵国 

であ るドイツを戦争国家 (warfarestate) と呼びながら ，それに対して 自国イギリスを 福 

杜国家と呼んだことから 始まる」と言われる 6 。 その後，戦後資本主義の 黄金期とともに 福 

杜国家は完全雇用や 社会保障制度の 整備によって 発展をした。 

しかし， 1970 年代 2 回のオイルショックにより 資本主義経済は 危機に直面することに 

なり，それと 同時に福祉国家の 危機にもつながった。 1980 年代からは新自由主義という 理 

念 が登場し経済のバローバル 化の進行とあ いまって市場主義や 自己責任原則に 基づく 私 

的 負担の強化，労働の 流動化，効率のための 民営化などの 制度改革が先進諸国で 行われた。 

1990 年代にはさらに 深化した新自由主義理念が 世界機関を通じて 途上国でも推進され 

ていった。 その過程で既存の 福祉国家のあ り方についての 反省も広がり ，最近は福祉国家 

から福祉社会へ ，福祉国家 (welfare state) から支援国家 (enab Ⅱ ng state) へ ，ウェル 

フェア (welfare) からウェル・ビーインバ (well,be ㎞ g) へという転換が 進んでいる 7 。 

また，近年東アジア や 東ヨーロッパ ，南米からも 先進諸国とは 異なる福祉国家論の 研究が 

活発されることになった。 それらの先行研究について 触れてみる。 

まず，欧米及び 日本などの先進諸国の 福祉国家論についてであ る。 前者の欧米の 福祉 国 

家 論は社会保障制度に 焦点を当てて 分析するものが 多い。 これに対して 後者の日本の 福祉 

国家論はまた 2 つに 分かれる。 その一 つは 欧米の分析と 同じく社会保障制度を 中心に分析 

されている。 もう一つは資本主義国家の 歴史的発展の 流れのなかで 形成・定着した 国家 体 

制 として捉える 福祉国家論であ る。 異なるところはあ るものの，いずれにせよ 先進国を対 

象 にした分析であ ることは間違いなく ，多くの研究蓄積もあ る。 

第 1 に ，欧米の福祉国家研究を 検討すると，まず 経済成長と社会保障の 関係について 分 

6 東京大学社会科学研究所編は 984) 『福祉国家 1. 福祉国家の形成』東京大学出版会， 3 頁。 
7  RameSh  Mishra,(1999), ひんゐ田 おフ窩ぬ 0 ぬりコ は肋 e  ル目伝花 3% な ， Edward  Elgar,pp.l.16,pp.l11%31, 
Ne Ⅱ G 且 bert(2002), ゴぁぶ己 pp.32-52. 既存の福祉 (we 比 are)  は恩恵としての 福祉に対して、 ヴェル・ ビ一 
イング (well.being) は自己実現や 福利保障の発展を 含む概念であ る。 
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析 したものがあ る。 たとえば、 ウィレンスキー (1975) によると 8, 経済発展，人口高齢 

化 ，福祉制度の 経過年数という 3 つの変数を中心に ，経済発展水準と 社会保障の関係につ 

いて， 64 カ国を対象に 工人当たり GDP の大きさが，人口の 高齢化と制度の 経過年数をへ 

て 社会保障支出の 対 GDP 比を決定するという 高レ淋目 関関係が見られることを 示している。 

たしかに経済成長水準と 社会保障支出には ，あ る程度の正の 関係があ るとは認められる。 

しかし，韓国の 場合，経済成長水準に 比べてあ まりにも低い 水準の社会保障支出にとどま 

っているので ，必ずしもそ う は言えない。 

次に，マルクス 経済学の立場でイアン・ ゴフ (1979) は 9, 国家の機能について ，福祉 国 

家は国家権 力を労働力再生産の 修正のため，また 非労働力の維持のために 利用すると定義 

しその 2 つが 主な国家活動であ るとしている。 福祉国家における 国家の役割や 機能は ， 

生産力の主体であ る労働力を支援することであ り，保護するものと 捉えている。 

一方， ヘ クロ (1981) は 10 ，福祉国家の 歴史的な発展段階に 着目し，それを 試行 期 (1870 

～ 1920  年代 ),  確立 期 (1930 ～ 1940  年代 ),  拡張期 (1950 ～ 1960  年代 ),  再編 期 (1970 

年代以後 ) と 区分した。 彼に よ ると，福祉国家は 第 1 次世界大戦後に 形成され，第 2 次 世 

界 大戦後に定着・ 拡張したが， 1970 年代以後その 体制がゆらりでいると 指摘している。 

これに対して ミ シュラ㎝ 990) は 11, 戦後福祉国家の 歴史を 3 つの局面，すなむち 危機 

以前 (1973 年以前 ), 危機 (1970 年代半ば～後半 ), 危機以後 (1980 年代以降 ) に分 け， 

福祉国家はかなり 特殊で歴史 ( 戦後の経済社会状況 ), 政策上 ( 制度的に ) 無視することの 

できない含意をもっているとしながら ，福祉国家の 明らかな特徴は ，それが完全雇用とい 

3 目的と政策を 含んでいると 述べている。 また戦後の福祉国家を「ケインジアン 的福祉 国 

衆論」に支えられたもの ，すなわち，ポリシーミックスによって 経済調整を行い ，それが 

完全雇用につながったものと 捉えている。 

一方，近年先進諸国における 福祉国家間に 質的差異が存在していることに 注目し，その 

類型ィヒを行なった 比較福祉国家研究が 大きな影響力を 持ちつつあ る。 その代表であ るアン 

8  9  Harold  マルクス経済学の Wuensky  ㏄ 立場で福祉国家の 975), ℡ e  ル目面Ⅰ 財政的な分析はオコンナ e5 ぉ召な抽せ Eg 払妨劫 UniverSi 一の研究があ ゆ 0fCa る。 Ⅸ Jameso,C0nnor  or ㎡ a  PresS,pp.15.49. (  1973  ) , 
℡ eE 舌臼 7CM 睡 ㎡ 蹉 e 甜尻 e,New  York:ST.Martin も PresS.  ( 池上慢・横尾邦夫監 訳は 981)  『現代国家 
の 財政危機 団 御茶の水書房 ),Ian  Gough  (1979), 肋 e 乃 由加 荻ル ㎝ 沖研 ㎡℡ e  ル e 磁托 3 ぬ ぬ ， MacmiUan 

Press ・ pp ， 44-45   

10@Hugh@Hedo@(1981) ， 、 Toward@a@New@Welfare@State? 、 ， in@P ， Flora@&A ， Heidenheimer ， The 

De 笘臨こ e ㍑㍑ ， ㌘ 驚蕊ダ甘 荒荒 騰笘芯 ぷ号 ゴ土 ， 甥笘 孫デ 塊穏器援 i 笘宋捲費億嚢 70( 、 。 95) 『福祉国家と 資 
本主義山昇洋書房， 143 ～ 144 頁。 
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デルセン (1990) は 12, 各国の福祉国家の 質的差異が生じた 原因として政治的要因であ る 

社会権 を重視した。 彼は現代福祉国家を 自由主義型 ( アメリカ，カナダ ，オーストラリア ), 

保守主義 ( コーポラティズム ) 型 ( オーストリア ， ドイツ，フランス ，イタリア ), 社会民 

宝主義型 ( スカンディナビア 諸国 ) の 3 つに 分類している。 

第 2 に， 日本の福祉国家研究についてであ る。 日本における 福祉国家についての 研究は 

1970 年代から始まり ，数多い研究蓄積があ る。 まず福祉国家の 定義について ，東京大学社 

全科学研究所 (1984) によると 13, 福祉国家とは 社会保障制度を 不可欠の一環として 定着 

させた現代国家ないし 現代社会の体制を 指すものだとしながら ，アプローチの 視角によっ 

ては産業国家なり 戦争国家なりとして 把握できるとする。 

代表的論者の 1 人であ る加藤栄一 (1988) の場合、 4, 福祉国家とは 労働者階級の 政治的， 

社会的，経済的同権 化を中核にして 形成され，全国民的な 広義の社会保障制度を 不可欠の 

構成要素とする ，現代資本主義に 特徴的な国家と 経済と社会の 関係であ ると定義する。 

これに対して 林健久 (1992) は 15, 福祉国家とは 福祉を国の政策の 中心とし，主たるプリ 

ン シ フル としている国家と 定義し，それを 帝国主義国家と 区別される新たな 段階を示すも 

のとしている。 林は福祉国家を 社会主義・全体主義国家への 対抗文化として 成立・存続して 

きたことと，社会関係費の 量的質的な変 ィ ヒや軍事費の 性格変化に注目している。 林による 

と ，福祉国家の 財政的特徴として 16, 第 Ⅰに財政民主主義，第 2 に中央集権 型財政制度， 

第 3 に地方財政調整制度，第 4 に財政支出で 社会 または社会保障関係費の 占める比重が 

大きいこと，第 5 に基幹 税 としての累進所得税，第 6 にフィスカルポリシー ，最後にⅠまィ 冨 

杜 国家の国際的連携，など 7 つ る 挙げている。 そうした 7 つの特徴のなかで 福祉国家の経 

費 支出の内実を 支える 3 つの装置として 財政民主主義による 生存権 保障，中央集権 型財政 

制度により再分配を 全国的に統一的な 行政サービスレベル ，地方財政調整制度による 々シ 

ヨ ナルミニマムの 給付であ るとしている。 

これらの定義を 見ると、 社会福祉制度を 中心に置くことでは 欧米の研究と 共通する反面， 

12 彼は福祉国家の 類型について ， 2 つの指標を用いて 3 つにわけている。 その指標の上つは 社会保障によ 
り労働者がどの 程度自らの意志で 労働から離脱できるのかという 脱 商品化度 (De.commo 山行 catio めと， 
もう 1 つは社会保障がどの 程度平等かあ るいは階層化しているかという 階層化度 (S 捷 at 苗 cat 土 con)  であ 
る。 Gosta  Esping,Andersen  (1990)  , ℡ e  免五 @ee  WpoZ7ddSB ㎡Ⅰ 侮刀紘 @e ぷケ teCaB が ゴ ta Ⅱ 3%,Prmnceton 
UniverSityPress,pp.21-32. 
13 東京大学社会科学研究所編 (1984) T 前掲 書 』， 3 頁。 
14 加藤栄一は 988) 「 西 ドイツ福祉国家のアポリア」東京大学社会科学研究所編『転換期の 福祉国家 ( 上 J 
東京大学出版会， 219 頁。 
15 株健久 (1992) F 福祉国家の財政学』 有 斐閣， 3 ～ 14 頁。 
16  杯健久は 992)  『双掲 書 』， 73 ～ 87  頁。 
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資本主義の発展段階に 着目し、 福祉中心の国家体制という 新たな体制概念として 使用して 

いる点に特徴があ る。 

他方，政治学的な 比較福祉国家論からは 宮本太郎 (1999) の研究があ る 17 。 彼は労働運 

動の役割と特質を 重視しながら ，国家戦略としての 福祉について 実証的に分析した。 スウ 

エー デンにおける 福祉国家戦略の 主な要素として ，福祉政策と 経済政策 ( 雇用政策 ) との 

関係，福祉政策そのものの 特質，家族ジェンダ 一の位置付けの 3 つを 取りあ げ，ジェン ダ 

一 を含む雇用政策が 福祉国家体制の 中心となってきたとした。 

第 3 に ， 東アジアについての 福祉国家に関する 議論があ る。 グッドマン ニ ペン (1996) 

は 、 8, 東アジア㎝ 本 ，韓国，台湾 ) 型 福祉国家 モヂル について，その 特徴は家族依存的， 

職域格差があ り社会保険は 2 次的であ ること，中核労働者に 対する企業福祉であ ることを 

明らかにした。 またそうした 特徴は国家建設優先の 戦略と，西欧福祉国家モデルの 制度を 

入した結果，生じたものと 指摘した。 

タン (2000) は 19, 比較政治学的分析方法を 用い ， 東アジアの 4 ケ国 ( 韓国，台湾， 香 

港 ，シンガポール ) について，社会福祉の 発展を開発独裁的国家による 福祉政策の展開と 

して把握した。 タンによると ，韓国，台湾，香港，シンガポールで 社会福祉の発展は 権 威 

主義的および 開発的な国家によるものとしている。 もっとも、 タンの使用する「開発」と 

「福祉」の概俳は 必ずしも明確ではない。 

アスパルター (200 りは 20 ，東アジア ( 日本，韓国，シンガポール ，台湾，香港，中国 ) 

の 福祉国家システムについて ，保守党により 導入された保守主義モデルと 指摘している。 

彼は東アジアの 政府支出の対 GDP 比 ，および社会的支出の 対 GDP 比が欧米に比べて 低い 

17 政治学の歴史的新制度論の 立場で，加藤淳子 (1999) は，福祉国家と 税収構造の関係について 経路 依 
存 性を用いて OECDl8 カ国を分析し ，そうした結果，政党の 党派性といった 政治制度より ，政策の転換 
の タイミング，福祉国家の 規模を決定し ，福祉国家の 規模拡大に有効な 政策が逆進的課税であ ると指摘し 
ている。 政策上の強力な 利益集団であ る政党の理解関係によって 福祉国家政策が 左右きれ ， 特に税制は福 
杜国家の規模拡大に 優先的な手段として 使われる。 例えば，所得税の 減税， 消 税の増税であ る。 宮本太 
郎は 999) 『福祉国家という 戦略 コ 法律文化社， 15 ～ 35 頁， 275 ～ 281 頁 。 加藤淳子 (1999) 「福祉国家 
の税収構造の 比較研究」『社会科学研究』第 50 巻第 2 号， 96 ～ 97 頁。 
18 彼らは東アジアの 共通点として 5 つをとりあ げでいる。 第 1 は家族関係の 社会的役割が 強く，老人の 
保護はまず家族に 依存する。 そうした関係は ，第 2 に，儒教的価値観に 基づいている。 またそれは，第 3 
に社会的にも 共通し，企業に よ る企業福祉の 提供と労働者による 国家や企業を 優先して働くことになる。 
第 4 に，そうした 結果，福祉政策拡大のための 社会的要求が 弱く，経済成長にもかかわらず ，社会福祉水 
準が低くなっていた。 最後に，強 い 家族関係なので ，福祉に対する 社会内的な要因が 弱く，福祉制度の 拡 
大は外的圧力や 政治的危機に 対して既得権 を守るための 支配集団の一時的な 結果としてあ らわれるとし 
TV 、 、 So@ Roger@Goodman@&@Ito@Peng@ (1996)@ /The@East@Asian@Welfare@States ・ ， in@Gosta@Esping 
A 五 dersen, pp(eZ 格れ 3%  fe  加乃 は n 目庇 切 ， London,pp.l91.22A   
19@ Kwong ， leung@Tang@ (2000)@ ， Social@Welfare@Development@in@East@Asia ， Palgrave@Press ， pp ， 156-159   

20@ Cristian@Asp@alter@(2001)@ ， Conservative@Welfare@State@Systems@in@East@Asia ， Praeger@Press ， pp ・ 1-8   
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ことに注目した。 このシステムでは ，職域 別 社会保険が中心になり ，その次に社会扶助が 

存在するが，財政に よ る直接的な社会的支出については 強い忌避する 保守主義モデルの 特 

徴 が見られると 指摘している。 

宇佐見耕一 (2003) は， 1, 政治的，経済的，社会的な 要因を中心に 分析し ， 東アジア ( 韓 

国 ，台湾，香港 ) と ラテンアメリカを「新興福祉国家」と 呼んだ。 東アジア，特に 韓国・ 

台湾の場合は 政治的に開発独裁政権 下で，政府主導の 輸出志向型経済政策が 展開され， 特 

定の職域を対象とした 社会保険が中心となり ， 2 次的に社会扶助が 存在してきたが ， 1980 

年代をへて急速に 社会保障制度が 拡大・整備され ，最近の韓国は 公的扶助制度中心の 改革が 

行われたとしている。 

一方，上村 泰裕 (2004) は 2 、 ，東アジア諸国 ( 韓国・台湾・ 香港・東南アジア ) の福祉 

制度について 民主化と「包摂的コーポラ テ イズム」への 移行を中心に 分析している。 そこ 

では，韓国と 香港について ，包摂的コーポラティズムへの 移行がなかったので ，労働者全 

般を対象にした 社会保障制度も 整備できなかったし ，そのため社会保障制度の 整備が遅れ 

たとしている。 韓国は 1980 年代半ぼの民主化によって 福祉制度の整備がはじまり ， さ も 

に 経済危機が福祉制度の 強化を促したとしている。 

広井良典 (2003) は 23, アジア諸国を 経済発展と社会保障制度，多様性という 観点から 

4 つに 分類し日本の 経験 ( 後発国家における 社会保障制度の 設計のあ り方，あ る段階か 

らの急速な高齢化およびそれへの 対応 ) と アジア福祉 ネ、 ッ トワークの構築という 課題を指 

摘 している。 

第 4 に，以上のような 世界的な研究動向を 背景として展開されているのが ，韓国の内外 

での韓国福祉国家論争であ る 24 。 これは 1998 年に韓国で行われた 社会福祉改革をど う 評価 

21 彼は経済発展水準と 社会保障制度の 整備との関係で 東アジアとラテンアメリカを 比較分析しなから ， 
比較福祉国家論を 拡大きせようとしている。 しかし韓国の 場合，韓国的特殊状況，すな む ち， 1980 年代 
後半の冷戦崩壊以降も 朝鮮半島の冷戦は 続き，近年から 平和の配当ができたということから 常に財政的な 
制約を抱えている 点については 考慮されていない。 宇佐見耕一 (2003) 「新興福祉国家論の 視角」宇佐見 
耕一編 T 新興福祉国家論 ( アジアとラテンアメリカの 比較研究 )J アジア経済研究所， 3 ～ 41 頁。 
22 包摂的コーポラティズムとは ，有力な労働者や 農民の団体を 国家コーポラティズムの 関連組織に取り 
込むために，分配的，象徴的かっ 団体ごとの福祉政策が 用いられることをさしている。 上村 泰裕 (2004) 
陳 アジアの福祉国家」大沢真理 編 F アジア諸国の 福祉戦略』ミネルヴァ 書房， 23 ～ 65 頁。 
23 彼は多様性として 民族，宗教，文化，殖民地の 歴史などを挙げている。 また第 1 グループは日本，韓 
国，台湾，シンガポール ，第 2 グループはマレーシア ，タイ，フィリピン ，インドネシア ，第 3 グループ 
はべ トナム，ラオス ，カンボジア ，ミャン マ Ⅰ第 4 グループは中国，インドに 大別している。 広井良典 
(2003) 「アジアの社会保障の 概観 一 「アジア型福祉国家」はあ るか」広井良典・ 駒村康平編 T アジアの 
社会保障山東京大学出版会， 3 ～ 46 頁。 

24 金淵明編 (2002) 『韓国福祉国家性格論争 Ud 人間 叫 福祉，武川正吾・ 金淵 開綿 (2005) 『韓国の福祉 
国家・日本の 福祉国家』 東 僧堂 o  RameshMishra,Stem  Kuhnle,NeilGiIbert,andKyungbaeChung 



するかを契機とし ，アンデルセンの 3 つの福祉国家レジー ム を念頭に置きながら ，新自由 

主義的な福祉改革論，国家責任強化論，混合論などが 展開されている。 まず新自由主義的 

な 福祉改革論は ，社会保険の 急速な拡大，公的扶助制度の 全面拡充によって 普遍化が進め 

られたものの ，そうした普遍化は 貧困階層にまで 及んでおらず ，貧困層に対して 勤労連係 

福祉の強制，すなわち ，自己責任とワークフェア 原理が組み込まれていることを 強調して 

いる 25 。 

これに対して ，韓国の福祉国家化は 新自由主義的なグローバル 化による福祉縮小および 

国家介入の最小化ではなく ，国家福祉の 強化と見るべきであ るとの批判があ る。 たしかに， 

1998 年の社会福祉改革では ，社会保険制度の 拡充に当たって ，保険加入者と 非加入者とい 

ぅ 韓国的な特徴が 見られ，公的扶助の 拡大と労働連係福祉はワークフェア 原理が含まれて 

いる。 しかし，改革の 主眼は，あ くまで社会保険の 拡大であ り，上記の諸点は 2 次的な側 

面 であ る。 結果として，韓国はグローバル イヒヘ 対応して，新自由主義的な 市場や個人の 福 

祉 責任強化の方向ではなく ，国家と社会の 責任を強化させた 国家福祉の強化路線の 方向に 

進んだと指摘している 26 。 

そして，両者のべクトルの 合成として捉える 立場が混合論であ る。 そこでは 1998 年の 

社会福祉改革の 政策変化に注目して ，社会保険や 公的扶助制度の 拡大は国家福祉の 強化で 

あ る反面，そうした 拡大の結果，所得再分配を 悪化させたことと ，相対的に福祉サービス 

0 弱さ，労働市場における 2 元化による非正社員の 増加等新自由主義的な 性格が混合され 

ているとしている 27 。 

一方，武川 (2005) は， 日本では「福祉元年」と 言われた 1973 年以降における 福祉 国 

家の形成と危機の 同時進行，韓国では 1998 年グローバル 化でウェールフェアとワークフ 

e 田 tors  (2004), 皿石 ode 皿 ぬ かダ伍 e Ⅹ oe Ⅳ コ Wezf 伝れ ぷケた ・ 肋 Waa Ⅰ r@dS8  班 e 且 @oduc ㎡ W  %3% 田 @eMoodeeZ, 
Transaction  Publishersn 

25 郁哉 槽 「国民 科 政府社会政策」 (29 ～ 80 頁 ) ,  「金大中政府 ギ 福祉改革 叫 韓国福祉制度目性格論争 
輯対 科目」 (385 ～ 448 頁 ) , 曹永 「生産的福祉論 叫 韓国福祉国家 自 未来」 (81 ～ 108 頁 ) ,  「儒教主 
義，保守主義， 吾 各自由主義 ? 韓国 糾 福祉類型検討」 (243 ～ 274 頁 ) ,  「親政府福祉政策月性格 J  (Z 
75 ～ 296 頁 ) ,  「混合模型 ? 金淵明卸 韓国福祉国家類型論評価」 (321 ～ 328 頁 ) 等以上， 金淵明 
(2002) 編 『双掲 書 』。 
26 合 淵明 「金大中政府自社会福祉政策」 (109 ～ 142 頁 ) ,  「国家福祉強化論批判明射双拝批判井手 
点 」 (351 ～ 384 頁 ) 以上，盆棚 明 (2002) 編 『双掲 書 ] , 武川正吾・ 金淵明編 (2005)  『韓国の 
福祉国家・日本の 福祉国家』 東信堂 。 

27 南燦雙 「経済危機以後福祉国家単性格」 (143 ～ 176 頁 ) ,  「新自由主義論宮内容 叫 評価」 (297 ～ 
312) ,  「韓国福祉体制目性格 判 対せ経験的研究」 (557 ～ 592 頁 ) , 全集 範 「経済危機以後社会政策 印 
変化」 (209 ～ 242 頁 ) ,  「韓国福祉国家 月 類型化 叫 対せ批判的検討」 (329 ～ 350) , 梁在振 「構造調 
整ヰ 社会福祉」 (525 ～ 556 頁 ) 以上， 金淵明 (2002) 編 F 前掲 書 』。 
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エ アの同時進行が 福祉国家を特徴づけているとしながら ，新しい類型化を 試みている 28 。 

以上のような 議論を小括すると ，まず先進国の 福祉国家論の 場合，福祉国家とは 社会保 

障 制度を中心とし ，政府が生存権 および社会権 に基づき，すべての 国民に対して 安定した 

生活を保障する 体制として捉えている。 そして経済政策としてはポリシーミックスによる 

景気調整を行い ，完全雇用を 目指した「ケインジアン 的福祉国家」として 理解しているの 

であ る。 

しかし，先進国の 場合，いわゆる 開発途上国に 比べ ， 長い歴史の流れのなかで 経済成長 

や 社会保障制度を 整備してきたことに 注意が必要であ る。 そして，政治的な 面でも安定し 

た 民主主義体制が 整えられていることから 途上国とは歴史的な 事情が異なる。 また大家族 

制度や女性の 社会進出，高 い 生活水準など 様々な面で与えられた 条件が異なると 思われる。 

ところが，東アジアの 福祉国家に関する 議論および韓国福祉国家論争では ，従来の先進 

国里福祉国家，すな む ち，アン ヂ ルセンの 8 つの類型を前提しっ っ ， どの類型に属するか 

を 論じる傾向が 強い。 しかし，先進国型福祉国家あ るいはアンデルセンの 3 類型を基準と 

して現在の東アジア 諸国または韓国を 対象に類型化することには ，やや無理があ ると考え 

られる。 なぜなら ぼ， 東アジアは， 日本を除けば ，近年ようやく 福祉制度の本格的な 整備 

が 進んでいる移行 期 にあ り， しかも，その 過程で 1980 年代後半の冷戦終結，グローバル 

化の進展，通貨危機などの 歴史的条件がかかわっていることに 注目しなければならない。 

こうした歴史的条件は ， 他の先進国の 福祉国家化の 過程では経験のなかったことであ る。 

したがって，その 影響と対応のあ り方は，各国社会の 前提条件とそのプロセスに 規定され 

て 各国の福祉国家化に 対する特有の 性格を付与しているのであ る。 静態的な国際比較によ 

る 類型化を急ぐのではなく ，韓国の財政問題に 内在して福祉国家 ィヒ の様相を歴史具体的に 

分析することが 求められている。 

第 3 節 韓国財政の状況 

ここで分析対象となる 韓国財政の現況について 確認、 しておこう。 表 0 ・ ェ および 表 0 ・ 2 に 

よ れ ば ，財政規模は 2005 年一般会計で 中央財政歳出は 134 兆 3704 億ウォン， 2004 年度 

地方財政歳出のそれは 96 兆 7640 億ウォンで単純比較すると ，ほぼ同じであ る。 これほ 表 

0.2 をみると，地方財政に 教育費特別会計を 合わせば， 2004 年度基準でさらに 明らかであ 

28  武川正吾・ 金淵 開綿 (2005)  『双掲 書 ],  284 ～ 300  頁。 
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る 。 

中央財政の歳出面をみると ，第 1 に，経済開発関係費の 支出が 20.9% で最大の割合を 占 

めている。 これには農林水産開発，国土保存開発，商工業，エネルギー・ 資源開発，輸送。 

通信，科学技術などが 含まれている。 これは経済開発政策の 中心であ る。 また教育費も 

20.4% で莫大な支出になっているが ，これは地方教育費特別会計に 流れる支出がほとんど 

であ る。 第 2 に，防衛 への高い支出であ る。 これは「分断国家」という 韓国の特殊的な 

状況が反映している。 第 3 に，社会開発関係費の 支出の低さであ る。 これには文化および 

観光，環境改善，社会保障，住宅および 地域社会開発など 社会福祉に関する 支出が含まれ 

る 。 

これに対して ，地方財政歳出について ， 第 1 に注目したいのは ，社会開発関係費が 39.8% 

となっており 最大の割合を 占めていることであ る。 これは教育および 文化，保健および 生 

活 環境改善，社会保障，住宅および 地域社会開発などで 構成されている。 第 2 に，経済開 

発 関係費が 32.8% を占めている。 これには農水産開発，地域経済開発，国土資源保存開発， 

交通管理等の 支出が含まれる。 

こうした支出の 財源についてみると ，まず，中央財政歳入は ，税収が 9 割を上回って い 

ることであ る。 これに対して ，地方財政歳入をみると ，第 1 に，地方税収の 割合が低く ， 

税体 収入のそれが 高 い ことであ る。 第 2 に ， 国からの移転財源が 最大の割合を 占めている。 

すなわち，地方交付税，地方譲与 金 ，国庫補助金という 財政調整制度による 財源が 35.1% 

を 占めている。 

以上の現状から 韓国財政は経済開発に 関する事務・ 事業は，中央政府と 地方政府がとも 

に 推進し，計画や 運営は中央に 中心を置きながら ，その実施主体としては 地方政府が中心 

になっているのであ る。 そのことは，地方政府の 経済開発関係費は 31 兆 7425 億ウォンで 

あ り，中央政府のそれ (28 兆 605 億ウォン ) を上回っていることから 明らかであ る。 

次に，社会開発関係費を 見ると，その 規模や割合の 両方で地方政府が 中心となっている。 

これは，後に 検討するように 地方財政調整制度による 財源移転によって 実現されているの 

であ る。 

一方，教育について 中央政府の支出は 高くなっているが ，地方財政の 外側に地方教育費 

特別会計が設けられていることに 注意が必要であ る。 それにも国や 自治体を通じた 財政調 

整 制度 ( 教育交付金，教育譲与 金 ，教育国庫補助金 ) が重要な役割を 果たしており ，実施 

主体は地方政府となっているのであ る。 他方，防衛費は 完全に国に任されている 経費であ 
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り ，かなりの規模を 占めている。 こうした教育や 防衛 は 韓国の歴史的な 事情を特に強く 反 

映しているのであ る。 

以上の韓国財政がなぜこのような 現況となっているかについては ，韓国別政の 形成およ 

び 展開過程の中に 位置付けて初めてその 理由が歴史具体的に 明らかにされる。 すな む ち ， 

第 1 に，経済開発や 防衛費中心の 財政はどのように 形成され， 変 ィヒしてきたのか ，第 2 に ， 

それらの財政的な 制約はなぜ解決されなかったのか ，第 3 に，地方財政は 教育や社会開発 

中心の財政をどのように 形成され，展開してきたのか ，第 4 に，社会福祉制度と 社会開発 

関係費との関係はどうなっているのか ，第 5 に，中央財政の 高い税収依存はいつからなり ， 

なぜ他の財源を 設けられなかったのか ，第 6 に，地方財政の 財政調整制度ほどのように 形 

成され，展開してきたのか 韓国財政を理解する ぅ えで不可欠なこれらの 点を明らかにして 

い くことが本論文の 実証上の課題であ る。 

第 4 節 時期区分と論文の 構成 

本論文の叙述に 当たっては，韓国財政に 関する主な先行研究を 踏まえた ぅ えで，戦後 韓 

国財政の展開過程を 時期区分しほぼその 順次にしたがって 分析していく。 

韓国財政の展開過程に 関する時期分析について ，革新 植 (1991) ほ 29, 財政運用と財政 

制度の関係を 中心に，政府樹立初期 (1948 ～ 1950),  戦乱 期 (1950 ～ 1953),  経済再建 期 

(1954 ～ 1961),  経済開発年代 期 (1962 ～ 1980),  転換期 (1981 ～ 1987)  として区分し ， 

さらに経済開発年代 期は ついて経済開発初期財政 (1962 ～ 1966), 開発年代財政 (1967 ～ 

1971),  高度成長期財政 (1972 ～ 1980)  と細かく区分している。 

柳藻 晟 (2002) p ま 80, 単純な制度史的観点を 排除し戦後韓国経済の 構造的な変遷とそ 

れへ相応する 財政の構造的な 変遷を財政機能の 変化に注目して ，財政機能未成立 期 (1945 

～ 1953), 財政機能胎動期は 954 ～ 1961), 成長支援財政機能確立 期 (1962 ～ 1971), 成 

長 支援財政機能深化 期 (197 年代初頭～ 1980 年代初頭 ), 財政機能転換期 (1980 年代初頭 

～ 1990 年代後半 ) などに区分している。 

29 これの時期区分に 従い，多数の 研究者が第 6 巻を分析しているので ，一貫した分析とは 言いにくい。 
草餅 槽 (1991)  「財政運用 卸 概観」韓国開発研究院 編丁 韓国財政 40 年 史 第 6 巻 財政運用年時代別 分 
析 d , 1 ～ 13 頁。 この『韓国財政 40 年 史 団は全 6 巻として，第 1 巻と第 2 巻は予算資料，第 3 巻は財政 
関係法令および 政策資料，第 4 巻と第 5 巻は財政統計，第 6 巻は財政運用の 時代別分析，第 7 巻は財政 
運用の課題利分析になっている。 

30 例 漢晟 (2002) 『韓国財政 史 ( 現代韓国財政 斗 展開過程 ) i 沈毅 TNS 。 
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一方，韓国の 地方財政について ， 曹京準 (1999) は 31, 朝鮮時代から 現在までの韓国地 

方 財政に関する 膨大な研究をしているが ，そのうち「第 4 編解放後地方財政の 展開過程」 

において，財政激動期 (1945 ～ 1960), 経済開発・成長期 (1960 ～ 1995)  と区分している。 

車斬権 (1984)  は 32,  政府樹立前後期 (1945 ～ 1950),  1950  年代，高度成長期 (1960 

年代～ 1970 年代 ) として地方財政を 区分している。 

日本の研究において 川瀬先議 (1996) は 33, 台湾と韓国， 日本の東アジア 3 ケ 国の地方 

財政について ，比較分析をしており ，その際，韓国の 地方自治および 財政について ，地方 

自治制度に注目して ，地方自治制度の 成立 期 として 1950 年代，地方自治制度の 中止の時 

期 として 1960 年代～ 1980 年代，地方自治制度の 復活以降として 1980 年代後半以降に 区 

令 している。 

本研究では，以上を 踏まえっ っ 国家財政および 地方財政の双方の 動向に着目する。 戦後 

現在までの韓国の GDP と財政規模の 推移をについて ， 図 0 ， 2 をみると， GDP 規模は 1950 

年代後半と 1980 年代前半から 急増している。 上述した先行研究の 時期区分，特に 韓国 開 

発 研究院と柳の 研究はこれに 基づいていると 思われる。 それに対して ，財政規模は 中央 財 

政や地方財政ともに 1960 年代半 はと 1980 年代末を主な 画期となっていることがわかる。 

中央財政と地方財政両方， 2 つの時期に急増傾向を 表している。 本研究ではこうした 財政 

の時系列的な 推移に基づき ，韓国財政形成親 (1945 ～Ⅰ 960 年代半 は ), 開発財政の展開期 

(1960 年代後半～ 1980 年代後半 ), 韓国財政の転換期 (1990 年代～ 2005 年 ) の 8 期に時 

期 区分する。 

本論文の構成はそうした 時期区分に基づき ，次のようになる。 第 1 章では韓国財政形成 

ほ ついて， 1945 年～ 1960 年代半ばまでを 検討する。 具体的分析に 当たっては，米軍占領 

期 ，政府樹立 期 ，朝鮮戦争後の 再建 期 ，開発財政の 形成 期 に小区分し財政制度の 形成， 

変化，その役割についてみていく。 

第 2 章では 1960 年代半ぱに形成された 開発財政の展開について ， 1960 年代後半～ 1980 

年代後半までを 分析する。 この時期は高度成長期を 含む時期であ り，成長政策に 重要な役 

割 を果たした財政投融資の 動向にも注目していく。 また，開発税制の 安定を図った 付加価 

31 彼は第 1 編 朝鮮期の地方財政の 実態と特徴，第 2 編離朱近代的地方財政の 成立過程，第 3 編目帯下近 
代地方財政の 展開過程，第 4 編解放後地方財政の 展開過程としている。 曹京準 (1999) F 増補版 韓国地 
方 財政史論 コ裕豊 出版社。 
32 車 耕糟 (1984) 「韓国地方財政研究』Ⅱ音大学校出版部。 
33 川瀬先議 は 996) 『台湾，韓国の 地方財政』日本経済評論社。 
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値 税制の導入についても 検討する。 

第 3 章では公企業と 民営化について ，同じく 3 期に分けて，公企業の 位置づけおよびそ 

の役割を踏まえた ぅえ ，民営化の過程を 検討していく。 福祉国家化の 特徴を則政の 視点か 

ら 論ずるには，たんに 1998 年の福祉制度改革を 見るだけでなく ，グローバル 化への対応 

として構造調整プロバラムの 重要要素となった 公企業の民営化の 実態を含め，総合的に 検 

記 することが不可欠だからであ る。 

第 4 章では韓国の 地方財政について ，地方自治と 地方財政の構造や 役割を踏まえ ，地方 

財政調整制度の 位置づけをする。 日本の福祉国家財政研究において ，地方財政調整制度は ， 

不可欠のシステムをなすものと 捉えられており ，この点の検討が 必要だからであ る。 

第 5 章では財政の 転換過程に着目し ， 1990 年代～ 2005 年までを社会福祉制度の 変化に 

注目しながら ，福祉国家財政への 移行過程の実態を 明らかにする。 

14 



図 0 Ⅱ 財政と政治。 経済・社会 

表 0-1 2005 年度中央財政と 地方財政 

( 単位 : 億 ウオン， %) 
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往 ) 中央財政は一般会計歳出入予算値であ り，地方財政は 2004 年度一般会計歳出入決算総計であ る。 

( 出所 ) 企画予算処 (2005) 『予算概要参考資料』，行政自治部 (2005) 『地方財政年鑑 団 
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表 0 ， 2  韓国の政府間財政関係 (2004 年度 ) 
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( 出所 ) 企画 像 尊慮 (2005) 『予算概要参考資料 コ ，行政自治部 (2005) 『地方財政年鑑 コ 
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図 0 ・ 2  韓国の財政規模の 推移 1 (1950 ～ 1970) 
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( 出所 ) 韓国開発研究院 (1991) 『韓国財政 40 年央 第 4 巻』。 

図 0-2  韓国の財政規模の 推移Ⅱ (1970 ～ 2005) 

  
  

    
  

1970@ 1972@ 1974@ 1976@ 1978@ 1980@ 1982@ 1984@ 1986@ 1988@ 1990@ 1992@ 1994@ 1996@ 1998@ 2000@ 2002@ 2004 

( 出所 ) 前掲 表 ，企画 像算慮 (2005) 『予算概要参考資料 コ ，行政自治部 (2005) 『地方財政年鑑』 
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章 第 1 韓国財政の形成 
はじめに 

本章では， 1960 年代半ばに形成された 現代韓国財政，すなわち ，開発財政の 形成過程に 

ついて検討する。 その際，韓国的な 条件に規定されて 形 造られる韓国財政の 特質を明らか 

にすることが 課題であ る。 

朝鮮半島は 1945 年 8 月 15 日に日本の殖民地統治から 解放された。 しかし，朝鮮半島は ， 

当時朝鮮半島に 駐屯していた 日本軍の武装解除のために ，アメリ力軍と 旧ソ連軍が北緯 88 

度 線を基準にして ， 南と 北にそれぞれ 占領し，朝鮮は 分断された。 朝鮮半島はそうした 分 

新体制下で政府樹立までに ，南側はアメリカの 占領軍丁，北側は 旧ソ連 軍 下で統治される 

ことになった 34 。 韓国は 1945 年 8 月からこうした 3 年間の「米軍占領 期 」をへて 1948 年 

8 月 15 日に政府が樹立された。 

しかし，朝鮮半島は 政治・経済，社会的に 混乱が続く状況のもとで ， 1950 年 6 月に 朝 

鮮 戦争が勃発し ， 3 年間の戦争の 結果，「休戦線」という 新たな軍事分岐 線 ができて分断 体 

制 が引き続くことになった。 分断体制は以後の 国際的状況，すな む ち，アメリカを 中心と 

する資本主義陣営と 旧ソ連を中心とする 社会主義陣営という 冷戦体制のはじまりであ った。 

また，その分断体制は 韓国における 様々な面で影響を 及ぼすことになる。 そうした混乱が 

続くなかで， 1960 年代に入ってから 軍事政権 によって，経済開発計画に 基づいた開発体制 

が 整備されていくことになる。 

本章では，以上のような 国際的背景を 念頭に置きながら ，戦後から現代韓国財政の 形成 

過程について ，政治・社会，経済的な 背景を踏まえながら ， 1960 年代半ば以前の 韓国財政 

の 展開に注目して 追跡していく 35 。 次に現代韓国財政の 形成過程について ，開発財政とい 

ぅ 制度整備に着目し ，その実態を 検討する。 分析の際には ，米軍政下の 財政 期 (1945.8.15 

～ 1948.8.15),  韓国政府樹立から 1950  年代の財政 (1948,8.15 ～ 1960),  開発財政の形成 

(1960 年代半ば ) というよ う 8 つの時期に小区分する 36 。 

胆申相俊 (1997) 『米軍政 期 円爾 韓 行政体制』韓国福祉行政研究所， 1 ～ 34 頁。 
35 この時期についての 先行研究は次のよさであ る。 李 昌世 (1965) 『韓国財政 月 近代化過程』博英 社 ， 金 
明潤 (1967)  『韓国財政再構造』高麗大学校出版部， 金 蓮台， 鄭載詰 ・ 李載般編 (1994)  『韓国財政論』 
法文社， 71 ～ 117 頁， 襄永穆 (2002)  『韓国金融 史 1876.1959 』図書出版 関新 ， 338 ～ 385 頁。 
35  戦後から 1960 年代以前についての 時期区分は，朝鮮戦争 (1950 ． 6.25 ～ 1953.7.27)  を画期として 米軍 
政期 ，政府樹立から 朝鮮戦争以前，朝鮮戦争以後から 経済開発以双と 区分している。 しかし，本稿では ， 
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第 Ⅰ節米軍政下の 財政 

(1) 社会経済的状況と 占領体制 

日本の敗戦後，朝鮮半島 は 植民地統治からの 解放と同時に 南北に分断され ，まず植民地 

時代の社会秩序や 経済基盤が分断されたことから 混乱がはじまった。 解放と分断は ，従来 

の 再生産メカニズムの 崩壊による経済活動の 破綻，それに 伴 う 物資不足，戦後のハイパー 

インフレ，帰国国民による 人口激増と失業増大，共産主義と 民族主義との 政治的な理念 対   

立など社会的，経済的，政治的な 全部門が不安定であ ったといっても 過言ではない。 

当時の状況について 表 1 一 1 で確認、 できる。 まず，人口が 激増したことがわかる。 それ 

ほ 約 3 年間 (1945 年 10 月～ 1948 年 8 月 ) で約 216 万 6 千人にのぼる 急増であ った。 そ 

の 内訳は分断による 生活の厳しさにより 甘ヒ から南への「越南 民 」が約 62 万 2 千人，主に 

日本や中国などの 海外で生活していた「海覚帰還」が 約 154 万 4 千人であ った 87 。 

そうした人口の 流入によって 失業者も増えつつあ るものの， 1946 年 11 月の失業者は 110 

万人を上回っている。 この失業者数の 57.8% であ る 63 万 7 千人が人口流入によるもので 

あ った。 失業者が増えた 原因は，前述したよ う に解放と同時の 分断による人口流入や 経済 

基盤の分割，会社の 廃業や休業などであ る。 そのうち後者の 原因は原料不足であ った。 す 

な む ち，植民地時代に 主な原料は日本や 北側へ依存していたものの ，解放と分断によって 

そのルートは 完全に断ち切られたからであ る 38 。 

こうした人口激増と 失業，物資不足に 加え，物価が 急騰した。 殖民地時代の 戦時経済統 

制の崩壊と社会経済的な 不安定の中で 通貨増発によってインフレージョンがもたらされた 

のであ る。 1945 年 12 月の物価はその 3 ケ 月前に比べ 150% 上がったが， 1947 年のそれ 

は 1218% まで急騰した。 当時の米軍政当局は 1946 年 5 月「中央物価行政処」を 設置する 

など物価安定を 試みたものの ，その成果はほとんど 出なかった。 むしろ米穀自由市場の 開 

設や通貨増発によってインフレをさらに 激化させた。 

一方，社会的・ 政治的にほ分断による 左右の対立が 激化した。 左派は解放と 同時に 1945 

戦時財政構造による 財政の膨張はあ ったが，韓国財政の 画期として変化がみえるのは 1960 年代半ばであ 
るとしている。 
37 当時の人口の 推計は発表された 推定で，非公式的な 人口流入はそれを 大幅に上回るといわれている。 
さらにこの期間中引揚げの 日本人を含めると 社会的な移動は 多くなる。 申相俊 (1997) 『双掲 書 』， 534 
頁。 
38 季大根 (2002) F 解放後 1950 年代 糾 経済山王 星 経済研究所， 141-147 頁。 
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年 8 月 17 日に「建国準備委員会」を 組織し，各地方組織として 約 145 個の「人民委員会」 

を立ち上げ主導権 を握ろ う とした。 同年 9 月 8 日から米軍の 進駐に伴い，占領軍は 左派の 

組織を認めず ，後から帰還した 右派の指導者達には 協力的な姿勢をとることになる。 

他方，社会的な 不安定をみると ，約 8 年間で ヂモ が 602 件起き，その 内訳は左右の 対立 

は 101 件，米軍政に 対してのデモは 298 件，食糧不足について 103 件，日本人や 親日派に 

ついて 71 件，その他で 26 件であ った。 すな む ち，社会不満の 半分は米軍政に 対してのも 

のであ り，これと左右対立によるものを 合わせて 67% であ ったことがわかる 39 。 米軍政当 

局は左右について 表面的には中立の 姿勢を維持しながら ，経済的な安定より 社会的な安定 

のための治安や 司法を優先したことが 推測できる。 つまり政治的には 民主化へ，社会的に 

は 安定化を目指したとみえる。 

こうした米露占領下の 統治は「駐韓米軍司令部 (HQ U 釦皿 、 IK) 」の「駐韓米軍政庁 

(USAMGIK) 」によってなされた 40 。 統治機構とそれへの 人員ほとりあ えず朝鮮総督府の 

機構と職員をそのまま 受け入れたものの ，頻繁に改編された。 その後 1947 年 6 月から 米 

軍政庁を「南朝鮮過渡政府」 へ 改称して機構拡大し ，翌年 8 月の韓国政府樹立をまつこと 

になる。 

1945 年 10 月の「米軍政庁」の 統治機構は，朝鮮総督府の 体制を若干修正しただけでほ 

とんどを受け 入れた 41 。 予算関係も財務局で 担当し，会計年度も 同じく，毎年 4 月から 翌 

年 3 月までにした。 こうした軍政庁の 政策決定過程は ，アメリカ本国の「姉省調整委員会」 

で 政策樹立。 審議・決定後，国務省へ 送り，また国務省は 大統領に報告する。 大統領は国 

連軍 太平洋総司令部に 指示し，それが 駐韓米軍の軍政庁まで 下達する方式になるが ，実際 

は 太平洋総司令部や 駐韓米軍司令部に 多くの裁量権 が与えられた。 1947 年 5 月の過渡 政 

府の樹立により ，韓国人の参加で 統治した。 もちろん当時権 限や責任は軍政庁にあ った。 

そうした米軍政庁の 統治理念は，政治的民主主義，自由市場経済，社会安定であ った。 

39 韓国精神文化研究院 編 (1998) F 韓国現代史 月 再認識 1, 解放政局 叫美蘇 軍政山上帯， 153 頁。 
40 米軍政は 1945 年 9 月 7 日の太平洋米軍総司令部布告第 1 号により，翌日米軍第 24 軍団が韓国に 上陸 
してはじまった。 最初は 1945 年 8  月 28  日に 堀韓 米軍・軍政岡 USAFIK  :United  Statesof 丘山 y  F0rces 
in  K0rea.M 山 tary  G0vernment) 」を設置して 準備をしてから 統治を行い，その 後 1946  年 1 月 4  日に「駐 
韓米軍政庁 (USAMGIK  :United  Statesof 血 my  Mi ℡ ary  Governmen Ⅱ n  Korea) 」 へ 改変拡大され 本 
格 的な米軍政が 行われる (G.H.Q.,U.S.ArmyForces,Paci 丘 c,P 囲 c セ皿 按 ㎡㎝ Mo.J 荻ガ Mo ス OfHce  ofthe 

Commanding@General OMG ， 28@September@1945 ， Yokohama ， and@HQ@USAMGIK ， Japan ， 7@September@1945 ， Appointment@No ， and@HQ@USAFIK ， 71 ， OMG ， 19@February@1946@)o ， Appointment@No ・ 2 ， 
41 米軍政 期 統治組織や行政体制については 次の文献を参照してほし VL 。 
金鋤 俊 (1996) 『 美 軍政時代 糾國 家叫 行政山梨花女子大 舅校 出版部， 申和 俊 (1997) 『双掲 書コ 韓国 福 
征行政研究所， 趙墓安 (2003) 『 美 軍政期月政治行政 彊制 J o ト甘 。 
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す な む ち，韓国にアメリカ 式の民主主義を 普及させようとした。 実際に韓国人による 過渡 

政府や過渡議会を 作った。 そして米穀自由市場の 設置，農地改革であ る自作農政策により 

資本主義に基づく 経済体制の構築を 図った。 社会的な混乱や 物資不足から 膨大な援助提供 

と 救護活動，衛生政策，食糧および 物価の統制を 行った。 

以上のような 解放と同時に 分断された韓国における 米軍占領というのは ，朝鮮半島の 経 

済 基盤の分割を 意味し，殖民地的遺産の 清算問題の先送り ，独立国家や 自立経済の基盤 構 

築 においてアメリカへの 依存などの意味を 持つものであ った 42 。 

では，以上のような 混乱期の米軍政統治は 財政の面でどのように 反映されたのかについ 

て ，まず当時の 韓国財政の外側に 位置していた 経済援助から 検討していく。 

(2) 米軍政下の財政 

米軍政の開始とともに ，アメリカからの 経済援助がはじまった。 具体的内容を 表 1-2 で 

みると，当時の 経済援助は 3 つぼ分けられる 48 。 第 1 に「占領地域行政救護援助」 (GARIOA     

Governme 礒 and  Reliefin  Occupied  血 ea)  であ る。 これは戦後植民地であ った地域の救 

護 のための援助として ，占領地域の 食糧不足や疾病駆除のための 緊急救護物資，すな む ち ， 

食料品，衣類，医薬品，燃料，石油などが 主な援助 品 であ る。 第 2 に「占領地域経済復興 

援助」 (EEOA  :EconomicRehab Ⅲ tation  in  Occupied  ぬ ea)  であ る。 これは救護援助に 

含まれているが ，緊急経済復興のための 援助として鉄鉱石，綿花，建築資材，化学薬品な 

どの原資財が 主な内容であ る。 第 3 に財政借款として「海覚清算委員会借款」 (OFLC     

O 伍 ce  ofthe  Foreign  Liquidation  Commissioner)  であ る。 アメリカの海外清算委員会か 

ら 1946 年 8 月に，韓国および 日本で米軍が 保有した施設の 内 2500 万ドルを韓国へ ， 3000 

万 ドルを日本へ 配分したものだったが ，韓国政府の 成立までに米軍政がそのまま 引き受け ， 

年利 2.5% で 20 年間分割償還の 借款であ る。 GARIOA. EROA 援助は 1945 年から 1948 

年 まで約 409 百万ドル， OFLC@ 借款が 1947 年に約 25 百万ドルであ った。 援助の内訳を 

みると，食料品が 41.6%, 農業用品が 18.8%, 被服 類が 10.2%, 固体燃料が 8.1%, その 

他 であ る。 つまり，膨大な 援助は米軍政 期 韓国財政の根幹を 支えたにもかかわらず ，財政 

42 解放の経済史的意義について ，分断による 統一国民経済建設の 失敗，植民地 期 の 南 濃化二体制による 
経済基盤の分割，資本主義体制と 社会主義体制の 周辺としての 編入などが指摘されている。 事大根 (2002) 
『双掲 書コ ， 34-41 頁。 

43  季大根 (2002)  F 前掲 書 ],  67-70 頁。 
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とは別に運用され ，内容的には 原材 - 料も含まれていたが ，どちらかと 言えば，消費財中心 

の 援助であ ったことがわかる。 

それでは次に ，政府財政はどのように 運用されたのかについて 触れでみたい 44 。 米軍政 

下の財政について ，まず予算編成からみると ，従前の瑚 鮮 総督府特別会計」を 廃止して 

予算編成をしたが ，朝鮮総督府の 方式をそのまま 維持した予算編成および 執行，また会計 

年度も毎年 4 月から翌年 3 月までの編成であ った。 

その内容について ，まず歳入面からみると ， 表 1-3 によると，租税収入が 非常に低い割 

合 ほとどまっていることがわかる。 すなわち， 1946 年の税収は 6.2% から 1948 年 15.3% 

まで急増したものの ，歳入の 2 割にも到達していない。 また税収の直間比率について ， 表 

1.4 をみると、 t945 年後半は間接税が 多くの割合を 占めていたのが ，戦後米軍政 期 になっ 

てから変わったことも 確認できる。 たとえば， 1945 年後半期の直間比率は 41.3% 対 58.7% 

であ ったのが， 1946 年のそれは 62.7% 対 37.3% と急変された。 また，税目は 複雑であ り， 

直接税であ る所得税，地税，臨時利得税 等 ，間接税であ る酒税，遊興飲食 税等 が中心とな 

っている。 引き続き表 1.3 から歳入の内訳をみると ，従来と同じく 最大の収入源は 官業 お 

よび官有財産収入であ り，歳入の 5 割をさらに上回り ， 1947 年のそれは 56.9% を占めて 

いる。 また，借入金が 多くの割合を 占めており， 1946 年の 32.1% から 1948 年 27% まで 

と 約 30% の水準となっている。 

次に，歳出をみると ，表 1.8 によると，官業費や 治安 費 が多くの割合を 占めており， 他 

方 ，産業行政費は 1946 年の 16.6% から 1948 年のそれは 9.4% まで急減している。 また 中 

奥行政費は増えっ っ あ る反面，地方行政費は 1946 年の 16% から 1948 年の 3.9% までに 激 

減している。 これに対して ，文教厚生費の 内訳をみると ，文教費の伸びが 著しいことを 確 

認 できる。 

以上のことから 米軍政下の財政の 特徴は，第 1 に，戦後人ロ と 資産の急激な 移動，経済 

の 混乱に よ る税収の不足から ，官業収入に 依存する赤字予算を 編成したことが 判明する。 

その財政赤字の 不足労 は ついて，当時の 経済混乱とハイパーインプレにより 公債発行がで 

きない状況であ り，朝鮮銀行からの 借入金，すなわち ，中央銀行に よ る通貨増発によって 

解決される財政運用が 行われたことが 確認できる。 この背景には ，あ くまでも占領地域で 

アメリカ側が 財政負担を負わないようにしたことがあ ると考えられる。 第 2 に，産業行政 

費の減少であ る。 それは米軍政当局が 人為的な経済介入および 経済復興の道を 選ばず， 結 

44 韓国産業銀行調査部 (1955)  旧 韓国産業経済 10 年 史 』， 359 ～ 360 頁。 
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果 として自由放任的な 政策となったものであ る。 第 3 に，治安費や 文教厚生費の 増加によ 

って，民主主義体制を 目指して政治的・ 社会的な混乱を 抑制し安定させようとしたことが 

確認できる。 最後に，財政には 反映されていないものの ，消費財を中心とした 海外援助が 

米軍政下の財政を 裏 で支えたのであ る。 

第 2 節 政府樹立と援助財政 

(1) 政府の樹立および 財政の制度整備 

ここでは韓国政府樹立から 朝鮮戦争以前までの 独立国家としての 韓国別政の制度整備 

およびその展開について 歴史的な動きを 検討する。 分析の視点は ，米軍政期の 財政からど 

のような変化があ ったのか，またはどのような 共通点や相違点があ るのかを検討すること 

であ る。 まず憲法および 財政制度の整備，当時の 社会経済的状況を 踏まえながら ，当該 期 

における財政の 展開をみていく。 

1948 年 8 月 15 日に韓国政府の 樹立後，韓国は 独立国家としての 地位をもつことになっ 

た 。 それは当時の 朝鮮半島の人々の 意思 " とは関係なく ， 1947 年 11 月 14 日第 2 次国連総 

余 で，朝鮮半島の 分断体制を認めたままに 韓国の独立問題が 決議された結果であ る 45 。 ま 

た 翌年国連の決議 (1948.12.12) では占領軍の 撤収が決められたので ，駐韓米軍の 戦闘部 

隊は 1949 年 6 月 30 日までに韓国から 撤退しなければならなかった。 そこで，韓国政府と アメリカ政府の 間では「財政および 財産に関する 協定」が 1948 年 9 月 11  日 と 1950 年Ⅰ 

月 17 日に結ばれ，米軍政下から 韓国政府へ財政および 財産が移譲された。 また 1948 年 

12 月 10 日には「 韓米 援助協定」を 結んだのであ る。 

韓国は 1948 年 5 月 10 日に朝鮮半島の 38 。 線 以南，「南緯」の 単独総選挙により 人口比 

例 (10 万人に 1 人 ) で 198 名を選出し，任期 2 年の単 院 制の国会が開設され ， 1948 年 7 

月 17 日の韓国「制定憲法」の 公布からはじまり ，様々な制度整備を 行 う ことになる。 ま 

ず 憲法に基づく 財政規定は次のよ う であ る 46 。 第 1 に，租税法律主義 ( 第 90 条 ), 第 2 に ， 

45 朝鮮半島の独立問題は ， 1945 年 12 月 21 日の米・英・ ソ による「モスクワ 3 外相会議」に 基づき， 当 
時の占領軍であ った 米 ・ ソ の間に 1946 年 1 月 16 日～ 30 日まで 総 8 回の「予備会談」，「第 1 次 米 ・ ソ共 
同委員会」は 同年 3 月 2 0 目 ～ 5 月 8 日まで 総 16 回の会議が決裂，「第 2 次 米 ・ ソ 共同委員会」は 1947 
年 5 月 22 日～ 10 月 18 日までの会議も 結論を出せなかったまま 決裂，結局国連総が 会議できめることに 
なった。 

46 米軍政下で「制憲 國 含 」後，約 67 日間で憲法を 制定公布した。 そうした憲法は 緊急に制定したものの ， 
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予算案の編成，審議・ 議決・決定 ( 第 41 条 ，第 91 条①，第 94 条 ), 国債の募集 ( 第 92 

条 ), 第 3 に，決算原則 ( 第 95 条 ), 第 4 に，予算の継続費や 予算増額・予備費 ( 第 91 条 

②③，第 93 条 ) などを規定しその 他に財産権 保障 ( 第 15 条 ), 教育および勤労 3 権 ( 第 

16 条，第 17 条，第 18 条 ), 生活無能力者保護 ( 第 19 条 ), 地方自治制度 ( 第 96 条， 第 

97 条 ) などの国民の 基本権 や地方自治に 関する規定が 置かれた。 また同年 10 月 2 に制定 

された国会法では 各常任委員会からの 予算案の予備審査を 総合審査ができるよさに 財政経 

済 委員会が設置されることになる。 これらの結果形式的には 財政民主主義の 制度が整え ろ 

れた 47 。 そうしたことによって 韓国ではじめて 予算が国会に 提出され，審議および 議決さ 

れる現代的な 予算制度が確立された。 

しかし，そうした 憲法の財政規定を ぅ けて具体的な 制度や手続を 定める「財政法」は ， 

朝鮮戦争中の ， 1951 年 9 月 24 日に制定・公布されることになった。 財政法は戦争中の 混 

乱 のなかで戦時 経 の 調達という要請から 緊急に作成きれ ，当時日本の 財政法をモデルに 

したものであ った 俺 。 

一方， 1948 年Ⅱ 月 4 日に政府行政機構の 公布によって ，米軍政下の 過渡政府の 13 部 6 

処は 11 部 4 処へ 再編された 49 。 従前の警務部は 内務部の傘下に 含まれ，運輸部は 交通部へ ， 

保健厚生部と 労働部は社会部へ ， 統衛 部は国防部へ 変わるなど，名称変更および 統合， 新 

殺 があ った。 そのなかで財政と 関係するところは ，まず新設された 企画処の予算局で 予算 

を 担当することになった。 すな む ち，予算編成に 関する事務が 財務部から企画 処へ 移管さ 

れた。 

しかし， 1954 年 11 同 27 日に第 2 次憲法改正によって ，国務総理制の 廃止に伴い予算 

局は財務部へ 戻すことになった。 財務部は米軍政 下 07 局から縮小して 5 局を置くことに 

なった " す な む ち，理財局，同視 局 ，会計局，税関 局 ，専売局がそれであ り，予算以外に 

一般の法学者に 依存し，緊急に 作ったので，その 後憲法改正が 続くことになる。 大 韓民國 (1948)  F 制定 
憲法』，韓国精神文化研究院 編 (1998) 『韓国現代史科再認識 2. 政府樹立 叫 制憲 國 倉コ 文吾， 241-28 
8 頁。 
47 財政民主主義の 制度は憲法の 財政規定や財政の 法的規定に基づく 4 原則 t 指す。 す な れ ち ，租税法律 
主義，予算の 審議・承認の 原則，決算の 審議・予算執行監督の 原則，下院優越の 原則がそれであ る。 諾 し 
いことは次を 参照、 してほしい。 金澤史男 編 (2005) 『双掲 書 』， 30-48 頁。 林 健久 (2002) 『財政学講義 
( 第 3 版Ⅱ東京大学出版会， 9.17 頁。 
48 季昌世 (1965) 『韓国財政 糾 近代化過程 山 博英 社 ， 224-232 頁。 
49 米軍政下は 1947 年 9 月に 13 部 6 処の構成，す な れ ち ，文教部，司法部， 務部 ，農務部，商務部， 
財務部，保健厚生部，公報部， 統衛部 ，逓信部，運輸部，土木部，労働部，人事行政処，食糧行政処， 物 

価 行政処，庶務処，覚務処，管材処などであ る。 韓国政府樹立直後は 11 部 4 処の構成，すなわち ，内務 
部，文教部，法務部，農林部，商工部，財務部，国防部，逓信部，交通部，社会部，覚務部，総務処， 公 

報処 ，法制 処 ，余割処などであ る。 
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税制，会計，関税，専売なども 主管した。 また，新設の 内務部の地方局で 地方行政を担当 

し ，地方行政区域は 1 市， 9 通， 14 府， 133 部， 1 島 ， 7 日， 1456 面に区分されたのであ 

る 。 

こうした再編によっても 樹立直後の韓国政府機構は 従来の体制を 引き続いたのが 多く 

みられたのが 実態であ る。 また中央集権 行財政も従来とあ まり変わりがないまま ，米軍政 

から韓国政府へと 政権 だけが変わり ，縮小移管されたと 見ることができる。 とはいえ韓国 

政府は米軍政 期 とは違 い， 新たに経済開発を 図ることになる。 

次に当時の社会経済的状況を 簡単に触れてから 財政の動向について 検討する。 

(2) 政府樹立直後の 財政 

韓国政府は 1948 年 9 月末に米軍政下の 予算を清算し ， 10 月から翌年 3 月末までの 6 ケ 

九分の予算編成を 行 い ， 1949 年から会計年度は 同年 4 月 1 日から翌年 8 月 31 日までにし 

て 以後続くことになる。 

韓国政府樹立と 同時に直面した 問題 は， 何よりも最優先的にハイパーインフレを 収め ， 

経済安定を図ることであ った。 もちろんその 安定によって 経済開発の双提が 整 う という 考 

えであ る。 前述した よう に，インフレの 原因が赤字財政を 埋めるための 通貨増発に起因 す 

るものであ ったので，韓国政府が 財政面で歳出の 抑制および歳入の 増加させる一般会計の 

健全財政主義を 取らざるを得なくなったのであ る。 

これに加え， 1948 年 12 月 10 日の「 韓米 援助協定」は ，援助の第 1 の原則を均衡予算 

とした。 この協定ではアメリカからの「経済復興援助」 (ECA: Economic C0operation 

Admin 土 iStration) として前文および 12 個条の内容のなかに 条件を付けている 50 。 すなわち， 

第 1 に，協定第 2 条では，まず 予算均衡を図り ，通貨発行および 公私信用の統制，為替 取 

引 および貿易の 統制，韓国通貨に 対する為替を 策定，穀物の 収集および配給制度の 継続・ 

維持，韓国での 外国人の投資促進および 貿易活動の認定，韓国の 輸出産業育成，政府所有 

の 生産施設および 財産を運営または 処理など 8 つの原則が義務付けられた。 第 2 に，アメ 

リカ の援助関係者についての 外交特権 および免除の 付与，援助計画に 関する記録保存およ 

び 管理・運営機関設置 ( 協定第 3 条 ), 輸出入計画を 進行させることとされた ( 協定第 4 

00 ECA 援助はマーシャルプランに 伴 う 韓国への適用であ った。 韓国開発研究院 編 (1995) 『韓国経済 半 
- 世紀政策資料集』， 86 一 91 頁。 
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条 )" 第 3 6 こ ，援助物資の 販売代金は特別勘定で 韓国通貨に換算した 金額を預金し ，合議 

に ょり支出するとされた ( 協定第 5 条 ) 。 そうした特別勘定は「 対充 資金」 ( いわゆる見返 

り 貸金 ) として財政収入の 主な財源になった。 

こうした健全財政を 企図したにもかかわらず ，財政赤字に よ る借入金への 依存は続いた。 

それには社会的に 米軍政 丁 と変わらず，社会は 不安定のまま 様々な面で混乱が 続いたこと 

も 影響していた。 具体的には， 1948 年 4 月 3 日から 12 月末までの「済州島の 武装暴動」， 

同年 10 月 19 日から 10 月末までの「麗水・ 順川 武装暴動」などが 起こり， 約 104 億 

借入金による 支出があ った 51 。 

一方で，米軍政の 下で成果を上げなかった 農地改革が 1950 年 3 月から韓国政府により 

実行に移された。 しかし，まもなく 同年 6 月の朝鮮戦争の 勃発で中断し ，戦時中および 戦 

後にも農地改革は 継続され，地主小作農制度から 自作農制度への 転換が図られたが ，あ ま 

り 効果はなかった。 それでも，財政面では 農地改革特別会計が 新設されて財政収入源の 1 

つ として運用され ， 1950 年から 1960 年まで 100 億 の 収入を収めた。 

他方で， 1950 年 3 月 4 日， 韓 米の合議による「経済安定 15 原則」に基づいた 財政安定 

化が図られることになった。 その内容は 52, 第 1 に財政および 金融の健全化，第 2 に緊縮 

財政，税制改革，政府収入の 増大，第 3 に地方行政の 健全化，生活必需品への 物価統制 お 

よびその他であ った。 

では，そうした 健全財政や財政安定化政策への 試みは実際どのように 具体化されたのか 

ほ ついて， 表 1-5 をみて い く。 まず歳入を見ると ，第 1 に，米軍占領下の 最大の収入は 官 

業 収入であ ったが，政府樹立後，借入金が 従前 3 割前後 ( 表 1.3) から 1949 年 49.6%, 

1950 年 61.5% と急増されたことが 確認できる。 それには財政赤字の 解消手段として 中央 

銀行からの借入金であ ったので，インフレを 余儀なくされたのであ る。 

第 2 に，一般会計と 特別会計に分け ，一般会計を 中心とした予算編成が 行われるよ う に 

なった。 米軍占領下の 官業法特別会計 ( 交通・通信・ 管材 庁 ・放送・専売・ 外資など ) で 

扱われたが， 純 収入は特別会計転入の 1 つ として一般会計に 入れて編成された。 その規模 

は 官有財産と合わせると ， 1949 年に 21.8% の割合を占めており ，主な財政収入源となっ 

ている。 

第 3 に，税収および 印紙収入は税制改革委員会が 1948 年 9 月 28 に発足し，インフレ や 
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消費の抑制，課税対象の 拡大，高所得者への 重課 ，税制の簡素化という 目標を挙げながら ， 

税制の全面的な 改革を推進した。 にもかかわらず 税収および印紙収入の 歳入に占める 比率 

は 従来とほぼ同じ 15.8% の水準にとどまっている。 税収の直・間比率の 場合，表 1 、 6 によ 

ると， 1949 年のそれは直接税 43.4% に対して間接税は 56.6% を占め，以前と 比べ間接税 

中心の税制への 傾向がみられる。 

第 4 に， 1949 年からわずかではあ るが，援助資金を 財政へ反映させたことも 従来とは 

異なる点であ り，財政の安定を 試みていることがわかる。 

歳入面の変化に 対して歳出面をみると ， 表 1.5 によると，まず 第 1 に，財政の膨張が 著 

しい。 1949 年度の財政規模は 約 9 億 1 千万 園 であ るが，前年度と 比べ 2.6 倍も増加してい 

る 53 。 米軍政期から 膨張傾向がみえる。 第 2 に，そうした 財政膨張は防衛費，司法・ 審察 

費 ，産業経済 費 によることが 確認できる。 左右両派の対立や 暴動によって 社会的不安が 続 

いているので ，米軍政期の 同じく治安維持関係，特に 防衛費が最大の 支出項目になって い 

る 。 防衛費の増加は 韓国の政府樹立後まもなく 駐韓米軍の撤収が 決まられたので ，防衛費 

の 増加をもたらしたと 考えられる。 

このように韓国政府は ，インフレを 抑制して経済安定という 問題とともに ，外圧からの 

健全財政，内圧からの 経済開発への 要式について ，一般会計と 特別会計に分けて 財政を運 

用 した。 一般会計の健全財政を 試み，支出を 抑制し，間接税の 増税や援助収入の 特別会計 

による管理運営などの 歳入増加を図ったのであ る。 

しかし，財政緊縮によって 安定への成果をかなりの 程度あ げたにもかかわらず ， 1950 

年 6 月 25 日朝鮮戦争の 勃発により財政は 戦時財政へ転換しなければならなかった。 次に 

戦時財政について 触れてみる。 

(3) 朝鮮戦争下の 戦時財政 

朝鮮戦争は 1950 年 6 月 25 日に勃発してから ， 1953 年 7 月 27 日の休戦成立まで 3 年 1 

ケ 月間続いた。 その結果，韓国政府樹立後健全財政を 目標とした財政安定化への 努力はそ 

0 基盤を全て失い ，挫折せざるを 得なくなった。 それはこれまでの 安定化の歩みを 逆戻り 

。 3 番表の貨幣単位は 圓， 園 ，ウオンで異なるが ，朝鮮戦争中の 1953 年 2 月 15 日に第 1 次通貨改革によ 
るものであ る。 それは従前の 100 圓に対して新通貨単位 1 園に交換，すな む ち ， 1% 二 100 圓の額面切下 
げした。 その後軍事政権 の下で， 1962 年 6 月 10 日に第 2 次通貨改革が 行い， 1 周 ( ウオン ) 二丁 0 圓の 
額面切下げして 現在まで至る。 
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させることになった。 

朝鮮戦争によって ，国土および 産業施設の破壊，死亡者や 行方不明者などによる 経済性 

金的な混乱は 想像を超えるものであ った。 具体的に表か 7 をみると，約 8 年間の産業部門 

別の被害額は 4106 億 園 になり，その 額は戦時財政で 膨張した 1953 年の財政規模 633 億 

園 06.5 倍，同年 GNP 規模 2297.3 億 園の 1.8 倍になる膨大な 被害であ った。 その内訳の 

みると，住宅の 被害が 39.3% として最大の 割合を占めており ，教育施設や 民間産業部門が 

それぞれ 2 割を占めている。 

また，人命被害も 民間人や軍人・ 官を合わせて 199 万人の死傷者が 出た。 その内戦争 

による負傷者の 数が約 95 万人で被害者の 47,7% 。 を占めており ，戦死および 死亡者が約 48 

万人で 23.8%, 行方不明者も 17.7% を占める膨大なものであ った。 一方， 戦 

の 通貨増発で再び 物価急騰が始まった。 表 1.1 によると，政府樹立後安定化の 傾向が再び 

ハイパーインフレになったことが 確認できる。 

そうした戦争によって 韓国財政はどのように 戦時財政および 戦時税制へ転換したのかを 

表 1,5 をみながら検討する。 まず第 1 に，財政規模の 莫大な膨張であ り，それは当然のこ 

調達による防衛 の 規模や割合の 拡大によるものであ った。 財政規模は 1950 

年度から双年度比で 毎年約 3 倍も増加した。 4 年間を比較すると ， 1949 年の財政規模は 

だったのに対して ， 1953 年には 632.7 億 となり， 70 倍に至る莫大な 膨張であ っ 

たことが確認できる。 防衛費は，戦時中歳出の 5 割をさらに上回り ，その規模は 1950 年 

度 で前年度比が 5 倍を上回っている。 戦争勃発直後，「 6.25 事変収拾緊急予算」が 編成さ 

れ， 主には軍事費 へ 充当され，救護や 治安 として支出された。 その後も 7 回に至る追加 

更正予算が編成され 軍事 として支出が 続けられた。 それらの財源は 借入金 

によるもので ，通貨増発が 行われ，インフレとの 悪循環を引き 起こすことになった。 これ 

に 対処するため 戦時中にもかかわらず 一方で財政緊縮が 試みられた。 防衛費以覚の 支出は 

極力抑制されたのであ る。 

第 2 に注目されるのは ， 1951 年度からは軍事費を 一般会計から 分離し，「 6.25 事変収拾 

費 特別会計」が 新設されたことであ る。 1951 年度には 24.5 億 園 が支出され， 1952 年度と 

1953 年度には 7827.5 億 園 ， 452.5 億 園 が支出された 54 。 その財源としては 借入金をやめ ， 

戦時中のインフレ 抑制のために 国債発行 や 一般会計からの 転入金で賄 う ことになる。 国債 

ほ 1951 年に 4 億 園 ， 1952 午に 12 億 園 ， 1953 年に 20 億 園 で総計 36 億 園 が発行され 戦 

" 。 韓国産業銀行調査部 (1955)  『双掲 書 』， 376 ～ 392  頁。 
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費 財源になった。 

第 3 に，戦時中に 税収の増加が 著しいことであ る。 1951 年の税収は，前年度の 歳入に 

対する税収の 割合 17% をはるかに超え ，歳入の約 6 割を占めており ，その後も 4 割前後を 

占める 急 ぶりだったのがわかる。 そうした税収の 急増は戦費調達のための 緊急税制改革に 

よるものであ った。 政府は戦争勃発から 5 ケ月 後， 1950 年 11 月 30 日に「租税臨時増徴 

法 」や「地税法」を 制定公布した。 まず「租税臨時増徴 法 」 ほ 当時の 10 種の租税に対し 

てその税率を 4 ～ 100% を臨時増徴したのであ る 55 。 また「地税法」は 戦争の被害が 都市に 

比べ少ない地域，すな む ち，農林水産地域で 徴税するために 従来の賃貸価格から 土地収益 

を 課税標準としたことであ る。 

また 1951 年 1 月 1 日 ヰ こは「租税特例 法 」による改革や 同年 9 月 25 日には地税を 廃止 

して「臨時土地収得税法」を 公布して戦時増税へ 拍車をかけた。 租税特例法は 所得税率の 

分類所得課税し ，累進税率を 適用して 40 ～ 75%t こ 引上げ，法人税も 累進課税して 15 ～ 75% 

に 引上げるとともに ，認定課税制度を 適用した。 間接税であ る営業税・物品税・ 遊興飲食 

税 ・酒税・入場税にも 認定課税制度を 採用した。 他方「臨時土地収得税法」に よ る措置は 

精穀関係支出に よ るインフレ抑制，戦時中の 軍糧米および 官需穀物の確保のために 導入さ 

れた。 具体的内容は ，土地について 農家土地と非農家土地に 分け，農家土地のうち 田んぼ 

は 収穫量を課税標準にして 15 ～ 28% の累進課税，畑は 土地所得を課税標準にして 25 ～ 

70% の累進課税をする 一方，非農家土地は 賃貸価格を課税標準にして 12% の比例課税を 適 

用 した。 こうした土地収得税収入は ，表 1-66 こ よると， 1951 年に 8.4 億円，Ⅰ 952 年に 29.4 

億園 ， 1953 年に 61.8 億 園 に上がり，戦時中総税収の 年平均 26% 割合を占めた。 これに 対 

して，所得税収の 割合は 1951 年に 14.2%, 1952 年に 11,6%, 1953 年に 13.9% にとどま 

っていた。 このように土地収得税は 戦時中の最大の 税収 源 として成果を 上げており，所得 

税収を大幅に 超えながら税収増大に 寄与したのであ る。 

第 4 に，戦時中の 1951 年 9 月 24 日に財政の具体的な 制度や手続を 定める「財政法」が 

制定・公布され ，さら f こ 同年 4 月には「臨時地方分与税法」が 公布されたことであ る。 財 

政法は戦時財政の 戦費を調達するために 制定されたものではあ ったが，韓国政府樹立から 

3 年を経て憲法に 基づく財政民主主義の 具体的な制度ができたと 位置づけることができる。 

また「臨時地方分与税法」は 戦時中の地方財政を 調整する目的で 導入され，翌年 9 月 12 

ss 増徴の対象の 税は所得税率の 5% を引上げ，地税率の 50% を引上げ，営業税率・ 通行税率・物品税率   
遊興飲食税率の 100% を引上げ，酒税は 元の本税とは 別に酒代の 15% を付加，入場税率， 鉱 税率・電気 
ガス税率の 50% を引上げる増税であ った。 
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日ヰ こは「地方分与税法」が 公布されることになった。 地方分与税は ，戦費調達のために 国 

家財政へ財源を 集中することによって ， 生じる地方の 財源減少および 地方 問 財政の格差を 

調整する制度として 導入された。 臨時地方分与税は 普通分与税と 特別分与税があ り，地税 

営業税の 13.39 ～ 34.68% を普通地方分与税の 財源として地方へ 分与する。 その分与の 26% 

の 額が特別分与税であ る。 地方分与税は 井農家地へ土地収得税および 営業税の 15% を普通 

分与税とし，普通分与税額の 40% 。 を特別分与税とした。 

以上のような 戦時財政においては ，防衛 が 急増して歳出の 50% を大幅に上回り ，結局 

韓国財政全体の 膨張を導くことになった。 反面，戦費調達のために 戦時中に税制改革が 実 

付 され，朝鮮銀行からの 借入れが停止され ，公債発行の 手段がとられるよさになった。 ま 

膨張およびハイパーインフレを 抑制するため 防衛費以覚の 財政緊縮が図られた。 

戦時財政を支える 租税の増徴，内政面の 圧縮のもとで 地方財政の最小限の 行政サービス 水 

準の確保という 特有の必要性を 背景として財政法や 地方調整制度が 整備されることになっ 

たと考えられる。 

第 3 節 戦後経済復旧下の 援助財政 

以上のような 朝鮮戦争後， 1953 年 12 月Ⅰ日韓米合同経済委員会によって ，「経済再建 

と 財政安定計画に 関する合同経済委員会協約」が 結ぱ れ ，経済再建および 財政安定政策が 

実施された 56 。 その主な内容をみると ，産業の復興再建，インフレ 抑制，財政安定の 維持 

を 目的にあ げながら，第 1 に，経済復旧のための 再建投資は財政安定計画に 合致させ， 財 

政 支出の調節や 歳入の増大，およびインフレ 抑制を図る。 第 2 に，援助物資は 為替を ェド 

ル肘 180 園に決め，「 対充 資金」 ( 見返り資金 ) を積立てて特別会計で 管理し，再建投資や 

戦乱収拾 費 ，同委員会と 合意された目的に 支出する 57 。 第 3 に， 対充 資金の貸付以覚には 

政府や民間金融機関の 融資増加限度額を 50 億 園へ 制限する。 このように，戦後韓国経済 

や 財政で最優先されたのは 戦災復旧，経済復旧および 安定，財政安定であ った。 

上記のような 計画の資金源であ る援助について ， 表 Ⅱ 2 をみると，米軍占領の 下で剰余 

56 休戦直双の 1953 年 4 月アメリカのタスカ (HenryJ.Tasca) 使節 団 による援助計画，すなわち ，軍事 
援助，救護援助，経済再建援助を 内容にして，翌年から 3 年間 883 百万ドルの援助計画を 報告した。 ま 
た休戦直後の 同年 10 月 12 日ワルド (H.P.Wald) 使節 団 による韓国税制に 関する勧告案が 出され，その 
後 経済再建や負担の 公平性を目的とした 税制改革を行った。 
57 援助物資は当初 1 ドル 二 180% だったのが， 1955 年 8 月から 1 ドルⅠ 500 園になる。 
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農産物および 消費財を中心とした「占領地域救護援助」 (GARIOA.EROA) が中心となり ， 

さらに政府樹立後の 経済安定のための「アメリカの 経済協調 処 」 (ECA : Ec0nomic 

                                                            からの経済復興援助が 加わり，この 期間中に合計約 55.1 億 

ドルが援助された。 ところが韓国経済や 財政の安定化へ 入る寸前に朝鮮戦争が 勃発し ， 

ECA.SEC  (SuppIies 面工 EconomicCoope Ⅰ 8L 捷 on)  援助は引き続くことになり ，国連から 

「国連救護援助」 (UNCACK.CRIK  : United Nations C 土 vil Assis 士 ance Command in 

K0rea.Civil  ReUef  in  K0rea),  「国連韓国再建 団 」 (UNI 田 A  : United  Nati0ns  Korea 

ReconstructionAgency) の援助も加わって ， 1950 年から 1953 年まで 4 年棚 こ 52.1 億 ド 

かめ 援助があ った。 休戦後も経済再建や 安定を目的として ，「国連韓国再建 団 」 (UNI ㎝ A) 

援助が引き続き ，前述した「 韓米 合同経済委員会」の 協約によって ， 「アメリカの 対外活動 

処 」 (  後で 1955  年から国際協調 処 ， FOA-ICA  :  Foreign  Operation 

Administration.InternationalCooperation  Administration)  の援助，アメリカからの「 剰 

金農産物援助」 (PL480  :PublicLaw  480)  で 1954 年から 8 年間に渡り 208.8 億ドルの 援 

助を受けた。 こうした 17 年間の援助は 約 316 億ドルに至る。 こうした膨大な 援助の内容 

をみると，施設 財で 19%, 消費財で 81% を 占める。 

また単年度を 基準に比べると ， 1954 年度の援助資金 15.4 億ドルは 対 GDP 比で 4.2% 

を 占める一方，歳入の 18.8% を占めるような 収入であ ったことから 58, 当時の韓国として 

はなくてはならない 主な財源であ ったことがわかる。 

財政の制度では 1953 年に「 対充 資金特別会計」が 新設され，翌年度から 経済再建およ 

び 産業育成の事業費は 一般会計とは 別に策定され ，その財源は 対 充 資金で調達して 経済復 

興 予算として編成された。 1954 年には会計年度も 援助資金の主な 出口であ るアメリカの 会 

計 年度に合わせて ，従来毎年 4 月から翌年 3 月までの会計年度から 7 月から翌年 6 月まで 

に 変更された。 

しかし，その 資金受け入れから 予算編成が遅くなったため ，再び変更して 毎年 1 月から 

12 月になって現在に 至る。 その結果， 1953 年度までの会計年度は 12 ケ 月間 ( 毎年 4 月～ 

翌年 3  月 ),  1954  年度は 15  ケ 月間 (1954.4 ～ 1955.6),  1955  年度は 18  ケ 月間 (1955.7 

～ 1956.12), 1957 年以降は 12 ケ月 ( 毎年 1 月～ 12 月 ) になり，韓国財政史の 申で 1956 

年度は存在しないことになった。 

  
58 1954 年の為替は 1 ドル 二 180 園であ り， 1962 年 6 月 10 日の通貨改革の 額面切下げで 10% 二 1 ウォ 
ンになったので ，単純計算で 1 ドルニ 180 園二 18 ウオンに換算したものであ る。 
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以上のような 援助は，莫大な 資金であ りながら，援助の 内容としては 米軍政 期 と変わら 

ぬ 消費財中心の 援助であ った。 特に消費財中心の 援助の背景はアメリカの 剰余農産物の 放 

出 という目的があ った。 また，その援助資金は「 対充 資金」として 管理されることになり ， 

その運営は韓米の 合意によるものとされ ，アメリカ側から 韓国財政について 規制すること 

ができたのであ る。 

一方，戦時中にインフレ 抑制と戦 調達のために 国債発行がはじまった。 1953 年度から 

は 産業復興国債を 発行し，それで 対充 資金や産業復興国債を 財源とした財政投融資が 活発 

になった。 他方，戦後当然のことだが ，国防の重要性が 再認識されて 軍事費の膨張が 続い 

た し。 

援助と共に主な 収入源となったのは 税収であ る。 戦時中の戦 調達のために 行った租税 

の 増徴の結果，税収は 著しく拡大したが ，経済再建の 財源調達や税負担の 不公平性を是正 

するために 1954 年 4 月に税制改革が 実施され，戦時税制から 平時税制への 転換が図られ 

た 。 この税制改革は 休戦直後，国連の 租税専門家であ る「 フ ルド (H.P. Wald) 使節 団 」 

が 韓国に 1953 年 10 月 12 日に出した「韓国税制に 関する勧告 案 」に基づいている 590 

この勧告の内容は ，第 1 に国税の課税率を 当時の先進国水準であ る GNP の 20% 水準ま 

で 引上げること ，第 2 に投資促進のために 企業課税を優遇すること ，第 8 に税負担の不全 

字性の是正，第 4 に租税体系の 簡素化および 税務行政改善，第 5 に個別税目について ， 個 

人 および法人所得税率の 引下げ，資産再評価措置，消費課税や 専売収入の増税，地方税の 

簡素化，などであ った。 要するに，税収入の 拡大と資本蓄積の 促進を狙い，所得課税を 含 

む 直接税への減税と 間接税への増税を 中心とした内容であ った。 

こうした「 フ ルド勧告」を 参考して 1954 年 4 月と 10 月に 2 回の税制改革がおこなわれ 

た 。 まず戦時中の「租税特例 法 」や「租税臨時増徴 法 」が廃止された。 所得税は 2 つ に介 

けられ，分離所得税は 単一比例税率で ，総合所得税は 基礎控除や扶養家族控除を 認めて 累 

進 税率を用いた。 法人税は累進税率を 単一税率へ変更し 自己申告納付は 35% で，政府 強 

制 決定は 45% になった。 また土地収得税率の 引下げ，営業税率の 50% 引上げ，酒税の 2 

倍 引上げ，物品税や 遊興飲食税の 課税対象を拡大したのであ る。 

しかし，間接税の 税率引上げは 消費を減少させ ，逆に税収減少を 引起こしたので ， 10 月 

に 分類所得税を 段階比例税へ 変更しまた，総合所得税の 控除制度を廃止した。 これに 続 

き 間接税も税率・の 引下げや課税対象の 調整がなされた。 
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この ょう な海外援助の 受け入れとそれ ，に合わせた 経済復旧や財政安定への 努力で韓国経 

済は 徐々に再建され ，財政安定化へと 進んでいった。 これを支えたのが 海外援助であ り， 

この時期のシステムを「援助体制」と 呼ぶことがあ る。 ところが表 1.2 で確認、 したよ う に 

1957 年を頂点にして ，援助は減少することになり ，経済の不安定やインフレ ，財政収入の 

減少によって 韓国政府は危機感を 感じ，それへの 対応を図ることになった。 その対策は財 

政 緊縮として具体化された。 それは 1957 年 4 月 26 日に「財政金融安定計画」の 実施に始 

まった。 この計画は財政緊縮や 通貨増発を抑制してイフレを 抑制し，経済安定を 図ろ うと 

したものであ る。 その根拠は戦時中に 結ばれた 韓米 合同経済委員会の 協定であ り，アメリ 

力 援助局の圧力が 働き，経済成長から 安定政策へ転換せざるを 得なかった。 その後毎年同 

計画が実施されることになった。 

財政支出の抑制として 公共事業費であ る「射光資金」の 支出抑制， 秋穀 買上げの縮小す 

る 反面，歳入の 増大衆として 増税，援助物資代金の 増収， 糧穀 代金の回収を 行った。 

では，以上のような 戦後の動きが 具体的に歳入および 歳出でどのように 反映されたのか 

ほ ついて検討してみる。 まず第二 に ，表 1.8 に よ ると，財政規模の 膨張が著しいことがわ 

かる。 財政支出の対 GNP 比でみると，朝鮮戦争以前のそれは 1 割を下回っていたのが ， 

戦時中に膨張して 1952 年度のそれほ 29.3% となった。 休戦後も戦災復旧や 経済再建の支 

出 が増え続き， 1957 年度の財政支出の 対 GN 轄比は 4 割合をさらに 上回ったのであ る。 財 

政 学では総力戦を 契機に支出が 不連続的に膨張する 現象を転位数 果 (displacemente 曳 ct) 

と 呼ぶが，韓国では 朝鮮戦争を画期に 一種の「転移効果」が 観察されるのであ る 60 。 

第 2 に，朝鮮戦争を 契機に防衛費や 経済再建 費 が急増したことであ る。 注目すべきなの 

は ，戦時中だけではなく ，戦後も 1950 年代に一貫して 支出の 3 割を大幅に上回る 水準で 

推移していることであ る。 この点で戦後に 軍事費の比率が 下がり、 逆に社会保障関係費の 

比率が上がる 先進国の「転位効果」とは 異なっている。 また，他の支出がほとんど 伸びな 

かったのは，インプレの 恐れによる経済財政安定ィヒへの 傾向，すなわち ，援助のための 様々 

な韓米 合同委員会の 協定に よ る圧力で，防衛や 経済復興以覚の 支出は必要最低限に 抑制し 

なければならなかったからであ る。 

第 3 に，歳入について ，表 1.9 をみると，戦時中からの 援助が最大の 収入源になったこ 

Go 転位効果や集中化過程は ， ピーコックとワイズマンの 所説であ り，詳しいことは 以下を参照してほし 
い 。 A.T.Peacock  and  J.Wiseman(1961), ㌘ 且 e  G 即 w 妨 ㎡ アびあ 五 cExv タロ 刀荻 切花 血妨 e  % コ ilfe ガ且五タは 0 血 ， 
PricetonUniversityPress,pp.93 ～ 94, 林 健久 編 (2003) 「地方財政読本 ( 第 5 版Ⅱ東洋経済新報社， 
24 ～ 28 頁。 
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とであ る。 税収は戦時中に 想像を超えて 急増したものの ，戦後の経済再建や 負担の公平庭 

正 のための改革が 毎年のように 行なわれた。 改革は所得課税の 減税，間接税の 増税を中心 

になされた。 にもかかわらず 税収は歳入の 半分にも届かない 30% 台となっている。 それは 

税務行政制度の 未整備に加え ，税目の複雑および 所得課税であ る個人所得税と 法人税の不 

完全性などによるものであ ったと考える。 

第 4 に，戦時中に 導入された公債は ，戦後経済財政安定化協定に 基づき，インフレの 原 

因 であ る借入金と代わって 新しい収入源の 上つになったことであ る。 特に産業復興国債の 

発行は経済再建の 財源の上っとして 用いられた。 

以上のように 戦後から 1950 年代までの韓国財政は ， 常に社会経済的な 混乱が続くなか 

で ，財政収入の 確保という問題に 対処せざるをえなかった。 すなわち，税収の 確保ができ 

なかったので ，それを海外援助に 依存したのであ る。 また財政支出面でも 朝鮮戦争によっ 

て 防衛費や経済復興費への 支出が莫大になり ，その財源も 税収の不足によって 援助収入に 

依存せざるを 得なかった。 そうした援助は 財政の安定化という 圧力によって 他の支出を抑 

制させた。 要するに韓国財政は「援助財政」に 支えられながら ，それが逆に 軍事 

緊縮という 2 重の財政制限をもたらし ，その後も韓国財政を 制約していくことになったの 

であ る。 

このような状況の 中で 1961 年 5 月 16 日の軍事 ク一ヂタ 一によって政権 が変り，政治 社 

金的不安はさらに 高まる反面，経済開発体制が 構築されることになる。 以下，経済開発中 

心の下で開発財政および 開発税制の展開について 検討する。 

第 4 節 開発財政の形成 

(1) 経済開発計画の 実施 

1961 年 5 月にクーデタ 一によって政権 を握った 朴正照 らは翌年から 第 1 次経済開発 5 

力 年計画を実施した 61 。 この計画終了後にも 引き続き経済 5 ヵ年計画が策定され ，韓国の 

高度成長を導くなど 経済発展を成しとげた。 こうした韓国経済発展についての 研究は数多 

61 1961 年 5 月 16 日の軍事クーデタ 一で政権 を握った村正 照 らは自ら「革命政府」と 呼び軍政を経て ， 
1963 年に民 正 移管して正式的に 大統領になった。 しかし，クーデタ 一によって 3 権 を握り，実際に 強力 
な リーダーシップを 発揮して様々な 制度および政策を 展開していったので ， 1961 年 5 月から林政権 期と 
して扱っている。 
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く 蓄積がなされている 62 。 ここではそれらを 踏まえっ っ ，第 1 次経済開発計画を 中心にし 

て 開発体制の整備および 開発財政の形成について 検討する。 

まず 朴正煕 政権 は，韓国政府が 総合的独自的に 作成した最初の 経済開発計画といわれて 

いる 1958 年「経済開発 7 ；年計画 (1960-1966) 」の双半であ る「経済開発 3 ヵ年計画 

(1960 ・ 1963) 」に基づき 63, 第 1 次経済開発 5 ヵ年計画を修正作成した。 経済開発 3 ヵ年 

計画について 簡単に見ると 64, 援助減少による 自立経済を目標にして ，均衡成長理論に 墓 

づい て農業生産向上，輸入代替産業および 輸出産業の育成，資本調達，社会資本整備など   

を 基本方向として 挙げた。 具体的には，経済安定と 拡大の調和，財政投融資の 促進，民営 

化に よ る民間役割拡大，財政の 中央集中，海外資本の 積極的調達を 主な内容としていたが ， 

計画に留まるものが 多かった。 それでも林政権 の政策形成に 影響を及ぼし ，その多くは 

1962 年から始まる 第 1 次経済開発計画に 反映されることになる。 

林政権 は行政機構の 改革を行い，経済企画院を 創設し，それを 経済開発推進の 中心とし 

て 位置づけ，関係省庁との 総合的調整の 役割も与えた。 こうした経済開発計画は 経済企画 

院の主導により 1961 午後半に作成されて 翌年から実行された。 作成に当たっては ，時間 

的な余裕もなく ，また各種統計資料や 経験があ る経済計画専門家も 不足な状況であ り， 前 

途の「経済開発 3 ヵ年計画」を 実質的に引続くことになったのであ る。 

さて「経済開発 5 ヵ年計画」についてその 内容を要約すれば ， 表 1 Ⅱ 0 になる。 まず 計 

面目標は社会経済的な 悪循環の是正と 自立経済達成のための 基盤の構築であ って， このよ 

う な基本目標を 実現するための 重要政策課題として 具体的には ェ ネルギ一の供給源の 拡充， 

国民経済の構造的不均衡の 是正，基幹産業とインフラの 拡充，遊休資源の 活用，国際収支 

の 改善，技術の 振興等を設定した。 目標成長率は 7.1% であ ったが，実際の 成長率な目標 

値を超える 7.9% であ った。 
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の間には政府，特に 当時の大統領が 輸出・工業化と 同時に農業発展によって ，経済成長と 

62 滝沢秀樹 (1992), 余宗 炊 ・大西健夫 編 (1995), 小林謙一・川上忠雄編 (1991), 谷浦 孝雄編Ⅰ 989, 
1991,  2000),  冨岡 倍 雄編 (1984),  月 ほ音 日 民夫は 987,  1996),  深川由起子 (1997),  松本 屋治 ・服部民夫 
編 (2001),  渡辺利夫 (1982,  1990)  などを参照してほしい。 
G3  韓国経済においての 経済開発計画は ， 1953 年に外国の学者が 計画したものとしてネイサン 報告の韓国 
経済再建計画とタスカ 報告の対 韓 援助計画などがあ り，韓国政府が 計画したのは 経済開発 7 ヵ年計画が最 
初のものであ る。 谷浦 孝雄 れ 989) 『韓国の工業化と 開発体制 コ アジア経済研究所， 4.27 頁。 
64 韓国開発研究院 編 (1995) F 前掲 書 』， 188 一 91 頁。 
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資本蓄積が可能であ ると判断したことによると 考えられる。 そうした農業中心の 経済開発 

計画であ ったものが，輸出実績の 急増や 1964 年の為替自由化によって 対外指向的な 工業 

化への転換が 図られることになった。 これについて ，表 1.11 をみると，成長率ではインフ 

うの目標値の 5.4% をさらに上回る 8.9% 。 の成長をした。 経済成長を産業構造別の 割合でみ 

ると，農林水産業部門が 37.9% に比べ，鉱工業やインフラ 部門のそれは 目標を下回って い 

ることが確認できる。 工業構造 別 では軽工業部門が 約 7 割を占めているのがわかる。 他方， 

投資財源 は 海外貯蓄，すな む ち，援助や借款に よ る資金調達が 8.7% にも達しており ， 国 

内 貯蓄の 6.Q がな 上回っている。 また，その資金は 65.4% を社会資本整備に 配分されてい 

る 。 このように，第 1 次計画は高実績を 見せて基幹工業の 開発による自立経済成長の 環境 

を 構築するのに 貢献したのであ る。 その後，韓国の 政府および一般国民は 将来に対する 希 

望 と経済計画の 実践能力について「成せばなる」という 自信を持ち得ることにもなった。 。 。 

このような第 1 次経済開発計画の 推進過程からみられる 基本的政策手段の 特徴をまとめ 

ると， 第 1 に政府の介入と 指導が大きな 役割を果たしたこと ，第 2 に国民生活水準の 全般 

的な上昇よりは 産業生産力の 強化による企業資本蓄積の 促進に重点を 置く「尭成長後分配」 

の 原則が適用されたこと ，第 3 に技術向上のような 成長の内的要因よりは 資本および単純 

労働力の量的投入増加による 外的要因に依存する 成長であ ったこと，最後に 対内指向的 工 

業 化というよりは 対外指向的工業化であ ったことであ る 66 。 

こうした実績から 1960 年代半 は 頃 にかけて韓国経済は 第 1 次産業から第 2 次産業中心 

へと転換が図られ ，経済開発の 基盤であ る社会資本整備へ 力が入れられることになった。 

それは政府介入により ，民間企業への 強力な指導，国家による 財政・金融・ 為替の統制 お 

よび支援を行った「政府主導型経済開発」としていわれているが ，当時の韓国経済の 歴史 

的 課題は，経済自立の 基盤を整備することであ った。 その意味は経済政策を 支える財源を 

海外依存から 自立すること ，すな む ち，財政の自立を 達成することであ った。 

  
的 韓国の経済的成果について ，第 1 次計画はロストウ (W.w.Rostow) の成長段階論の 離陸の先行条件を 
充足させる準備段階から 要求された開発戦略であ ったという見解があ る。 李海珠 (1996) 『韓国経済発展 
論 』釜山大学校出版部， 140 頁。 ロストウは，経済成長の 諸段階を伝統的社会 (tra Ⅲ tionalsociety), 先行 
条件 期 (prec0nd 田 0nS 伍 rtake.o 田 ，離陸 期 (take.o 弗 ，成熟期 (drivetomaturity), 高度大出消費社会 (age 
ofhigh  mass-consumption) の 5  段階に分けている。 より詳しいことは ，新田滋 (1998)  T 段階論の研究 山 
御茶の水書房， 191 ～ 200 頁。 
6G 経済企 劃院 (1982) 『 開葮 年代経済政策 ( 経済企 劃院 3 0 年 史川 未来社， 63 頁。 
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(2) 開発財政の形成 

韓国政府は経済開発計画を 実施する際に ，財政制度の 整備もともに 推進していた。 すな 

わち，韓国経済開発の 財源調達の海外依存から 脱皮して財政の 自立を図ることを 最優先課 

題 にした。 そうした財政の 自立を目指しながら ，開発財政がどのように 形成されたのかを 

みていく。 

第 1 に，前述のように 行政機構の改編により 1961 年 7 月「経済企画院」が 設置された 

ことであ る。 その長官は副総理の 地位にあ り，経済関連省庁の 各長官を指揮する 権 限を与 

えられた。 その内部組織 は 建設部から総合計画 局や 初動計画 眉を ，財務部から 予算局を ， 

内務部から統計局を 移管した。 そうした経済企画院に 大統領から経済政策への 全権 を委任 

することによって ，すべての経済政策に 対する総合調整が 可能になると 同時に，関係省庁 

への指示および 調整もできる 強力な開発体制の 中心として位置づけられた。 この機構は官 

僚 による「中央調整 制 」として注目されている 67 。 

第 2 に，国家財政に 関連する法的制度の 再整備であ る。 まず 1962 年 12 月に憲法改正で 

予算の審議決定を 審議確定にしたことをはじめ ，従来の財政法を 廃止して 68, r 予算会計法」 

が 1961 年 12 月 17 日に制定され ，翌年から施行された。 従来の財政法と 異なるのは， 予 

算 会計法で予算覚の 政府管理による 特別基金制度を 置く一方，従来の「密計 院法 」を「 監 

査 陣法」に代替させ ，歳入・歳出の 決算検査等を 強化し，また ，予算配分と 資金供給との 

一元化が図られた。 さらに公共料金の 決定について ，国会審議による 決定から公共料金審 

査 委員会と国務会議の 審議後大統領の 承認による決定に 変更された。 さらに予算編成指針 

制度と事業別予算制度が 導入された。 同年 12 月 31 日には「企業予算会計法」が 公布され 

た 。 そこでは一般会計予算で 扱われた政府企業であ る鉄道・通信・ 専売・ 糧穀 管理および 

調達が企業特別会計となり ，予算の計画性や 資金の効率的利用が 試みられたのであ る 69 。 

第 3 ほ 経済開発を支援する 税制改革であ る。 1962 年から始まる 第 1 次経済開発 5 ヵ年 

計画を支援するための 財源調達ということで ， 1961 年末に税制改革が 行われた。 その改革 

方向および内容は ，第 1 に「 自 進納税主義」と「根拠課税主義」によって 税務行政の合理 

67 経済企画院を 中心に強力な 政府主導の経済成長を 官僚による「中央調整 制 」とよぶ。 大西俗 (1991) 
「韓国官僚制と 経済成長」『法学論叢 山 第 130 巻第 1.4 号，京都大学。 
68 財政法は朝鮮戦争中の 1951 年 9 月 24 日に制定公布され ，約 10 年間 2 回の改正をしながら ，韓国の 
国家財政と会計の 具体的な制度を 定めた。 

69 韓国開発研究院 編 (1991) n 韓国財政 40 年 史 第 6 巻』， 213 頁。 
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化を図ること ，第 2 に低い国民所得水準に 対応して勤労所得への 減税と間接税への 増税を 

通じる弾力的税制を 構築すること ，第 3 に法人税の減税や 公開法人についての 各種の 

措置に よ る貯蓄や投資を 促進させる税制とすること ，第 4 に生活必需品の 非課税や費 沢品 

の 増税など公平な 税制を作ること ，第 5 に国税と地方税の 調整による税目の 簡素化と地方 

税源の確保を 図ることであ った 70 。 こうした目標に 沿って国税と 地方税の体系の 再整備が 

行われた。 表 1-12 と表 1,13 に よ ると，従来国税 2CM 税目，地方税 18 税目であ ったものが， 

13 税目の廃止， 4 税目の新設， 4 税目の移譲によって ，結局国税 15 税目，地方税 13 税目 

に 簡素化された。 

その後毎年部分的な 税制改革が行われることになった。 1966 年 8 月には従来税制や 税 

務 行政を担当してきた 財務部の司 税 局を税制 局へ 改編して租税制度全般を 担当するように 

なり，さらに 国税庁が新設された。 その結果，税務行政の 効率化，税源および 脱税防止の 

ための調査機能が 強ィヒされた。 また，この間の 税制改革によって ，税収が前年対比で 6 割 

近く急増することになった。 表 1.9 をみると， 1968 年の一般会計歳入の 内，税収は 7 割を 

上回り，その 後も増加傾向にあ り，韓国内で 基本的に税収の 確保ができる 状況になった。 

また， 1967 年税制改革は ， 次のような特徴をもっていた。 すな む ち，以前 1961 年末の 

税制改革は課税の 便利性に基づき ，国税の地方税への 移譲および開発税制の 準備であ った 

のに対して，経済開発のための 支援税制への 強化を目的とする 全面的な税制改革であ った。 

それは経済開発計画の 予想を超えた 実績に自信を 持ち，第 2 次経済開発 5 ヵ年計画の推進 

に 伴 う 財政需要の増大に 応じ得る税収の 確保が最大の 目的であ った。 財政の自立は 経済 自 

立を支える最も 重要な基準であ り，それが目標とされたのであ る。 

1967 年税制改革による 開発支援税制の 強化の内容は 税務行政の合理化，部分的な 総合所 

得 税の導入，土地資本利得課税の 導入，投資促進誘引，経済安定への 寄与などであ った。 

その内容にっ い 。 てやや詳しく 見ると 71, まず第 1 に所得税について ，分類所得 2 つ 以上の 

合計所得が年間 500 万ウォンを超える 高所得者について 15-55% の累進税率を 適用する 総 

会所得税を導入した。 それは総合所得税制への 転換する前段階的な 導入であ った。 そして， 

勤労所得税や 不動産所得税，事業所得税の 最高限界 税 理を 50-55% 水準まで引き 上げた。 

第 2 に、 法人税の場合，公開法人について 非公開法人より 5-10% 低い税率を適用した。 第 3 

に 不動産投機抑制税を 新設して土地の 資本利得についての 課税制度が導入された。 第 4 に 

70  財務部 (1979)  『韓国税制 史 ( 上 )1,  340-345  頁。 
71 崔洸 ・文鎮 樺編 (1997) F 韓國 租税政策 50 年第 1 巻 団韓國 租税研究院， 116.119 頁。 
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間接税の増税であ る。 すな む ち，物品税の 課税対象を 2 倍に拡大さ せ ，酒税の従価税への 

転換，石油 類 税の課税対象の 拡大，相続・ 贈与税の税率を 30% から 70% 。 に引上げること 

になった。 結局そうした 税制改革や税務行政制度整備によって ， 1964 年以降赤字財政から 

黒字財政への 転換し政府貯蓄の 増加，財政自立の 達成をもたらした。 

されに，この 時期，税制だけでなく ，財政制度全般にかかる 再編・整備が 進められた。 

まず 第 1 に，財政投融資制度の 整備であ る。 韓国の財政投融資制度は ，第 3 節で検討した 

よ う に， 1954 年の対 充 資金特別会計や 経済復興特別会計，援助資金の 管理運営からはじま 

@ 当時は援助資金と 産業復興国債がその 財源になって 戦後，主に経済再建のための 社会 

資本整備に配分された。 しかし，その 財源について 制約があ った。 すなわち，援助の 遅延 

と 減少，国債発行によるインフレという 制約によって 定着できなかった。 

そうしたところで 1961 年末の「財政資金運用法」および「財政資金運用特別会計法」 

に 基づき，翌年「財政資金運用特別会計」が 設置されて財政融資を 担当し， 1962 年 11 月 

末の 「経済開発特別会計法」により ，翌年「経済開発特別会計」が 設置されて財政投資を 

担当することになる。 その財源は，まず 財政資金運用特別会計は 他会計から転入された 資 

金 をその投資財源として ，経済開発特別会計は 一般会計や特別会計の 余裕資金を融資財源 

として使用したのでる。 財政投融資の 資金配分について ，表 1,11 をみると，社会資本への 

配分が目立つことがわかる。 第 1 次経済開発計画期には 4 割を上回る実績となっており ， 

産業投資配分と 比較すると，社会資本のほ ほ 半分を上回りながら ，財政投融資によって 配 

分きれていたことがわかる。 

第 2 に，公企業の 拡大であ る。 1962 年 8 月 13 日に「政府投資機関予算会計法」を 公布 

し 72, その範囲は政府出資資本金が 5 割以上，帰属財産の 5 割以上が政府帰属された 企業 

体を政府投資機関とした。 1960 年末の公企業は 19 社であ り，そのうち 3 社を除いて 16 

社が 植民地時代からあ った企業を土台にしたものであ る 78 。 

こうした公企業 は 1960 年代になると ，電化学部門 74, 金融部門 冊 ， ェ ネルギ一部門 76, 

72 韓国開発研究院 編 (1991) 『双掲 書 第 3 巻』， 134 ～ 135 頁。 
73 植民地時代の 帰属企業をそのまま 公企業にした 16 社は，韓国銀行・ 韓国産業銀行・ 韓国造幣公社・ 大 
盤石炭公社・ 大 韓 海運公社・大幹造船公社・ 韓国運輸株式会社，大 韓 重石株式会社・ 大 韓 重工業公社・ 大 
鐘鉄鉱株式会社・ 朝鮮電業株式会社・ 京城電気株式会社・ 南鮮 電気株式会社・ 朝鮮機械製作所・ 三戒鉱業 
会社，朝鮮住宅営団であ り，新設した 3 社は，国定教科書株式会社 (1952), 大碑文教書籍 (1952), 忠 、 
州 肥料株式会社 (1958) であ る。 
， 4 電 化学部門の新設は 浦項綜合製鉄株式会社 (68 新設 ) , 韓国機械工業株式会社 (63 改称 : 朝鮮機会製 
作所 ) . せ こ川重工業株式会社 (62 改称 : 大 韓 重工業公社 ) 湖南肥料株式会社 (63 新設 ) . 思川肥料・韓国 
肥料 (63) . 大 韓 造船公社であ る。 
75 金融部門の新設は 中小企業銀行 (62 改称 : 農業銀行 ), 国民銀行 (63 統合改称 : 韓国無尽・中央無尽   
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運輸部門 77, 農漁村部門 78 を中心にして 次々新設された。 そうした公企業部門の 付加価値の 

対 GNP 比は， 1963 年に 6.7%, 1970 年のそれは 9.2% を占めている。 また公企業の 総画 

定 資本形成に対する 割合をみると ， 1963 午に 31.8% を占め，政府のそれ (9.5%) を 3 倍 

も 上回り，民間企業 (32%) とほぼ同じ割合を 占めている。 こうした大きな 比重は 1962 

年からの経済開発計画の 実施に よ るところが大きい。 経済開発を通じる 国家発展を目指す 

場合，資本不足や 民間企業の経験不足と V@j 経済状況から 出発せざるを 得ず，開発手段と 

して「政府主導型開発戦略」を 採用し，公企業を 通じたインフラ 部門へ政府の 直接参加が 

重要な役割を 果たしたのであ る。 

以上のように 開発計画・開発政策を 支える財政制度は 強化の方向で 整備されたが ，福祉 

や 地方に関しては 複雑な過程をたどることになった。 まず 第 1 に，社会福祉制度の 整備で 

あ る。 1950 年代までは援助物資による 国家の救護が 福祉制度の全部だった。 政府樹立時， 

憲法に弱者の 公的保護を規定したが 具体的な法的制度のないまま ，朝鮮戦争が 勃発し ，休 

戦後は経済復興や 安定に力を入れたので ，社会福祉は 援助に依存するしかなかった。 また 

軍事費や経済再建への 支出と財政安定化政策による 財政緊縮のための 財政的な制約から 社 

会 福祉は先送りになるしかなかったのであ る。 

1961 年に成立した 軍事政権 は憲法改正を 行い，その際生存権 を規定し，それに 基づいて 

社会福祉関連諸法も 制定した 79 。 また，社会保険や 公的扶助，社会福祉など 社会保障制度 

に関する諸法を 制定した。 しかしそのうち 実際に実施したのは 公務員年金制度，軍人年 

令制度，産業災害保険制度のみであ った。 そうした導入は 軍人や公務員を 動員して軍事政 

権 の経済開発計画の 推進を支える 基盤を形成するものであ った。 

第 2 に，地方財政制度の 整備であ る。 1949 年 7 月 4 日「地方自治法」が 制定・公布さ 

大匠 無尽，振興無尽株式会社 ), 韓国再保険公社 (63 新設 ), 韓国証券取引所 (63 改称 : 大 韓 証券取引所 ), 
韓国証券金融株式会社 (65 新設 ), 韓国住宅銀行 (67 新設 ), 韓国外 換 銀行 (67 新設 ), 韓国信託銀行 (68 
新設 ), 韓国産業銀行 (69 国家持株会社 ), 韓国銀行 (62 年 無 資本特殊法人 ), 韓国投資公社 (68 新設 ) 
であ る。 

76 ヱ ネルギ一部門の 新設は大韓石炭公社 (60), 韓国電力株式会社 (6U 統合改称 : 南鮮 電気・京城電気・ 
朝鮮電業株式会社 ), 大礎石油公社 (62 新設 ), 大 韓 鉱業振興公社 (67 新設 ), 大 韓 重石公社 (61 年改称 ), 
大 韓 製錬公社 (61 改称 : 王威鉱業会社 ), 大 韓 鉄鉱開発株式会社 (61) 
77 鉄道庁，大韓航空公社 (62 新設 ), 大 韓 海運公社 (50), 大 韓 通運株式会社 (61 統合改称 : 韓国運輸   
韓国米穀倉庫株式会社 ) であ る。 
78 農漁村部門の 新設は農 漁村 開発公社 (67 新設 ), 韓国水産開発公社 (63 新設 ), 農業振興公社 (70 統 
合 改称 : 地下水開発公社・ 土地改良組合 ) であ る。 その他は大韓貿易振興公社 (62 新設 ), 国際観光公社 
(62 統合改称 : 大 韓 旅行社・鉄道ホテル ), 韓国鑑定 院 (69 新設 ) を新設した。 
79 1961 年に倫 落 行為等防止法，更生救護法，生活保護法，児童福利法の 制定， 1962 年に船員保険法， 
軍人保険法，災害救護法，公務員年金法，国家有功者特別法の 設定， 1963 年は軍人年金法，産業災害補 
償保険法，社会保障に 関する法律，労働組合法，医療保険法， 1967 年は職業安定法などを 制定した。 
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れて朝鮮戦争中の 1952 年 4 月に地方選挙により 地方議会ができた。 ところが， 1961 年の 

クーデタ一により 地方議会は強制解散された。 以後地方議会の 復活まで 30 年間の時間が 

掛かることになる。 一方， 1958 年 3 月 11 目には従来の「地方分与税法」が 廃止され，「 地 

方 財政調整交付金法」が 制定・公布された。 それは地方財政の 調整によって 最小限の行政 

費を保障するという 目的を持ち，いわかる 国による住民への 最低限の行政サービスの 提供 

という意味を 持っものであ る。 そうした地方財政調整交付金制度は 1964 年 12 月 31 日に 

再編され，新たに「地方交付税法」が 制定・公布された。 1963 年 11 月 11 日に「地方 財 

政法」が公布され 地方財政に関する 具体的な法的規定が 置かれることになる。 こうして 一 

応 整備された地方財政は ，一般会計と 特別会計，教育費特別会計から 構成され，さらに 1969 

年には「地方公企業法」も 制定された。 

では，地方財政について ， 表 1-14 をみると，地方財政規模が 増加傾向にあ るが，その 

規模が小さく ，中央財政の 2 割前後を占める 程度であ るが，教育費は 含まれていない。 ま 

た 地方財政は，一方歳入で 地方税収の割合が 低く，中央からのは 交付金や補助金などに 4 

割 以上を依存している。 他方歳出は 1960 年代に入ってから 経済開発費が 急増する。 経済 

開発計画の実施によって ，開発財政の 一環として地方財政も 動員されているとみられる。 

それに教育費特別会計の 財源も 8 割近くを国庫負担に 依存しているので ，地方において 中 

央への財政依存はさらに 多くなる。 

最後，以上の 財政制度の再編後歳出内訳がどのように 変化したか確認、 しておこう。 表 1-8 

を 見ると，従来と 同じく防衛費や 経済開発費の 支出が最大の 支出を占めているが ，防衛費 

ほ 減少傾向がみられる 反面，他の部門の 支出が増えっ っ あ ることがわかる。 特に第 1 次 経 

済 開発計画以降， 1960 年代半 はを 画期にして財政自立が 達成され，他の 部門への支出を 増 

加 させる余裕ができっ っ あ ることを示している。 実際，教育費，社会開発関係費，経済開 

発 関係費，地方交付金が 増加傾向にあ ることから確認できる。 しかし，従来と 変わらず， 

防衛費や経済開発費は 多くの割合を 占めているので ，いぜんとして 財政政策上の 選択肢に 

おいて財政制約になっていると 言えよう。 

おわりに 

以上のような 検討を簡単にまとめると ，朝鮮は解放とともに 南北に分断され ，南朝鮮で 

は 米軍政の下で 財政の中央集中や 集権 化 t れ ，韓国政府樹立後も 財政集中が継続した。 対   
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外的な冷戦体制の 影響下で軍事費への 支出が膨張し ，国家体制を 整えようとした 矢先に 朝 

鮮 戦争が勃発して 戦時体制に突入したのであ る。 財政面では，米軍政下の 赤字財政問題を 

解決しょうと 財政緊縮を図り ，安定化する 直前に戦時財政への 転換を余儀なくされること 

になった。 戦時財政下で 税収の拡大や 公債発行による 戦費調達を試みたものの ，戦後救護 

および経済復興のための 財源不足は解決できなかった。 

朝鮮戦争後も 財政膨張 は 軍事 と 経済復興 費 によるもので ，国内での財源調達のため 所 

得 課税の減税と 間接税の増税を 行ったが，十分な 成果を出せず ，結局，財源は 海外援助に 

依存することになった。 それが経済財政の 安定化という 財政緊縮という 条件付きだったの 

で ，一方では援助収入の 軍事 および経済再建 支出の膨大さからくる 財政制約，他方で 

は 財政安定化政策による 他 部門への支出抑制と 海外援助依存による 政策の選択肢の 制約が 

あ った。 

1961 年に成立した 林政権 は強力な開発意志をもって 経済開発の総合管理機構を 設置し 

経済開発計画を 推進した。 1960 年代の税制改革を 通じて，税収基盤が 強化され財政の 自立 

が 基本的に達成された。 独立後，この 時点で租税国家としての 体制が整ったのであ る。 そ 

の 過程で財政や 税制は開発財政と 開発税制としての 性格を具備することになった。 すなわ 

ち ，税制改革や 税務行政の強化により 税収は 7 割を占めるよ う になり，他方，企業の 投資 

促進および優遇措置が 創設・拡充された。 

また財政投融資を 利用して政府が 社会資本整備に 直接参加する 公企業政策を 展開し ，資 

本や企業の経験不足からくるリスクを 政府主導で乗り 越える方策がとられた。 

社会保障制度の 整備についても 軍人年金，公務員年金，産業災害補償保険など 特定職域 

を中心にした 一部の社会保険制度の 整備が優先され 開発財政の一環に 位置づくことになっ 

た 。 また地方自治制停止のもとで 経済開発関係費を 中心とする地方財政を 支える財政調整 

制度が定着し 教育費を特別会計にし 国家が直接管理する 体制が形成された。 

こうした韓国財政は 財政の法的制度の 整備，海外借款に 基づき，特別会計の 拡大および 

基金制度を通じた 公企業の拡大，財政投融資を 活用した経済開発への 財源配分，国家主導 

によ る経済開発と 地方財政調整制度に よ るサポートなどの「開発財政」を 形成したのであ 

る 。 

韓国経済は， 1960 年代半ばを画期に 高度成長に入り ，開発財政や 税制が本格的に 展開し ， 

また新たな課題に 対処していくことになる。 
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945 

946 

947 

948 

949 

950 

951 

952 

953 

人口 

Ⅰ 587.9 

Ⅰ 936.9 

1986.6 

2004. Ⅰ 

20 Ⅰ 6.7 

2045.1 

2073.9 

2 Ⅰ 03.2 

2132.8 

失業者 

110.2 

88.9 

ⅠⅠ 5. Ⅰ 

126.5 

Ⅰ 09.7 

GNP 

4544 

664 Ⅰ 

82 Ⅰ 0 

23524 

55431 

184067 

    229726 

物価急騰   通貨発行 高 

Ⅰ 50.1 

477.7 

12 Ⅰ 8.3 

158.0 

197.0 

532.0 

2128.0 

5243.0 

7618.0 

49.8 

1 Ⅰ 7.1 

333.9 

434.4 

75 Ⅰ・ 1 

2292.5 

5579.3 

Ⅰ 0 Ⅰ 444.3 

23132.0 

注 ) 1.1945 年の人口は 1944 年 5 月の数であ る。 2. 物価は 1945 年 =100, 1947 年 =100 基準であ る。 

3. 通貨発行高は 毎年の 12 月末の発行高であ る。 

( 出所 ) 韓國 産業銀行調査部 (1955) 『 韓國 産業経済 10 年央』， 446 ～ 458 頁。 
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注 ) 1947 年は OFLC の財政借款 2492.8 万ドルを含む。 

( 出所 ) 事大根 (2002) 『解放後・ 1950 年代 窯 経済口姉皇経済研究所， 68 頁 と了 韓国統計年鑑 1968 』 
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表 1.3  朝鮮総督府と 米軍政下の財政の 推移 

( 単位 : 100 万 圓 ， %) 

1940 Ⅰ 943 1946 Ⅰ 947 1948 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

歳 出 866@ 100.0@ 1671.9@ 100.0@ 11800@ 100.0@ 19445@ 100.0@ 35018@ 100.0 

官業費 448  52.9  684.6 40.9  3991 33.8  7498 38.6  13823  39.5 

治安 費 55  6.2  55.7 3 色 2382  20.1  4020 20.6@ 8984@ 25.7 

4 O.4 1356@ 11.5@ 2323 1 Ⅰ・ 9  4014  ⅠⅠ・ 5 

統衛部 5 Ⅰ 5.8 1026 6 色 1697 7 色 4969  14.2 

文教厚生 費 26  3.0  48.0 2.9 802 6.8  2527 12.8  2630  7,5 

文教部 22  2.5 387 3.3  Ⅰ 660 8.5  176 Ⅰ 5.O 

厚生郡   O.5 4 Ⅰ 5 3.5 867 4.3  869  2.5 

産業行政費 193  22.3  343.2  20.5  Ⅰ 957  Ⅰ 6.6  287 Ⅰ 14.8@ 3286  9.4 

中央行政費 26  3.0  139.7 8.4 2 Ⅰ 9 l.0 577 3.0  1154  3.2 

地方行政費 43  5.0     1887  16.0  1399 7.2  1356  3.9 

借入金 42  4.8  63.2 3.8 562 4.8 550 2.8  533  Ⅰ． 5 

その他 33  3.8  337.5  20.2       一 3348  9.3 

歳 入 866@ 100.0@ 1878.7@ 100.0@ 11800@ 100.0@ 19445@ 100.0@ 35018@ 100.0 

租税，印紙 173  20.0  474.7 25.3 728 6.2  3750 19.3@ 5318@ 15.3 

直接税 80  9.2 228 1.9  1565 8.0  2104  6.0 

間接税 68  7.8 33 Ⅰ 2.8  2034 10.4  2953  8.4 

官 業 454  52.4  735.9 39.2@ 6870@ 58.2@ 11065 56.9  19712  56.3 

雑収入   O.8     414 3.5 610 3.2 526  Ⅰ ， 5 

借入金       一 3786  32. Ⅰ 40 Ⅰ 0 20.6 9  27.0 

公 債 199  22.9  366.5 19.5 

繰越金 17  2.0  22.9 l,2 

その他 Ⅰ 4  1.8  278.7 14.8 

注 ) 1. 決算基準であ る。 2. 単位は現在の 1 ウォン 二 10%=1000 圓であ る。 

( 出所 ) 大蔵 省 (1961) 『昭和財政 史 ，外地財政 ( 下 ) 』， 108-112 頁。 

韓國 産業銀行調査部 (1955)  『 韓國 産業経済 10 年央』， 359 ～ 360 頁。 
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表 1-4 米軍政下の税収推移 ( 単位 : 100 万 圓 ， %) 

1945. Ⅰ 0 一 46.3 1946 1947 1948.4-9 1948.10 一 .49.3 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

合計 375.2@ 100@ 1248.1@ 100@ 2988.7@ 100@ 2750.6@ 100@ 5112.0@ 100 

所得税 76.6@ 20.4@ 485.2@ 38.9@ 1272.1@ 42.6@ 919.0@ 33.4@ 1929.0@ 37.7 

特別法人税 O.7  O.2 0.3  0 ． 0 O. Ⅰ 0 ・ 0 

法人資本税 4.9  Ⅰ． 3 0.9  0. Ⅰ Ⅰ・ 2  0.0 Ⅰ． 2  O.0 2.0  O.O 

事業税 Ⅰ 1. Ⅰ 3.0 28.5  2.3  Ⅰ 32.2  4.4 96.4@ 3.5@ 211.0@ 4.1 

資本利子 税 6,6  Ⅰ． 8 3.0  0.2 5.2  0.2 l.8  O.1 

地税 17.4@ 4.6@ 154.2@ 12.4@ 205.0 色 9 834.0  Ⅰ 6,3 

鉱税 O.2 0.1 0 ． l  0 ・ 0 0.2  0 ． 0 

相続税 2.2  O.6 6.3  0.5 32.6  1. Ⅰ ⅠⅡ． 3  0 ． 4 44.0  0.9 

臨時利得税 35.0  9.3  103.2  8.3 92.5  3. Ⅰ 24.3 口 9 29.0  0.6 

利益配当 税 O.l  O.0 0 ． 2  0 ・ 0 0 ， 5  0 ・ 0 0 ・ 3  0 ・ O 

建築 税 0 ． 4  0 ．Ⅰ 0.5  0.0 0 ． 3  0 ・ 0 0 ． l  0 ・ 0 

朝 銀券発行税 40.3  Ⅰ 0.7 28.2  2.3 

馬券 税 2.4  0.6 7,4  0 ． 6 ]8.9  0.6 22 。 0  0 ・ 8 20 ． 0  0 ． 4 

トン 税 0 ・ 3  0 ・ 0 

通行税 9.l  2,4 0.9  0. Ⅰ 1.3  0.0 0 ． 7  0 ． 0 

広告・取引 税 O.4  0 ・Ⅰ 

酒税 106.3  28.3 54.6@ 4.4@ 548.9@ 18.4@ 815.4@ 29.6 

織物税 2.5  O.7 31.9  2.6 70.2  2.3 46.6  1.7 39.0  0.8 

物品税 Ⅰ 8.4  4.9 46.3  3.7 38.3  1.3  308.4  Ⅰ 1.2  364.0  7. Ⅰ 

遊興飲食 税 27.9  7.4  205.6  16.5  331.8  11. Ⅰ 146.5 5.3 281.0 5.5 

電気ガス 税 l. Ⅰ O,3 Ⅰ 3,2 Ⅰ Ⅱ 33.0  1. Ⅰ 59.6  2.2 43.0 ① 8 

入場税 9.2  2.5 56.8  4.6  Ⅰ 31.9  4.4  123.5  4.5  254.0  5.0 

関税 O. Ⅰ 0 ・ 0 Ⅰ 0.2  0.8 48.3  Ⅰ． 6  ヰ 66.0  6.0  168.0  3.3 

清涼飲料 税 O.2  0 ， l 0.8  0.1 1.3  0.0 875.0  17.1 

特別行為税 2.0  0 ． 5 9.8  0.8 23.0  0.8 7.0  0 ・ 3 17.0  0.3 

( 出所 ) 韓国租税研究院 編 (1997) 『韓国租税政策 50 年第 2 巻総括資料集』， 937 ～ 938 頁。 
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表 1.5  韓国政府樹立後の 財政 ( 単位 : 100 万 園 ， %) 

1949 1950 Ⅰ g51 Ⅰ 952 1953 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

歳 出 911.1@ 100.0@ 2429.5@ 100.0@ 6178.5@ 100.0@ 21507.7@ 100.0@ 63272.1@ 100.0 

行政費 46.5@ 5.1@ 241.5@ 10.0@ 621.5@ 10.1@ 3006.1@ 14.1@ 2604.3@ 4.2 

122.0  13.4  162.3 色 7 634.0  10.3  1246.9  5.8  5322.5  8.6 

防衛費 239.5  26.3  1324.3  54.5  3298.5  53.4  9527.4  44.3  37386.4  59.1 

教育・保健 費 99.3@ 10.8@ 291.5@ 11.6@ 351.9 り ロ 8 1071.5 5.0 4025.5 6.4 

産業経済 費 173.5@ 19.1@ 97.1@ 3.9@ 535.3  8.7  382.2  1.7  4651.1  7.3 

地方財政 44.1@ 4.8@ 62.0@ 2.6@ 395.7  6.4  1370.3  6.4  2815.9  4.6 

公債 費 28.8  3.2  143.9  6.0  249.7  4.0  4040.1  18.8  1822.9  2.8 

他 会計転入 135.2@ 14.8@ 74.1@ 3.1 55.2  0.9  812.4  3.8  1403.9  2.2 

その他 22.2  2.4  40.9  1.7  36.9  0 ． 6 50.9  0.2  543.4  0.9 

歳 入 911.6@ 100.0@ 2485.3@ 100.0@ 6533.2@ 100.0@ 22118.0@ 100.0@ 63272.2@ 100.0 

租税収入 135.5@ 14.8@ 427.7@ 17.2@ 3924.3@ 60.1@ 9660.0@ 43.2@ 23763.3@ 37.5 

印紙収入 9.2  Ⅰ ， 0 6,6  O.3  28.5  0.4  1 Ⅰ 8.3  0.5  164.5  0.3 

官有財産 6.0  0.7  32.7  Ⅰ． 3  312.9  4.8  666.0  3r1  895.9  1.4 

雑収入 23.0@ 2.5@ 16.5@ 0.6@ 221.2  3.4  287.0  Ⅰ． 3  507.0  0.8 

繰越金           一 323.3  1.5     

特別会計転入 193.5@ 21.1@ 344.5@ 13.8@ 1646.3@ 25.2@ 6791.0@ 30.7@ 8305.1@ 13.1 

経済援助 2.2  0.3  131.5  5.3             

対充 資金               一 5 Ⅰ 38.2 0 打 2 
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注 ) 1. 決算基準であ り，単位は現在の ェ ウオン =10 園 。 2. 教育・保健 費 : 教育費，社会保健 費 ， 軍警 

援護 費 。 3. 産業経済 費 : 農林業費，商工業費， 農土 改革事業費，公共事業費。 4. 公債 費 : 徴税 

よび投資金，国債 費 。 5. その他 : 予備 およびその他。 6. 官有財産収入 : 1950, 1951 に農地代価を 含む。 

7. 特別会計転入 : 管財庁 ，専売事業， 1949.1951 の農地改革を ， 1950-1951 の精穀管理を ， 1952 Ⅱ 953 の 

経済調整。 

( 出所 ) 韓国産業銀行調査部 (1955)  『 韓國 産業経済 10 年 史 』， 400 ～ 403 頁。 
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表 1,6  政府樹立から 戦時中の税収推移 

Ⅰ 949 1950 195 Ⅰ 1952 1953 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

合計 135.5@ 100@ 427.7@ 100@ 3924.3@ 100@ 9660.0@ 100@ 23763.3@ 100 

所得税 36.4@ 26.8@ 48.8@ 11.4@ 562.0@ 14.3@ 1131.1@ 11.7@ 3554.3@ 15.0 

法人税 3.6  2.7  36.9  8.6  195.8  5.0  342.7  3.5 582.7  2.5 

営業税 6.7  4.9  42.2  9.9  491.4  12.5  1277.2  13.2  3276.0  13.8 

事業税 1.3  1,0 O 、 3  O.1 0.2  0.0 

臨時利得税 1.5  1.1 1.3  0 ． 3 0 ． 5  0.0 

相続，贈与税 0 ． 8  0 ・ 6 0 ， 3  O.1 5.2  0.1 15.7  0.2 16.9  0.1 

地税 8.5@ 6.3@ 162.9@ 38.1@ 139.6@ 3.6 3.8  0.0 

土地収得税 844.4@ 21.5@ 2939.8@ 30.4@ 6177.6@ 26.0 

通行税 2.3  0 ， 5 35.8@ 0.9@ 122.4@ 1.3 169,1 色 7 

免許税 0 ・ 8  0 ． 2 8.1  0.2 14.3  0.1 79.0  0.3 

鉱税 0.3  0.0 3.4  0 ． 0 

酒税 29.6  21.8  31.8  7.4  428.5  10.9  951.7  9.9  3077.3  12.9 

織物税 2.9  2.1  23.1  5.4  124.9  3.2  252.8  2.6 798.1  3.4 

物品税 15.7@ 11.6@ 29.6@ 6.9@ 404.0@ 10.3@ 765.9@ 7.9@ 1488.7@ 6.3 

遊興飲食 税 7.9  5.8 7.1@ 1.7@ 159.6@ 4.1@ 140.4@ 1.5 663.1  2.8 

電気ガス 税 1.1  0 ． 8 2.9  0 ． 7 33.2  0.8 93.1  t.o 94.9  0.4 

入場税 3.8  2.8 2.l  0 ． 5 39.6  1.0 65.0  0.7 173.0  0.7 

関税 14.3@ 10.5@ 34.1@ 8.0@ 451.3@ 11.5@ 1468.4@ 15.2@ 3608.0@ 15.2 

馬券 税 1.3  1.0 0 ． 6  0 ． 1 

  トン 税 0 ． 4  0.0 1.3  0.0 1.1  0.0 

  清涼飲料 税 0 ． 3  O.1 

  その他 0 ． 2  0 ． 1 74.3  0 ． 8 

注 ) その他は特別行為税，過年度収入。 

( 出所 ) 韓國 産業銀行調査部 (1955) 『 韓國 産業経済 10 年 史 』， 1014 頁。 
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表ト 7  朝鮮戦争の被害 (1950 ・ 6 、 25.1958.7.27) 

( 単位 : 10 億 圓 ， %, 千人 ) 

産業部門・施設 民間産業 社会資本 公共機関 教育施設 社会医療施設 住宅 

410. 6 81. 5 39. 5 38. 0 82. 6 7. 7 161. 3 

(100.0) (19.8) (9.6) (9.3) (20.1) (1.9) (39.3) 

人命被害 戦死・死亡 虐殺 負傷 行方不明 拉致 

1999  千人 476. 5 128. 9 954. 2 354. 2 85. 2 

(100.0) (23.8) (6.4) (47.@7) (17.7) (4.3) 

民 間 人 24,4,. 7 128. 9 229. 6 303. 2 84. 5 

991(49.6) (12.2) (6.4) (11.5) (15.2) (4.2) 

軍人・警察官 231.8   724. 6 51. 0 0 ・ 6 

1008(50.4) (11.6) (36.2) (2.5) (0.1) 

注 ) 1. 民間産業 : 農林水産，鉱業・ 製造・建設・ 電気・商業・その 他， 2. 社会資本 : 金融機関・道路・ 港 

湾 ・鉄道・その 他， 3. 公共機関 : 中央 庁 および直轄・ 市道目面および 直轄・警察署， 4. 教育施設 : 小学校・ 

中等学校・大学・その 他， 5. 社会医療施設 : 医療機関・宗教機関・ 公共および厚生施設 

( 出所 )  事大根 (2002)  Ⅱ解放後・ 1950 年代の経済』姉尾経済研究所， 254 ～ 258 頁。 

50 



 
 

表 1.8  中央一般会計歳出の 推移 (1951 ～ 1970) 

( 単位Ⅱ 0 億ウオン， %) 
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ム   

6.5 

4.6 

2.l 

4.5 

8.7 

9,2   
9.8 

15.1 

Ⅰ 5.2 

12.9 

ⅠⅠ． 6 

Ⅰ 4.7 

16. Ⅰ 

16.4 

Ⅰ 7.9 

17.6 

16.3 

Ⅰ 5.2 

Ⅰ 7.7 

社会開発 

全 き lJ 

額 合 

0.2  3.1 

0.5  3.2 

1.0  3.6 

Ⅰ． 9  5.3 

Ⅰ -8  4.5 

2.1  5.1 

2.5  5.9 

4.2  7.3 

6.5  7.3 

7.7  10.6 

6.6  8.8 

6.7  7.2 

9.9  7.0 

12.6 % 9 

20.9  8.0 

24.4 ⑥ 6   

 
 

 
 

 
 

局
開
 
  

  

  

  

  

  

  

    
注 )  1.1951-1953 の 統計の内 ， 防衛費には司法警察費を 含み ， 教育費は教育 

2. 経済開発費は 産業経済 費 であ り，地方交付は 地方財政費であ る。 

 
 

 
 

 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

 
 

 
 

助
 金
額
㎝
㎝
㎝
㏄
 

5.2  3.0 

3.5  6.0 

2. Ⅰ 22.3 

3.0  6.8 

2.9  8.0 

3.4  14.4 

5.9  13.7 

10.5  20 ・ 6 

Ⅰ 0 ・ 5  25.9 

Ⅰ 1.4  25.6 

Ⅰ 2.3  38.3 

保健 費 であ 

3. その他は公債 費 ・ 他 会計転入・その 他であ る。 

( 出所 ) 統計 庁 『韓国統計年鑑 コ 各年度。 企画予算処『予算概要参考資料』各年度。 

他 

南 ヰ目Ⅱ 

ム   

7.8 

25.6 

9.4 

6.9 

Ⅰ 6.8 

8.6 

5.6 

4.5 

7.2   
Ⅰ 0 ・ 6 

25.2 

9.4 

Ⅰ 0 ・ 6 

15.4 

9.7 

11.4 

9.9 

6.9 

8.7 

  

  

  

  

  

る 。 
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表 1.9  中央一般会計歳入の 推移は 951 ～ 1970) 

( 単位Ⅱ 0 億ウォン ， %) 

歳入 租税 専売納付 援助借款 公債 借入金 対充 資金 その他 

金額 割 金 割 金 割 金 割 金 割 金 割 金 割 

規模 (c)  白 額 合 領 会 額 合 額 合 額 台 箱 合 

Ⅰ 951  0.7  0.4  60.5  0.1  13.5 0.0  6. Ⅰ 0. Ⅰ 19.9 

Ⅰ 952 2.2 1.0 44.2 0.3 13.2 0.3 13.9 0.1 5.4 0.5  23.2 

Ⅰ 953 6.7 2.1 31.4 0.4 6.0 0.8 11.9 0.7 10.5 2.0 30.2 0.7  10.0 

1954  14.9  5.2  34.9  0.6  3.9  4.5  30.0  1.6  10.9  2.3  15.5 0.7  4.9 

1955@ 32.4@ 11.1@ 34.3@ 1.0@ 3.1@ 15.1@ 46.5@ 3.3@ 10.3 O.0 1.9  5.9 

1957@ 42.5@ 11.7@ 27.6@ 1.6@ 3.8@ 22.5@ 52.9@ 4.5@ 10.6@ 1.0@ 2.2 Ⅰ・ 3  3.0 

1958@ 47.7@ 14.7@ 30.8@ 2.1@ 4.4@ 24.6@ 51.5@ 2.6@ 5.5@ 2.2@ 4.7 1.4  3.0 

Ⅰ 959  45.5  22. Ⅰ 48.5  2.3  5.0  Ⅰ 8.9  4 ァ．． 5  0.7  Ⅰ． 6  0.6  1.4 0.9  2.0 

Ⅰ 960  48.5  25.0  5 Ⅰ． 6  2.3  4.7  Ⅰ 6.8  34.6  1.2  2.5  0.8  Ⅰ． 7 2.4  5.0 

Ⅰ 96 Ⅰ 6 Ⅰ・ 4  23.2  37.8  2.6  4.3 3.7@ 6.0@ 0.6@ 1.0@ 24.1@ 39.2@ 7.2@ 11.7 

1962  93.2  28.2  30.3  4.2  4.5 Ⅰ 8. Ⅰ 1g.4  2.5  2.6  28,7  30 ・ 8  ⅠⅠ・ 5  12.3 

1963@ 75.9@ 31.1@ 41.0@ 4.8@ 6.4 2.7@ 3.6@ 0.5@ 0.6@ 26.3@ 34.7@ 10.5@ 13.8 

1964@ 79.4@ 37.4@ 47.1@ 4.5 品 7 28.0  35.3  9.4  Ⅰ ア ． 9 

1965@ 105.5@ 54.6@ 51.8@ 3.6@ 3.4 36.1  34.2  11.2  Ⅰ 0.6 

1966  153.8  87.6  57.0  7.5  4.9  3.1  2.0 38.4@ 25.0@ 17.1@ 11.1 

1967@ 199.0@ 129.2@ 64.9@ 10.0  目 0 5.0  2.5 35.2  17.7  Ⅰ 9.6  9.8 

1968@ 275.7@ 194.3@ 70.5@ 16.4@ 5.9  % 0 l,8 30.7  11.1  29.4  10.6 

1969@ 376.0@ 262.8@ 69.9@ 24.3@ 6.4@ 32.6@ 8.7 21.9@ 5.8@ 34.6@ 9.2 

1970@ 445.9@ 334.7@ 75.1@ 30.1@ 6.8@ 28.6@ 6.4 17.7@ 4.0@ 34.8@ 7.8 

注 )  1. 援助・借款 : 援助は 1952-1960 ，財政借款は 1966.1970 であ る。 

2. その他 : 税体 収入，預託金および 利子収入， 派越 経費支援 (1967 年以降 ) 

( 出所 ) 韓国開発研究院 編 (1991) 『韓国財政 40 年央 第 4 巻 凹 ， 63-66 頁。 
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表 1.10  韓国の経済開発 5 ヵ年計画 ( 第 1 次～第 2 次 ) 

Ⅰ
 
@
 
 
Ⅰ
Ⅰ
 

2
 
6
 

罰
 
日
 

6
 
7
 

6
 
6
 

9
 
%
1
 

期
 

～
Ⅰ
Ⅰ
 

0
 り
 

次
回
 

次
回
 

画
 

 
 

 
 

計
 
-
 
二
 
n
 
ト
 

第
計
 

第
計
 

計画目標 工業化戦略 重要政策課題 

1. 社会経済的な 悪 工業化基盤構築 ① ェ ネルギ一の供給源の 拡充 ②農業生産 

循環の是正 1, 基礎産業育成 力 め 増大による農家所得の 上昇と国民経済 

2. 自立経済基盤の 2. 社会資本の整備 の構造的不均衡の 是正 ③基幹産業と 社会 

構築 資本の拡充 ④遊休資源の 活用 ⑤輸出増 

大を通じる国際収支の 改善 ⑥技術の振興 

1. 産業構造の近代 対外志向工業化 ①食糧自給，山林緑化及び 水産 

化 1. 資本財の輸入 代 ②高度の工業化基盤の 創成 ③国際収支の 

2. 自立経済の確立 替化 改善 ( 輸出増大・輸入代替促進 ) ④雇用増 

をもっと強めに 推 2. 軽工業製 は " の輸 大 ，家族計画の 推進及び人口膨張の 抑制 

進 出 ⑤営農の多角化と 農家所得の向上 

( 出所 ) 大韓民国政府，第 1 . 2 次経済開発 5 ヵ年計画各年度。 

表 1-11 第 1 次経済開発計画とその 実績 

( 単位 : 100 万ドル， %) 

42.4  44.5  41.2  42.6  40.2  42.9  38.8  42.6  41.2  43.5 

23.0  18.1  24.1  13.5  23.3  13.2  22.7  18.2  22.6  Ⅰ 5. Ⅰ 

7.3@ 7.0@ 10.3@ 6.5@ 12.0@ 5.8@ 12.9@ 10.5@ 9.2@ 6.1 

15.7  Ⅰ 1. Ⅰ 13.8  7.4  11.3  6.9  9.8  7.2  13.4  8.8 

79.7@ 86.8@ 96.0@ 119.1@ 121.6@ 175.1@ 137.5@ 253.7@ 100.1@ 137.9 

483.9@ 560.3@ 486.9@ 404.4@ 485.0@ 450.0@ 492.3@ 673.2@ 481.0@ 501     

( 出所 ) 全国経済人連合会編 (1987) 『韓国経済開発概観』 756 ～ 757 頁。 
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表 1.12  国税体系の変 ィヒ (1945 ～ 1967) 

Ⅰ 945.1 Ⅰ 

所得税，法人資本 

税 ，特別法人税， 地 

税 ，事業税，資本利 

平視，取引所特別 

税 ， 鉱税 ，相続税， 

臨時利得税，利益 

配当科，公私憤 利 

子税 ，為替 債 特別 

税 

銀行券発行税，建 

築 税 ，通行税，遊興 

飲食 税 ，入場税，酒 

税，織物税，物品 

税，電気ガス 税 ，馬 

券 税 ，関税，骨牌 

税，トン 税 ，出航 

税 ，印紙税，清涼飲 

料 税 ，登録 税 ，特別 

行為税，広告 税 ， 取 

Ⅰ 948 

所得税， 地 

税 ，法人資本 

税 ，事業税， 

鉱税 ，相続 

税 ，臨時利得 

税 

銀行券発行税 

通行税 

遊興飲食 税 

入場税 

酒税，織物税 

物品税 

電気ガス 税 

馬券 税 

関税，骨牌税 

トン税 

印紙税 

清涼飲料 税 

登録 税 

特別行為税 

1950.4 

 
 

通行税 

遊興飲食 税 

入場税 

酒税 

織物税 

物品税 

電気ガス 税 

馬券 税 

関税 

骨牌税 

  
  トン 税 

印紙税 

清涼飲料 税 

免許税 

Ⅰ 954 一 1g57 

所得税， 法 

人税，臨時 

土地取得 

税 ，営業税， 

鉱税 ，相続 

税 ，贈与税 

通行税 

遊興飲食 税 

入場税 

酒税 

物品税 

電気ガス 税 

馬券 税 

印紙税 

登録 税 

関税 

トン 税 

1958 一 1960 

所得税，法人 

税 ，相続税， 

鉱税 ，登録 

税 ，教育親， 

自動車 税 ， 資 

産 再評価税， 

臨時為替 特 

別税 ，臨時 土 

地 収得税 

営業税 

通行税 

遊興飲食 税 

入場税 

酒税 

物品税 

電気ガス 税 

馬券 税 

関税 

トン 税 

Ⅰ 962 

所得税 

法人税 

相続税 

登録 税 

資産再評価 

税 

営業税 

通行税 

入場税 

酒税 

物品税 

電気ガス 税 

石油 類税 

印紙税 

関税 

トン 税 

Ⅰ 967 

所得税 

法人税 

相続税 

登録 税 

資産再評価 

税 

不動産投機 

抑制 税 

営業税 

通行税 

入場税 

酒税 

物品税 

電気ガス 税 

石油 類税 

印紙税 

証券取引 税 

関税 

トン 税 

( 出所 ) 韓国開発研究院 編 (1991) 『韓国財政 40 年 史 第 4 巻』， 63 ～・ 66 頁。 
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表 1.13  地方税体系の 変化 (1949 ～ 196 つ 

1949. 12 1952. 9 1957. 2 

国税付加税 : 地税、 国税付加税 : 鉱税 国税付加税 : 営業 

営業税、 鉱 税 独立税 : 戸別税， 税 、 鉱 税 

特 独立税 : 戸別税， 家屋税，林野 税 ， 独立税 : 戸別税， 

別 家屋税，戸別税， 屠畜 税 、 漁業税， 家屋税，林野 税 ， 

両 家屋税，林野 税 ， 車両 税 ，免税地侍 屠畜 視 、 漁業税， 

道 屠畜 視 、 漁業税， 別 地税、 動力 税 、 取得税、 車両 税 ， 

税 車両 税 ，不動産取 船舶 税 ，金庫 税 、 特別行為税，動力 

得 脱 ，免税 地 特別 広告 税 、 電話 税 、 税、 免許税 

地税、 人事 税 狩猟 税 

国税付加税 : 地税、 国税付加税 : 鉱税 国税付加税 : 営業 

営業税、 鉱 税 税 、 鉱 税 

道税 付加税 : 不動 道税 付加税     道の 道 税 付加税 : 道の 

市 
彦取得税，戸別税， 独立税に付加税 独立税に付加税 

邑 
免税 地 特別地税， 

面 
家屋税， 

税 
独立税 : 特別営業 独立税 : 交通税 独立税 : 伐木椀、 

税 ，船舶 税 ，車両 交通税 

親 畜 大税，交通税 

初等教育 税 : 戸別 初等教育 税 : 戸別 教育 税 : 戸別税 付 

目 

税 付加税、 特別賦 税付加税、 特別 職 加 税、 その他 : 洞， 
的 
課金、 その他 課金、 その他 里税 ，都市計画 税 ， 

税 
共同施設税 

( 出所 ) 内務部 (1987) 『韓国地方行政史 上コ、 819 ～ 826 頁。 
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1958. 2 

国税付加税 : 営業 

税、 鉱 税 、 自動車 

税 

独立税 : 戸別税， 

家屋税，林野 税 ， 

屠畜 税 、 漁業税， 

取得税、 車両 税 ， 

特別行為税，動力 

視 、 免許税、 船 税 

国税付加税 : 営業 

税、 鉱 税 、 自動車 

税 

道税 付加税 : 道の 

独立税に付加税 

独立税 : 交通税 

洞 、 里税 ，都市計 

画 税 ，共同施設税， 

地方教育 税 

1961. 12 

国税付加税 : 営 

業税、 所得税、 

法人税 

独立税 : 自動車 

税 、 取得税、 馬 

券 観 、 免許税， 

遊興飲食悦 

国税付加税 : 営 

業税、 所得税、 

道税付加税 : 道 

の独立税に付加 

税 ( 馬券税 銀外 ) 

独立税 : 財産税 

農地税， 

都市計画 税 

共同施設税 



表 1.14  地方財政規模の 推移 (1951 ～ 1970) 

( 単位 : 億 ウオン、 %) 

年 中央財政 地方財政 地方財政 一般会計 特別会計 教育特別会計 

度 対 GNP 出 村 GNP 比 合計 金額 割合 金額 割合 金額 (D) 

1951   0.96  100.0  一   

1952   3.2  100.0  一   

1953 25. Ⅰ l.6   5 Ⅰ 100.0  一   

1954 33.0 3.9 25 25  100.0  一   

1955 40.1 6.5 74 74  100.0  一   

Ⅰ 957 36.2 6.3 95 83  87.4 12  12.6 28 

Ⅰ 958 29.5 5.7 Ⅰ l5 100  87.0 Ⅰ 5  13.0 39 

Ⅰ 959 27.1 6.6 Ⅰ 42 Ⅰ 2 Ⅰ 85.2 21  14.8 54 

Ⅰ 960 29.4 6.3 453 Ⅰ 32  86.3 2 Ⅰ Ⅰ 3.7 58 

496 手 27.4 5.8 168 Ⅰ 5 Ⅰ 89.9 Ⅰ 7  10 ．Ⅰ 2 Ⅰ 

1962 34.0 4.4 155 127  81.9 28  18. Ⅰ 119 

1963 22.2 4.l 207 175  84.5 32  15.5 123 

Ⅰ 964 17.0 3,3 235 199  84.7 36  15.3 Ⅰ 33 

1965 19.3 4.0 323 269  83.3 54  16.7 Ⅰ 63 

1966 22.6 5.2 535 438  8 Ⅰ． 9 97  Ⅰ 8. Ⅰ 265 

1967 23.1 5.9 74 Ⅰ 599  80.8 142  19.2 335 

1968 24.8 6.7 1093 736  67.3 357  32.7 457 

1969 27.2 7.7 163 Ⅰ 1 Ⅰ 92  73, Ⅰ 439  26.9 6 Ⅰ 7 

1970 22.0 6.9 1883 1412  75.0 471  25.0 8 Ⅰ 0 

注 ) 1) 中央財政は歳出決算 純計 、 地方財政は歳出決算総計であ る。 2) 地方財政は一般会計と 特別会計の合 

計 であ る。 3) 特別会計は公企業特別会計とその 他特別会計の 合計であ る。 4) 教育費特別会計は、 教育国教 

育 委員会の規模であ る。 

( 出所 ) 韓国開発研究院 (1991) 『韓国財政 40 年 史 第 4 巻 コ ，内務部 (1987) 『韓国地方行政史上』 

行政自治部『地方財政年鑑』各年度，教育人的資源部『教育統計年報』各年度。 
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第 2 章 開発財政の展開と 付加価値税制の 導入 

はじめに 

本章では前章の 1960 年代半ばに形成された 開発財政の展開過程について 検討する。 そ 

の際 ，重化学工業化に 基づく開発財政の 展開過程を踏まえながら ，現行税制の 骨格の定着 

に 着目し，税制改革においては ，付加価値税制に 注目してその 特質を明らかにすることが 

本章の課題であ る。 

開発財政の展開のなかで ，税制は開発支援税制として 位置づげられながら ，毎年の よう 

に 税制改革が行われ ，税制の複雑化および 財政財源確保の 限界という，問題を 

ぅ した問題に対応し ，税制の簡素化および 効率化，財政財源の 安定を図った 税制改革が付 

知価値税制の 導入であ る。 そこで確立した 税 体系がその後，韓国の 税体系として 定着し 現 

在 まで至っている。 

まず，開発財政の 展開過程について ， 1970 年代に行った 重化学工業化とそれを 取り巻く 

国際環境の変化および 国内の経済状況を 踏まえながら ，財政投融資に 注目して追跡してい 

く 。 次に税制改革について ，付加価値税制に 着目し，その 導入の意義および 税制の特徴を 

検討する。 時期的には， 1960 年代半 は 以降から 1980 年代を研究対象とすることになる 80 。 

第 1 節 重化学工業化 

(1)  国際政治経済的状況 

朝鮮戦争や べ トナム戦争で 世界の冷戦体制は 厳しさを増した。 それでも， 1970 年代に入 

って国際的に 政治経済面でアメリカから 2 つの動きがあ った。 まず第 1 は政治面で， 1970 

年 2 月に「ニクソン・ドクトリン」をはじめ 81, 冷戦体制の緩和への 動きが続いた。 すな 

80 この時期についての 主な先行研究としては 次のよ う であ る。 李載股 (1993) 『開発計画期財政 窯 構造 
叫 特徴』 金基台編 F 韓国経済 窯 構造』図書出版 赴告 ， 353 ～ 431 頁， 金墓台 ・ 鄭載詰 ・ 李載般編 (1994) 
『韓国財政論 団 法文社， 柳漢晟 (2002)  『韓国財政 史 』図書出版 光教 。 
81 1970 年 2 月 18 日にアメリカのニクソン 大統領が宣言したもので ，「すべての 国の国防と経済をアメリ 
カ 1 人で引き取り 得るのはできない。 世界，特にアジアおよび 中南米の国家は 自主国防の責任を 負わなけ 
ればならない」という 宣言で，それを「ニクソン・ドクトリン」と 呼ぶ。 その後 197t 年 3 月に駐韓米軍 
が 約 18 千人減少，休戦線を 韓国軍が全 担 防衛することになった。 
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わち，中国の 国連加入 (1971.10 ・ 15), アメリカのニクソン 大統領の中国訪問 (1972.2.21), 

日本の田中総理の 中国訪問 (1972.9), 英 ・米・仏・ ソ 等の 4 カ国によるドイツの べ ルリン 

問題の完全合意，東南アジア 諸国連合加盟 5 カ国に よ る東南アジア 地域間の申立の 宣言等， 

世界情勢は緊張緩和と 冷戦和解の動きが 表れ， 1975 年 4 月 23 日には べ トナム戦争も 終結 

した。 

第 2 の動きは経済面で ， 1971 年 8 月にアメリカ 政府のドルの 余党 換 停止措置，いわゆ 

る 「ニクソン・ショック」によって 従来の国際通貨体制が 変化し世界の 貿易秩序は保護 

貿易主義へと 転換する傾向を 見せた。 そうした国際経済状況の 変化は第 3 世界の登場によ 

る 国際政治の多極化と 資源保有国を 中心に資源ナショナリズム 等の実利追求の 傾向と同時 

に 進行した点でさらに 複雑になり，オイルショックが 発生して世界が 経済危機に陥ったの 

であ る。 つまり，国際通貨体制の 不安および再編成は 先進諸国の間の「横約経済秩序」の 

変化であ り，資源ナショナリズムの 動きは先進国と 開発途上国の 間の「継酌経済秩序」の 

変ィヒ であ った。 

そうした国際的な 冷戦和解の動きは ，朝鮮半島に 相反する 2 つの影響を及ぼした。 すな 

わち，一方では ，韓国と北朝鮮の 間に 1972 年「 7.4 南北共同声明」を 結ぶという和解， 

他方では冷戦体制の 強化であ った。 つまり，朝鮮半島は「ニクソン・ドクトリン」から 始 

まった冷戦和解によって ，平和共存のための 和解を行 う 反面，逆に自国防衛の 問題が浮上 

し ，軍事的な危険への 対処が国家的課題となる。 当時の朝鮮半島は 分断体制下でアメリカ 

による軍事的依存が 高かったため ，新たな事態への 対応は韓国にとって 経済開発に加えて 

防衛問題を新たな 重大問題とすることになったのであ る。 

他方で，世界経済の 変化は当時，高度成長期の 韓国経済に少なくねり 制約要因として 作 

用 した。 保護貿易主義の 傾向による輸出および 資本調達上の 制約，資源ナショナリズムに 

よる国際原資財の 価格上昇および 供給不安，また 国際的インフレーション 等が 1970 年代 

に 対外的な制約要因として 現われたのであ る。 

では，以上のような 国際政治経済の 変化から影響を 受けた韓国経済は ， 1960 年代の経済 

開発計画を引き 続き推進しながら ，どのように 対応していったのか 検討していこう。 

(2)  国内の経済的状況 

1962 年にはじまった 経済開発計画は 第 1 章で確認した 通り，経済成長という 点で著し 
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い 成果を上げた。 その後の計画の 政策目標について ，表 2.1 でみていこ う 。 第 1 次計画の 

途中であ った 1964 年に，輸出を 中心とした対外志向工業化への 政策転換が図られた。 第 2 

次 計画から対覚志向型工業化戦略を 全面に出しながら ，輸入代替型工業化から 輸出志向型 

工業化への転換を 図り，第 3 次計画から重化学工業に 基づく輸出主導型工業化が 行われた 

ことがわかる。 第 4 次計画はこれまでの 経済開発の反省から 農村開発として「セマウル 運 

動 」を展開し，均衡的な 発展と自立成長構造を 目標とすることになった。 

こうした経済開発計画の 実績について ，表 2.2 をみると，まず 第 1 に，第 2 次計画や第 

3 次計画の 10 年間年平均成長率で 10% を上回る高成長を 続けたことがわかる。 それは 軽 

工業を中心とした 鉱工業の成長が 第 2 次計画の年平均値で 20.2%, 第 3 次計画のそれは 

20.3% の成長率に達し ，それぞれ目標値を 2 倍もなる。 その結果，第 2 に，農林水産業の 

割合は下がる 反面，鉱工業の 割合が増加し ，産業構造が 大きく変化していることがわかる。 

特に 1973 年「重化学工業化宣言」以降，重化学工業は 軽工業の割合を 超え，第 4 次計画 

の 実績で 5 割を上回るよさになった。 第 3 に， 1960 年代半ば以降，国民貯蓄率の 急増が 

続き，投資資金調達の 自立が達成できたのであ る。 産業構造別の 投資配分をみると ，イン 

ブ ラへの配分が 著しく，経済計画期間のはじめから 一貫して目標値をさらに 上回り， 7 割 

近く配分されている。 第 4 に，財政投融資の 配分でもインプラへの 配分半分以上を 占め ， 

また，農林水産業への 配分も 2 割以上となっていることがわかる。 第 5 に，貿易構造では 

貿易赤字が続く 反面，輸出額が 急増している。 第 1 次計画の年平均輸出額は 約 1 億 4 千万 

ドルであ ったものが，第 4 次計画のそれは 151 億 1 千万ドルになったのであ る。 第 6 に ， 

マクロ経済面をみると ，失業率が急減しており ，インフラや 鉱工業による 成長で雇用効果 

がみられるが ，消費者物価は 高いままであ った。 

他方， 1970 年代初頭に経済開発計画の 推進過程で派生した 企業財務構造の 悪 ィヒ ，インフ 

レの 悪循環，私金融の 肥大など韓国経済の 構造的な問題が 現れた。 それは，すな む ち ，企 

業の財務構造悪化は 企業の金融費用を 高めることによって 結局企業の総資本収益率を 下落 

させており，収益率の 低下は高利借金の 圧力によってさらに 加重された。 それは高利借金 

によって企業の 金利負担を加重させて ，急に資金回収することによって 企業の資金計画に 

不安を惹起し ，財務構造を 悪化させたのであ る。 結果的に企業経営基盤の 不安および国際 

競争力弱化を 招来したのであ る。 

一方，予測できない 為替変動と外資に 対する償還負担が 企業の投資計画および 生産計画 

の 不安を招き，それがインフレに 影響を及ぼして 国内貯蓄を下落させた。 貯蓄の下落は 再 
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び 投資減少を通じて 景気沈滞を招来したのであ る。 

このような状況に 対処すべく，韓国政府は 憲法に基づき 1972 年 8 月 3 日に「景気沈滞 

と 経済の安定および 成長に関する 緊急命令」 ( 以下「 8.3 措置」とする ) を公布した。 その 

内容について 82, 「 8.3 措置」のうち ，財政措置として 税制関連措置を 見ると，固定資産 

に 対する特別減価償却率の 引上げ (30% から 40% ～ 80% に ), 投資に対する 税額控除 C 法 

人税・所得税の 投資控除率を 6% から 10% に 9l 上げ，製造・ 建設・鉱産・ 水産業が使 う 機械 お 

よび装備に対する 投資，観光産業振興法に よ る施設投資 ), 増資に対する 租税特例，特定慶 

業 に対する租税特例 ( 産業合理化の 指定産業が合併をする 場合に不動産投機抑制 税 および 

取得税の免除，また 資産を譲渡する 場合に法人税および 投機抑制税の 免除 ), 技術開発のた 

めの穂丈準備金に 対する損金処理時の 租税特例などであ る。 「 8.3 措置」はいわゆる 市場 

経済原理から 大きく乖離する 措置であ り，当時の韓国経済の 危機状況に対して ，強力な政 

府 介入が発動されたのであ った。 

しかし， 1973 年 10 月に第二次オイルショックが 起きて韓国経済は 再び経済危機に 直面 

した。 オイルショックへの 韓国政府の対応はまた 緊急措置として 実施された。 すな む ち ， 

1974 年Ⅰ同 14 日に「国民生活の 安定のための 大統領緊急措置」 ( 以下「 1.14 措置」とす 

る ) であ る。 「 1.14 措置」は，第 1 次オイルショックによる 経済的ショックを 緩和するこ 

とによって，国民生活と 経済安定を維持するのを 目標にしたものであ る 83 。 

そのなかで税制関連措置を 見ると， 低 所得層の税負担を 軽減させて国民生活の 安定のた 

めに所得税および 住民税を減免する 反面，取得税および 財産税の免除点の 大幅な引上げ ， 

著 移住消費税率の 引上げ ( 高所得層の財産および 著修性 物品に対する 重課 ，自動車・ガソリ 

、 ノ ・高価品等に 対する関税，物品税および 関連税率の引上げ ), 生産および流通過程から 生 

じる不当利得に 対する不当利得税の 新設，消費抑制と 国産化促進のために 関税の減免対象 

を 縮小することに ょ 6 弾力関税制度の 拡大適用，工業団地造成地域に 対する投機の 防止 お 

よび地域開発促進と 不動産投機抑制のための 不動産投機抑制税の 強化，不況産業 ( 輸出産 

82 第 1 に ，企業の借金に 対する利子率と 償還期間の再調整，第 2 に，金融機関の 一部貸出金を 長期低利 
貸出金に転換，第 3 に，企業資金の 円滑な供給のための 信用保証制度の 拡充，第 4 に，金融機関の 金利の 
大幅な引 F げ ，第 5 に，産業合理化を 促進するための 税制上の特別措置，第 6 に，財政運用の 弾力化と効 
率 化のための地方財政交付金の 法定交付率制度の 廃止等であ る " 韓国開発研究院 (1991) F 韓国財政 40 
年史 ( 第 6 巻 )JL, 340 頁。 
83 こうした「 1. 14 措置」の主な 内容は，第 1 に，企業活動の 積極的な支援，第 2 に，資源の節約および 
効率的な利用と 国内資源開発の 促進，第 8 に，輸出増大と 輸入抑制を通じる 国際収支悪化防止，第 4 に， 
低所得者に対する 租税負担の軽減を 通じる国民生活の 安定追求，第 5 に， 著修 品の消費抑制，第 6 に， 労 
使 間の協力誘導等の 政策を推進したのであ る。 韓国租税研究院 (1997) 『韓国租税政策 50 年 ( 第 1 巻Ⅱ， 
173 頁。 
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業 ・インフラ関連産業・ 中小企業等 ) についての租税徴収猶予措置 ( 法人税・事業所得税・ 物 

品 祝箸 を 1974 年 2/4 分期から 6 ヵ月間猶予 ) が行なわれたのであ る。 韓国経済はオイル 

ショックを乗り 越え，経済成長を 続けることができたのであ るが，その背景にはこうした 

政府の強力な 介入があ ったのであ る。 

ところが， 1979 年第 2 次オイルショックによってインフレ ，国際収支悪化，経済低迷 

0 兆候が現れ韓国経済は 再び危機に直面することになった。 そこで，韓国政府は 1979 年 4 

月 17 日に「景気安定総合施策」 ( 以下「 4.17 措置」とする ) を推進した。 「 4.17 措置」は ， 

オイルショックによる 原資財の需給が 難しくなって 関税率の調整を 通じて対応しょうとい 

ぅ ことであ り，政府支出の 抑制，不動産投機抑制等の 政策を推進したのであ る。 

このように 1960 年代半 は 以降の韓国経済は ，対外的な経済状況の 変化によって 影響を 

強く受けつつ ，それらの対外的な 衝撃を政府による 強力な介入によって 最小化して乗り 越 

えてきたとみられる。 その際，特定企業の 成長を強力に 支援する租税関連諸措置が 経済 危 

機の対応措置として 重要な役割を 果たしたのであ る。 

他方， 1970 年代初頭まで 農林水産業の 割合は前述したよ う に鉱工業部門の 割合を上回る 

重要な部門であ り，それは産業投資配分や 財政投融資配分も 高かったことからもわかる。 

しかし，農林水産業部門は 様々な努力にもかかわらず ，インフラや 鉱工業部門に 比べて 成 

果を出せなかった。 そこで 1970 年から「セマウル 運動」が始まる。 それほ国民の 精神 開 

発 ・環境改善・ 所得増大等を 墓木理念に揚げ ，農村近代化と 農業成長を目標する 全国民的 

な 社会運動になった。 この セマ クル運動によって 韓国の農村は ，それまでにない 発展がで 

きたのであ る。 

政治面では，様々な 危機を媒介にして 強力な「維新体制が 発足した。 背景となった 危 

機 とは，第 1 に安保的な危機 84, 第 2 に経済開発に 伴い構造的問題やオイルショックに よ 

る 経済危機，第   3 に労働者や低所得層の 集団 ヂモ に現れる社会的危機があ り，さらに経済 

発展によって 形成された中間層の 成長とともない 大統領選挙 (1971 年 ) でのわずかの 差に 

よる政権 維持など政治的な 不安定が続いたことであ る。 これに対処すべく ，「維新憲法」に 

基づくより強力な 政府であ る「維新体制」が 出発したのであ る 85 。 

84 1971 年 8 月に駐韓米軍の 減 畜 (1 万 8 千名 ). 韓国軍の現代化・ 休戦線全体の 防衛を韓国軍が 全 拉 する 
ことになり， 1974 年 11 月 15 日 と 1975 年 3 月 20 日には北朝鮮の 商 侵 用に造った第 1 トンネルと第 2 
トンネルが発見されて 全国民の安保問題と 関連する危機意識を 高め，なお 1976 年 8 月 18 日には板門店 
の斧殺害事件，この 事件は韓国と 北朝鮮の軍事分界共同警備地域であ る板門店で北朝鮮の 軍人が枝打ち 作 
業を警備している 駐韓米国軍を 斧で殺害した 事件であ る。 
85 森山茂 徳 (1998) 『韓国現代政治』東京大学出版会， 93 ～ 95 頁。 
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そうした急迫した 安保情勢は，その 当時の韓国政府が 自主国防に総力を 傾注するように 

なる契機であ った。 すなわち，韓国政府はにクソン・ドクトリン」による 駐韓米軍の減 

縮と 頻繁な北朝鮮の 挑発行為等によって ，当時の韓国政府は 経済開発と国家安保という 2 

つの目的を共に 達成しなければならなかった。 政府は自主国防力の 建設と高度成長をとも 

に 達成できる手段として 重化学工業化を 選択した。 そうした政策は 1973 年 1 月 12 日の大 

統領の年頭記者会見における「 重 7% 学 工業化宣言」によって 公表され具体化されることに 

なった 86 。 

韓国政府の第 3 次経済開発計画で 重化学工業化戦略としたのは 重化学工業と 防衛産業を 

同時に建設することであ った。 すな む ち，平常時は 経済成長を裏 付ける 重ィロ 単産業として 

活用し，いったん 有事になった 時には軍需兵器の 生産が可能な 防衛産業への 転換ができる 

一石二鳥をねらった 戦略であ った。 それは重化学工業化の 主要産業として 選ばれたものか 

ら 確認できる。 すな む ち，産業の前後方連関効果が 大きいこと，産業全般に 対する成長 寄 

与 良が高いこと ，付加価値の 効果が高いこと ，国際的に需要が 多いことなどを 基準にして， 

輸出増大に寄与できる 鉄鋼・非鉄金属・ 造船・機械，電子，石油化学等の 6 大産業を選定 

したのであ る 87 。 

ところで，第 4 次経済開発計画期は ，従来高成長を 続けてきた韓国経済に 衝撃を与える 

結果となった。 すな む ち，表 2-2 によると，成長計画ねは 9.2% であ ったが，実績は 5.5% 

に 留まったのであ る。 それは， 1970 年代後半から 景気過熱によるインフレ ，重化学工業へ 

の 過大な投資，工業団地の 構築に伴 う 不動産投機の 過熱と反動，第 2 次オイルショックが 

重なり，景気 は 急速に悪化し ，それに加え 1980 年農業部門から 米作は大凶作であ ったこ 

とによるものであ る 88 。 そして政治的にも 1979 年 10 月 26 日当時の朴大統領暗殺事件 お 

よび 1980 年 5 月「光州 ( グア ンジュ ) 民主化運動」による 政治的社会的不安の 諸状況が 

そのままで経済成長率に 影響したことも 否定できない 890 

86 合 正謙 (1995)  『韓国経済政策 30 年空山中央日報社， 324 頁。 
87 f 大産業は具体的に ，鉄鋼工業部門からは 1973 年 7 月建設した 103 万トン規模の 浦項総合製鉄を 中心 
にして年間 850 万トン規模へ 拡大および 25 万トン規模の 特殊鋼生産施設を 1977 年末まで整備を 図る " 
非鉄金属工業部門からは 塩山工業団 幽こ 年間 5 万トンの亜鉛製錬所 1978 年まで完工することと 年間 8 万 
トン規模の銅製錬所を 1979 年まで完工し ，造船工業部門からは 年間 200 万トン規模の 現代蔚山造船所と 
年間 120 万トン規模の 大字五浦造船所と 年間 30 万トン規模の 三尾ジュッ ド 造船所の建設を 推進した。 機 
械工業部門からは 昌原 機械工業団地の 建設，電子工業部門からは 半導体およびパソコン 産業を重点育成し 
て 先端技術産業を 育成すると う 鳥屋電子工業団地の 構築，石油化学工業部門からは 蔚山石油化学団地の 施 
設をエチレン 基準に年間 10 万トンから 15 万トンに拡大と 藤川 に エチレン基準に 年間 35 万トン規模の 第 
2 石油化学団地の 構築等を推進したのであ る 
88 渡辺利夫 (1990) Ⅱ概説 ) 韓国経済』 有 斐閣， 66 頁。 
89 10 ・ 26 というのは 1979 年 10 月 26 日当時の朴 正煕 大統領の暗殺事件であ り， 1980 年 5 月光州民主化 
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1979 年末に発生した 第 2 次オイルショックは 生産コストの 大幅高騰，国際収支悪化を 

招き，輸出産業の 生産性低下， 高 インプレ，大量失業の 発生，などによる 社会不安を生み ， 

反政府デモ，労働争議が 多発した。 その結果で維新体制は 大きく動揺し ，大統領の暗殺事 

件 によって政府は 内部崩壊したのであ る 90 。 

この時期，韓国政府の 政策課題は対内外の 状況から経済開発と 国家安保という 2 つの 目 

的を重化学工業化戦略によって 乗り越えることであ った。 そのため財政はいかなる 政策を 

行い，また莫大な 財源をどのように 調達しようとしたのか 検討していく。 

第 2 節 開発財政の展開と 財政投融資制度 

( り開発財政の 展開 

集権 的行政機構のもとで 政府主導型成長をもたらした 開発政策を支える 財政を開発財政 

と 呼ぶ。 まず，韓国財政は 1970 年代から 1990 年代までどのように 展開されたのか ， 表 

2.3 で概観しておこう。 第 Ⅰに，財政規模は 総量的に持続的な 膨張を重ねてきたのであ る。 

財政規模の対 GN 荘比 をみると， 2 割を下回り，その 規模としては 大きくない。 ただしそ 

の 規模は傾向的に 増加していることがわかる。 特に 1970 年代に入って ， 15% 以上の水準 

が 定着する よう になった。 このような財政規模の 継続的な膨張要因は ，やはり韓国政府の 

経済開発 5 ヵ年計画に対する 目標達成と相関関係があ るのであ り，それは 第 1 節で述べた 

よさに，表 2.2 経済開発計画とその 実績を見ることにより 明確に分かる。 

第 2 に，中央財政の 歳出のうち，防衛 への支出が常に 30% 前後の膨大な 割合を占めて 

いることであ る。 これは第 1 章で確認したよさに ，占領下の分断体制，朝鮮戦争，その 後 

の 冷戦体制によるものであ った。 注目されるのは ， 1970 年代に常に防衛費が 急増している。 

それは，第 1 節で述べたよ う に，国際的な 冷戦和解の動きが 逆に韓国の冷戦体制をより 強 

化させることになったからであ る。 

第 3 に， 1980 年代以降における 経済開発関係費の 割合の減少傾向であ る。 1962 年の経 

済 開発計画を契機として 1960 年代に経済開発関係費は 増大した。 特に 1969 年の経済開発 

関係費は 1127 億ウオンの支出となり ，前年度㊥ 81 億ウオン ) と 比べて約 3 倍の増加を 

運動は当時の 学生運動および 労働運動による 民主化要求運動というものであ る。 詳しいことは 次を参照。 
森山茂 徳 (1998) 『双掲 書 』 110 ～ 112 頁。 李海珠 (1996) 「韓国経済発展論 ] 釜山大学校出版部， 167 頁。 
90 長谷川啓之 (1995) D アジアの経済発展と 政府の役割 ] 女真 堂 ， 167 頁。 
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示している。 さらに 1973 年 1 月の「重化学工業化宣言」も 高水準を支える 役割を果たし 

た 。 しかし，その 絶対額は増加しているものの ，歳出に占める 割合は 1980 年代以降 角 、 減 

している。 これは経済安定化政策に よ るもので， 1970 年代半ば以降の 第 4 次経済開発計 

画の推進から 社会開発に力を 入れたことと 関係している。 

第 4 に，中央歳出において ，社会開発関係費の 割合がわずかではあ るが，徐々に 増えて 

いることであ る。 1960 年代半ばに社会保障制度のうち ，一部の社会保険制度，公的扶助制 

度 ，福祉サービス 制度の導入， 1970 年代半ばの社会福祉制度改革等が 実施されたため ， そ 

れが社会開発関係費の 急増に表れたのであ る 910 

では，次に全体として 膨張する財源をどのように 調達したのかを 検討しょう。 表 2.4 を 

みると，まず ，第 1 に，歳入のうち ，税収入の増加が 目立っ。 1966 年に国税庁の 設置に 

よって， 1967 年以降税収入は 飛躍的に増加し 歳入の中心になった。 のちにやや詳しく 述 

べるよさに 1977 年付加価値税制が 導入され，これを 契機に歳入に 占める比率は 8 割を超 

え ，税収構造が 著しく強化されたことが 確認できる。 1960 年代半 はの 税収中心の歳入構造 

以前は，見返り 資金や預託金による 収入がほぼ 5 割を占めている。 また，借款収入が 1972 

年には 12.6%M を占めていたのに ， 1973 年のそれは 0 ・ 3% を占めて大幅な 減少していること 

がわかる。 これは韓国の 財政制度が少なくとも 外国の借款による 援助依存財政から 脱皮 し， 

名目的外形的な 面で自立財政制度の 形成の意味を 持っ 920 

1970 年代以降の特徴の 第 2 は，国債収入と 借入金がほとんどないことであ る。 これに 

ついて，韓国政府が 財政財源の調達手段として 国債発行を活用していなかった 結果，財政 

政策手段の選択範囲が 狭くなったという 指摘もあ る 93 。 しかしそれには 第 1 章で明らか 

になったよ う に，当時のインフレと 財政赤字の悪循環の 経験から政府自ら 抑制する健全財 

故主義を選択したと 考えられる。 

91 韓国の社会保障制度についてほ 第 5 章で詳しく後述するが ，韓国の社会保障制度は 3 つに分けられる。 
す な む ち，社会保険制度，公的扶助制度，福祉サービス 制度がそれであ る。 各制度の導入時期は 次のよう 
であ る。 社会保険制度のうち ，医療保険制度は 賃金労働者のために 1977 年導入され， 1979 年に公務員 
および私立学校教職員， 1989 年に農漁村・ 都市住民へ拡大されて 全国民への国民皆保険制度になった。 
年金制度は最初に 196(@ 年に公務員年金制度， 1963 年に職業軍人年金， 1978 年に私立学校教職員年金， 
1988 年に賃金労働者の 年金制度， 1999 年に農漁村・ 都市住民へ拡大されて 全国民への国民皆年金制度に 
なった。 産業災害保険制度は 1964 年に導入され ， 2000 年に全事業所まで 拡大された。 雇用保険制度は 
1995 年導入され， 1998 年に全事業所へ 拡大された。 公的扶助制度は 1961 年に生活保護制度が 導入され， 
1962 年に災害救護， 1977 年に医療保護， 2000 年に国民基礎生活保障制度になった。 福祉サービス 制度 
は 1961 年に老人福祉制度や 婦女子福祉制度，児童福祉が 導入され， 198t 年に障害者福祉， 1982 年に浮 
演者保護制度を 導入し現在まで 拡大された。 
92 季 載股 (1994) 「 1960 年代以後財政の 展開過程」『韓国財政論』法文社， 129 頁。 
93  具 然天 (1993)  『韓国租税論 ]  博英 社 ， 22  頁。 
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以上の韓国財政は ，自衛国防力 め 強化に必要な 支出と高度成長の 促進のために 重化学工 

業の建設及びインフラの 拡充等に関連する 支出が中心的な 役割であ った。 その際，高度成 

長日的のために 国民一般の再分配を 犠牲にした反面，その 国民への最小限の 生活を保障す 

るために社会開発関係費の 支出を徐々に 増やしていたのであ る。 これら財政膨張を 充当す 

る 重要手段として ， 1967 年以降税収が 中心になり，特に 1977 年の税制改革で 税収比率が 

8 割超える大幅な 増税が実施された。 その具体的な 内容は第 3 節で検討する。 

(2) 財政投融資制度 

次に，開発財政の 一環として重要な 役割を担いながら ，従来十分注目されていなかった 

財政投融資制度の 展開について 検討する 94 。 韓国で財政投融資とは 95, 広義には資本的機能 

をする財政支出であ り，政府の財政支出の 中で，人件費と 消費的な物件費を 除き，建物， 

設備，機械，道路建設，港湾開発，国土保存，在庫増加等を 含む政府産出の 増加に使用し 

た 一切の支出と 財政融資を含む 概念であ る。 狭義には，民間事業および 政府事業に出資 ま 

たは貸付への 金融的使用と 定義される。 

ここでは，主として 狭義の財政投融資を 扱 うが ，これは戦後目木の 財政投融資制度にほ 

ぼ 対応するものと 言える。 

韓国の財政投融資制度は ，第 1 章で述べたよ う に，「経済開発特別会計」，「財政資金運 

用 特別会計」，「政府企業特別会計」，「 対充 資金 ( 見返り資金 ) 特別会計」等として 1962 

年に整備された。 その後，韓国政府は 経済開発計画の 推進に必要な 資金を運用・ 管理する 

目的で， 1961 年 12 月「財政資金運用法」と「財政資金運用特別会計法」を 制定して財政 

融資管理制度が ， 1962 年 11 月には経済開発特別会計を 制定して財政投資制度が 設けられ 

た 。 すな む ち，韓国の財政投融資の 仕組みは，中央政府の 一般会計および び 特別会計の資 

金を経済開発特別会計へ 転入し，それを 財政投資資金として 使い，また，各会計の 余裕 資 

金を財政資金運用特別会計へ 預託し，それを 財政融資資金として 活用した。 すな む ち ，財 

政 投資と財政融資をそれぞれ 分けて，別の 会計で運用したのであ る。 

まず，財政融資に 関する財政資金運用特別会計は 1962 年に一般会計預託金，公務員 午 

金 特別会計の一般資金預託金，専売事業特別会計の 資金預託収入等の 財源を集め，韓国で 

94 尹 建水 (1991) 「財政投融資」韓国開発研究院『韓国財政 40 年 史 ( 第 7 巻 ) 』， 453 ～ 473 頁。 
95 財務部 (1982) F 財政投融資白書』， 10 ～ 11 頁 。 
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初めて統合的な 財政投融資制度の 運用が可能になったのであ る。 そうした財政投融資の 財 

源は ， さらに 1963 年に対 充 資金特別会計や 文化財管理特別会計の 一般資金預託を 受け ， 

また， 1966 午に財政借款資金と 請求権 借款資金の受け 入れによって ，財政投融資財源は 大 

幅 に増加し，第 2 次経済開発計画に よ る増大する財政需要に 応じることができた。 その後， 

1968 年に一般会計からの 預託金の中止と 対 充 資金の減少し ，財政投融資資金源は 財政借款 

資金と請求権 借款資金に依存しながら ，その規模を 拡大させた。 財政投資は 1962 年から 

経済開発特別会計で 担当していた 96 。 

1973 年に対 充 資金特別会計の 廃止によって ，財政投融資業務は 従来の経済開発特別会計 

を中心に他の 会計，「財政資金運用特別会計，村元資金運用特別会計等」を 統合 (1974 ～ 

1976) されて扱われることになった。 この経済開発特別会計には ，一般会計転入金や 預託 

金によ る投資勘定，財政資金資金回収金や 預託金に よ る融資勘定， 対充 資金回収金に よ る 

対充 資金勘定など 3 つの勘定を設けられた。 また，財政融資の 新しい制度として 国民投資 

基金が設置された。 

しかし， 1977 年にほ「資金管理特別会計」を 設置することによって ，従来の経済開発特 

別 会計は廃止され ，同会計のうち ，財政借款勘定，請求権 資金勘定，射光資金勘定，資金 

運用勘定等 4 つの勘定を置きながら ， 1 っ の会計で統合して 財政融資を担当することにな 

った 。 一方，財政投資は 一般会計で担当することになり ，財政投融資は 再度分離された。 

こうして 11 年間財政融資を 管理した資金管理特別会計は 1988 年に廃止され ， 「財政投 

融資特別会計」が 設置された。 これには出資勘定，融資勘定，借款勘定等 3 つの勘定が置 

いてあ った。 出資勘定は公企業の 民営化による 政府保有株の 売却収入，出資収入，一般会 

計の転入金などを 財源としながら ，以前一般会計で 担当した出資および 出 損を担当する。 

融資勘定は以前経済開発特別会計の 対 充 資金勘定や資金運用勘定を 引き続き，公共余裕 資 

金 と財政融資債権 発行収入を財源にして 社会資本整備に 関する融資を 担当する。 また， 地 

方 債を引受けることによって 地方財政への 支援が強化されることになった。 これは 1988 

年の地方自治制度の 復活に対応したことであ る。 借款勘定は従前の 資金管理特別会計の 財 

政 借款勘定や請求権 資金勘定を引き 続き，借款元利金の 回収および償還を 担当する。 

こうした財政投融資特別会計制度は ，出資勘定が 公企業の民営化に よ る政府保有株の 売 

却 収入に依存されていたので ，予算から不足財源の 補填が多かった。 そうした財源の 不安 

  

96 請求権 資金とは 1965 年 6 月 22 日の日韓外交協定による 日本から資金提供であ る。 この資金の内訳は 
無償援助 3 億ドル，政府借款 2 億ドル，商業借款 3 億ドル等であ る。 

66 



定 問題が深刻であ だったので， 1997 年に財政融資特別会計に 改編された 97 。 1996 年まで 

の 財政投融資とは 資本的支出を 除く政府出資・ 出揮 および財政融資などの 金融的投融資活 

動 であ った。 しかし， 1997 年財政融資特別会計下の 財政投融資は 資本的支出を 含む投融資 

活動としてより 広義の概念になった。 それで，政府出資および 出隅 は ついては一般会計か 

ら 支出することになり ，財政融資特別会計は 財政融資と借款管理を 担当していた。 財政 融 

資の財源は大部分公共資金管理基金からの 借入であ った。 

以上の財政投融資はどのような 役割を果たしたのかについて ，次に検討していこ う 。 

(3) 財政投融資の 活用 

以上の財政投融資制度についてその 実績をみると ，表 2-5 のようになる。 まず，第 1 に ， 

財政投融資規模は 1960 年代半ば以降，急増している。 先述したよ引こ ，この時期性経済 

開発の推進を 加速化した時期と 一致している。 財政投融資の 国内固定資本形成比率は ， 

1960 年代半 は 以前， 5 割～ 7 割と圧倒的な 比率を占めていた。 その後，民間部門の 成長に 

よって政府部門から 民間部門へ資源配分の 重点がシフトとしていく。 しかし，そうしたな 

かでも 1980 年代まで固定資本形成に 対して 3 割合の比率を 占めたことは ，財政投融資が 

引き続き不可欠の 役割を果たしたことを 示している。 

第 2 に，財政投融資規模の 中央財政に対する 比率をみると ，一貫して増えつっあ り， 特 

に 重化学工業化 期 0 1970 年代には急増している。 これは財政借款および 請求権 資金等の 

融資財源の確保に よ るものであ る。 1960 年代半ば以降，歳入に 対する税収の 割合が 6 割 

を 超え， 1977 午に 8 割を上回っているので ，財政投融資は 財政の運用に 欠かせない存在 

であ ったのであ る。 

第 3 に，財政投資と 財政融資に分けてみると ，財政投資が 1970 年代まで圧倒的に 高い 

ことがわかる。 財政投資は大部分直接投資が 占めるので，その 比率が高いことは 直接的に 

経済へ寄与良が 高いことを意味する。 財政投資は 1972 年 88.2% をピークにして ， 1980 年 

代 に減少傾向がみられる。 

第 4 に， 1980 年代後半から 財政投融資は 急減していることであ る。 それは前述した 1988 

年の制度改正による 影響が大きい。 1988 年に固定資本形成に 対する比率は 18.1%0 として， 

はじめて 2 割を下回ったのであ る。 財政投融資の 内訳も財政融資が 財政投資を上回る 割合 

97 合 劃豫尊 慮 編 (2001) 『 韓國 月 財政 2001J 毎日経済新聞社， 100 ～ 103 頁。 
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を 示すとうになった。 

では次に，以上の 財政投融資の 実績がどのように 配分されたのかについてみる。 表 2.6 

は 産業部門別の 財政投融資の 配分であ る。 これにに よ ると，第 1 に， 第 1 次 産業部門であ 

る 農林水産部門は 1970 年代後半を除き ，平均 25% 程度の安定した 配分をみせており ， 第 

2 次産業であ る鉱工業部門は 変 ィヒ が激しく，その 割合も 2 割を下回る配分になった。 第 2 

に ，経済開発部門への 配分が最も高かったことがわかる。 これには電力，通信，交通 ( 道 

路 ・港湾・鉄道 ), 土木，科学技術等の 産業生産に直接的に 関わる社会資本が 含まれている。 

1961 年に 44.8%,  1977 年には 48.3% が配分され， 1970 年代まで 4 割を上回る配分がさ 

れていた。 第 3 に，財政融資は 1980 年代に入ると ，経済開発部門に 対する配分が 急減す 

る 反面，社会開発部門の 配分が急増していることであ る。 社会開発部門 は 住宅，保健， 教 

育 ，社会福祉等の 産業生産に間接的に 関わる社会資本で 構成されている。 成長中心を改め ， 

経済と社会の 均衡発展を図った 第 5 次経済開発計画が 反映されたものと 言える。 

以上のように 財政投融資は 1960 年代に制度整備が 行われ，経済発展に 直接的寄与でき 

る 社会資本，すなわち ，インフラ形成に 主に配分され ，経済成長に 貢献した。 これに対し 

て ， 1980 年代の財政投融資は 社会開発部門の 配分を高めた。 この変化は高度成長を 通じて 

民間部門が成長する 一方，政府の 福祉や成長の 歪み是正への 関心を反映した 役割の転換で 

あ った。 そして，以上の 財政投融資に よ るインフラ構築は 政府が直接的に 公企業を設置し 

て 事業主体とする 方式がとられ ，これが民間部門の 成長を先導した。 これについては 第 8 

章 で検討する。 

第 3 節 付加価値税制の 導入 

(1) 開発税制の構造 

開発財政の物質的基盤を 支え開発政策を 積極的に担った 税制を開発税制と 呼ぶ。 以下， 

開発税制の構造を 検討する。 

韓国の税収についてみると ，表 2-7 のようになる。 その特徴は，第 1 に，韓国の税収は 

非常な国税中心となっていることであ る。 それでも地方税収は 徐々に増加している。 実際， 

国税と地方税の 配分で，国税収が 9 割を占めていたのが 8 割まで下がり ，地方税収が 1971 

午から徐々に 上がり 2 割を占めている。 1980 年代以降経済安定化政策によって ，社会 開 
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発 関係費の増大を 地方政府に任せるために 地方税収の増大を 図ったことと ， 1988 年に地方 

自治制度の復活が 影響している。 

第 2 に注目されるのは ， 目的税として 防衛視が存在することであ る。 これは 1975 年 導 

入され 1991 年に廃止された。 防衛 視は 総税収のうち ， 10%0 を上回る割合を 占めており， 

これは防衛費支出の 40% に相当していた 98 。 これは 1960 年代半ば以降の 内外的な状況の 

中で，高度成長と 自主国防 力 という韓国に 特有な歴史的な 条件に よ る租税であ ったのであ 

る 。 

第 3 に，開発途上国でよくみられるよ う に，関税が， 1980 年代後半まで 総税収の中で ， 

地方税収を上回る 収入源であ ったことであ る。 関税収入が高かったことは 高度成長のため 

に 必要な財政財源の 調達手段として 国際貿易で途上国の 立場を活用したことによるもので 

あ った。 

第 4 に，総税収で 直間比率をみると ，間接税 申 心の税制であ ることであ る。 1977 年の 

付加価値税制の 導入によって ，国税のうち 間接税の割合は 7 割を上回ることになった。 韓 

国政府は経済開発のために 比較的に租税抵抗が 少ない間接税へ 増税することによって 必要 

な 財政財源を調達したのであ る。 

そうした税制構造は 表 2.8 に よ ると，付加価値税導入以双には 間接税の構造は 非常に複 

難 になっていることがわかる。 すなわち，従来の 税制は直接税が 6 税目であ り，間接税が 

10 税目であ った。 しかし， 1977 年付加価値税制の 導入後，直接税が 5 税目 へ ，間接税が 

5 税目へに簡素化された。 また，表 2.9 によると，租税負担率は 2 割を下回っており ， 先 

進 諸国に比して 低水準ではあ るが， 1970 年代を画して 急速に増加していることは 注目され 

よ う 。 

第 5 に，国税は消費課税と 所得課税が中心になっていることであ る。 それに対して 地方 

税は資産課税中心であ り，これについては 第 4 章で後述する。 

以上のように ，韓国では，高度成長政策の 持続によって 財政需要が急増するのに ，直接 

祝部門は一般国民からの 租税抵抗感の 考慮と経済発展の 重心を占める 大企業に減免・ 控除 

措置等のため 増税が回避され ，その必要な 財源を確保するために ，間接税中心の 税構造と 

なった。 こうして 1970 年代に定着，展開した 開発財政において ，開発税制は ，国税では 

付加価値税を 中心とする消費課税がもとなり ，これを所得課税が 補完し，地方税は 資産 課 

秘中心の租税構造が 定着したのであ る。 

98  県 然天 (1993)  『韓国租税論 コ 博英 社 ， 203 頁。 
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次に，こうした 租税構造を定着させた 1970 年代の税制改革の 内容について 検討してい 

ナ， 」 ， ワ 。 

(2)  1970 年代の税制改革 

従来の税制は 多くの問題を 抱えていた。 たとえば，税務行政上に 納税者と摩擦が 多く ， 

間接税体系の 複雑と効率的財源調達の 阻害，所得階層間の 税負担の不公平，企業の 内部 蓄 

積と 投資に対する 誘引の不十分，税制の 義務規定と税法の 不明確等の間 題 があ った。 その 

ため，高度成長に 必要な財源を 賄 う のが難しくなった 99 。 将来韓国の税制が 志向する方向 

を 総合的に整備する 目的で，韓国で 初めて税制改革に 関する税制審議会の 審議結果に基づ 

いて改革が行なわれた ， 00 。 その際税制改革は ，税収増大と 企業育成するために 税制上の投 

資 誘因措置の導入によって ，経済発展をサポートできる 開発税制を定着させることに 重点 

を 置いたのであ る 101 。 

そうした要請から 実施された 1971 年税制改革の 主な内容を見ると ，以下のよさであ る 

、 02 。 まず，第 1 に，所得税について ， 税 負担を調整するために ，低所得者の 税負担を大幅 

に 軽減する反面，高所得者に 対する課税を 強 7 ヒした。 すな む ち，勤労所得控除を 基礎所得 

控除へ転換し ，控除額の引上げ (1 万ウオンから 1.5 万ウオン ヘ ) と税率の引下げ (75.7% 

～ 55.0% の 5 段階累進税率から 7% ～ 48% の 9 段階 へ ) を 行い，また，事業所得税につい 

ても，基礎控除額の 免除額の引上げ (3 万ウオンから 9 万 ヴ オン ヘ ) と税率の引下げ (16.5% 

～ 60.5% の 6 段階税率から 15% ～ 48% の 5 段階 へ ), 総合所得税について 課税範囲の拡大 

(20 万ウオン～ 500 万ウォンのから 300 万ウオン～ 4500 万ウオン ヘ ) と税率の引上げ 

(16.5% ～ 60.5% の 6 段階から 30% ～ 65% の 5 段階へ ), 公開法人の大株主が 受け取る配 

当所得と預金利子所得について 源泉課税することにした。 

第 2 に，高額所得者を 中心に個人レベルでの 所得課税の強化を 図る一方で，法人税は 企 

業の負担を軽減させる 措置がとられた。 すな む ち，税率を引 F げ (3 段階の 27.5% ～ 49,5% 

から 20% ～ 40% へ ), 非公開法人に 対する差別税率の 縮小，紙上配当課税の 緩和 ( 留保 所 

99 韓国開発研究院 (1991) 『韓国財政 40 年 史悌 6 巻 01, 280 頁。 
100 政府の財務部内に 設置したのに ，学界・言論 界 ・経済団体・ 研究所の租税専門家等 30 名に構成され ， 
税制に関する 諮問の必要性から ，社会各界の 意見が反映されることができるよさに 造った諮問機構であ る。 

、 01 韓国租税研究院 (1997) 『韓国租税政策 50 年 礫 1 巻 M, 163 頁。 
102  国税庁 (1996)  『国税庁姉十年史』， 88 ～ 89  頁。 
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得 50% の 内 設備拡張用度の 積率 金 に限定 ), 減価償却の耐用年数の 短縮 (5 年から 2 年へ ), 

欠損金の繰越し 潮間の延長 (2 年から 3 年へ ), 技術開発促進のための 特別償却制度の 拡大， 

海外進出企業の 外国納付税額について 国内税金から 控除できる制度を 新設したのであ る。 

第 3 に，長期税制方向による 間接税体系の 段階的措置として 営業税の課税対象分類の 縮 

小 (20 力業種から 11 力業種に統合 ) と税率の単純化および 引上げ (0.36% ～ 2.4% から 0 。 

5% ～ 3.0%  に平均 18.7%  引上げ )  を 実施した。 

こうした税制改革は 租税構造の簡素化 ( 総 23 ヵ税法の内 16 ヵ税法が改正・ 廃止 ) に 資 

するものではったが ，全体として 開発支援税制を 強化させ，再分配は 悪化したと言える。 

それへの批判が 高まり，成長支援と 再分配を調整できる 税制改革が求められることになっ 

た   

1974 年の税制改革では 103, 第 1 に，租税の所得再分配機能を 強化するために「総合所 

得税 」制度が全面的に 実施された。 すな む ち，従前の「分類所得課税」下では ，年間所得 

300 万ウオン以上の 所得者に部分的に 実施されたことを 年間所得とは 関係なく全面的に 拡 

大した 104 。 また，基礎控除 ( 年間 1.8 万ウォン以下 ) 制度も拡大し ，すな む ち，配偶者 控 

除 ( 月 1 万ウオン ), 扶養家族控除㎝ 1 人 当 0 ・ 5 万ウオン ), 障害者控除 ( 月 1 万ヴ オン ), 

勤労所得控除 ( 月 1,5 万ウオン ) 等を新設した。 

こうした総合所得税の 課税体系を見ると ，勤労所得，事業所得，その 他の所得は人別に 

合算課税しており ，不動産所得，利子所得，配当所得等の 資産所得は世帯別に 合算課税し 

た 。 しかし利子・ 配当所得，退職所得，山林所得，譲渡所得などは 分類課税されたので ， 

部分的な総合所得税制に 留まっていることには 注意が必要であ る。 

第 2 に，財産所得について 課税を強化したのであ る。 当時，不動産投機が 激しかったの 

で ，土地については 譲渡差益の 50%, 建物とその他の 資産については 譲渡差益の 30%, 

法人の譲渡所得については 法人税特別付加税の 新設によって 25% が課税された。 他方， 相 

続 資産については 従来の課税対象を 細分して 15 段階に再調整することによって ， 低 所得 

階層の税率の 引下げと高所得階層の 税率の引上げが 行った (20 万ウォン～ 5 億ウオンの 9 

段階から 50 万ウォン～ 5 億ウォンの 16 段階 へ ) 。 なお相続税の 人的控除も大幅に 引上げ 

 
 

  

103 韓国開発研究院 (1991) F 韓国財政 40 年央 ( 第 6 巻 捌 ， 361 ～ 366 頁。 
104 分類所得課税は 事業所得に対する 5 段階の税率，勤労所得に 対する 9 段階税率，配当利子およびその 
他所得に対する 20% ん 単一税率，総合所得に 対する 5 段階税率であ った。 しかしこのように 複雑な税率 
を 累進所得課税であ る総合所得課税の 全面実施によって 6% ～ 70% の 16 段階税率に調整した。 
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て 中所得層の税負担の 軽減が図られた 105 。 

第 3 に，長期的経済開発計画の 効率的に裏 付けるために 中小企業の税負担を 緩和させる 

方向へ法人税が 改正された 106 。 そして，重要戦略産業を 中心に租税減免制度の 単一化と減 

免 企業の事後管理制を 新設し経済開発戦略から 資源開発を支援するために 探鉱準備金制 

度を新設し， 無 練炭・主要鉱産物、 07 の採鉱と採掘について 営業税を非課税するように 改正 

したのであ る。 

その後， 1976 年の税制改革によって ，第 4 次経済開発計画を 効率的に支援できる 開発 

税制の確立，国民生活の 安定および福祉社会の 建設，税制の 近代化，租税の 景気調節機能 

の 強化等を目的に 1977 年からィ寸知価値 税 が導入された。 その主な内容は 以下のよ う であ 

る 、 08. 

策Ⅰに， 1977 年 7 月 1 日から付加価値税制の 導入することによって "  ，経済成長を 。 "  "  異 一 付 

ける財政財源の 確保，課税べ ー スの基盤確立，輸出および 投資の促進を 図ろ う とした。 第 

2 に， 低 所得階層と中産層の 保護と所得再分配のために 税負担を大幅軽減した。 すな む ち ， 

所得税の各種控除額の 引上げ ( 勤労所得控除額は 1 万ウォン，基礎控除額・ 配偶者控除額 

は各 5 千ウォン ), 非課税所得範囲の 拡大，貯蓄勤労者のために 保険料控除制度の 新設， 

勤労所得手ボーナスに 対する特別控除額の 引上げ ( 年間最高 14 万ウォンから 36 万ウォン 

へ ), 譲渡所得税の 控除額の引上げ ( 基礎控除は 70 万ウオンから 90 万ウオン ヘ ), 8 年 以 

上 耕作した農地の 譲渡については 非課税するようにしたのであ る。 

第 3 に，複雑な間接税体系を 全面改編して 簡素化したのであ る。 すな む ち，従来の 10 

税目を 5 税目に簡素化した。 特もこ 8 税目が付加価値税と 特別消費税の 2 つに整理すること 

によって， 8 税目 55 税率が 2 税目 14 税率に簡素化されたのであ る 109 。 また，租税の 景気 

105 相続税の人的控除の 改正は，基礎控除は 300 万ウオンから 600 万ウオンに，配偶者控除は 150 万ウオ 
ンから 500 万ウオンに，未成年者工人当控除は 20 万ウオンから 30 万ウオンに，年老者と 不具 廃 病者は 
各 40 万ウォンから 60 万クォンに引上げた。 
106 ( 単位 : 万 ウオン， %) 

1974 年改正前法人税率 1974 年改正後法人税率 
所得 非公開 公開 非営利 非公開 公開および非営利 
100 以下 20% 16% 20% 30(N 以 T  20%  一   

100 超過 80% 20% 30% 300 超過 30%  500 以下 20% 
500 超過 40% 27% 35% 500 超過 40%  500 超過 27% 

107 重要鉱物とは 鉄 ， 銅 ， 鉛 ，亜鉛，タングステン ，高嶺 土 ，滑石， 金 ， 銀 ，石炭，モリブデン ，黒鉛， 
マンガン，蒼鉛，蟹石，蝋石，石灰石，核分裂原料などの 18 ；鉱物であ る。 
108 韓国租税研究院 (1997) 『韓国租税政策 50 年 ( 第 1 巻 M, 181 ～ 183 頁。 
109 付加価値税制の 導入前の間接税は 営業税・物品税・ 織物類 税 ・電気ガス 税 ・入場税・通行税・ 遊興飲食 税   
酒税・電話 税 ・印紙税など 10 税目であ ったが，付加価値税制の 導入後に付加価値税・ 特別消費税・ 酒税・電話 
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 調節機能を強化するために 間接税の税率に 対する弾力税率制度の 導入，中間 豫納 制度 おょ 

び 臨時税額控除制度 ( 控除率 8%) 等の運用の弾力化を 追求した税制改革であ った。 

第 4 に，地方政府の 税源拡大のために 国税と地方税との 調整であ る。 すなわち，地方税 

の 遊興飲食税を 国税に移譲して 付加価値税に 代替し，国税の 登録 脱 が地方税へ移譲された。 

以上の税制改革は 経済開発を支援できる 税制を目指すものであ り， 1974 年の部分総合所 

得 税の導入と 1977 年の付加価値税の 導入によって ，租税構造の 簡素化および 増税できる 

開発支援税制が 定着された。 そして，韓国の 税制改革の共通する 特徴は，一方で 税収確保 

のための増税改革であ り，他方では 多様な減免措置をしながら ，全般的には 間接税に よ る 

大衆課税化への 傾向を強化してきたのであ る。 もっとも，そうした 大量課税への 批判を受 

けて，徐々にではあ るが所得課税の 統合化も進展することになった。 

(3) 付加価値税の 法案確定 
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題 があ る。 このような諸般問題は 一般消費税の 付加価値税の 導入によって ，解決できると 

している。 なぜならば，付加価値税の 形態は税収の 安定的な確保ができるし ，投資にっ い 

ては非課税にすることによって 経済成長政策にも 適合な消 型付加価値税が 望ましいし， 

また，脱税の 防止および税の 納付に便利な 税額控除方式がよいという 意見を下した。 

第 2 に ， 新しい租税の 名称は付加価値税とし ，これには営業税・ 物品税。 織物類 税 。 石 

油類税 ・電気ガス 税 ・通行税・入場税・ 電話 税 ( 以上国税 ) . 遊興飲食悦 ( 地方税 ) 等 9 税 

目を付加価値税へ 代替し， 著修品 ・消費抑制 品 ・高価な耐久消費財等については 別途の特 

別 消費税を課税することによって 単一税率で運営される 付加価値税を 補完するとしていた。 

第 3 に，税率については 基本税率 13%, 弾力税率 5% に決定され，この 税率 樹 日間接税 

の 税収と同一な 税収を確保できる 水準に定めた。 

第 4 に，小規模事業者に 対する課税特例について ，現行営業税のように 売上領に一定率 

を 掛けて税額を 計算する覚形課税方式を 適用することが 望ましく，経過措置として 中間 製 

口口 @ 販売・製造用の 完成品，原材料等は l 日間接税の控除を 設けるよ う にした。 

最後に，付加価値税制の 導入時期について ，当初予定であ った 1977 年 7 月 1 日導入を 

景気や国民世論を 考慮しながら ，延期することを 指摘した。 

以上のような 韓国政府の付加価値税制審議会の 試案は，これまでの 外国の租税専門家の 

諮問した報告書に 基づいて作成したものであ る。 

こうした租税審議委員会が 提出した「 1976 年税制改革要綱」は 閣僚会議を経て ， 1976 

年 8 月 25 日に財務部長官が「税制改革要綱」を 公式的に発表した。 そこで付加価値税制 

法案は 1976 年 9 月 24 日に政府案として 最終的に採択された。 その後， 1976 年 12 月 22 

日 には「付加価値税法」が「法律第 2934 号」として制定公布された。 この付加価値税法 

は総 8 章に構成され ，導入時期について ，原則的に 1977 年 7 月 1 目としたが，経済環境 

の 変化によって 必要だと認定される 時 ，大統領令による 延期ができるよさにした。 

では，制定公布された 付加価値税法の 内容について 整理しておこう 113 。 

第 1 に ，付加価値税の 課税対象は全ての 財 ・サービスの 供給および財の 輸入としていた。 

ここで 財 とは 商は 。 ・製品・原料・ 機械・建物等の 全て有体物と 動 か熱 ・ガス等の全て 無体物と 

して財産的な 価値があ るものであ る。 また，サービスとは 財 以外の資産的な 価値があ る 全 

て 役務およびその 他行為として 具体的には，建設業，飲食および 宿泊業，運送・ 倉庫・通信 

業 ，金融・保険・ 不動産およびサービス 業 ( ただし不動産売買業は 除外 ), 社会および個人 サ 

113 付加価値税法「法律第 2934 号」 (1976.12.22) 。 
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一 ビス 業 等に該当する 全ての役務およびその 他行為であ る。 そして，財の 輸入とは外国 初 

口ロ @ または外国への 輸出するために 輸出免許をもっ 物品を国内に 引渡すことであ る。 

一方，サービスの 輸入を課税対象から 除外した理由 は 税関を通じて 供給しないからであ 

る 。 またサービスは 供給地で課税される。 

第 2 に，付加価値税の 納税義務者は 営利目的の有無に 関係なく事業上の 独立的に財・ サ 

一 ビスを販売または 提供する者，すな む ち，個人および 国家・地方自治体を 含む法人，その 

他の法人格がな い 社団・財団・その 他団体であ る。 そこで事業とは 事業上および 職業上の全 

ての活動を意味する。 

第 3 に，付加価値税の 課税期間は年間 2 期に分けた。 すなら ち ，第 1 期は 1 月～ 6 月， 

第 2 期は 7 月～ 12 月であ る。 また新規事業者の 場合，最初の 課税期間は事業開始日からそ 

の事業開始日が 含まれる課税期間の 終了 日 までであ り，事業開始日双に 事業登録した 場合， 

最初の課税期間は 登録日から登録 日 が含まれる課税期間の 終了 日 までとする。 そして， 廃 

柴 する場合，最終課税期間は 廃業日が含まれる 課税期間の開始日から 廃業日までであ る。 

第 4 に，付加価値税の 納税地は原則的に 事業所ごとに 納付するが， 2 つ 以上の事業所を 

持っている場合，政府の 承認を得て主な 事業所であ る本店または 主事務所で総括して 納付 

できるよ う にしている。 そこで事業所とは 事業者またはその 使用人が常時駐在して 取引の 

全部および一部が 行なわれる場所であ る。 

第 5 に，事業者登録は 新規事業者の 場合に事業所ごと 事業開始日から 20 日内に税務署 

に 事業者登録届を 出し ， 必ず固有な登録番号が 付げられた事業者登録証の 交付を受けなけ 

ればならないとした。 また毎年 2 回，すなわち 1 月 1 日 ～ 1 月 31 日と 7 月 1 日～ 7 月 31 

日 に事業者登録証の 検閲を受けなければばならない。 

第 6 に，免税について。 まず完全免税であ るゼロ税率適用の 対象は輸出 財 ，国外から 提 

供するサービス ，船舶またほ 航空機の覚国航行サービスとこれに 付属される 財 または サ一 

ビスの販売，その 他に大統領令で 決める外貨獲得を 目的する 財 ・サービスの 供給等であ る。 

ここでゼロ税率適用とは 付加価値税の 納付税額の計算において 供給価格について ぜロ 税率 

を 適用することであ る。 これに対して ，一般免税であ る免税適用は 財・サービスの 販売また 

は 提供について ，付加価値税の 納税義務が免除されることであ る。 免税適用の対象は 加工 

されていない 食料品，水道，煉炭および 無 煉炭，医療保健・ 教育・顧客運送 ( 航空機・高速 バ 

ス ・レンタルバス・タクシ 一等は除外 ). 図書・新聞・ 雑誌・通信，放送 ( 広告は除外 ) サービス， 

切手・印紙，証紙・ 宝 くじ・公衆電話・ 専売品，金融，保険・ 弁護士・税理士・ 公認会計士，関税 士 
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サービス，不動産賃貸，土地，芸術品・ 芸術および文化行事・アマチュア 運動競技，図書館   

科学館・博物館・ 美術館。 動物園・植物園の 入場料，宗教・ 学術・救護目的の 販売品および サ一 

ビス，政府および 公共団体の販売品およびサービス 等であ る。 

第 7 に，付加価値税の 課税標準は財・サービスの 供給価格から 付加価値税を 控除した 金 

額であ る。 また付加価値税の 税率は単一税率構造として 基本税率は 13% であ るが，景気調 

節 のために基本税率を 上下 3% 範囲の弾力税率を 置いた。 そして，付加価値税の 納付税額 

計算は双段階税額控除の 方式による。 すな む ち，納付税額 == ( 売上高 X 税率 ) 一 ( 仕入れ 

額 X 税率 ) であ る。 

第 8 に，付加価値税の 申告および納付は ，まず予定申告および 納付として，予定申告期 

間を 4 期に分け (1 月～ 2 月， 3 月～ 4 月， 7 月～ 8 月， 9 月～ 10 月 ), 該当予定申告期間 

に 対する課税標準と 納付税額または 還付税額を該当予定申告期間の 終了後 20 日内に申告 

しなけれ ば ならない。 また，制定申告および 納付として，課税期間に 対する課税標準と 納 

村税額または 還付税額を政府に 申告して還付および 納付しなければならない。 予定申告 お 

よび制定申告時は 税金計算書をともに 提出する。 付加価値税法の 納税方式は自主申告納付 

方式を採択しているので ，これを不履行および 不誠実履行の 場合，加算税が 賦課される。 

第 9 に，付加価値税の 課税特例制度について ，課税特例の 適用対象者は 付加価値税を 含 

む 年間供給対価が 1200 万ウォン未満の 個人事業者であ る。 しかし，代理・ 仲介・委託販売・ 

請負の場合は 年間供給対価が 300 万ウオン未満の 個人事業者に 限定した。 課税特例者の 課 

税 標準と税率は 供給対価を課税標準にして ，その金額の 2% ( 代理の場合 3.5%) を納付税 

額 にした。 

第 10 に，事業者は 納付税額および 還付税額と関係があ る全ての取引事実を 帳 簿に記録 

すること，この 帳 簿は免税事業と 課税事業を区分して 記帳 すること，また 帳 簿 は 税金計算 

書 と共に 5 年間保存すること 等を義務化していた。 小売業・飲食および 宿泊業・個人サービ 

ス業 ・その他サービス 業の場合はレジスタ 一の設置を義務付けていた。 

付加価値税法に 伴 う 付則を見ると ，付加価値税法は 1977 年 7 月Ⅰ日から実施をするが ， 

経済環境の変化によって 必要すると認定される 時 ，大統領令によってその 実施を延期でき 

るし付加価値税の 実施によって 代替され廃止する 法律は営業税法・ 物品税法・石油 類 税法・ 

電気ガス税法・ 通行税法・入場税法・ 織物類税法・ 遊興飲食税法等 8 税目であ る。 そして， 旧 

間接税に関する 経過措置として 在庫品 は ついては 旧 間接税を控除することに よ り，重複 課 

税 および付加価値税実施初期の 物価上昇を抑制ようとしていた。 
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以上の付加価値税法は 消費型付加価値税で ，単一税率になっており ，インボイス 方式の 

付加価値税であ る。 特に特別消費税をともに 導入して 著修品 ・消費抑制 品 。 高価な耐久消 

費財 等に対応したこと ，導入後の物価上昇を 抑制するために @ 聞 接 税について経過措置を 

置いたことが 特徴であ る。 

このような新しい 税制については ，消費課税がもっ 逆進性やインフレとの 関連をはじめ 

として様々な 論点が議論された。 以下，主要な 論点を見ておこう。 

(4) 付加価値税制の 導入に対する 議論 

1976 年 8 月 25 日に韓国政府の 公式的な発表によって ，税制改革案の 全般に対する 評価 

と 新しい導入予定の 付加価値税制に 対する様々な 意見および評価が 出た。 当時の言論の 一 

般的 評価は，付加価値税制の 導入自体については 肯定的であ ったが，付加価値税制の 導入 

と 関連される増税疑惑・ 導入時期・物価への 影響等については 慮を表明した 114 。 すなわ 

ち ，付加価値税制の 導入は税制の 面でみる場合，一方では 複雑多岐な間接税を 簡素化させ 

るェっ の進展であ るが，他方では 各取引段階別に 自動賦課されるので ，韓国の経済状況で 

ほ 時期尚早であ ると許慎したのであ る。 しかし，付加価値税制の 導入によって ，納税意識 

の 改善，税政不条理の 排除，脱税防止，消費健全 7% 等の肯定的効果を 期待することができ 

ると賛成論が 多かった 115 。 

これに対する 反対論は，第 1 に，税率および 課税対象の調整に よ る増税の可能性に 対す 

ることであ った。 今度の税制改革が ，一方では税制の 近代化と所得再分配機能の 強化によ 

る 社会福祉の向上を 図るとしているが ，主な目的は 第 4 次経済開発計画 (1977 ～ 1981) 

に 必要な財源を 調達するためなので ，税収増大を 目指している。 または重化学工業化政策 

によって膨張する 財政需要に対応できる 増税がみられるし ，景気調節のために 単一税率で 

上下 5%M を加減運用することができるよ う にした規程からも ，増税を妥当化させることで 

あ る 116 。 また，上下 5% の税率調整権 を政府が持っていることから ，租税法律主義の 本質 

が 歪曲される可能性もあ るのであ る 1170 

付加価値税制の 導入に関する 第 2 の反対理由は ， 1977 年 7 月 1 日の導入は時期尚早 と 

、 14 財務部 (1990) 『双掲 書 d, 212 頁。 
115 韓国日報， 1976.8.26 日 字 。 

nlf  朝鮮日報， 1976.8.26  日月二。 
117  中央日報， 1976.8.26  日月二。 
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いうことであ る。 新しい税制に 納税者が適応して ，税務行政も 執行能力を整える 為には， 

やはり十分な 時間を必要であ る、 18 。 十分な環境を 整った ぅ えで，付加価値税制を 導入する 

ことによって ，不合理な税務構造の 改善と納税意識の 向上等の効果を 期待することができ 

るという意見であ った 119 。 

付加価値税制の 導入に関する 当時の与党と 野党の立場は 次のよ う であ った。 まず，与党 

( 当時の民主共和党 ) の立場を見ると 1,0 ，付加価値税制が 持っ諸特徴，すなむち 課税 べ一 

ス 0 具現，租税の 中立性確保，輸出および 投資の促進，納税意識の 改善，脱税の 防止， 税 

制 および税政の 合理化等に基づいて 経済成長を促進するのために 付加価値税制の 導入実施 

を積極的に支持する 立場をとっていた。 しかし，次期の 選挙を考慮しなければならないの 

で ，税率のみについて 基本税率を 13% とするが，もし 実施後に租税負担が 増加されたと 認、 

定 される場合，基本税率の 再調整を可能にしたのであ る。 

これに対して 野党 ( 当時の新民党 ) は 、 ， 1, 付加価値税制の 導入自体についてほ 長期的・ 

原則的に支持する 立場でほあ ったが，実施時期と 当時の付加価値税制制定案について 次の 

よう に部分的な調整を 主張した。 すな む ち，付加価値税の 基本税率は 13% から 10% 水準 

へ 引下げ，弾力税率の 適用範囲も 5% から 3% 水準に引下げ ，加算税の緩和，課税特例 範 

囲の拡大 (1200 万 ヴ オンから 2400 万ウオン ヘ ), 課税特例税率の 引下げ (2% から L5% 

へ ), 実施時期 は 法律制定後の 1978 年Ⅰ 月 1 日にすること 等の具体的な 批判をしたのであ 

る 。 

一方，付加価値税制の 導入と密接に 関わる経済団体の 立場は，導入自体については 基本 

的に賛成したが ，次のように 具体的な調整を 求めた。 まず，大企業の 立場は 1 、 2, 税収確保 

に 優先した租税政策に 対する再検討，付加価値税制の 導入環境の不備および 納税意識の未 

成熟に よ る実施時期の 再検討，新税に 関する国民啓蒙期間の 設定，付加価値税制導入の 先 

行 制度として所得税制の 改編，社会福祉制度の 開発，流通構造の 改善，物価構造の 改編等 

の 広範囲な政策検討，インボイス 制度の定着のために 標準計算書制度に 関する再検討， 小 

規模企業に対する 優先的政策配慮，付加価値税制の 導入初期は複数税率制の 運用，担当 税 

務 公務員に対する 教育および納税義務者に 対する教育活動の 展開等を先決した 後，付加価 

1 、 8  毎日経済新聞， 1976.8.26  日 字 。 

119  東亜日報， 1976.8.26  日 字 。 

120 民主共和党 (1976) 「民主共和 親 」。 
121 新民党 (1976) 「民主戦線」。 
、 22 全国経済人連合会 (1976) 『付加価値税制 税 導入方向 拭 閻魔研究』， 107 ～ 109 頁。 
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値 税制を導入することを 提案したのであ る。 中小企業は付加価値税制の 導入による物価上 

昇と 租税負担の増加を 憂慮した。 

経済団体と政府の 立場の差異は ，これからの 財政需要の膨張に 対して安定的な 税収を納 

めることと，経済団体はこれまでの 優遇措置を損なわないまま ，企業活動の 継続や税負担 

に関することであ る。 

以上の議論を 踏まえ，付加価値税制法が 1976 年 12 月に制定公布された。 内容は双述し 

た 通りであ る。 その後， 1977 年 7 月 1 日の実施を残しておいたが ，その際，実施時期に 

対する激しい 反対論が出て 来た。 付加価値税制の 実施延期を主張する 主な議論をみると 1,8, 

同税制の導入の 場合， 当 ㍼ 1977 年 ) の物価上昇抑制 線 10% を維持することができないので ， 

安定成長を阻害するし ，納税者の帳 簿・記帳 能力が不足な 状況下で，税金計算書制度を 義 

移付けることは 無理であ る。 実施時期を延期しなければならないし 近年の経済状況で 付 

加 価値税制の実施を 強行する場合，必ず 基本税率を 13% よ り低い 10% 水準に引 F ること 

が 必要だということであ る。 

結局， 1977 年 6 月 13 日に韓国政府の 内閣で付加価値税制の 実施延期に関する 経済関係 

省庁の長官会議が 開かれた 124 。 それは付加価値税制実施日をわずか 18 日しか残していな 

い 時点であ った。 この会議では 付加価値税制の 実施延期の方が 多数の意見であ った。 しか 

し ，結局，当時の 朴正興大統領の 決断によって 予定通りに， 1977 年 7 月Ⅰ 日 より付加価 

値 税制の実施することを 再確認した。 ただし，基本税率は 10% に引下げ，物価統制を 最優 

失 すること等が 決められたのであ る。 

おわりに 

以上のように 韓国財政は， 1960 年代半ば以降，韓国の 財政制度，財政運用の 最優先目標 

を 高度成長の実現に 置くことによって ，その他の目標，すな む ち，所得再分配，公平， 社 

会 福祉等の部門が 相対的に犠牲にされる 半面，最低限の 生活保障を提供したのであ る。 

そうした経済開発の 財源 は 財政借款による 財政投融資の 活用と開発支援するための 税制 

123 合 正廉 (1995)  『盤固経済政策 30 年央日中央日報社， 299 ～ 302 頁。 
124 経済長官会議は 経済関係の各部の 間に相互協調および 経済政策の効率的運用のための 国家経済の全般 

計画および個別計画を 審議する会議であ る。 定期会議は週 2 回㎝・ ホ ), 臨時会議は週 1 回 ( 金 ) 開かれ 
た 。 その構成員は 経済企画院財務部・ 商工部，外務部・ 農林部・建設部・ 交通部長官，保健社会部長官， 
韓国銀行総裁等であ る。 
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改革であ った。 財政投融資は 経済開発のインフラ 整備へ重点を 置き，民間部門の 成長に伴 

い ，生活インフラ ヘ シフトしていた。 税制改革は，間接税への 課税を強化させ ，租税体系 

の 簡素化や財源の 確保するために 付加価値税制が 導入された。 

付加価値税導入に 支えられた開発税制の 定着の背景には ，当時の韓国に 与えられた内外 

的な状況が背景にあ った。 すなわち，対外的には「ニクソン・ドクトリン」によって 韓国 

の 防衛費負担の 増大が不可避となり ，内的には国家防衛の 維持と共に持続的な 経済成長を 

維持するために ，重化学工業化政策が 採択された。 重化学工業化を 推進するために 財政投 

融資によってインフラを 重点的に整備する 一方，増加する 財政需要に対して 財源調達を優 

失 した税制改革が 1960 年代から毎年のように 実施された。 その集大成が 1977 年の付加価 

値 税制の導入だったのであ る。 
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表 2-1 韓国の経済開発計画 

7
 
 
工
 
Ⅰ
 

期
間
 

6
 
7
 

9
 
%
 

：
Ⅰ
 次

 

第
 

2
 

理念および目標 

対外志向工業化 

①産業構造の 近代化 

自立経済の確立を 強力な推進 

重要政策課題 

①食糧自給，山林緑化及び 水産資源の開発 

②高度工業化基盤の 創成 ③国際収支改善 ( 輸出増大・輸入 

代替促進 ) ④雇用増大，家族計画の 推進及び人口膨張の 抑 

制 ⑤営農多角化と 農家所得向上 

第 

  

次 

  
第 

  

次 

1972 

～ 76 

Ⅰ 977 

～ 8l 

産業構造高度化 : 重化学工業化・ 

の成長，安定，均衡の 調和 

②自立経済構造の 実現 

③国土綜合開発と 地域開発均衡 

    - 一   
① 主 穀物の自給 ②農漁村生活環境の 改善 ③国際収支の 

改善 ④重化学工業育成を 通る工業構造の 高度化 ⑤科学 

技術向上と人的資本開発 ⑥社会資本拡充 ⑦国土資源の 

効率的な開発と 産業，人口の 適正な分散 ⑧住居環境の 改 

選 と国民の福祉向上 

成長・能率・ 衡平 

①自立成長構造の 実現 

②社会開発を 通る均衡の増進 

③技術革新と 能率向上 

㏄
㏄
 

心
土
 

9
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 次
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増
 

支
得
 

収
所
 

際
と
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①
②
③
 

@
 
 

ワ
 

Ⅰ
 
工
 

㏄
 

鈍
 

8
 
9
 

勺
工
 

9
 
 

～
Ⅰ
Ⅰ
 

9
 
 

新
経
済
 

第
 

6
 
 
次
 

経済先進化，国民福祉増進 

①公平性確保 

②均衡発展と 国民生活の向上 

③経済の開放化と 国際化の推進 

新経済建設 : 国民参加・創意 

①小さい政府 

②経済正義確立 

①投資財源の 自力調達 ②国際収支均衡の 達成 ③産業構 

造の改編と国際競争力の 高揚 ④雇用機会の 拡大と人的資 

本の開発 ⑤セマウル事業の 拡大 ⑥生活環境の 改善 ⑦ 

科学技術投資の 拡大 ⑧経済運用と 制度の改善 

①経済安定構造の 定着②国際収支の 均衡と自力成長の 

実現 ③技術革新と 産業能率の向上 ④国土の均衡開発と 

生活環境の改善 ⑤社会開発の 拡充 ⑥政府機能の 定立と 

行政の効率化 

①租税負担の 公平性の高揚 ②金融自律化の 推進 ③経済 

力の集中抑制 ④個所得層の 住宅と環境の 改選 ⑤社会保 

障制度の拡充 ⑥地域間の均衡開発 ⑦国際収支の 黒字 管 

理 ⑧国際化の管理 

①経済構造改革 ( 財政・金融・ 規制緩和 )  ②経済意識強 

化 ③経済のバローバル 化 ④社会保障制度拡充 ⑤統一 

基盤造成 

( 出所 ) 大韓民国政府，経済開発 5 ヵ年計画各年度より 作成。 
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表 2-2 経済開発計画と 実績 ( 単位 : %, 千万ドル ) 

第 1 次計画 第 2 次計画 第 3 次計画 第 4 次計画 第 5 次計画 

(1962 ～ 66)  (1967 ～ 71)  (1972 ～ 76)  (1977 ～ 8 Ⅰ )  (1982 ～ 86) 

計画 実際 計画 実際 計画 実際 計画 実際 計画 実際     

GNP 成長率 7.1@ 8.3@ 7.0@ 10.0@ 8.6@ 11.2@ 9.2@ 5.5@ 7.5@ 9.8 

農林水産業 5.7  5.5  5.0  2.3  4.5  5.9  4.0  ・ 0.1  2.6  3.8 

鉱 工 業 15.1@ 14.8@ 10.7@ 20.2@ 13.0@ 20.3@ 14.2@ 9.7@ 10.8@ 11.8 

インフラ 5.4@ 8.9@ 6.6@ 12.3@ 8.5@ 8.4@ 7.6@ 5.1@ 7.3@ 11.4 

  

産 業 農林水産業 34.8 37.9 34.0 28.9 22.4 24.8 18.5 18.3 12.8 12.4 

構 造 鉱 工 業 20.6 19.8 26.8 22.8 27.9 31.0 40.9 35.9 35.0 31.9 

割 合 インフラ 44.6@ 42.3@ 39.2@ 48.3@ 49.7@ 44.2@ 40.6@ 45.8@ 56.7@ 55.7 

工 業 重化学工業 35.6 30.9 33.6 37.8 40.5 41.1 49.5 51.5 56.7 58.8 

割 合 軽 工 業 64.4 69.1 66.4 62.2 59.5 58.9 50.5 48.5 43.3 41.2 

投 資 率 22.6@ 15.6@ 19.1@ 26.3@ 24.9@ 26.4@ 26.2@ 31.8@ 29.1@ 29.4 

国民貯蓄率 9.3@ 6.9@ 11.6@ 14.8@ 19.5@ 19.9@ 24.2@ 23.4@ 28.0@ 28.6 

海外貯蓄率 13.3@ 8.7@ 7.5@ 10.5@ 5.4@ 7.3@ 2.0@ 8.2@ 1.1@ 2.5 

産業投 l 農林水産業 17.4  8.5  16.3  8.5  13.6  9.0  9.4  7.5  9.4  7.6 

資 配 分 鉱 工 業 33.2  26 ユ 30.7  28.4  27.5  23.5  28.6  23.3  22.5  23.7 

インフラ 49.4@ 65.4@ 53.0@ 63.1@ 58.9@ 66.9@ 62.0@ 69.2@ 68.1@ 68.2 

財 政 農林水産業 26.4 25.6 22.4 15.7 24.8 

投融資 鉱 工 業 20.4 Ⅰ 3. 工 22  .2 22.6 33.6 

配 分 インフラ 53.2 6  1.4 55.5 6  1.6 4  1.6 

輸出額 ( 千万ドル ) 10 14 42 70@ 252@ 446@ 1475@ 1511@ 3570@ 3471 

輸入額 ( 千万ドル ) 48 50 82@ 157@ 318@ 552@ 1427@ 1800@ 3510@ 3159 

消費者物価   16.3   Ⅰ 2.6   15.9   18.5 8.5 

失 業 率 14.8@ 7.1@ 5.0@ 4.5@ 4.0@ 3.9@ 3.8@ 4.5@ 3.8@ 3.8 

注 ) 1) インフラはその 他サービス業を 含む。 2) 産業・工業構造の 割合は計画期間の 最後年度基準。 

3) 財政投融資配分の 第 5 次計画の実績は 財政融資基準であ る。 

( 出所 ) 韓国開発研究院 編は 995) 『韓国経済半世紀政策資料集』。 統計 庁 『韓国統計年鑑』各年度。 
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表 2-3  中央一般会計歳出決算 (1961 ～ 1991) 

  

  
年度 

Ⅰ 96 Ⅰ 

1963 

1965 

1967 

1969 

1971 

Ⅰ 973 

Ⅰ 975 

1977 

1979 

Ⅰ 98 Ⅰ 

1983 

1985 

Ⅰ 987 

1989 

1991 

( 単位 : Ⅰ 0 億ウオン， %) 

16.  29    7.  12    4.  7.  17.  30    2.  8    6.0  10   

20. 28   10. 14    7.  10   20. 28            6.8  9   

29.@ 31.@ 15.@ 16   6.  7.  21.  23    3.  3.  14.4  15   

49. 27   31.  17                            18.  10   20.6 11   

84.@ 22.@ 56.@ 15.@ 24.@ 6.@ 112.7@ 30.@ 42.@ 11.@ 25.6@ 6   

134.@ 24.@ 99.@ 18.@ 17.@ 3.@ 113.7@ 20.@ 70.@ 12.@ 58.9@ 10   

183.@ 28.@ 119.@ 18.@ 28.@ 4.@ 135.@ 20.@ 84.@ 12.@ 34.@ 5   

442.@ 28.@ 226.@ 14.@ 72.@ 4.@ 399.@ 25.@ 136.@ 8.@ 140.@ 9   

949.@ 34.@ 455.@ 16.@ 125.@ 4.@ 623.@ 22.@ 183.@ 6.@ 101.@ 3   

1556.@ 30.@ 836.@ 16.@ 308.@ 6.@ 1337.@ 26.@ 336.@ 6.@ 206.8@ 4   

2675.5@ 33.@ 1408.@ 17.@ 525.@ 6.@ 1493.@ 18.@ 520.@ 6.@ 381.5@ 4   

3357.@ 33.@ 2150.@ 21.@ 663.@ 6.@ 1752.@ 17.@ 858.@ 8.@ 296.6@ 2   

3802.@ 30.@ 2493.@ 20@ 843@ 6.@ 2499.@ 20@ 1008.@ 8.@ 505.@ 4   

4801.@ 30.@ 3125.@ 19@ 1298@ 8@ 3070.@ 19@ 1609.@ 10@ 319.@ 2   

6165.@ 28.@ 4336@ 20@ 1937@ 8@ 3228.@ 14@ 2186.@ 10@ 1567.@ 7   

7961. 25. 5549 17 3179 10 5136. 16 3452.4 11 2505.6 8 

注 ) 1) ( ) は 対 GN ℡ 比 。 2) 1951 ～ 76 年 : 一般会計， 対充 資金特別会計，経済復興特別会計との 合 

計。 3) 社会開発 : 人力開発及び 人口対策，保健及び 衛生，社会保障，住宅及び 地域開発，体育 及 

び 文化。 4) 経済開発 : 農林水産開発，国土資源保存開発，重化学工業と 中小企業や商工支援， 電 

力 及び動力開発，輸送及び 通信，科学技術。 5) その他 : 債務 還 ，予備費，財政融資支援，その 

他 支出 

( 出所 ) 韓国政府財務部『決算概要 山 各年度より 再 作成。 
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表 2.4  中央一般会計歳入決算 (1961 ～ 1991) 

( 単位Ⅱ 0 億ウオン， %) 

歳入 帝且帝兜 専売納付金 借款 公債・借入金 その他 

年度 規模 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

Ⅰ 961 61.4@ (20.9) 23.2  37.8  2.6  4.3 4.3  7.0  3].2  50.9 

1963 75.9  て Ⅰ 5. Ⅰ ) 31.1@ 41   3.2  4.2  36.8  48.5 

Ⅰ 965 Ⅰ 05.5  ( Ⅰ 3. Ⅰ ) 54.6@ 51   47.3  44.8 

Ⅰ 967 199.0@ (15.5)@ 129.2@ 64   54.8  27.5 

1969 376.0@ (17.4)@ 262.8@ 69   56.4  15.0 

1971 551.5@ (16.1)@ 407.7@ 73   54.7  9.9 

Ⅰ 973 697.6  (13.0)  521.5  74   0.7  112.0  16.1 

Ⅰ 975 1630.2  (16.1)  1255.5  77   Ⅰ． 3  205.5  12.6 

Ⅰ 977 2990.8  (16.8)  2402.7  80   293.5 色 8 

Ⅰ 979 5507.3 (17.9) 4401.7 79   655.1  l1.9 

1981 8174.4@ (17.3)@ 6577.9@ 80   5.0  427.5  5.2 

1983@ 10753.3@ (16.8)@ 9220.7@ 85   0.3  615.8  5.7 

1985@ 13008.9@ (16.0)@ 11047.4@ 84.   1076.5 % 3 

1987@ 17883.9@ (16.1)@ 15439.4@ 86   1457,0  8,1 

1989@ 25590.9@ (17.3)@ 21232.6@ 83   4331.4  16 Ⅰ 9 

1991@ 32928.7@ (15.2)@ 28209.4@ 85.7 4635.4  14, ユ 

注 ) 1) ( ) は 対 GM 轄比 。 2) 1961 ～ 76 年 : 一般会計 と対充 資金特別会計および 経済復興特別会計 と 

0 合計。 3) その他収入 : 対充 資金 (1961 ～ 72 年 : 見返り資金 ), 預託金 (1962 ～ 80 年 ), その他 

収入 

( 出所 ) 表 2 一 3 と同じ。 
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表 2.5  財政投融資の 規模 (1953 ～ 1999) 

( 単位 : 億ヴ オン， %) 

資
 
虫
 

 
 
財
 ，
 

年
度
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

2
 

封国内固定 

資本形成 比 

31.5 

71.5 

70.8 

50.9 

55.3 

40 ・Ⅰ 

24.8 

28.8 

3 Ⅰ・ 6 

27.9 

22.0 

31.6 

29.8 

27.5 

34.4 

22. Ⅰ 

30.8 

22.6 

20.3 

Ⅰ 9.0 

3.9 

5 ユ 

5.6 

Ⅰ 3.2 
  

央
比
 

中
政
 

対
対
  

 

 
 

 
 

  財政投資   財政融資   

規模 

 
 

 
 

 
 

害此き 

 
 

 
 

 
 

親本 携ミ 

  

33 

52 

49 

85 

58 

42 

Ⅰ 97 

383 

419 

526 

1820 

32 Ⅰ 7 

6448 

Ⅰ 6 Ⅰ g0 

2 Ⅰ 731 

40569 

36013 

45730 

74243 

10459 

43607 

61227 

119099 

 
 

 
 

 
 

  

注 ) 1992 以後は中央財政一般会計の 計算であ る。 

( 出所 ) 財務部 は 財政投融資白書』 1982, 1989, 1993, 企画 像算盧 F 財政関連統計集コ 1999 。 
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表 2.6  財政投融資の 配分 (1961 ～ 1991) 

( 単位 : ㎜ 億 ウオン， %) 

年 財政投融資 農林水産 鉱工業 経済開発 社会開発 その他 

度 規模 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

Ⅰ 961 207 49.6  24.0 25.0  Ⅰ 2. Ⅰ 92.7  44.8 3.9  Ⅰ・ 9  35.7  17.3 

1963 273 62.9  23.0 54t1  ]9.8 ⅠⅠ 4.8  42     5.6  2.l 35.9  Ⅰ 3.2 

1965 295 83.4  28.3 71.1  24. Ⅰ 106.1  36.0 3.6  1.2  30.3  10.3 

Ⅰ 967 790  200.4  25.4  136.5  17.3 358.1  45.3 85.4  10.8 9.6  Ⅰ． 2 

Ⅰ 969 1756@ 489.7@ 27.9@ 201.0@ 11.4 816.9  46.5  170.9  9.7  77.0  4.4 

Ⅰ 97 Ⅰ 2133@ 491.1@ 23.0@ 323.4@ 15.2 908.5  42.6  3 Ⅰ 5.2  Ⅰ 4.8  95.1 ん 5 

1973 2736  800.5  29.3  303.4  1 甘 @ Ⅰ・Ⅰ 1183.5  43.3  317.0  1 Ⅰ・ 6  Ⅰ 32.0  4.8 

1975 8058@ 1751.8@ 21.7@ 1745.0@ 21.7@ 2937.5@ 36.5@ 627.8@ 7.8@ 995.6@ 12.4 

1977 12596@ 2245.1@ 17.8@ 2747.3@ 21.8@ 6086.9@ 48.3@ 909.0  Ⅰ 2 607.2  4.8 

1979 27789  34 Ⅰ 1.3  12.3  5563.1  20.0  11286.8  40.6  2900.8  Ⅰ 0.4  4627.2  16.7 

198 Ⅰ 16190@ 2333.1@ 14.4@ 6121.0@ 37.8@ 1231.1@ 7.6@ 6322.5@ 39.1@ 182.0@ 1.1 

Ⅰ 983 18449@ 3389.8@ 18.4@ 7243.5@ 39.3@ 1669.0@ 9.0@ 5970.8@ 32.4@ 176.0@ 1.0 

1985 20855@ 5163.3@ 24.8@ 6035.0@ 28.9@ 2957.3@ 14.2@ 6435.8@ 30.9@ 264.0@ 1.3 

Ⅰ 987 28150@ 10139.8@ 36.0@ 8220.0@ 29.2@ 2501.8  色 9 6892.4  24.5  395.7  Ⅰ・ 4 

Ⅰ 989 42553@ 9120.0@ 21.4@ 6032.0@ 14.2@ 10736.0@ 25.2@ 16664.0@ 39.2 

Ⅰ 991 61649@ 16036.0@ 26.0@ 8153.0@ 13.2@ 9758.0@ 15.8@ 27700.0@ 44.9 

注 ) 1) 1981 年以降は財政融資のみであ る。 2) 1989 年と 1991 年は社会開発部門にその 他を含む。 

3) 経済開発部門は 電力，通信，交通，土木，科学技術等の 産業生産に直接関わる 社会資本。 

4) 社会開発部門は 住宅，保健，教育，社会福祉等の 産業生産に間接的に 接関わる社会資本。 

( 出所 ) 韓国開発研究院 (1991) 『韓国財政 40 年 史 ( 第 7 巻Ⅱ， 494 頁。 

財務部 (1993) 『財政投融資白書 コ ， 32 頁， 148 頁， 166 頁。 
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表 2-7 韓国の税収決算推移 (1961 ～ 1991) 

年度 

196 Ⅰ 

Ⅰ 963 

1965 

1967 

1969 

Ⅰ g7 Ⅰ 

Ⅰ 973 

Ⅰ 975 

1977 

1979 

1981 

Ⅰ 983 

1985 

1987 

Ⅰ 989 

199 Ⅰ 

( 単位Ⅱ 0 億ウォン ， %) 

直間比率 
税収 計 2 。 地方税 

「。 国税 ①内国税 ②関税 ③防衛 視 ④専売納付 国税 

金額 金額 割合 金額 割合金額 割合 金額割合 金額 割合 金額 割合 百 聞 

28  25.9  90.9  17.9  63.  5.3  18.7 2.6  9.3  2.6  9. Ⅰ 

43  35.9  83   24.7@ 57.1@ 6.7@ 15.5 4,8  Ⅱ   7.3  Ⅰ 7   

70@ 58.2@ 83.8@ 42.1@ 60.5@ 12.8@ 18.5 

153@ 139.2@ 91.0@ 103.8@ 67.8@ 25.4@ 16.6 

314@ 287.1@ 91.5@ 218.1@ 69.5@ 44.7@ 14.3 

493@ 453.1@ 91.9@ 355.5@ 72.1@ 52.2@ 10.6 

653@ 578.5@ 88.6@ 439.1@ 67.3@ 82.4@ 12.6 

1550@ 1391.0@ 89.8@ 1012.3@ 65.3@ 181.0@ 11.7@ 62.2@ 4.0 

2959@ 2622.7@ 88.6@ 1675.2@ 56.6@ 385.9@ 13.0@ 341.6@ 11.5 

5361@ 4761.7@ 88.8@ 3037.5@ 56.7@ 732.3@ 13.7@ 631.9@ 11.8 

8172  7257.9  88.8  4595.8  56.2  890.6  10.9  1091.5  Ⅰ 3.4 

11448  Ⅱ 0050.7  87.8  6 Ⅰ 88.4  54.1 1463.2  12.8  Ⅰ 306.C  Ⅰ 1.4  1 

13531 11876.4@ 87.8@ 7496.9@ 55.41566.1@ 11.6 1663.2@ 12.3@ 1 

18536 16343.7@ 88.2@ 10012.C@ 54.C@2696.5@ 14.5 2319.6@ 12.5@ 1 

26 Ⅰ 95  2 Ⅰ 234. Ⅰ 8 Ⅰ・Ⅰ 朽 208.4  58. Ⅰ 2 ⅠⅠ 7.6  8. Ⅰ 3483.2  Ⅰ 3.3 

38355@ 30319.8@ 79.1@ 24089.2@ 62.8@3435.5@ 9.0@ 1263.0@ 3.3@ 1 

注 ) 専売納付は 1989 年までであ り， 1983 年以後専売納付の 中に教育税を 含む。 

( 出所 ) 国税庁『国税統計年報 山 各年度，財務部『税務統計年報 コ 各年度より作成。 
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表 2.8 韓国の内国税収決算 id .96 1 ～ 1980) ( 単位 汀 0 億 ウオン， %) 

年 1 。 印紙収入 2 。 繰越金 3 。 直接税 ①所得税 ②法人税 ③相続税 ④資産税 ⑤登録 税 ⑦その他 

皮 内国税 金額割合金額割合 金額 割合金額割合金額割合金額割合金額割合金額割合金額割合 

Ⅰ 961 17.9 O.4 2.2 O.3 l.9     33.7 2.5 Ⅰ 3,7 l.7 9.5 0 ・ O 0 ・ 2 0 ， 0 O.2 O.3 l.6 1.5 8.5 

1963@ 24.7@ 0.8@ 3.1@ 0.6@ 2.3@ 9.8@ 39.6@ 5.9@ 24.0@ 3.0@ 12.1@ 0.1@ 0.3@ 0.1@ 0.3@ 0.7@ 2.7@ 0.0@ 0.1 

1965 42.1 0 ． 7 1.8 O.5 l.2 Ⅰ 8.9 45.0 11.7 27.7 5.7 13.5 O.l 0 ． 3 0.1 0 ． 2 Ⅰ． 4 3.2 0 ． 0 0 ． 0 

1967@ 103.8@ 2.3@ 2.2@ 1.3@ 1.2@ 51.1@ 49.2@ 30.9@ 29.8@ 15.9@ 15.4@ 0.5@ 0.5@ 0.7@ 0.7@ 2.9@ 2.8@ 0.1@ 0.1 

Ⅰ 969 2 Ⅰ 8. Ⅰ 3. Ⅰ Ⅰ． 4 Ⅰ． 6 0 ． 7 ⅠⅠ 0 ． 4 50.6 69.6 3 Ⅰ． 9 33. Ⅰ Ⅰ 5.2 O.8 O.4 0 ． 9 0 ． 4 5.7 2.6 0 ． 3 0 ， 1 

197 Ⅰ 355.5 2.4 O.7 2.0 0 ． 6 178.5 50.2 107.6 30.3 56. フ 15.9 2.O 0 ． 6 1.3 0 ． 4 8.4 2.4 2.5 0 ． 7 

197:3 439.1 8.3 1.9 2.7 O.6 198.5 45.2 123.7 28.2 49.8 11.3 Ⅰ． 8 0 ． 4 Ⅰ． 0 0 ． 2 2 Ⅰ． 6 4.9 O.5 O.1 

Ⅰ 975 1012.3 Ⅰ 2,8 l.3 50.0 4.9 380.9 37.6 198.6 19.6 130.5 Ⅰ 2.9 10.8       5. Ⅰ O.5 33.5 3.3 2.4 0 ． 2 

1977 Ⅰ 675.2 Ⅰ 9.3 Ⅰ． 2 21.l Ⅰ． 3 606.7 36.2 352.7 21.1 235.0 14.0 Ⅰ 0 ． 7 0 ． 6 7.7 O.5 0 ． 6 0 ・ 0 

Ⅰ 979 3037.5 37.3 l.2 1.8 0 ． l 1125.0 37.0 614.7 20.2 493.2 16.2 6.6 0.2 Ⅰ 0 ， 4 O.3 0.1 0 ・ 0 

                  

ヰ 963 Ⅰ 3.6 55.0 2.8 l1.2 0 ・ 0 0 ．Ⅰ 2.5 10.3 3.8 15.3 2.3 9.2 2.2 8.9 

Ⅰ 965 21.9 52.0 3.8 9.0 0.0@ 0.0@ 4.4@ 10.4@ 7.0@ 16.7@ 3.2@ 7.5@ 3.6@ 8.5 

Ⅰ 967 49.2 47.4 8. Ⅰ 7.8 O. Ⅰ 0 ． 0 ⅡⅠ． 6         Ⅰ 5,4 Ⅰ 4.8 4,6 4.5 9.5 9. Ⅰ 

1969 102.9 47.2 16.1 7.4 0 ． 1 O.0 23-0 10.6 30.7 Ⅰ 4.1 Ⅰ 4.8 6.8 Ⅰ 8.3 8.4 

Ⅰ 971 172.6 48.6 27.7 7,8 0.16 0 ． 0 37.9 10.7 34.9 9.8 3 Ⅰ． 8 8.9 40.3 l1.3 

Ⅰ 973 229.5 52.3 34.0 7.8 59.8 13.6 50.1 1 Ⅰ． 4 37.4 8,5 48.2 l1.0 

1975 568.7 56.2 8 Ⅰ． 4 8.0 9.8 Ⅰ． O 198.2 19.6 117.6 11.6 106.7 10.5 54.9 5.4 

Ⅰ 977 1028.0 6 Ⅰ． 4 241.6 Ⅰ 4.4 99.9 6.0 123.2 7,4 20.3 Ⅰ・ 2 207.9 12.4 132.0 7.9 Ⅰ 02.0 6, Ⅱ 40 Ⅰ． 2 6,O 

Ⅰ 979 Ⅰ 873.4 61.7 1088.7 35.8 484.6 16.0 265.8 8.8 31.0 l.0 3.3 O. Ⅰ 

注 ) び : 付加価値税と 特別消費税は 

織物類 税 ・石油 類税 ・電気ガス 税   

( 出所 ) 表 2 一 7 と同じ。 
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表 2.8  韓国の内国税収決算Ⅱ (1981 ～ 1991) 

( 単位Ⅱ 0 億ウオン， %) 
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  1 。 印紙収入   2 。 前年度   3 。 直接税   ①所得税②法人税③相続税④資産   
内国税 

総計 金額 割合 

4595.8@ 49.7@ 1.1 

6188.4  64.2  1.0 

7496,9    75.7    Ⅰ・ 0 

10012 ｜ 
15208.  162.3  1.l 

24089.  224.2  0.9 

4. 間接税小計 

@a@I@ 金 l ⅠⅠ 、 計         再評価税 l 

金額 割合 金額 割合 

82.6                    33.7 

]09.3                    33.8 

]92.9                    35.6 

252.                      39.2 

Ⅱ 2.5                    45.4 

152.5                      48.3 

  

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

886.2@ 19.3@ 594.1@ 12.9@ 26.2@ 0.6@ 40.3@ 0.9 

1136.1@ 18.4@ 863.7@ 14.0@ 42.7@ 0.7@ 50.3@ 0.8 

  

①付加価値税 @  ②特別 消 $6W  @  ③酒税   ④電話 税 l ⑤証券取引 税 l 

金額   割合   金額   割合 

2916.8  63.5 

3922.2  63.4 

4557.0  60.8 

5735.8  57.3 

8036.2  52.8 

12085.2  50.2 

18.40    39.3 

2559.3  41 Ⅰ 

2901.    38.7 

3650.    36.5 

5260.2  34.6 

8252.6  34.3 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

374.8  8.2 66.7  1.5 5.4  0 Ⅱ 

793.3  Ⅰ 2.8 44 Ⅰ   7. Ⅰ 123.8  2.0 4.8  0 ．Ⅰ 

980.8  13. Ⅰ 501.2  6.7 166.6  2.2 7.3  0 ・ 1 

Ⅰ 189.7  ⅠⅠ． 9 58 Ⅰ， 5  5.8 235.7 2.4 78.4 0.8 

Ⅰ 257     
( 出所 ) 表 2 一 7 と同じ。 
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年度 租税計 国税 内国税 関税 防衛視 専売納付金 地方税 

1961 9.7 8.8 6. Ⅰ 1.8 0 ． 9 O.9 

1963 8.6 7,1 4.9 Ⅰ． 3 1.O l.5 

1965 8.6 7.2 5,2 Ⅰ・ 6 O.4 Ⅰ・ 4 

1967 11.9 10.9 8,1 2.0 O.8 1.1 

Ⅰ 969 14.6 13.3 10 ，Ⅰ 2. Ⅰ 1.l 1.2 

Ⅰ 97 Ⅰ 14.4 13.3 10.4 Ⅰ・ 5 Ⅰ・ 3 l.2 

1973 12. Ⅰ Ⅰ 0.8 8.2 Ⅰ． 5 1.1 1.4 

1975 15.3 13.7 10.0 1.8 0 ・ 6 1,3 l.6 

  Ⅰ 977 16.6 Ⅰ 4.7 9.4 2,2 1.9 1,2 1.9 

Ⅰ 979 Ⅰ 7.4 15.5 9.8 2,4 2.O l.2 1,9 

Ⅰ 98 Ⅰ Ⅰ 7.9 14.4 Ⅰ 0 ．Ⅰ 1.9 2.4 l.5 2,0 

Ⅰ 983 Ⅰ 6.4 14.9 10.0 2.4 2. Ⅰ Ⅰ． 3 2.3 

Ⅰ g85 Ⅰ 7.1 13.9 9,5 2.0 2.l Ⅰ・ 0 2. Ⅰ 

Ⅰ 987 Ⅰ 6.9 Ⅰ 4 、 1 9. Ⅰ 2.5 2. Ⅰ 0 ・ 8 2.0 

Ⅰ 989 Ⅰ 7.7 Ⅰ 4.4 Ⅰ 0 ・ 3 1.4 2.4 3.4 

Ⅰ 99 Ⅰ Ⅰ 7.9 14.2 Ⅰ 1.2 l.6 0 ． 6 3.8 

( 出所 ) 表 2 一 7 と同じ。 
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第 3 章公企業の展開と 4 大部門構造改革。 民営化 

はじめに 

本章の目的は 韓国の公企業と 民営化はどのような 特質や意味を 持っているのかを 明らか 

にすることであ る。 韓国財政 は 1960 年代以降，政府主 型 経済開発に基づき ，開発財政を 

形成して，経済成長を 支えてきたことはこれまでの 各章，特に第 1 章および第 2 章で検討 

したとおりであ る。 そうした開発財政を 支えた制度の 一環となったのが 公企業であ った。 

韓国の公企業は 経済開発の過程で 中心的な役割を 果たしながら ，高度成長を 支える一方， 

民間部門の成長の 起爆剤になった。 その後，公企業性経済の 内外的環境の 変化，すか わち， 

民間部門の成長とそれに 伴 う 経済の開放化および 自由化への対応の 1 つとして民営化への 

道を進むことになったのであ る 125 。 

本章では，韓国における 公企業の役割と 民営化について ，その内容および 実態を検討し 

ていく。 その際，韓国の 公企業の展開とそれの 民営化過程を 踏まえた ぅ えで，公企業に 刻 

印された韓国財政の 特質を明らかにすることが 本稿の課題であ る。 

本章の構成について 述べておくと ，まず，韓国の 公企業の制度について ，その役割の 変 

に 注目して追跡していく。 次に 1997 年末のアジア 通貨危機とそれへの 対応過程で行われ 

た 公共部門構造改革をバローバル 化 への対応という 視点から検討したりえで。 当該 期 の 民 

営 化を，以前の 民営化と比較しながら ，その実態を 検討する。 

第 1 節 公企業とその 役割 

(1) 公企業の概念と 制度変遷 

公企業の定義は ，韓国政府によると 126, 政府が所有または 実質的に経営する 企業として， 

公共性と企業性を 同時にもっものとしてされている。 ここで政府とは ，中央政府と 地方 政 

府を含む。 さらに，韓国の 公企業は政府投資機関，政府出資機関，そして 両者の子会社の 

125 公企業と民営化についての 主な先行研究としては ，末大腰 (1991) 「公企業」韓国開発研究院 編 『韓国 
財政 40 年央第 7 巻 コ ， 605 ～ 642 頁， 鄭 英一 (1995) 「経済開発と 政府の役割」余寒 弦 ，大西健夫 編 F 韓 
国の経済 コ 早稲田大学出版部， 40 ～ 57 頁などであ る。 

126 企画予算処 (2000) ロ 999 政府改革白書』， 104 頁。 
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3 つぼ分類されている。 

愈惹 (2000) も 127, 国家および地方自治体が 実質的に支配している 企業と捉えている。 

ただし，支配主体説の 立場で，政府が 支配できる程度の 所有に基づく 企業を公企業とする 

と ，公企業の範囲は 政府よりややひろくなる。 

また，邸中 泳編 (1996) は企業構造 ( 所有，支配，経営 ) という観点から 128, 所有権 が 

公共に帰属されている 生産組織として 公企業を定義している。 具体的に捉えて ，所有権 が 

民間部門にあ れ ば ，私企業であ り，公共部門にあ れば，公企業としている。 

政府の場合，公共性と 企業性について ，当時の政治経済社会の 環境と調和していると 捉 

えるが，後者の 論者は公共性と 企業性をドレード・オフ 関係として捉えている。 こうした 

違いはあ るが，所有と 支配を基準としていることでは 共通している。 

以上を踏まえて 韓国の公企業を 分類してみると ，表 3.1 になる。 まず， 第 Ⅰに，出資 主 

体刑で国家公企業があ る。 そこで国家公企業は 政府企業と株式会社にわけられる。 政府令 

案 は「企業予算会計法」に 基づき，いわゆる 企業特別会計になる 通信事業，専売事業， 糧 

穀 事業，調達事業の 4 つがる。 株式会社の形態は 政府投資機関，政府出資機関，間接出資 

会社の 8 つ があ る。 前述した政府が 捉えた公企業の 範囲は株式会社形態の 国家公企業を 指 

しているのであ る 129 。 第 2 に，地方公企業であ る。 それには地方直営企業，地方公社や 地 

方 公団，株式会社形態で 第 3 セクタに運営している 企業などがあ る。 

これからは国家公企業を 対象にしており ，民営化の対象は 株式会社の形態になる。 

次に，公企業の 法的制度についてみていく 130 。 第 1 に， 1945 年から 1961 年までは関係 

法 が存在しないまま ，関係省庁が 個別設立法によって 直接統制していた。 それで公企業に 

関する統合的実質的な 管理ができなかったのであ る。 占領期は米軍政庁命令，韓国政府 樹 

立 後は「制定憲法」， 1951 年 9 月からは「財政法」に 基づく管理であ った。 

第 0f2@ こ ， 1962 年から 1983 年までは開発財政下での 統合的な管理統制がはじまり ，公金 

業 が拡大されたのであ る。 1961 年 12 月末に「企業予算会計法」に 基づき，政府企業を 企 

業 特別会計で管理し ， 1962 年 8 月には「政府投資機関予算会計法」の 制定公布で，政府が 

資本金の 50% 以上を出資した 投資機関および 政府に 50% 以上を帰属された 企業体を政府 投 

127 公企業の概念について ，所有主体 読 と支配主体調にわけられる。 愈惹は 000) 『公企業論 ( 第 5 打板Ⅱ 
法文社， 3 ～ 5 頁。 

128 邸中 泳編 (1996)  『民営化 叫 企業構造』 叫甘 出版， 23 ～ 25 頁。 
129 間接出資機関は 政府投資機関および 政府出資機関が 資本を再出資した 子会社，政府出棺機関，政府の 補 
助 機関，委託機関等があ る。 
130  企画 像算虎 (2000)  『双掲 書 d,  149 ～ 152  頁。 
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資 機関としそれらの 予算は関係省庁と 経済企画院が 審議調整し，国務会議を 経て大統領 

の 承認で確定した 131 。 その後， 1973 年 2 月に「政府投資機関管理法」の 制定施行によって ， 

政府投資機関について ，一般業務および 組織管理が可能になった 132 。 その結果，この 時期 

は 関係省庁や中央統制が 強くなったのであ る。 

第 3 に， 1984 年から 1998 年までの期間について。 従来「政府投資機関予算会計法」と 

「政府投資機関管理法」で 予算と運用管理が 分けられていたが ，これを統合し 1983 年 12 

月末に「政府投資機関管理基本法」を 制定施行した。 これによって 予算の審議・ 確定は理 

事 会の議決で確定されることになり ，従来と比べて ，政府投資機関の 統制が緩和された。 

理事会ではじめて 非常任の社外理事を 置き，経営評価制度が 導入された。 一方，地方公企 

業は ついても， 1963 年 11 月「地方財政法」， 1969 年 1 月末にほ「地方公企業法」を 制定 

施行し地方公企業に 関する管理統制が 可能になった。 

第 41 こ ， 1999 年以降は，理事制度の 改編で常任理事と 社外の非常任理事を 置き，投資機 

関の自律性を 実質的に保障する 制度になった。 そして，政府投資機関についての 経営評価 

を大幅に強化した。 

以上の公企業に 対する制度の 変 の 検討からわかることは ，それへの統制管理 は 1960 年 

代 半ばまで形成されたこと ， 1980 年代半 は 以降関係省庁や 中央統制の強化から 緩和へ転換 

したこと，この 転換に伴って ，公企業の経営実績評価はより 強化させてきたことであ る。 

次にこうした 公企業の展開と 現況について 具体的内容に 即して検討していく。 

(2) 公企業の展開 

まず，第 1 に， 1960 年代以前の公企業についてみると ，表 8.2 のようになる。 まず， 1960 

年代以前の公企業は 1960 年現在， 19 社のうち， 16 社が「帰属事業体」であ り， 5 社のみ 

， 31 この法律に定められた 政府投資機関と 帰属企業は全て 20 社であ る。 す な れ ち ，韓国産業銀行，中小企 
業銀行，韓国造幣公社，韓国電力株式会社，大 韓 石炭公社，大幹造船公社，韓国鉱業製錬公社，大 韓 貿易 
振興公社，大幹石油公社，仁川重工業株式会社，大幹鉄鉱株式会社，大 韓 重石鉱業株式会社，朝鮮機械製 
作所，湖州肥料株式会社，湖南肥料株式会社，国定教科書株式会社，大 韓 海運公社，国際観光公社，大韓 
航空公社，大 韓 住宅公社などであ る。 「政府投資機関予算会計法施行令」 (1962.10.29, 各令 1025 号 ) 
132  この「政府投資機関管理法」も 政府の資本金 5 割以上の出資した 投資機関とし 22 社を対象にした。 
すなわち，韓国産業銀行，中小企業銀行，国民銀行，韓国住宅銀行，大 韓 再保険公社，韓国造幣公社， 韓 
国 証券取引所，韓国電力株式会社，大 韓 石炭公社，韓国総合化学株式会社，大 韓 貿易振興公社，大 韓 鉱業 
株式会社，浦項綜合製鉄株式会社，農漁村開発公社，農業振興公社，大 館 住宅公社，大 韓 俊傑公社，韓国 
水資源開発公社，韓国道路公社，国定教科書株式会社，国際観光公社，韓国放送公社などであ る。 「政府 投 

賃機関管理法施行令」 (1973.6.9, 大統領令 6729 号 ) 
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が 新設されたものであ る。 すなわち，国定教科書株式会社，大碑文教書籍， 忠州 肥料株式 

会社など 8 社を除いて，殖民地時代に 運営された政府企業と 当時日本人所有の「帰属企業」 

であ った。 韓国政府樹立後，第 1 章で述べたよさに ，当時最大の 収入源であ った官営事業 

が 特別会計に分離され ，公企業になったのであ る。 さらに，帰属財産が 政府の管理下とさ 

れ ，前述した通り ，制定憲法」で「主な 運輸，通信，金融，保険，電気，水利，水道， ガ 

ス ，その他の公共性をもっ 企業は国営および 公営にする。 そして，国防上および 国民生活 

上 必要によって ，私有企業を 国有および公営へ 移転，または 統制管理できる」との 規定に 

塞 いていた 1330 

しかし，朝鮮戦争後 1954 年の憲法改定により ，法律に定められた 場合を除いて ，国有 お 

よび公営することはできないとされたため ，公企業は大幅に 縮小されることになった。 す 

な む ち，「帰属企業」の 民間部門への 払下げが実施されることになったのであ る。 ちなみに， 

この払下げに 参加した企業が 現在の韓国の 財閥へと成長していくのであ る。 

こうした公企業について ，当時の財政収入面をみると ，第二章の表 1.3 と表 1.5 および 表 

1.9 のようになる。 米軍占領期の 官業収入 は 歳入の 5 割をさらに上回っていたが ，政府樹立 

から急減する。 朝鮮戦争中の 専売納付金をみると ， 1951 年の 13.5% から， 1955 年の 3.1%, 

1960 年の 4.7% へと減少している。 しかし， 表か 8 によると，財政歳出の 経済関係 

な む ち，農林水産開発費，国土資源保存開発 ，電化学および 中小企業や商工支援，電力 

および動力開発費，輸送および 通信開発費，科学技術開発および 支援等の支出は ，朝鮮 戦 

事後の 1960 年までの経済復興期は 平均として 8 割を占めている。 当該期の公企業は 社会資 

本 整備への貢献 は 少なくないことに 留意すべきであ る。 

第 2 に， 1961 から 1982 年までの公企業であ る。 この期間中の 公企業の現況を 事業分野 

別 で分けてみると ， 表か 8 のようになる。 1960 年代に入ると ，経済開発の 推進と伴い ，公 

企業に関する 関係法律の整備が 進むなかで，社会資本の 整備に関する 公企業が多数新設さ 

れた。 従来と変わりがない 事業分野は運輸， ェ ネルギⅠ鉱業等 3 つの分野であ り，新設 

分野としては 金融・証券分野が 特に目立っ。 この分野の大部分は 1960 年代初頭に新設され 

た 。 限られた少ない 資金を経済開発に 投入するため ，銀行の公企業化によって 国家主導で 

資金を集中し ，そうした資金を 管理統制したのであ る。 また 1960 年代半ばまでは 重化学工 

業 分野と貿易関係の 公企業への新設も 多かった。 このように公企業を 活用した産業構造の 

高度化が推進されたのであ る。 

133  大韓民国「制定憲法 1948.7.17 」第 87 条，第 88 条。 
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1960 年代後半以降には ，重化学工業分野，土木建築分野，農漁村開発，輸出・ 産業関係 

の 金融分野の新設が 多 い ことが確認できる。 すなわち，浦項綜合製鉄株式会社 (68 年新設 ), 

大 韓 鉱業振興公社 (67 年新設 ), 韓国綜合化学株式会社 (73 統合改称 :l 日 忠州 肥料・ 旧 湖南 

肥料 ) 尊 重化学分野，韓国道路公社 (69 年新設 ), 産業墓地開発公社 (74 年改称 : 旧 韓国 

水資源開発公社 ), 韓国海外開発公社 (76 年新設 ), 韓国土地開発公社 (79 年改称 : 旧土地 

金庫 ) 等 土木建築分野，農漁村開発公社 (67 年新設 ), 農業振興公社 (70 年統合改称 : 旧 

地下水開発公社・ 旧土地改良組合 ) 等 農漁村開発分野，韓国外 換 銀行 (67 年新設 ), 韓国情 

託 銀行 (68 年新設 ), 韓国輸出入銀行 (76 年新設 ), 韓国産業銀行 (69 年国家持株会社 ), 

韓国投資公社 (68 年新設 ) 等輸出・産業関係の 金融分野がそれであ る。 1960 年代半 は 以降， 

高度成長のもとで ，公企業は，一方で 1973 年の重 ィヒ 半工業化政策を 担い，経済開発計画 の 

下で主要産業へ 政府が直接参加し ，他方で，社会資本整備および 農漁村への支援を 拡大し 

ていったのであ る。 

こうした公企業の 実績は，第 2 章の表 2,2 の経済開発計画と 実績から推察できる。 すな 

わち，産業投資配分でインフラへの 配分が 6 割を大きく上回り ，産業構造の 割合でも 4 割 

を上回っている。 成長率でも鉱工業部門が 約 20% の成長率を示しており ，また工業部門割 

合 でも 70 年代後半には 5 割を超えるというように 構造転換が達成されている。 それは表 2.3 

の中央一般会計歳出で ，経済開発関係 が 2 割を上回る高い 比率を占めていることから 再 

確認できる。 そうした資金集中や 資金配分は，表 2.5 および 2,6 の財政投融資の 検討で明ら 

かにしたとおりであ る。 

第 3 に， 1980 年代以降の公企業について ，表 3 、 4 によると，従来の 公企業の改編が 多く 

みられる一方，特に 国民の生活環境とエネルギー 供給関係の公企業が 新設および改編され 

たことに注目しておきたり 134 。 すな む ち，韓国電力公社 (1982 年改称 : 旧 韓国電力株式会 

社 ), 韓国電気通信公社 (1982: 旧 逓信部の電信電話事業 ), 韓国ガス公社 (1983 年新設 ), 

韓国地域暖房公社 (1985 年新設 ), 農水産物流通公社 (1987 年改称 : 旧 農漁村開発公社 ), 

韓国水資源公社 (1988 年改称 : 旧 産業墓地開発公社 ), 農業基盤公社 (2000 年改称 : 旧棲 

漁村振興公社 ) などがそれであ る。 

134 1980 年以降改称された 公企業は韓国電力公社 (1982 年改称 : 旧 韓国電力株式会社 ), 韓国電気通信公 
社 (1982: 旧 逓信部の電信電話事業 ), 韓国専売公社 (1987 年改称 : 旧 専売 庁 ), 農水産物流通公社 (1987 
午 改称 : 旧 農漁村開発公社 ), 韓国水資源公社 (1988 年改称 : 恒産業基地開発公社 ), 韓国タバコ人参公社 
(1989 年改称 :l 日韓国専売公社 ), 韓国石油公社 (1999 年改称 :l 日韓国石油開発公社 ), 農業基盤公社 (2000 
年改称 : 旧 農漁村振興公社 ) などであ り，新設された 公企業は韓国総合技術金融 (1981 年新設 ), 韓国 ガ 
ス 公社 (1983 年新設 ), 韓国地域暖房公社 (1985 年新設 ), 大 韓 送油管公社 (1986 年新設 ) などであ る。 
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1998 年時における 韓国の公企業の 現況について ，表 8-5 に よ ると，公企業は 全部で 108 

社 になり，そのうち 母 企業は 26 社，子会社 82 社であ る。 その内訳をみると ，政府投資機 

関が 13 社として 30 の子会社をもち ，政府出資機関は 13 社で 52 の子会社を持っている。 

この場合の公企業とは 前述した表 3-1 の分類の株式会社形態の 公企業であ る。 もちろん， 政 

府 企業として鉄道事業，通信事業， 糧穀 管理事業，調達事業があ り，金融関係公企業とし 

て 輸出入銀行，国民銀行，産業銀行，住宅銀行，中小企業銀行，盛業公社の 6 社があ る。 

また，資本金の 50% 。 を超えているにもかかわらず ，例外的に政府投資機関から 除外され， 

政府出資機関として 分類されている 公企業は，韓国電気通信公社，韓国タバコ 人参公社， 

韓国ガス公社，大 韓 送油管公社，韓国放送公社等がそれであ る、 35 。 

こうした公企業は ，第 2 章で述べた表 2.1 および表 2.2 の第 5 次経済開発計画以降から 

成長と社会開発均衡を 図ったことを 反映し，それが 財政では表 2-3 の政府歳出のうち 社会 開 

発 支出の増加，表 2,5 および表 2-6 の財政投融資配分のうち 社会開発部門への 財政融資の急 

増 ，また第 4 章で後述するが ，地方財政の 歳出のうち社会開発関係費の 急増として表れる 

ことになったと 考えられる。 

以上のような 公企業の活動が 韓国経済でどれくらいに 寄与したのか ，すな む ち，経済的 

比重について 検討したい。 国の公企業の 付加価値 度は ついて，表 3.6 によると， 1963 年 

の 付加価値は 314 億ウオンとして 対 GDP 比でみた場合， 6.3% を占めており ， 1973 年に 

1475 億ウォンの付加価値として 10 年間で約 5 倍も膨張しそれの 対 GDP 比は 7.8% であ 

った 。 その後 1980 年代にも公企業の 付加価値は急増を 続 け ， 対 GDP 比は 9% を超えてい 

る 。 また，公企業の 付加価値 度 を非農林部門 GDP で占める割合も 平均として 10.3% を占め 

ている。 

公企業の付加価値の 内訳をみると ，経済開発によって 製造業部門，社会資本関係，すな 

わち，電気・ガス・ 水道部門，運輸・ 通信部門，建設業部門などの 付加価値が最大の 割合 

を 占めている。 特に建設業部門は 1968 年の 1.8% から 1990 年に 11.4% へ 急増した。 1980 

年代 は 電気・ガス・ 水道部門，運輸・ 通信部門が急増し ，製造業部門が 急減している。 金 

融 ・保険部門も 高いことがわかる。 一方，農林漁業部門，鉱業部門の 付加価値は急減して 

いる。 

以上のように ，韓国公企業は ，経済成長政策と 合わせて公企業の 事業分野が選択された 

と 言 う ことができる。 すなわち，解放以降，「帰属企業」から 始まった公企業は ， 1960 年代 

、 35  企画 像算盧 (2000)  n 前掲 書 』 104  頁。 

96 



  

初頭以降における 経済開発計画の 推進によって ，経済成長の 基盤構築という 目標を実行し ， 

1960 年代半 は 以降になると ，高度成長のための 重化学工業化政策戦略を 推進した。 その際 ， 

民間部門の未成長や 弱 い 資金力という 経済状況から ，政府自ら社会資本整備，すな む ち ， 

ェ ネルギ一分野と 運輸・通信分野，農漁村開発分野，金融分野に 参入し，当該分野を 直接 

担ったのであ る。 また， 1980 年代以降，国内経済の 成長と国際経済との 影響で成長と 社会 

開発の均衡発展を 図り，公企業の 縮小と民営化が 進むことになった。 これについては 第 3 

節 で後述する。 

以上のように 韓国は 1960 年代以降国家政策目標として 高度成長を通じる 国家発展を揚げ 

たが，資本不足や 民間企業の経験不足という 経済状況から 開発手段として 政府主導型開発 

戦略を採択した。 それにともな う 政策手段として 財政投融資や 金融部門公企業を 活用した 

資金集中および 配分のほかに ，公企業による 主な産業への 政府直接参加と 民間部門が参加 

できる環境を づ くりながら，それを 支援する財政体制がとられた。 当該期の韓国の 開発射 

政は公企業とそれに 資金を供給する 財政投融資制度に 支えられた企業国家でもあ ったので 

あ る 136 。 こうした韓国の 企業国家的性格を 持っ開発財政は ， 1980 年代から社会開発部門へ 

中心を移動し 福祉国家への 移行が始まったと 考えられる 137 。 

第 2 節 4 大部門構造改革 

韓国経済 は ，グローバル 化の影響で 1997 年末の通貨危機に 見舞われ 1970 年代のオイル 

ショック以後，最大の 危機に直面した。 これに対して 韓国政府は危機を 脱却するために 様々 

な 政策を実行した。 通貨危機と同時に 政権 を握った金大中政権 (1998.2002) は ， 「Ⅱ皿の 

構造調整プロバラム」を 受け入れながら ，韓国の社会経済を 再建するために ，民主主義と 

市場経済の並行発展という 2 つの国政理念を 揚げ，一方で 金融部門，企業部門，労働部門， 

公共部門などに 関する構造改革を 行い，他方では 社会福祉改革を 推進した。 その結果， 危 

機の第 1 の原因であ る外貨保有 庫 の問題は比較的早期に 解消したが，様々な 経済問題が引 

    

き 起こされた。 まずマクロ経済面でみると ， 1998 年の主な経済指標は ， GDP 増加率がマイ 

136 季 載般 (1993)  「開発計画期財政 宰 構造 斗 特徴」 金 蓮台 編 『韓国経済 月 構造』 せ苦 ， 353 ～ 431 頁。 
137 韓国の公企業について ， 1960 年代～ 1980 年代は，政府主導型経済政策運用で 経済開発の手段として 政 

府が直接参加する 体制をととっているが ， 1980 年代になると ，民間主導型経済政策運用に 転換して公企業 

6 市場メカニズムを 基本概念として 転換したとしている。 鄭 英 -(1995) 「経済開発と 政府の役割」余宗 眩 ・ 
大西健夫 編 『韓国の経済』早稲田大学出版部， 40 ～ 57 頁。 
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ナス 6.9% まで落ち，リストラによる 失業率は 1996 年に 2% であ ったのが， 1998 年に 7% 

へ 急増した。 物価も 1996 年に 4.9% 上昇したのが ， 1998 年に 7.5% へ 急騰した。 こうした 

対応は「 IMF 構造調整プロバラム」を 受け入れながら ，韓国政府の 構造改革の推進によっ 

てもたらされた。 韓国ではこれを「 IMF 経済危機」，また 1998 年以降を「 IMF 日き ィ半 」と 呼 

んでいる。 

韓国政府が通貨危機に 陥って IM ㎎ へ 緊急救済金融を 要請し， 1997 年 12 月 5 日に IM 皿 

から条件付きの 金融支援に合意した。 この「 DV 什 構造調整プロバラム」を 受け入れること 

によって合意された 支援資金は総計 583.5 億ドルであ る。 その内訳をみると ， IMMF ( 国際 

通貨基金 ) の 210 億ドル， WB ( 世界銀行 ) の 100 億ドル， ADB ( アジア開発銀行 ) の 40 

億ドル，その 他先進諸国の 233.5 億ドルであ る。 

この金融支援の 条件となった「構造調整プロバラム」は 表 8.7 のよ う であ った。 まず， 第 

1 に，経済安定が 目標にされた。 金融と財政の 緊縮によって 経済安定を最優先すると 同時に ， 

歳出削減と金利の 引上げることであ る。 第 2 に，貿易や資本自由化であ る。 これは貿易関 

係の補助金廃止や 輸入関係の簡素化，覚国人の 間接および直接投資の 拡大，海覚資金借入 

自由化を意味している。 第 3 に，金融自由化と 企業自由化として ，資本自由化の 延長線 と 

して国内金融の 自由化と金融監督機関の 設置，国際 BIS 基準適用，系列企業間の 支給保証 

改善，企業の 負債資本比率の 改善が要式された。 第 4 に，労働部門の 柔軟性の活性化と 雇 

用 保険の拡大に 合意したのであ る。 第 5 に，情報公開として ，外貨保有高に 関係する諸費 

料を 2 週間ごとに公表し 金融機関資料は 毎年 2 回公開することになった。 

以上の「Ⅱ 皿 構造調整プロバラム」は ，韓国の通貨危機に 対応する資金提供の 条件とし 
て ，新自由主義的なグローバル 化への対応を 強制的に進める 役割を果たした 138 。 金大中政 

権 は当時の状況下では 皿 Ⅳのプロバラムの 移行を最優先するしかなかった。 さらに韓国で 

初めての平和的な 政権 交代であ ったので，金大中政権 は自ら「国民の 政府」と称して ， 韓 

国 経済の回復に 力をいれた。 そうした 2 つの目的を具体化した 政策が「 4 大部門構造改革」 

と 言われる政策パッケージであ る。 

138 ミ シュラによると ，国際機関は 新自由主義的なグローバル 化の勧告機関として 働きかけ，グローバル 化 
によって，従来の 福祉国家体制を 変容させたとしている。 そして，それに 対応する国際的な 連携の必要， 性 
を 指摘している。 Ramesh  Mishra  (1999), 白 06% ぶ za は o 皿皿ガ妨 e  ル eZ 伝花 3%  七 ， Edward  ElgarPub Ⅱ sh 血 g, 
111 ～ 132 頁。 IMF 構造プロバラムおよび 経済政策について ，次のような 文献があ る。 財政経済部 (1998) 
℡ MF 体制克服月目標 叫 課題 団 ，白井 早 由里 (1999) 『検証 IMF 経済政策 ( 東アジア危機を 超えてⅡ東洋 
経済新報社。 
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「 4 大部門構造改革」の 内容についてみると 139, 第 1 に，金融部門改革は「不実金融機関」 

の 処理と金融機関の 透明性によって ，金融機関の 効率化図ると 同時に，国際的な 競争力を 

高めることであ る。 「不実金融機 期 とは 140 ，外部からの 資金投入がなければ ，経営維持が 

できないと判断された 金融機関として ，金融事故や 多量の不良債権 が原因で回復不可能な 

状況におかれた 金融機関のことを 指す。 この改革は「金融監督委員会」を 中心に金融監督 

を 強化し， 1997 年末基準で B15 基準の自己資本比率 8% 未満の 12 銀行について ，経営改 

善を勧告した 後，再調査して 5 銀行への営業停止や 認可 取 消による合併および 売却を進み ， 

BIS 比率 8%M を超える 13 銀行に健全性を 監督した。 そして，証券，保険，「総合金融会社」 

は 大株主の責任の 下で構造調整を 進めると同時に ，合併を通じる 営業正常化を 推進した。 

その際，構造調整で 不良債権 処理や資本投入に よ る公的資金として 64 兆ウォン規模の 計画 

があ った。 しかし，実際はこの 額をはるかに 上回る 159 兆ウォンの公的資金が 投入された。 

この額は名目 GDP の 30%f こ 近い膨大な水準であ る。 公的資金の財源 は 大部分を国債発行 

により，そのほか 回収 金 等で調達した。 その結果，不良債権 は 1998 年 6 月に 

136 兆ウォンとして 頂点に達し， 対 GDP 比は 21.9% であ ったものが， 2002 年末のそれは 

28.7 兆ウオンとして 対 GDP 比も 8.5%@W に するという成果を 上げた 141 。 結局，金融部門 

の 構造調整は金融監督機関による 金融機関の健全性を 評価した ぅ えで，勧告を 行い，その 

後 再評価してから 政府による強制調整を 行った。 こうした措置は ，金融機関間による 自己 

構造調整と公的資金投入によって 可能になったのであ る。 

第 2 に，企業部門の 構造改革であ る 142 。 これは「不実企業」の 処理と企業財務構造健全 

化 f こ よる企業競争力強ィヒという 2 つの目的をもって 行われた。 1997 年末に韓国の 大企業の 

う ち 30 社が合計 80 ． 3 兆ウォンの借入金があ り，金融機関の 不良債権 総額は 112 兆ウオン 

に 達していたので ，これら「不実企業」 30 社の処理が最優先の 課題であ った。 も う 1 つ め 

課題は再度「不実企業」が 生じないように 企業健全化によって 国際競争力を 強化すること 

であ った。   

そうした課題は「財閥改革」としての 意味も持っている。 韓国の上位 30 位の財閥は 1998 

139 1998 年以降の構造改革について ，韓国政府からその 方向を提示したものとして 次のようなものがあ る。 

財政経済部 (1998) n 国民 ヰ 甘利用 隠舎雙叫 ( 国民 円 政府経済青写真 )!, 構造改革の内容の 実績およびその 
評価について ，韓国政府 (2002) 「国民の政府 5 年国政資料集第 2 巻経済 皿 89 ～ 330 頁，企画像 算盧 (2002) 

T 公共部門改革白書 d, 高安雄一 (2005) 『韓国の構造改革』 NTTT 出版。 
、 40 韓国で「不実金融機 期 ，「不実企業」とは 資金問題で経営維持ができないことを 意味する。 「不実債権 」 
は不良債権 に当たる。 
141 高安雄一 (2005) F 前掲 書 』， 3 ～ 73 頁。 
142  企画像 算虎 (2002)  『双掲 書 d,  198 ～ 215  頁。 
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年 4 月時点で，全企業の 総資産の 45%, 総売上の 44% というように 半分近くを占めていた。 

これを上位 5 位の財閥のみで 見ても総資産の 28%, 総売上の 31% を占めるので ，企業構造 

改革は主要財閥の 構造改革になる 必然性を有していた 148 。 

「不実企業」の 処理はまず，大企業間の 事業交換 ( ビックディール ) と企業構造改善作 

業 によって推進された。 第 1 のビック ヂィ 一ル は ，大企業間の 中腹 投資部分に対する 構造 

調整として，製油，石油化学，半導体，鉄道車両，航空機，発展設備，船舶用エンジンな 

どの 7 つ 事業部門を対象に 行われた。 その結果，構造的過剰設備の 問題を統合法人として 

合理 ィヒ させ，半導体部門を 除き，負債を 急減させた。 第 2 の企業構造改善は 8 つの原則に 

基づき，様々な 改革が実施された 出 。 すな む ち，企業集団の 結合債務諸表作成義務化， 国 

際会計基準の BIS 比率の義務化，公式会計禁止強化，覚部理事の 半数義務化 ( 以上企業経 

営の透明性強化措置 ), 新規債務支給保証禁止，財務構造のうち 自己資本対比過多借入の 利 

手指 費は 不認定，負債比率 減蓄 ，主力事業に 関する法人間固定資産交換の 時法人税および 

特別付加税免除，預金保険公社による 不実債務企業の 調査管理，不当内部取引制裁強ィヒの 

措置がとられた。 

以上の企業部門構造改革は ，当初の自己能力で 存続可能かどうかに 分けて構造調整が 行 

われた。 自己能力で存続不可能とされた 場合，市場競争原理によって 退出を図るこ と と さ 

れた。 先の措置の結果，たしかに 大部分の企業財務構造の 改善や透明性の 強化には成功し 

た 。 しかし，思 う よ う に不良企業の 退出の促進は 進まなかった。 これは政府が「不実大企 

業 」への清算に 対する消極的な 姿勢，公的資金投入による 金融部門構造調整による 金融部 

門の健全性が 企業の資金不足を 支えたとが原因であ った。 

第 3 に，労働部門に 対する構造改革であ る。 労働部門改革 は 8 つの課題を設定して 推進 

された。 まず新しい労使協調体制を 作るために第 3 者であ る政府が参加して「労使 政 委員 

会 」が設置された。 第 1 の改革課題は ，労働市場の 柔軟化であ った。 これは雇用調整， い 

わゆる整理解雇や 派遣社員制度を 立法化させると 同時に，公共職業情報センターや 雇用 安 

定 センタ一の設置等氷人と 故轍に関するサービスを 拡大した。 また賃金体系を 年功序列か 

143 韓国の財閥の 構造は系列企業の 形式ではあ るが，財閥のオーナ 中心が全ての 系列企業を統制している。 
特徴としては ，オーナが主力企業のみの 大株主で支配 力 を持ち，この 主力企業が他の 系列企業の株を 保有 
して支配 力 を持っているので ，オーナが財閥全体の 支配 力 を持つことになる。 また財閥内部の 系列企業間 
に資金の相互支給保証が 行っている。 韓国企業の構造については 次の文献があ る。 服部民夫 (1988) 『韓国 
の経営発展コ 文 眞堂 。 

144 8 つの原則は企業経営の 透明性強化，相好債務支給保証解消，財務構造改善，核心主力事業への 集中， 
経営者の責任強化，支配構造改善，系列柱間不当内部取引禁止，不当な 相続および贈与防止などであ る。 
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ら 能力および成果主義へ 推進して賃金柔軟化を 図った。 第 2 の課題は，失業対策および 社 

全的なセイフティネ 、 ット の拡充であ った。 これには雇用保険の 拡大による雇用安定支援， 

公共事業の実施に よ る雇用創出，失業者に 対する職業訓練，失業者に 失業給付や生活保護 

制度の改革および 就職支援に よ る生活安定支援が 実施された。 第 8 の課題は，労働者権 益 

であ った。 これは労働基本権 の拡大，労働者福祉に 関係する社会権 の増進，社会的合 

意 のための「労使 政 委員会」を設置が 行われた。 

以上の労働部門構造改革は ，雇用保険や 産業災害保険の 拡大，失業対策については 一定 

の 成果を上げたものの ，労働市場柔軟化と 賃金柔軟化にはそれほど 進展しなかった。 また 

労使 政 委員会による 措置も，正社員に 対する整理解雇や 賃金下げは大規模なリストラに っ 

な がうたため，その 後協調体制は 崩れ，むしろ 対立関係を招来し ，その機能は 十分発揮さ 

れなかったのであ る 145 。 

第 4 に，公共部門に 対する構造改革であ る。 これについて ，表 8.8 をみながら簡単にみ 

てい く。 まず，改革担当の 独自政府機構が 設置された。 すか わち ，企画予算処，政府革新 

推進委員会，その 他中央人事委員会，規制改革委員会，地方委譲推進委員会などを 設置し 

て 精力的に改革が 進められた。 公共部門改革の 推進方向は，「小さいけれども ，効率的に奉 

位 する政府」であ る。 その内容を具体的に 見ると，「小さな 政府」，「効率的な 政府」，「奉仕 

する政府」の 8 つぼ分けることができる。 第 Ⅰの「小さな 政府」については ，公共部門構 

造 調整として，政府組織改編，地方委譲推進，公企業民営化が 柱となる。 第 2 の「効率的 

な 政府」は財政制度改革に 関する改革で ，基金制度改革，政府組織の 運用・管理への 競争・ 

成果原理の導入財政運用の 効率化であ る。 第 3 の「奉仕する 政府」については ，封国民 

サービスの改善を 目指し情報公開， IT 政府サービス ，封国民サービス 改善，規制緩和が 

推進される。 

実際に公務員は 1997 年末の 93.6 万人から 2001 年末 86.8 万人へ約 6.8 万人の定員削減 

が 行われた。 地方分権 化では国から 特別 市 ・ 遭 へ 856 件，特別 市 ・道から 市 ・ 郡 ・ 区へ 881 

件の行政機能が 移譲された。 また政府機能の 外部委託，いわゆるアウトソーシンバが 推進 

され実際，実施された 81 件の内訳は見ると ，サービス供給関係の 委託が 41%, 施設運営 管 

理の委託が 33%, 情報化業務を 26% となっている。 その他公務員の 生産性を高めるインセ 

145 高安は，韓国の 労働部門構造改革の 目玉は労働市場柔軟化にあ り，それを仲介する 役割が労使 政 委員会 
による労使協調体制をつくることであ ったものの，それが 正社員には進まず ，非正社員の 方がリストラ や 
賃金下げを行ったことから ，構造改革は 失敗したと指摘している。 高安雄一 (2005) 『双掲 書山 ， 141 ～ 161 

頁 。 
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ンティブ制度，成果主義予算制度の 導入，政府会計の 複式簿記制度や 発生主義会計制度の 

導入，電子政府による 情報化制度および 情報公開，政府傘下機関への 経営許慎制度，規制 

緩和，民営化が 推進された。 こうした内容で 中心的な改革は 民営化と規制緩和，地方分権 

化 ，財政運用の 効率化， PFn 導入であ った。 

以上の韓国の 構造改革についてまとめたものが 図 3-1 であ る。 通貨危機後， IMF の条件 

付き構造調整プロバラムを 受け入れ，それへの 延長線で改革が 行われたのであ る。 改革 当 

初は市場主義と 民主主義の並行発展というバローバル 化に対応した 新自由主義的な 改革と 

い う 性格強かった。 そうした政策は ，のちに見るよさに ，韓国の福祉国家化に 特殊な性格 

を 付与するのであ るが，それにしても ，政府の莫大な 公的資金の投入と 政府の指導および 

誘導に加え，各部門自らが 内部改善を図り ，国際的な競争力の 回復が図られたのであ る。 

そうした改革のなかで 中心的役割を 果たしたのが 公共部門改革における 公企業の民営化で 

あ り，以下これに 着目して検討していく。 

第 8 節 公企業の民営化 

(1) 構造改革以双の 民営 ィヒ 

韓国で公企業の 民営化は 1960 年代から始まった。 戦後から最近まで 民営ィヒされた 企業は ， 

表 8.9 のとおりであ り，民営化対象企業の 性格およびその 方式によって ， 5 つに時期に分け 

られる 1% 。 

まず， 1968 年から 1980 年までに 12 社の公企業が 民営化されたのが 第 1 期であ る。 すな 

わち， 1960 年代は韓国機械工業株式会社，大幹通運株式会社，大 韓 海運公社，大 韓 造船 公 

社 ，仁川重工業株式会社，大 韓 鉄鉱開発株式会社，大韓航空公社等 7 社が， 1970 年代は韓 

国 鉱業製錬公社，大幹塩業株式会社，韓国商業銀行，韓国水産開発公社，大 韓 再保険公社 

等 5 社が民営化された。 これらの公企業は 大韓航空公社，韓国水産開発公社，大 韓 再保険 

公社を除き，大部分が 帰属企業であ ったので，株式売却と 政府の現物出資方式によって 民 

営 化が推進された。 民営化は経営赤字の 解決や民間企業の 育成，重化学工業化政策のため 

の 同種産業の合併とそれへの 資金調達のためであ った。 

第 2 期は， 1981 午から 1986 年までであ り，金融部門の 公企業を中心に 民営化された。 

14G 企画 像算慮 (2002)  『双掲 書 』， 84 ～ 87 頁。 
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この時期には 大韓俊傑公社，大碑石油公社， 韓一 銀行，第一銀行，ソウル 信託銀行，朝典 

銀行等 6 社，特に銀行の 民営化が進んだ。 民営化方式は 公開競争入札に よ る持株売却の 方 

式 がとられた。 特に銀行の競争力を 向上させるために ，株式所有上限 制 によって持株を 分 

敬 させた。 すな む ち，大株主に よ る金融独占を 防止するた 馴こ ，法人と個人について 各 50% 

に 分けて売却し ， 1 人当たりの買入限度として 法人が 5%, 個人は 6000 株以内に制限し ， 

相場後も所有限度は 8% 以内に限定し ，支配株主の 出現を抑制したのであ る。 しかし，こ う 

した民営化は 政府の経営権 に対する継続的な 関与と規制強化で 当初の競争力強化という 目 

的は十分達成できなかった。 

第 3 期は， 1987 年から 1992 年までであ る。 この時期には ，韓国証券取引所，浦項綜合 

製鉄株式会社，韓国電力公社等 3 社について部分的民営化が 行われた。 当初，初めて「 民 

営化 推進委員会」が 設置され，政府投資機関 25 社，政府出資機関 5 社を合わせた 合計 80 

社は ついて，民営化計画が 立てられた。 その推進方向は 経済環境の変化によって 公企業と 

しての存続の 必要性がない 公企業，あ るいは民間企業との 競争があ るので，民間部門へ 任 

せたほうがより 合理的だと思われる 公企業を民営化対象にすることとされた。 また，民営 

化 対象公企業のうち ，国家経済へ 多くの影響を 与える公企業は 政府が一定の 株を保有し ， 

そうした保有株の 一部を中低所得者の 財産増殖のために 国民 棟 方式によって 一般へ分散 売 

却 することであ った。 しかし，実際， 8 社のみの民営化に 終わり，しかも ，当時証券市場が 

未発達であ ったので，国民棟方式は 証券市場の不況をもたらし 国民株を購入した 庶民は 

損失となり，結局，民営化は 中止になったのであ る。 

第 4 期は， 1992 年から 1997 年までの民営化であ る。 従前の国民 棟 方式民営化の 失敗へ 

の 反省から，その 方式は排除され ，民営化の推進方向は 民間による事業活動がより 敷 準的 

な 公企業，また ，設立当時より 機能が縮小され ，あ るいは，公企業間競争関係にあ る場合 

は 統廃合することになった。 民営化方式について ， 1 つは政府投資機関 8 社，政府出資機関 

1 社，政府投資機関の 子会社 31 社等合計 40 祖 こついて，政府保有株式の 50% 以上の売却 

によって経営権 を移譲させることにした。 も う 1 つは政府投資機関の 子会社 21 社について， 

政府保有持株を 売却することにした。 しかし， 1995 年まで対象公企業のうち 16 社のみが 

民営化 CS れ ，その後中止された。 最後の 1998 年以降の民営化についてほ ，以下でやや 評 し 

く 検討していきたい。 

以上の韓国の 公企業民営化は 民間経済の拡大によって ，公企業としての 必要性が少ない 

公企業，公企業間あ るいは民間企業と 競争があ る事業分野について ，順次民営化の 対象と 
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なっていったのであ る。 

(2) 構造改革下の 民営化 

1990 年代以降における 公企業民営化の 背景は， 1997 年末の通貨危機後，経済回復と 構造 

調整の過程の 中で，公企業の 非効率性による 政府失敗の可能性があ るという認識が 強まっ 

たという点があ る。 そうした認識に 基いて 1998 年 7 月「第 1 次公企業民営化および 経営 革 

新計画」，同年 8 月「第 2 次公企業民営化と 経営革新計画」が 立てられた。 

まず，「第 1 次公企業民営化と 経営革新計画」では ，第 1 に，企業性が 強 い 公企業は所有 

権 を民問 へ 委譲させる民営化を 推進する，第 2 に，企業性が 強い公企業のうち ，早期民営 

化が困難な公企業 は 構造調整をしながら ，段階的な民営化を 推進する，第 3 に，公共性が 

強 い 公企業は組織改編や 人員縮減等構造調整 と ，責任経営や 外部委託等経営効率性を 強化 

させる， という方針が 示された。 

まず民営化の 対象公企業は ，表 3.5 の政府投資機関 13 社，政府出資期間 13 社，全体 26 

公企業から，企業性が 強 い 公企業として 11 社㏄ 2 子会社 ) が選定され，されにそれが 2 

っ に介げられた。 第 1 に，完全民営化対象公企業は 政府投資機関 5 社 (21 子会社 ) として 

合計 26 社，すな む ち，浦項総合製鉄 ( 株 ) (16), 韓国重工業 (3) 韓国総合化学 (1), 韓 

国 総合技術金融 (1), 国定教科書等であ る。 第 2 t こ ，早期民営化が 困難なので，段階的な 

民営 ィヒ する対象公企業 は 政府投資機関 1 社 (7 子会社 ) と政府出資機関 5 社 (24 子会社 ) 

として合計 37 社で，すな む ち，韓国電力公社 (7), 韓国電気通信公社㏄ 3), タバコ人参 

公社 (1) 大 韓 送油管公社 (2), 韓国ガス公社 (5), 地域暖房公社 (3) であ る。 これらの 

民営 ィヒ 対象公企業 11 社のうち，韓国電力公社のみが 政府投資機関であ り，その他は 政府出 

資 機関であ る。 

以上の民営化対象公企業の 現況について ，表 3-5 に よ ると，公企業全体 26 社に対する 民 

営 化対象公企業 11 社の比率は 42% の比率であ る。 また，従業員のそれは 139110 人， 78.1%, 

資本金のそれは 7.2 兆ウォン， 34%, 売上高のそれは 41.5 兆ウォン， 75.4%, 1998 年予算 

のそれは 60 ． 5 兆ウォン， 77% であ る。 1998 年の予算規模 60 ・ 5 兆ウォンの 対 GDP 比は 18.6%, 

中央財政対する 比率は 57.4% であ る。 ここで注意しておきた い のは，当期純利益で 赤字に 

なっているのは 3 社のみで，韓国綜合科学がマイナス 566 億ウオン，韓国ガス 公社がマイ 

ナス 3355 億ウォン，大 韓 送油管公社がマイナス 443 億であ り，民営化対象公企業の 当期 純 
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利益は 1.2 兆ウォンとして 全体公企業のうち 62.6%0 を占めていることであ る。 韓国の公余 

業 民営化は赤字公企業の 民営化に よ る淘汰や黒字化を 目的とするのではなく ，黒字企業の 

さらなる存続力強化をねらったものと 見ることができる。 

1998 年 8 月の「第 2 次公企業民営化および 経営革新計画」は 2002 年まで， 6 つの政府 

投資機関のうち 22 子会社， 5 つの政府出資機関のうち 18 子会社に対する 民営化計画と 同 

時に， 6 子会社の統廃合， 8 子会社の構造調整等を 計画したのであ る。 これは「第 1 次民営 

他 計画」と比べて ， 8 つの相違があ る。 第 1 に ，計画全体としては 公企業の子会社に 対する 

民営 ィヒ および経営革新計画であ る。 第 2 は政府投資機関のうち 水産物流通公社，大 韓住 

宅 公社，韓国水資源公社，韓国道路公社，韓国土地公社が 民営化対象になっている。 第 3 

は 公企業間の統廃合や 構造調整を設けたことであ る。 

こうした民営化計画に 基づき，民営化を 推進して計画の 50% を進み，また 2001 年に 2 

月に 「政府投資機関および 出 機関の子会社の 民営化整理方案」を 公表して， 1998 年 8 月 

以後新設および 編入された子会社 8 社を含め， 2001 年 2 月時点の子会社 41 社を対象にし 

て ， 29 社を民営化， 6 社を統廃合， 5 社を存続させることにした。 すな む ち， 1998 年 8 月 

時点の全体公企業の 子会社 82 社の内， 77 社を整理し， 5 社を存続させることになる。 

では ，実際の民営化推進実績についてみていこう。 1998 年から 2002 年まで民営化され 

た 公企業は 8 つの母企業と 子会社として ，国定教科書，韓国総合技術金融，大幹送油管 公 

社 ，浦項総合製鉄株式会社，韓国総合化学，韓国重工業，韓国通信公社，韓国タバコ 人参 

公社等であ る。 民営化が推進中の 未完了公企業は 韓国電力公社，韓国ガス 公社，韓国地域 

暖房公社であ る。 民営化方式は 公開入札方式で 国内売却，海覚に 預託証書 (Depositary 

Kece 廿 t) を発行するかたちで 行われた。 5 年間の民営化によって ， 24.4 兆ウォンの売却 収 

入を上げた。 その内訳は手数料および 税金を除く国庫納入の 財政収入が 13.9 兆ウォン ，自 

社 売却収入および 国策銀行持株売却収入等その 他収入が 10 ． 5 兆ウォンであ った。 子会社の 

民営化による 収入は 1 兆ウオンで全額その 他収入になっている 147 。 国民経済上の 外貨収入 

は 107.4 億ドルでその 内訳は財政収入が 78.5 億ドル，その 他収入が 28,9 億ドルであ った。 

この ょう な公企業の民営化について 過去の民営化と 比較した場合の 特徴を見ると ，何より 

も 独自の改革担当機構により 民営化推進過程および 最終的意思決定機能を 持ち，経営効率 

147 民営化は 1998 年から毎年段階的に 売却されたので ，売却収入は 各公企業について 年度別異なる。 年度 
別に売却収入をわけると ， 1998 年 6649 億ウオン ( 財政収入 2394 億ウォン，その 他収入 4225 億ウォン ), 
1999 年 87047 億ウオン (32487,  54560)  2000 年 25136 億ウォン (197,  24939),  2001 年 47067 億 ウ 
オン (37039,  10028)  2002 年 243896 億ウオン (139146,  104750)  などであ る。 
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性の実現という 改革意志が強かったことであ る。 そのほか「労使 政 委員会」の参加が 図ら 

れたこと，多様な 売却方式がとられたことが 指摘できる。 こうした公企業改革は 経済危機 

克服や国際信認度の 回復に重要な 役割を果たしたと 評価できる。 

民営化推進過程において 提示された主な 議論と政府対策をみると ，次のとおりであ る。 

第 1 に，公共サービスの 水準が十分に 維持できるかという 問題があ る。 これに対して 政府 

は 民営化後にもサービスに 関する管理監督のための 制度の法律化で 解決するとしている。 

第 2 に， 独 寡占の弊害の 問題があ る。 これに対しては ，競争状況を づ くりながら，会社 分 

割 後に民営化する 方針が示されている。 第 3 に，料金引上げおよび 需給不安の問題にっ い 

ては，短期的な 問題として制度的に 補完できるとしている。 第 4 に，国富流出問題はバロ 

一 バル経済時代の 外国人投資 は 肯定的効果が 期待され，また 外国人投資制限および 総所有 

限度を設定することで 回避できるとされている。 第 5 に，売却価格が 適正な水準かという 

問題があ る。 これに関しては ，市場価格として 経済状況や市場状況に 合わせて売却すると 

されている。 第 6 に，民営化推進のスピード 問題は，最初の 計画と政府の 改革意志を経済 

状況および国内外金融市場状況にあ わせながら，弾力的に 推進していくとされている。 韓 

国の民営化については ，こうした問題を 引き続き注視していく 必要があ る。 

おわりに 

以上のように 韓国の民営化は ， 1990 年代初頭までは 開発財政のもとで 経済成長を担った 

一般鉱工業，金融部門が 成長のテンポに 合わせて順次民営化されていった。 これに対し ， 

通貨危機後の 民営化は，重化学工業化とインフラ 整備という国策を 担った分野で ， い せち 

公企業として 残され，良好な 実績を上げていた 部門が民営化対象となり ，市場経済のなか 

で 民間部門の中軸をなす 企業としてあ らためて位置づけられることとなったのであ る。 も 

つ とも公企業の 民営化は，公益性と 収益性の両面を 有するため，新たな 問題を生み出して 

い ることもたしかであ る。 
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表 3.1 韓国の公企業の 分類 (2003 年現在 ) 

出資   企業形態   根拠法律 概念 

( 個別法と主な 法 ) 

(1961.12.31)  糧穀 ，調達 ) 

政府投資機関 

管理基本法 0  50 し 

(1983.12.31) 

地方公企業法 

商法 

( 第 3 セクタ ) .  自治体が所有権 を   
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表 3,2  1960 年の公企業 

機 関 設立 政府持分率 l 日母体機関 ( 設立 )   
韓国銀行 1950 Ⅰ 00 朝鮮銀行は 911) 

韓国商業銀行 1950 100 朝鮮商業銀行 (1911) 

韓国産業銀行 1954 100 朝鮮殖産銀行 (1918) 

韓国造幣公社 1951 100 韓国財務部直轄の 印刷工場 

大盤石炭公社 Ⅰ 950 100 

大館海運公社 Ⅰ 950 100 

大 韓 造船公社 1950 80 

政府直轄の帰属炭鉱 

朝鮮郵船株式会社 

朝鮮重工業株式会社 (1937) 

韓国運輸株式会社 1958 66 朝鮮運輸株式会社㎝ 930) 

大 韓 重石株式会社 1952 88 小林鉱業株式会社 (1934) 

大 韓 重工業公社 1953 100 朝鮮理研金属株式会社仁川工場 (1939) 

大 韓 鉄鉱株式会社 1955 100 三和鉄鉱会社     
朝鮮電業株式会社 1943 86 朝鮮水力電気 ( 株 ), 朝鮮送電 ( 株 ), 富 輿水力 ( 株 )   

1915 66 漢城 電気公社 

  南緯電気株式会社   Ⅰ 937   83 大興電気公社 

 
 

朝鮮機械製作所 1937 Ⅰ 00 

三戒鉱業会社 1943 100 

株式会社朝鮮機械製作所は 937) 

長唄製錬所 (1936) 

朝鮮住宅営団 1941 100 朝鮮住宅営団 (194 ヵ 

 
 

2
 
2
 
8
 

5
 
5
 
5
 

9
 
9
 
9
 

・
 
ヤ
 
1
 
 
Ⅱ
Ⅰ
ー
 

1
 
人
 

 
 
会
社
 

 
 

( 出所 ) 韓国開発研究院は 991) 『韓国財政 40 年 史 第 7 巻 d, 613 頁。 
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表 8.3  1961 ～ 1980  年の公企業 

事業分野 公企業名 ( 設立年度 ) 

運輸事業 鉄道庁，大 韓 海運公社 (50), 大 韓 造船公社 (50), 大韓航空公社 (62 新設 ), 大 緯 通運株式会 

社 (61 統合改称 : 旧 韓国運輸・ 旧 韓国米穀倉庫株式会社 ), 

ェ ネルギ 大碑石炭公社 (50), 韓国電力株式会社 (61 統合改称 : l 日南 鮮 電気・出京城電気・ 旧 朝鮮電業 

  株式会社 ), 大 韓 石油開発公社 (79 新設 ), 大幹石油公社 (62 新設 ) 

鉱 業 大 韓 鉱業振興公社 (67 新設 ) 

大幹重石公社 (61 年改称 ), 大 韓 製錬公社 (61 改称 : 坦三 戒 鉱業会社 ), 大幹鉄鉱開発株式会 

韓国商業銀行 (50), 韓国銀行 (50), 中小企業銀行 (62 改称 : 旧 農業銀行 ), 国民銀行 (63 統 

合 改称 :l 日韓国無尽・ @ 日中央無尽・ l 日大正無尽・ l 日振興無尽株式会社 ), 韓国再保険公社 (63 

新設 ), 韓国証券取引所 (63 改称 :@ 日大韓証券取引所 ), 韓国証券金融株式会社 (65 新設 ), 韓 

国 住宅銀行 (67 新設 ), 韓国外 換 銀行 (67 新設 ), 韓国信託銀行 (68 新設 ), 韓国投資公社 (68 

新設 ), 韓国産業銀行 (69 国家持株会社 ), 土地金庫 (75 新設 ), 韓国輸出入銀行 (76 新設 ) 

文化事業 韓国放送公社 (73 改称 : 旧 政府傘下放送局 ) 

その他 大幹貿易振興公社 (62 新設 ), 国際観光公社 (62 統合改称 : 胆大韓旅行社・ 旧 鉄道ホテル ), 

韓国鑑定 院 (69 新設 ), 韓国労働福祉公社 (77 新設 ) 

( 出所 ) 表 3 一 2 と同じ， 614 ～ 615 頁。 愈 惹 (2000) 「公企業論』法文社， 329 ～ 346 頁。 
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表 8.4  1980 年以降の統合改称および 新設公企業 

公企業 統合改称または 新設 

韓国総合技術金融 

韓国電力公社 

1981 年 新設 

1982 年改称 : 旧 韓国電力株式会社 

韓国電気通信公社 

韓国ガス公社 

1982 年統合改称 : 旧 韓国逓信部の 電信電話事業 

1983 年新設 

韓国地域暖房公社 

大幹送油管公社 

1985 年新設 

1986 年新設 
  

韓国専売公社 

農水産物流通公社 

1987 年改称 : l 日専売 庁 

1987 年改称 : 旧 農漁村開発公社 

 
 

韓国水資源公社 

韓国タバコ人参公社 

韓国石油公社 

農業基盤公社 

( 出所 ) 禽惹 (2000) F 公企業論 コ法 

1988 年改称 : 恒産業墓地開発公社 

 
 

1989 年改称 : 旧 韓国専売公社 
  

1999 年改称 : 旧 韓国石油開発公社 

 
 

2000 年改称 : 旧 農漁村振興公社 

 
 

[ 社 ， 銭 9 ～ 330 頁。 
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表 3-5  1998 年 8 月の公企業現況 1 倣府 投資機関 ) 

  

  

( 単位 : 人 ， 億 ウオン ) 

政府投資機関 設立 定員 資本金 1997 年決算 1998  年 

( 子会社 ) ( 政府持株 比 )  売上高 当期純利益 予算 

韓国電力公社 1981@ (7) 39454@ 31411@ (69.8)@ 131162 5606 233340 

小 計 1  13  社 30 子会社 70343 169478 254235 12308 400337 

注 ) 1) 資本金の () は 1997 年末の政府保有株比率。 

2) 点線は 1998 年の民営化対象公企業。 

( 出所 ) 財政経済部 (1998) U 政府投資機関決算書刀 

Ill 
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イ
 
土
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単
 

政府出資機関 設立 

( 子会社 ) 

1968@ (16) 

1980@ (3) 

1973@ (1) 

1981 

1952   
1982@ (13) 

1989@ (1) 

定員 資本金 

( 政府持株 比 ) 

4695@ (19.6) 

52  %0  (.) 

878@ ( ・ ) 

912@ (10.2) 

82@ (40.0)   
14396@ (71.2) 

9
 ㎎
一
局
 

  

上
 
売
 

    午 決算 

当期純利益 

1998 年 

予 算 

131736 

39974 

735 

283 

594   
91866 

45262 

53854 

1967 

5929   
2038 

10511 

899 

浦項綜合製鉄 

韓国重工業 

韓国綜合 7% 学 

韓国総合技術金融 

国定教科書   
韓国電気通信公社 

韓国タバコ人参公社 

19249 

7851 

263 

163 

739   
59491 

7680 

289 Ⅰ 

386 

1015   
1077 

5741 

1120 

97181 

30070 

150 

4384 

517   
77852 

42434 

29266 

336 

2026   
1840 

9999 

816 

7290 

453 

も 66 

24 

38   
797 

2258 

-3355 

・ 佃 3 

7   
-173 

686 

22 

9550@ (89.2) 

2664@ (50.2) 

2141@ (52.7) 

217@ (46.1)   
544@ (49.9) 

1512@ (100) 

60@ (49.3) 

韓国ガス公社 

大韓送油管公社 

韓国地域暖房公社   
ソウル新聞   

韓国放送公社 

1983@ (5) 

1986@ (2) 

1985  (3)   
1945 

1973@ (6) 

1969@ (1) 

小 計Ⅱ 13 社 52  子会社 107711 42861 296871 7038 385648 

小 計 1 + Ⅱ 26 178054 212339 551106 19346 785985 

政府投資機関子会社 30 23029 5136 35211 

121257 

286 39773 

163365 

989123 

政府出資機関子会社 52 22483 20382 -2266 

合 計 108 223666 

139 Ⅰ 10 

(78.1) 

237857 707574 17366 

26 社のうち 

民営 ィヒ 対象公企業 

Ⅱ (52 子会社 ) 

(42.3) 

72156 

(34.0) 

415378 

(75.4 

12109 

(62.6) 

605370 

(77.0) 

注 ) り 合計二政府投資機関十政府出資機関 + 政府投資機関の 子会社十政府出資機関の 子会社。 

2) 資本金の () は 1997 年末の政府保有株比率，点線は 1998 年の民営化対象公企業。 

鈴 民営化対象公企業の () は政府投資機関と 政府投資機関の 小計 1 + Ⅱの 26 社に対する割合。 

( 出所 ) 表 3 一 5 と同じ。 
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表 8.6  公企業付加価値の 産業分野別割合と 対 GDP 比 ( 単位 : 億ドル， %) 

1963@ 1970@ 1973@ 1975@ 1977@ 1980@ 1984@ 1986@ 1990 

公企業の付加価値 314  2208  4175  7375  11912  34610  67078  90329   

農林漁業 1.8  1.2  0 ． 7  0 ． 1  0 ・ 0 0 ・ 8 0 ． 1  0 ． 0  0 ・ 0 

鉱業 8.8  3.0  2.4  2.5  3.2 0 ． 8 2.8  2.5  0 ・ 8 

製造業 30.2@ 39.2@ 42.3@ 46.6@ 39.5  37.6  31.2 15.8  22.8 

気 ・ガス・水道 12.3  13.9  丁 1.8  12.1  丁 7.0 19.5 24.9 31.1 19.2 

建設業 1.8  2.2  2.8  8.3  3.9 4.6 4,1  5.9  1L.4 

卸 ・ 四 、 売 8.0  1.6  2.3  1.9  0 ． 9 1.3 0 ． 1  0 ． 1  5.6 

運輸・通信 26.5@ 21.6@ 16.6@ 13.1@ 14.9  15.6 26.2 28.9 25.7 

金融・保険 15.4@ 16.2@ 20.4@ 19.2@ 18.1  19.1 7.0  1 Ⅰ． 2  10 ． ェ   
サービス業 0.0  1.2  0.8 1.2  2.4 1.2 4.1 4.5 4,4 

対 GDP 比 6.3  8.1  7.8 7.2 6.6 9.2 9.2 9.5 9.4 

付加価値 / 非農林 GDP 11.1  10.9  10 ． 8 9.5 8.6 Ⅰ 0 ， 7 10.6@ 10.9@ 10.3 

( 出所 ) 余宗 絃 ・大西健夫 編 (1995) 「韓国の経済 山 早稲田大学出版部， 52 頁。 

表 8.7  皿 皿 構造調整プロバラム 
  区 分   主な合意内容   

目 マクロ経済目標 経済成長率 3%, 物価上昇率 3%, 経常収支赤字 GDP の 1% 以内， 

標 財政。 金融政策 財政緊縮運用および 歳出削減，金融緊縮 : 金利の引上げ ，通貨増加率抑制 

貿易自由化 貿易関係補助金廃止，輸入承認制廃止，輸入証明手続きの 透明性強化 

資本自由化   外国人の株式投資限度および 直接投資拡大，民間企業の 海外借入制限廃止 

構 金融部門 金融改革法案早期処理，金融監督機関設置，中央銀行の 独立性付与，「不実 金 

造 敵機関」処理，国際 BIS 基準適用，条件付き 資金支援，金融機関透明性確保 

調 企業部門 国際 BIS 基準適用，系列企業間の 相互支給保証制の 改善，個別企業への 補助金 

整 および税制支援廃止，企業の 負債資本比率の 正常化 

労働部門 労働市場柔軟性活性化，雇用保険制度拡大， 

情報公開 外換 保有高公表，金融機関資料公開 

( 出所 ) 財政経済部 (1998) ℡ MF 体制克服円目標 叫 課題』， 39 ～ 82 頁。 
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( 資本自由化， 自己責任，市場主義 ) 

・企業財 部 構造改善 

・金融機関健全化 ・大企業構造改革 

・金融監督機能強化 ・雇用維持・ 創出 

社会的セイフティネット 拡充 

( 生産的福祉共同体への 社会福祉制度改革 ) 

公共部門 

  改革財政支援 

  民営化と規制緩和 

・国民サービス 改善 

・財政制度効率化 

表 8.8  1998 年の公共部門の 構造改革 

公共部門構造改革の 推進 

刀 、 さな政府 効率的な政府 奉仕する政府 

( 公共部門構造調整 )  ( 財政システムの 改善 ) ( 封国民サービス 改善 ) 

政府組織改編 政府組織の運用・ 管理へ IT 政府サービス 

地方分権 化 の 競争・成果原理の 連人 対国民サービス 改善 

公企業民営化 財政運用の効率化 規制緩和 

定員 減蓄 基金制度改革 情報公開 

l14 



表 3,9  民営化した公企業 

民営化年度 対象公企業 

1968 韓国機械工業株式会社，大藤通運株式会社， 大韓 

海運公社，大館造船公社，仁川重工業株式会社， 

大幹鉄鉱開発株式会社など 

1969 大韓航空公社 

1970 韓国鉱業製錬公社 

1971 大藤塩業株式会社 

1973 韓国商業銀行， 

韓国水産開発公社 

1978 大 韓 再保険公社 

1981 大 韓波洙 公社，大幹石油公社， 

韓一 銀行 

Ⅰ 982 第一銀行，ソウル 信託銀行， 

1983 朝 興銀行   

1988 韓国証券取引所， 

浦項綜合製鉄株式会社，韓国電力公社 

1993 ～ 中小企業銀行，国民銀行，韓国住宅銀行 

1995 韓国タバコ人参公社，韓国ガス 公社，韓国重工業， 

韓国通信公社 

1998 浦項綜合製鉄株式会社，韓国重工業，韓国綜合化 

学 ，韓国綜合技術金融，国定教科書 

1998 韓国電気通信公社，韓国タバコ 人参公社，韓国電 

力公社，韓国ガス 公社，大 幹送油 菅公社，韓国地 

域 暖房公社 

( 出所 ) 韓国企画予算処，国有財産 課 資料 
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その他 

ハン ビッ 銀行に統合 

ハン ビッ 銀行に統合 

完全民営化 

部分的民営化 

部分的民営化 

完全民営化対象公企業 5 

社 

部分的民営化対象公企 

業 6 社 



表 8.10  公企業民営化の 実績 

( 単位 : 億 ウオン， %) 

対象公企業 民営化 売却持株 民営化方式 売却収入 所有 

財政 その他 合計 

国定教科書 1998.11  政府 40% 公開競争入札 213 247 460 大 館 

産業銀行 46.5% 教科書 

韓国総合 1999.1  政府 10 ． 2% 公開入札 93 23 Ⅰ 16 ( 株 ) 

技術金融 産業銀行 2,0%  証券市場売却 未来と人 

大幹送油管公社 2000 ， 4  政府 36.7% 従来株主引受 1669  一 1669  従来株主 

浦項総合製鉄 2000 ． 10  政府 3.1% 海外売却 18.5%  2181  25570  27751  所有分散 

産業銀行 23.6%  自社引受 8.2% 
  

韓国総合化学 2000.11  一 赤字経営で清算 一       

韓国重工業 2000 ． 12  産業銀行 81.2%  公開入札 36%   5489  5489  坪 山 

韓国電力 40 ・ 5%  公募 24% 

韓 ・ 電 売却 11.7% 

韓国通信公社 2002,5  政府 71.2% 海外売却 44.1%  111376  15623  126999  所有分散 

国内売却 29.5% 

韓国 タ / ベコ 2002.10  政府 28.8% 海外売却 39.7%  12593  17920  30513  所有分散 

人参公社 産業銀行・企業銀 国内売却 41.9% 

行 ・輸出入銀行 

52.8% 

米 韓国電力 政府 5% 海外売却 9045  10755  19800  所有分散 

完 韓国ガス 政府 7.7%, 国内売却 1976@ 7904@ 9880 

T 新規 株 31 ュ % 

地域暖房 公開入札   1623@ 1623@ LG ， Caltex 

子会社 98 ～ 02  一 海外と国内売却 一 19546@ 19546 

ム ロ 音十 口 民営化完了 8  (50),  未完了 3  (11) 139146@ 104750@ 243896 

注 ) 1) 財政収入は国庫納入金。 2) 合計の子会社の 内訳は完了 50 ，未完了 11, 統廃合 16, 存置 5 。 

( 出所 ) 企画 像算虞 (2002) 1u 公共部門改革白書』， 110 ～ 111 頁。 
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第 4 章 政府間財政関係 

はじめに 

本章では，韓国の 政府間財政関係について ，その内容および 実態を検討する。 その際 ， 

地方財政調整制度に 注目して，福祉国家論との 関係で韓国における 歴史的な特質を 明らか 

にすることが 本章の課題であ る。 なぜならば，一国の 財政分析に当たっては ，中央財政 だ 

けでなく，地方財政の 分析が不可欠であ るからだ。 中央財政は，地方財政と 深く関係して 

いるため地方自治制度および 地方財政の歴史的な 展開過程を踏まえながら ，政府間財政 関 

保 として分析していく 必要があ る 1480 

地方財政調整制度というのは ，先進諸国において 地方の財政力の 不均衡を是正するため 

に 登場し定着したものであ る。 それについて ， 林 (1992) は 149, 地方財政調整制度を 福祉 

国家財政の一環として 位置づけ，国民への 全国的に統一的な 行政サービスレベルの 維持を 

可能にさせたと 指摘している。 すな む ち，地方財政調整制度は 全国民へのナショナルミ ニ 

マム を保障するという 福祉国家に不可欠の 制度として位置づけているのであ る。 

そこで，いまだ 経済成長促進を 政策の中心にしており ，従来の先進諸国の 福祉国家水準 

に 到達していないことが 明らかな韓国の 地方財政調整制度について ，前述したような 意味， 

す な む ち，福祉国家制度の 一環として全国民へのナショナルミニマムの 保障という位置づ 

けができる・のかという 問題が生じる。 また，成熟した 福祉国家制度の 一環ではなくても ， 

全国民へのナショナルミニマムの 保障ということが 可能なのか，もしそれが 可能なら ぱ， 

どのようなものなのか。 それについて ，韓国の地方財政を 踏まえ，地方財政調整制度がど   

のように形成され ，どのような 役割を果たしていたのかを 明らかにする 必要があ ると考え 

られる。 

以上の問題意識から 本章は ， 次のような時期区分を 念頭に置き検討していく。 すな む ち ， 

韓国の地方自治制度と 地方財政の展開について ，地方自治制度の 中止と地方財政制度の 形 

成 になった 1960 年代の前半，地方自治制度の 復活と地方財政の 膨張になった 1980 年代後 

半 ，アジア通貨危機後，社会福祉制度の 整備が行った 1990 年代後半であ る。 まず，韓国 

148 韓国の地方財政についての 先行研究は次のよ う であ る。 車斬擢 (1984) 『韓国地方財政研究』Ⅱ音大 
学校出版部， 呉然天 (1987) n 韓国地方財政論』博英 社 ，川瀬 光義 (1996) 『台湾・韓国の 地方財政』 日 
茶経済評論社， 曹京準 (1999) 『増補版韓国地方財政史論』 裕豊 出版社。 
149 杯健久 (1992) 『福祉国家の 財政学』 有 斐閣， 76 ～ 78 頁。 
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地方財政の構造や 特徴の韓国的な 特質を確認し ， 次に政府間財政関係であ る地方財政調整 

制度に着目し ，その形成や 役割を遺跡していく。 主な研究期間ほ 戦後から現在までの 約 60 

年間を対象にする。 

第 1 節 地方自治制度 

(1) 韓国の地方自治制度への 試み 

韓国では憲法に 基づき， 1949 年 7 月 4 日に「地方自治法」が 初めて制定・ 公布された。 

それ以前は，植民地から 解放されたと 同時に，米軍による 占領で 3 年間統治された。 米軍 

政 下の地方行政制度は ，植民地期の 制度を一部見直しながら ，そのまま維持された。 主な 

改編内容をみると 150 ，済州島から 済 川道への昇格 (1946 年 7 月 2 日 ), ソウル特別 市 の 設 

置 (1946 年 9 月 18  %  ,  香道に教育 区 および教育区会の 設置 (1948 年 8 月 12  日 ),  そし 

て ， 道 機構の改革として 住民の保健および 衛生に関する 様々な分野を 担当する道保健厚生 

部の設置 (1945 年 11 月 7 日 ), 中央政府所属の 地方特別行政機構であ る消防部および 消 

防 委員会の設置 (1946 年 4 月 10 日 ), 道 公報課の設置 (1946 年 4 月 18 日 ), 帰属財産 ( 植 

民地期日本人財産 ) の業務を担当する 遺財産管理課の 設置 (1946 年 4 月 23 日 ), 中央 政 

府 所属の地方特別行政機構であ る道人事処の 設置 (1946 年 5 月 15 日 ), 道警察部の廃止 

(1946 年 10 月 23 日 ), 地方議会と関連して l 日植民地期の 地方金 ( 道会 ・府会・自余・ 面 

協議会 ) を解散した後，住民の 普通選挙による 地方議会選挙の 公布は 946 年 11 月 15 日 ) 

などであ る。 

このような内容から 米軍占領下の 地方行政は，まず 第 1 に，地方自治でほなく ，地方行 

攻め ，性格をもっている。 もちろん，特別 市 ・道一荷・ 郡 ・庸一目・面も 自治体ではなく ， 

行政区域であ った 151 。 第 2 に，中央集権 の強 ィヒ であ る。 中央政府所属機構の 設置や国立 警 

察制等 地方行政機構の 改編から推察できる。 第 3 に，民主主義的な 選挙に よ る地方自治の 

土台を作ろ うと 試み，また教育自治制を 制度化したことであ る 152 。 この民主主義の 定着は 

占領の統治理念でもあ った。 いずれにせよ 米軍占領期の 地方行政制度改革の 方向は，韓国 

、 。 0 申相俊 ㏄ 997) 『米軍政殿司南緯行政体制』韓国福祉行政研究所， 92 ～ 102 頁。 
、 51 朝鮮総督府時代の 地方行政区域は ，全国を 13i 道一荷・ 郡   鼻一目・面であ ったのが，米軍政 期 のそ 
れは， 35 度線 以南のみで， 1 特別 市 ・ 9 道一席・都・ 島 一目   面に改編された。 

152  「米軍政法令第 216 号および第 217 号」， 1948.8.12 。 
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政府樹立後も 強く影響を及ぼしたのであ る。 それについて ， 表小 1 によって，確認、 してい 

く 。 
  

1948 年 8 月 15 日韓国政府樹立後， 1949 年 7 月に「地方自治法」が 制定公布され ， 1960 

年 まで 5 回の改正があ った。 1949 年の「地方自治法」からなる 韓国地方自治制度の 特徴 

をみると，次のよさであ る 騰 8 。 第 1 に，地方自治体は 2 階構造となっている。 すなわち， 

広域自治体としてソウル 特別 市と道 ，基礎自治体として 道の管轄 下 に市・ 邑 ・面であ る。 

しかし，地方自治体の 下部行政組織として 道には 郡 ，特別 市 と人口 50 万人を超える 市に 

は区 ， 市 ・ 邑 ・面には 里 ・洞が置かれている。 第 2 に，地方自治体の 事務には固有事務， 

委任事務があ り，また委任事務は 団体委任事務と 機関委任事務に 分けられている。 第 8 に ， 

住民選挙による 任期 4 年制の地方議会を 置き，広域自治体の 長は大統領による 任命 制 ， 基 

礎 自治体の長は 地方議会で選出する。 第 4 に，地方自治団体へ 市長・通知事・ 郡守 ・ 区庁 

是等の国家公務員の 配置を置くことにする。 

しかし，当時の 韓国政府は，行政体制の 未整備や治安不安などの 理由で 1949 年 8 月に 

予定された地方議会の 議員選挙を延期し ， 1949 年 12 月に地方首長に よ る議決の代替， 市 

目面長の任命などを 内容にした地方自治法の 第 1 次改正が行われることになった。 

そして，教育法が 1949 年 12 月 31 田制定され，両郡単位に 特別地方自治体として 教育 

区 が設置された。 教育 区 には議決機関として 区 教育委員会を ，執行機関として 教育 監 をお 

い た 1540 

また，延期された 地方議員選挙が 朝鮮戦争中の 1952 年 4 月に市邑面議員選挙が ，同年 

5 月に道議員選挙が 実施されて，地方自治制度が 整備されたのであ る。 その後，議員の 任 

期 と自治体首長の 選出や首長と 議会の関係についての 改正が行われた。 

このような過程から ，川瀬 (1996) は 155, 韓国の地方団体は 自治体というよりは 中央 政 

府の下部機関的性格が 強く，教育行政が 自治体の仕事から 完全に分離されているという 特 

徴を指摘している。 

では，なぜ当初制定された「地方自治法」が 延期されて 8 年も過ぎそれも 戦争中に地方 

議員選挙が実施されたのか。 そこには当時の 政治的な意図に 原因を求めることができる。 

153 韓国地方行政研究院 編 (1999) 『地方自治・ 行政 50 年央』， 46 ～ 49 頁。 
154 教育委員会は 郡の首長であ る都寺と各自画議会から 1 人 ずっ選出された 委員から構成し ，名誉職で任 
期は 4 年であ る。 教育監は教育委員会からの 推薦された人で 大統領が任命する。 また教育に関する 重要 政 
策を審議するために 道には道教育委員会が ， 国には中央委員会をおいた。 

155 Jl@ 党議 (1996) 『台湾・韓国の 地方財政』日本経済評論社， 63 ～ 64 頁。 
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すなわち，第 1 に，当時は第 1 章で述べた よう に，韓国政府樹立後まもない 時期だったの 

で ，地方自治より 中央政府の体制整備が 優先された。 また，当時の 李承晩政権 は国会から 

選出された大統領だったので ，もし政治社会的混乱によって 地方選挙で与党が 負けるかも 

しれないという 政治的な不安から 地方自治の実施を 延期したと考えられる。 

そして，第 2 に，朝鮮戦争中に 地方議員選挙を 実施したのは ，朝鮮戦争直前であ る 1950 

年 5 月第 2 次国会議員選挙の 結果，すなわち ，与党 57 席，野党 26 席，無所属 127 席とい 

ぅ 結果から政治的な 危機感を感じた 点を指摘できる。 そこで当時の 李承晩政権 は大統領選 

出を国会間選制から 国民直選制へ 改正するという 憲法改正案を 国会に提出した。 しかし， 

その憲法改正案は 国会で否決されて ，与党は中央での 政治基盤を失うことになった。 それ 

で 戦争中に地方選挙を 行 う ことによって ，不安な民心から 政治基盤を確保することができ 

るという政治的な 意図があ ったと考えられるのであ る 156 。 

以上から当初の 韓国地方自治は 中央集権 的な行政体制として 出発し，その 原因は政権 維 

持という政治的意図であ り，その結果，地方自治制度の 整備が遅れたのであ る。 

(2) 地方自治の中止と 復活 

紅 全曲折を経て 始まった韓国の 地方自治制度は ， 1961 年 5 月 16 日の軍事クーデタ 一に 

よって，その 当日地方議会が 解散され，事実的機能停止になった。 軍事政権 は同年 9 月 1 

日に 「地方自治に 関する臨時措置法」を 制定，実施した。 これによって 1980 年代まで 約 

30 年間地方自治法はその 機能を失ったのであ る。 

ここで，「地方自治に 関する臨時措置法」の 内容について 簡単に触れて い く 167 。 まず， 

第 1 に，この法律は ， 新しい地方自治法の 改正までに，従来の 地方自治法の 上位法として 

位置づけられた 条件付き法律として 6 回の改正があ った。 第 2 に，基礎自治体を 市邑面 か 

ら 市部へと広域化，目面は 郡の補助機関に 格下げした。 第 3 に，自治体の 首長は中央から 

任命し，補助機関であ る目面の首長は 郡 守 が任命する 158 。 また 邑 面の補助機関であ る 洞里 

の 守長は市邑面長が 任命することとされた。 第 4 に，議決を要する 場合，特別 市と 道は内 

156 結局，地方議員選挙で 与党が 6 割を占めていた。 曹 京華 (1999) 『韓国地方財政史論』 裕豊 出版社， 
292 ～ 295 頁。 

157 内務部 (1987) 『韓国地方行政 史 ( 上 Ⅱ， 81 ～ 86 頁。 
、 58 地方自治体の 構造は，特別 市 ・道一市・郡であ り， 市 郡の補助機関あ るいは下部組織として 邑 ・画一 
洞 ・里があ る。 1962 年以降， 目面長も別定職から 一般職へと改正された。 
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務 部長官が，市部は 道知事から承認、 を受けることにされていた。 

そして，特別自治体であ った教育 区は ついて， ク一ヂタ一 直後にこれを 廃止し，その 機 

能 を一般行政機関へ 統合した。 その後， 1963 年 11 月に教育自治を 復活させ，執行機関と 

して特別 市 ・道には教育委員会を ，市部には教育長を 置くことにした。 教育委員は名誉職 

として任期 4 年であ る。 

以上のように ，この時期韓国の 政府間関係は 中央行政中心の 集権 的な制度がより 強化さ 

れていたことがわかる。 そうした特徴は ，国家の経済開発をサポートし ，地域開発を 推進 

するのに，より 効率的な地方行政体制を 確立するという 意図によってもたされたものであ 

った 。 

こうした集権 的制度が分権 化へと動き出したのは ， 1980 年代後半に入ってのことであ る。 

1987 年 6 月 29 日の「民主化宣言」の 影響を受けて ， 1988 年には「地方自治法」が 復活 

することになる。 その内容は以双の 地方自治法が 全面的に改正された。 すなわち，区を 自 

治 体として含めること ，地方議員や 自治体長の住民直選制などを 中心としていた。 その後， 

1991 年に地方議会議員選挙が 実施され， 1995 年には地方議員選挙とともに 自治体長選挙 

が 実施されたのであ る。 

その後の主な 改正は，表 4.1 によると， 1994 年の改正で直轄市から 広域市への変更 159, 

1995 年には基礎自治体の「帝都合併」が 実施された。 また， 1999 年に「住民監査制度」 

が 導入され，引き 続き市部合併が 実施された。 2005 年には「住民訴訟制度」が 導入される 

などの改正が 行われた。 

こうした改革の 結果，韓国の 地方自治体の 構造は次のようになった。 すなわち，表 4.2 

をみると， 2006 年 2 月現在で地方自治体数は 248 団体で 2 階構造となっている。 まず 広 

域 自治体として 16 自治体をおき ，その内訳はソウル 特別 市 ， 6 広域 市 ， 9 道からなり， 次 

に 基礎自治体として 232 自治体をおき ，その内訳は 70 区， 74 市， 88 郡から構成されてい 

る 。 また基礎自治体であ る 区 ・ 市 ，郡の下部行政機関あ るいは補助機関として 洞 ・行政区・ 

邑 面 が置かれている。 

以上のように 韓国の地方自治制度は ，政府樹立後中央集権 的なシステムを 特徴としてい 

たが， 1980 年代後半に地方自治制度が 復活されて以降，地方分権 化へと歩み始めている。 

そうした点について ，以下で国と 地方の事務の 区分およびその 配分関係から 確認、 していこ 

159  釜山 広 城市 (1963),  大邱と仁川底城市 (1981),  光州広域 市 (1986),  大田広域 市 (1989),  蔚山 広 
城市 (1997) 
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(3) 地方自治体の 事務 

韓国の地方自治体の 事務は「地方自治法」に 基づき， 自治事務，団体委任事務，機関 委 

仕事務の 3 つぼ分けられる 160 。 まず自治事務は ，地方自治体の 本来の目的に 該当する固有 

事務であ り，具体的には ，住民の福祉向上を 進めるための 住宅，上下水道，医療，環境， 

福祉施設，地方税等の 事務であ る。 その経費は，原則的に 自治体の自主財源と 地方交付税 

から全額を充当し ，例外的に国庫補助金を 使 う 場合もあ る。 

団体委任事務は ，国 および上級自治体から 委任を受けて ，地方自治体が 実施する事務で 

あ り，具体的には ，伝染病，河川，国道，保健所，生活保護等の 事務であ る。 その 経 

該当自治体と 国が分担する。 この場合，国庫補助金は 一部補助の負担金であ る。 

機関委任事務 は，国 および上級自治体から 委任を受けて ，自治体の執行機関，すな む ち ， 

首長が国の代理機関として 実施する事務であ り，戸籍，兵役，国会議員選挙，経済計画 お 

ょび 経済統制等の 事務であ る。 その経費は全額を 国が負担する。 この場合，国庫補助金は 

義務的交付金であ り，国からの 監督が強い。 

では，以上のような 地方事務を国家事務と 関連してみると ，表 4.3 のようになる。 ここ 

での地方委任事務は 地方自治体の 機関委任事務として ，地方事務とは 地方の自治事務や 団 

体 委任事務を含んでいろ。 まず，第 1 に，全体事務は 国の事務が 75% 。 を，地方自治体が 

25% を占めている。 そのうち自治体の 事務は ， 国から委任された 機関委任事務が 約 5 割を 

占めているので ，それを合わせると ，地方事務というのは 13% にすぎないことがわかる。 

第 2 に，事務を政策別にみることによって ，国 と地方の実施事務の 配分関係を推察できる。 

その内容は全体事務のうち ，産業・経済に 関する事務が 5 割を超えており ，国家管理と 社 

会 ・文化に関する 事務が残りの 半分を占めている。 産業・経済に 関する事務は 国家事務と 

して 75% を行い，地方委任事務としてのそれは 16%, 地方事務としてのそれはわずか 9% 

となっている。 

しかし第 8 に，縦軸でみると ，国家事務と 地方委任事務で 主な政策事務は 産業・経済 

に関する事務であ り，地方事務で 主な事業は，産業・ 経済と社会・ 文化に関する 事務がそ 

れぞれ 716 件， 713 件として，地方事務のうち ， 34% ず つ 占めているのであ る。 そして， 
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第 4 に，全体事務を 性格別にみると ，執行に関する 事務が 11,316 件で 7 割を超えており ， 

地方自治体は 企画に関する 事務が 17%, 執行に関する 事務は 29% を行っている。 つまり 

国が企画し地方が 一部を実施する 事務分担であ ると い える。 

そうした事務分担から 経済成長に関わる 事業は国を中心にして 地方がサポートし ，地方 

の 委任事務は国からの 公共事業の委任が 多く，住民と 密接する事務は 地方に分けているこ 

とがわかる。 次に，以上のような 国と地方の関係がどのように 形成されてきたのか ，財政 

面 に焦点を当てて 追跡していきたり。 

第 2 節 地方財政の展開 

(1) 韓国の地方財政制度の 形成一米軍政下から 1950 年代 一 

米軍政 下 (1945.8.15 ～ 1948.8.15) の地方財政に 関する資料 け 残俳ながら，ほとんど ぃ 

ないので，中央財政側の 資料から推察していく。 この時期は第 1 章で前述したよ う に ，統 

治の安定のための 経済安定を中心にした 財政安定策を 取った中央集権 的な行財政であ った。 

当時の財政について ，第 1 章の表 1q3 によると，最大の 収入は官業および 官有財産収入と 

して歳入の 5 割を超えており ，税収は 10% 前後を占めていた。 また歳出仕官業費が 約 4 

で 2 割を占めていた。 また，地方行政費への 支出からみると ， 1946 年のそれ 

は 16% を占めていた。 にもかかわらず ， 1947 年のそれは 7.2%, 1948 年のそれは 3.9% 

となり， 急 減していることがわかる。 この時期，財政の 中央集権 化が確認できる。 

1946 年の地方自治体の 経常費の予算額は ，歳入総額が 4 億 8435 万国，歳出総額は 托 

億 2486 万 圓 になり 161, 歳出が歳入の 2 倍をさらに上回っていた。 それは上で述べた よう 

  

  

に中央からの 地方行政費からなる。 

他方，米軍政下の 地方税制は，最初朝鮮総督府時代のそれを 維持していたが ， 1946 年 

10 月 15 日に「米軍政法令第 109 号」によって ， 初めて地方税制の 改正が行われ ，その後 

全 4 回の改正があ った。 そうした改正の 内容は地方税制の 簡素化，税率の 現実化，地方税 

lf61 戦後韓国の貨幣単位は 圓， 圓 ，ウォンに変遷された。 朝鮮戦争中の 1953 年 2 月 15 日に第 1 次通貨 改 
革 によって，従前の 100 圓に対して新通貨単位 1 園で交換され ，すか わち ， 1 圓ニ 100 圓の額面切下げた。 
その後軍事政権 の下で ， 1962 年 6 月 10 日に第 2 次通貨改革が 行われ， 1%  ( ウオン ) 二 10 園の額面 切 
下げられて現在まで 至る。 結局， 1000 圓 Ⅰ 10%=1 ウオンになっている。 
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収の増加などであ った 162 。 その改正後は 948.6.21) における地方税は 道税， 府 ・ 邑 。 面 

税 ，教育 区税 に分けており ，表 4-4 によると，取引所 税 付加税と屠場 税 ，雑種 税 09 税目 

( 俳優 税 ・電柱祝・金庫 税 ・ビリヤード 税 ・用人税，ピアノ 税 。 妓生 税 ・扇風機 税 ・給仕 

税 ) が 廃止されたのであ る。 

以上のような 米軍政下の地方財政は ，全体として 地方財政の国庫依存度が 高いといえる 

が ，他方では，年々地方行政費が 急減しており ，地方税収の 増加が不可避となっていたと 

いえる。 

1948 年 8 月 15 日の韓国政府樹立後は ， 第 1 節で前述したよ う に， 1949 年 7 月の「 地 

方 自治 法 」の財務 編 と国の「財政法」に 基づき，地方財政を 運営してきた。 しかし，その 

後，地方財政に 関する法的規定の 不明確によって ，運用の矛盾，責任回避，非合理性など 

0 間 題 点が表面化した。 そこで， 国 と地方の財政関係の 協調における 財政責任や限界， 経 

費 負担を明確にするために 1963 年 11 月 11 日に地方財政法」が 制定，公布され ，翌年 

から施行され ，現在まで至っている。 この間，朝鮮戦争中の 1951 年には臨時地方分与 

税法」が制定，実施され ，その後地方交付税へ 再編されるが ，これについては 第 3 節で述 

べる。 

韓国の「地方自治法」の 財務 編 では，会計を 一般会計と特別会計の 2 つに 分けており， 

また特別会計には 地方公企業特別会計，その 他特別会計があ る。 ここで留意すべきなのは ， 

「地方自治法」に 規定されていない 会計として「教育費特別会計」があ り，韓国では 地方 

財政の会計にほ 教育 特別会計は含まれていないことであ る。 本章では一般会計，特別会 

計 ( 公企業特別会計，その 他特別会計 ), 教育費特別会計に 分けて進めていく。 会計年度は 

毎年 1 月 1 日から 12 月 31 日までであ る 163. 

韓国の地方財政の 推移について ，表 4.6 をみると，まず ，第 1 に，地方財政の 規模は当 

初 ，低位であ ったが，その 規模は増加傾向を 示している。 地方財政規模の 対 GNP 比をみ 

ると，朝鮮戦争直後， 1953 年， 1.6%0 であ ったものが， 1960 年， 6.3% となり，相対的に 

低位のもとではあ るが，急増したのであ る。 また中央財政と 地方財政を比較してみると ， 

よ りわかりやすいと 思 う 。 すなわち，地方財政の 中央財政に対する 比率は 1953 年， 5.9% 

であ ったものが， 1959 年， 19.5% へ 急増している。 

、 G2  車 耕槽 (1984)  『双掲 書 』， 94 ～ 96  頁。 
1f83  会計年度については ， 1945.8.15 ～ 1954.3 までは毎年 4 月 1  日～翌年 3 月 31  日まで， 1954 年度は 1954.4 

～ 1955,6 までの 15 ケ 月間， 1955 年度ほ 1955.7 ～ 1956.12 までの 18 ケ 月間， 1957 年以降は毎年 1 月～ 

12 月までであ る。 
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第 2 は，地方財政に 含まれていない 教育費特別会計の 存在にふれておこう。 韓国の地方 

財政は一般会計と 特別会計の 2 つに 分けられる。 1960 年の地方財政のうち ，一般会計が 

86%, 特別会計で 14% を占めている。 教育費特別会計の 対中央財政比率は 1957 年， 5.2% 

であ ったものが， 1960 年， 8.1% 。 へ 増大している。 またそれの対地方財政比率は 1957 年， 

29.5%0 であ ったものが， 1960 年， 37.9% へ 急増している。 

しかし，一般会計の 規模は下がる 反面，特別会計のそれは 増えている。 さらに教育 

別 会計が急増しているので ，それを地方財政規模と 合わせると，中央財政の 3 割を上回っ 

ている 164 。 

次に，地方財政の 歳入および歳出の 内容について ，表 4.7 をみていく。 まず，地方財政 

の 財源がどのように 賄われたのかについて ，第 1 に，地方財政一般会計歳入をみると ， 地 

方 税収の割合が 最も低く，国庫補助金が 最大の項目となっており ，ほ ほ 5 割前後を占めて 

いろ。 他方，地方財政交付金や 税 体 収入が 2 割前後を占めている。 地方税収の低さは 国税 

中心の税制改正，朝鮮戦争による 課税範囲および 対象の不安定にその 原因があ る。 そして， 

地方交付金は 1958 年 5.4% の割合に過ぎなかったのに ，翌年のそれは 2 割を上回っている。 

これは地方財政調整制度の 改革により，その 源 資を大幅に増大させたことに 起因するが， 

これについては 第 3 節で述べる。 

第 2 に，そうした 財源がどのように 使われたのか ，地方財政の 役割をについて ，地方 一 

般 会計歳出でみる。 まず，最大の 支出は「支援およびその 他」に関する 支出であ り， 1951 

年に 30.3%, 1953 年に 41.3%, 1958 年には 5 割を超えている。 「支援およびその 他」の 

中身は地方債償還，諸支出金，交付金，予備費等になっている。 以下にみる一般行政費， 

経済開発費，社会開発費が 制度の整備に 伴って増加してくるが ，それ以前の 雑多な支出が 

ここに含まれていたとみることができる。 社会開発費への 支出は 5% を下回る低い 水準だ 

が ，増加傾向を 示している。 この社会開発費は ，教育および 文化 費 ，保健および 生活環境 

改善 費 ，社会保障費，住宅および 地域社会開発費等の 構成として地方政府の 固有事務に関 

する支出であ る。 経済開発費は 農林水産開発費，地域開発費，国土資源保存開発費，交通 

管理費等の公益事業と 地域産業経済等に 関する支出であ り，地方政府の 委任事務と関わる 

支出であ る。 この支出は当初地方歳出全体の 2 割を上回っていたが ， 1950 年を通じて， 

しだいに減少している。 

'64 中央財政と地方財政，教育 特別会計をともに 合わせてみる 場合，同じものが 重複計算されないよう 
い 注意して， 純計 で計算しなければならない。 正確的な程度の 差はあ るが，ここでは 単純計算して 推察し 
ている。 
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以上のように 当該期の韓国の 地方財政は，中央財政規模の 2 割を下回る規模であ り， 歳 

入は中央への 財政依存が 7 割と非常に高い 水準であ ったことが特徴であ る。 また経済開発 

関係費も減少傾向を 示していた。 そうした韓国の 地方財政は， 1960 年代に入ると ，経済開 

発 計画の推進に 伴 い ，地方自治制度の 中止という条件のもとで 地方財政に関する 新たな 制 

度 再編が行われることになる。 

(2) 地方財政構造の 変容一 1960 年代以降 一 

1961 年 5 月の軍事クーデタ 一で政権 を握った 朴正照 らは，地方財政関係の 制度整備を 

どのように行ったか ，簡単に触れてみる。 まず， 第 1 に，地方交付税改革であ る。 それは 

従前の「地方財政調整交付金」制度の 仕組みを引き 続きながら， 1961 年Ⅰ 2 月に名称を「 地 

方 交付税」 へ 変えた後，交付税総額を 国税の一定割合に 限定したものであ る。 それ以後， 

韓国地方交付金制度の 総額をどのように 決めるかが重要な 論点となっていく 165 。 

第 2 に，地方税制の 改革であ る。 1962 年から推進される 経済開発計画を 支援すると 同 

時に，一定水準の 財政自立を図る 目的で， 1961 年 12 月に国税と地方税の 調整のための 地 

方税 改革が行われた 166 。 「国税と地方税調整に 関する法律第 780 号」がそれであ り，その 

内容は次のよ う であ る。 従来国税 20 税目，地方税 18 税目から改定後，国税 15 税目， 地 

方税 12 税目へ大幅に 簡素化した。 その際，以前国税であ った土地税，遊興飲食 税 ，馬券 

税 ， 自動車祝箸 04 税目を地方税に 移譲 し 以前の地方税のうち ，戸別税を廃止し ，所得 

税 付加税や法人税付加税を 新設し，特別行為税，漁業税，交通税等の 3 税目を国税へ 移譲 

した。 その結果，地方税体系がど う 変化したか ほ ，表 4.5 に示されている。 その後の地方 

税 体系の変遷は 表 4.8 のようになる。 これによると ， 1962 午から韓国の 地方税制は，独立 

税 であ る土地税，遊興飲食悦，自動車 税 ，財産税，免許税，屠畜 税 ，馬券 税 等を基本とし ， 

国税の所得税，法人税，営業税への 国税付加税が 補完的体系であ ったことがわかる。 さら 
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165 後述してあ るが，韓国の 地方交付税制度は 歴史的な次のように 変わっていた。 すなわち，臨時地方分 
与税 (1951.4.1) づ 地方分与税 (1952.9.12) づ 地方財政調整交付金 (1958.3.11) づ 地方交付税 (1961.12.31 
以後 ) になり，現在に 至っている。 
166 県 然天 (1987) 下前掲 書 』， 77 ～ 79 頁。 
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で 至っている。 

第 8 に，地方財政法の 制定，実施であ る。 1963 年までは前述したよ う に，「地方自治法」 

0%   務編 および国の財政法を 借りて地方財政を 運用してきたが ， 1963 年 11 月 11 日に「 地 

方 財政法」を制定したのであ る。 それは，健全財政，会計年度独立，地方債発行，債務 負 

担 行為，予算と 決算等の第 13 章第 73 条になり，会計は 一般会計と特別会計 ( 公企業特別 

会計，その他特別会計 ) に区分された。 

第 4 に，「補助金管理法」の 制定，実施であ る。 1963 年以前は国庫補助金に 関する法的 

規定が存在しなかった。 にもかかわらず ，国庫補助金は ，表 4.7 で確認した よう に，地方 

財政の 5 割を占める最大の 収入源となっていた。 政府は，経済開発のために 中央への財源 

を 確保し，また ，国策に地方を 動員する必要性から ，「地方財政法」の 制定と同時に ， 1968 

年 11 月に「補助金管理法」を 定めたのであ る。 

以上のような 法的制度を整えた 韓国地方財政は ，以後はどのように 展開していったのか ， 

次に検討していきたい。 

1960 年代以降の地方財政の 動向は，表 4.9 が示している。 まず地方財政規模の 対 GNP 

比 をみると， 1960 年， 6.3% であ ったのが， 1964 年のそれは 8.3% を占め，いったんほ ほ 

半分に急減した。 その理由は ， 上で述べたよ う に，経済開発の 推進による財源の 中央集中 

によるものであ る。 しかし， 1966 年の地方税改定および 地方交付税改定により ，従前の水 

準を回復しょうに 増え続けている。 

一方，地方財政の 規模は，表 4.6 と表 4.9 によると， 1960 年代半ばと 1980 年代後半， 

1990 年代後半を画期として 膨張をしている。 地方財政の中央財政に 占める比率は ， 1962 

年 11.4% であ ったのが， 1966 年のそれは 18.8% 。 に急増し，その 後 2 割をさらに上回って 

いる。 1984 年からそれは 3 割合へ入り， 1989 年 36.7% になり，さらに 1990 年から 4 割 

台 にまで到達した。 1997 年の通貨危機を 契機に減少したが ，その後，すみやかに 回復し ， 

2002 年のそれは 41% となっている。 それに教育費特別会計を 加えると， 2002 年の韓国地 

方 財政の対中央財政比は 86% という高い水準になる。 

このように増加傾向を 続けた地方財政の 役割はどのようなものかについて ，地方財政一 

般 会計歳出をみながら 検討していく。 表 4.10 によると， 第 1 に， 1960 年代半ば以後， 従 

前の最大の支出を 占めていた「支援およびその 他」に関する 支出が急減し 経済開発費が 

最大の支出を 占めるよさになったことであ る。 1961 年の経済開発費への 支出は 19.2% 。 で 

あ ったが， 1963 年のそれは 43.4%0 に急増した。 その後も増え 続 け ， 1971 年には 60.3% ま 
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で 上った。 経済開発費が 急増したのは ， 1962 年から推進した 経済開発計画によって 公共事 

業 が活発になり ，それの関係事業が 地方へ委任されたことと ， さらに 1972 年以降地域社 

全 開発運動であ る「セマウル 運動」 ( 新しい 町 づくり運動 ) が始まったことが 大きく影響し 

ている。 

第 21 こ ，社会開発費の 急増であ る。 この支出は 1961 午に地方一般会計の 中でわずか 5.3% 

を 占めるにすぎなかった。 しかし，翌年 12.6%7U に急増し，その 後も一貫して 増加している。 

特に 1960 年代半ば， 1980 年台後半， 1990 年台後半には 2 倍を上回る急増が 確認できる。 

そうした動きの 背景には， 1960 年代半ばの社会福祉制度の 導入， 1970 年代からの「セマ 

ウル運動」， 1990 年代後半の社会福祉制度の 整備などがあ る。 

では，次に地方政府はそうした 財源をどのように 賄ったのかについて ，表 4.11 をみてい 

く 。 地方財政一般会計歳入は ，表 4-11 によると，地方税収， 税体 収入，地方交付税 ( 地方 

交付税，地方譲与 金 (1991 年以後 ), 地方財政調整交付金 (1988 年以後 ) 等の合わせ ), 

補助金，地方債に 分類される。 そのうち地方交付税と 補助金が中央政府への 依存財源であ 

る 。 歳入面の特徴として ， 第 Ⅰに，地方財政歳入は 1960 年代半ぽから 増加が続き， さら 

に 1980 年代後半からは 急増している。 1963 年の歳入総額は 194 億ウォンであ ったのに， 

1967 年のそれは 621 億ウォン， 1969 年に 1224 億ウォンに 急 、 増している。 そのテンポは ， 

1970 年代半ば以降さらに 加速化している。 

第 2 に，地方税収の 比率の低さであ る。 地方税収は 1961 年の税収改革後急増して 歳入 

に 占める比率は ，いったん 4 割まで上昇したが ， 1969 年のそれは 21.7% まで急減した。 

その後徐々に 回復し，以後 30% 前後の水準となっている。 国税と地方税の 比率を見ると ， 

9 対 1 および 8 対 2 の割合で圧倒的に 国税中心となっている。 租税体系という 視点から 表 

4-5 および表 4-8 を見ると，国税 は 所得課税や消費課税中心となっており ，これに対して ， 

地方税は財産課税中心であ ることが確認できる。 

第 3 に，地方財政歳入の 項目別割合で 地方交付税，補助金という 中央への依存財源の 割 

合 が一貫して 40 ～ 45% を占め高 い 水準にあ ることであ る。 朝鮮戦争以前は ，表 4,7 で確認、 

したよ う に， 税体 収入が最大の 割合を占めているが ，その後 1953 年から補助金へ 変わる 167 。 

それは米軍政下の 帰属財産処理と 外国援助収入の 売却収入であ る見返り資金によるもので 

あ ることは前述した 通りであ る。 この時期の補助金は「補助金管理法」に 甚 いて給付され 

1f67 視界収入は財産賃貸，使用料，手数料，利子収入，財産売却収入， 繰 延金，転入金，預託金，雑収入 
等に構成されている。 
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ており， 1986 年廃止されるまで 改正はなかった。 1987 午からは「補助金の 予算および 管 

理 に関する法律」が 施行され，地方自治体に よ る補助金の申請主義が 導入され，また 補助 

対象事業と補助率が 法的に明文化された。 

一方，地方自治制度の 停止後，地方交付税は 1967 年に 38.6% を占めるなど 歳入のうち 

最大の収入源になり ， 1971 午から減少したものの ， 1980 年代から徐々に 回復している。 

以上のように 地方財政は 1960 年代半ば以降， 1980 年代半ばまで ，地方自治制度停止も 

との地方財政は ，中央政府の 圧倒的な量の 優位のもとで 地方交付税制度に 支えられる構造 

であ った。 しかし，「 尭 成長後分配」の 理念に基 く 経済成長優先政策は ，地域間不均衡を 

拡大させそれを 改善する必要を 生じさせた。 民主化要求とともにそうした 要請も地方自治 

制度の復活の 背景をなしていたのであ る 1680 

1988 年地方自治制度復活後の 地方財政は，歳出の 対 GDP 比 ，村中央財政歳出比を 増大 

させていったことが 特徴であ る。 それを牽引したのが 社会開発 の 増大であ る。 一方では 

経済開発中心の 中央財政を支援するための 公共事業を担当しっ っ ，他方では地域間不均衡 

への不満に対応して ，国民への民主的施策を 充実させていく 役割を果たしたのであ る。 社 

全開発費は， 1990 年代後半には ，経済開発 と 匹敵する規模となり ，さらに 2000 年代に 

入って経済開発費をしのいで 最大の支出項目となっている。 1960 年代に形成された 開発 射 

政は ，地方自治制度停止下の 地方財政に支えられていたが ，そうした開発財政のあ り方が 

変化していることは ， 1988 年地方自治制度復活後の 地方財政の構造変化という 側面からも 

確認することができるのであ る。 

次に，こうした 変 ィヒ と 地方交付税との 関係に注目して 検討してみよ ワ 。 

第 3 節 地方財政調整制度 

(1) 財政調整制度の 意義 

地方財政調整制度とは ，地方自治団体間の 水平的な財政力格差を ，完全もしくほ 部分的 

に ，平準化する 機能を含む制度であ る 169 。 言い換えれば ，地域間の財政力格差を 是正し ， 

ナショナルミニマムの 実現とともに 地域に固有の 公共サービスの 供給をも可能にする 財源 
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保障を目標として ，政府間における 財政移転を行 う ことを財政調整という 170 。 その 2 つは 

国税の一定部分を 配分する仕組みにおいては 不可分の関係にあ る。 

韓国における 国と地方の間の 財政調整制度は ，前述したよ う に，地方交付税制度，地方 

譲与令制度，国庫補助金制度があ り，地方政府間財政調整制度として 調整交付金制度があ 

る 。 補助金制度や 地方譲与令制度は 国の委任事務についてその 経費の一部あ るいは全額を 

負担するのに 対して，地方交付税は 地方政府の財政力格差を 調整するために 交付するもの 

であ る。 

以下，韓国における 地方財政調整制度の 形成と展開の 過程を地方交付税制度に 焦点を当 

てて検討していこ う 。 

(2) 地方交付税制度 

韓国における 地方交付税制度について 整理すると，表 4.13 のようになる 171 。 地方交付 

税制度は朝鮮戦争中の 1951 年の「臨時地方分与税」制度から 始まる。 それ以前は朝鮮総 

督 府下で 1940 年に実施された「財政調整補給金」制度があ る。 この「地方財政調整補給 

金 」制度は， 3 種の所得税と 遊興飲食 税 および揮発油税等の 一部を財源とし ，朝鮮総督府 

の 内部で補給金を 算定したものであ った。 法律に 甚 くものでもなく ，財政調整の 数 果 はほ 

とんどなく，中央集権 的および行政的な 措置であ った、 72 。 

これに対して「臨時地方分与税」制度ほ 173, 朝鮮戦争中に 地域間の深刻な 財政力格差を 

調整する目的で 導入され， 1951 年のみの 1 年間限定の臨時制度であ った。 臨時地方分与 

税 総額は地税・ 営業税の 13.39 ～ 34.68% 。 を財源として ，その総額の 76% を普通分与税 へ， 

26% を特別分与税として 配分した。 その規模は 1951 年の地方財政一般会計の 10% を占め 

ている。 そうした臨時分与税のうち ，普通分与税は 特別 市 ・道に 8.3%, 市に 8.47%, 口口 

耐 こ 82.33% を分与し，特別分与税は 自治体別の限度額を 定めないまま ，庁舎の修理・ 復 

旧 およびその他の 特別な事情を 考慮して配分することとした。 こうした臨時分与税制度は 

普通分与税の 分与方式が，人件費，事務所要領，地方税負担額等を 基準にした単純なもの 

であ ったことと，分与税配分における 裁量範囲が広かったので ，実質的な財政力調整機能 

170 片桐正俊 編 (1997) 『財政学 ( 転換期の日本財政Ⅱ東洋経済新報社， 456 頁。 
171  内務部 (1987)  F 前掲 書 』 664 ～ 704  頁。 
172  曹京準 (1999)  『双掲 書 d,  319 頁。 
173  内務部 (1987)  『双掲 書 』， 664 ～ 665 頁。 
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という点では 十分ではない 制度であ り，自治体への 比例的な財源付与的役割を 果たしてい 

た 1,4 。 

1952 年には「地方分与税」制度が 制定され， 1958 年まで地方財政調整制度として 維持 

された。 仕組みは基本的に「臨時地方分与税」制度と 同じであ るが，次の相違があ る， 75 。 

まず財源が第 2 種土地収得税と 営業税の 15% とされた。 「臨時地方分与税」 よ り安定した 

財源の確保ができることになった。 そして普通分与税と 特別分与税に 分けられていること 

は 「臨時分与税」と 同じであ るが，従前の 普通分与税 ( 第 1 種～第 8 種 ) と特別分与税に 

対して，普通分与税 ( 第 1 種，第 2 種 ) と特別分与税 ( 第 3 種，第 4 種 ) に再編成した。 

分与税総額について 団体への配分比率が 定められたのも 従前とほ異なる 点であ る。 すなわ 

ち ，ソウル特別 市 。 道は 20%, 市は 10%, 邑 ・面は 70% になり，従前と 比べて都市地域 

に 有利な配分となった。 分与税総額の 配分は，普通分与税の 第 1 種はその総額 30%, 第 2 

種は 15%, 特別分与税であ る第 3 種は 15%, 第 4 種は 40% を配分した。 

しかし，この「地方分与税」制度は 分与財源不足が 続くなかで，むしろ 補助金への依存 

が 多くなり，表 4.7 で確認、 した よう に地方財政で 占める割合が 急減し， 1958 年に廃止され 

ることになった。 

1959 年から「地方分与税」制度に 代わって「地方財政調整交付金」制度が 実施された。 

それによって 財政調整交付金の 規模は急増することになったことは 表 4.7 で確認、 した通り 

であ る。 財源としては ，第 1 号財源として 営業税・遊興飲食 税 ・入場税・電気ガス 税の 40%, 

第 2 号財源として 1 種土地収得税の 8.8%, 2 種土地収得税の 50% を設けられ，地方分与 

税 と比べ財源が 大幅に増大した。 特別財政交付金には 普通財政交付金の 30% を配分した。 

注目すべきなの ほ ，「地方分与税」と 比べて配分方法が 抜本的に改められたことであ る。 

す な む ち，各自治体へ 交付する普通交付金は ，基準財政収入額が 基準財政需要領に 不足す 

る額 ，いわゆる財政不足 額 ( 二基準財政需要 領 一基準財政収入額 ), あ るいは各自治体に 対 

して算定した 財政不足額の 合算額が普通交付金の 予算総額を超える 場合に交付することに 

なった。 ここで基準財政需要領とは ， 自治体の財政需要を 測定するために 算定する 額 とし 

て ，基準財政需要 領 = 測定学位 ホ 単位費用， と 計算する。 基準財政収入額とは ， 自治体の 

財政収入を測定するために 算定する額であ り， 「地方税法」の 標準税率の 70%t こ 相当する 

比率で算定した 当該自治体の 普通税と臨時土地収得税還付金の 収入予算額を 合わせた額で 
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あ る。 そうした制度の 結果，表 4-7 で確認したよさに ，地方交付税の 地方財政歳入に 占め 

る 割合は 1959 年実施初年度に 4 倍の成果を上げることができた。 ここで自治体への 財源 

付与機能ばかりではなく ，財政調整機能を 具備した本来の 一般財源としての 性格を持っこ 

とになった。 ただし，この 制度の交付金の 算定方式をみると ，まだ補正係数は 導入してい 

ないものの，普通交付金 = 当該自治体の 財政不足 額ネ ( 普通交付金の 予算総額 / 財政不足 額 

があ る自治体の財源不足総額 ) となっており ，財政不足額を 基礎とする方式なので ，普通 

交付税予算額が 各自治体の財政不足額の 総計と必ずしも 一致しないということを 想定して 

いた。 つまり，現在の 交付税制度とほぼ 同じ仕組みが 確立されたのであ るが，予め決めら 

れた予算総額以上には 絶対に出さないという 構造も組み込まれたのであ る 176 。 

その後， 1961 年 5.16 軍事 ク一ヂタ一 後の軍政および 林政権 によって開発財政制度の 整 

備に伴い，地方財政の 制度整備の一環として 地方交付税制度の 改革が行われた。 1962 年 か 

ら 自治体間の格差調整と 地域間の均衡発展のために 新たな「地方交付税」制度が 実施され， 

改正を経て今日まで 至る。 

1962 年から実施された 韓国の地方交付税制度の 特徴は，第 1 に， 1950 年台までの制度 

は 地方財政への 財源保障とはいえない 財源付与が中心であ った。 しかし， 1962 年の地方交 

村税制度から 本来の 2 つの機能，財源保障機能と 財政力格差調整機能が 組み込まれている 

のであ る。 もちろん 1959 年の地方財政調整交付金制度は 地方交付税とほぼ 同じ制度であ 

り ，財政不足額を 基礎として算定しており ，実際に高い 成果を上げたものであ る。 しかし， 

この制度は上で 述べたよさに ，財源が国税の 一定率と財政不足額を 国家予算に加える 仕組 

みになり，自治体に 対して国が最終的に 財源を保障する 制度であ った。 それに対して ， 第 

2 に，地方交付税制度の 財源は国税の 一定率のみになっている。 すなわち，普通交付税と 

して 2 つの財源を置き ， 第 1 号 財源は営業税，入場税，電気ガス 税の 40%, 第 2 号財源 

は 酒税のうち濁酒税および 薬酒税の 85% とされた。 特別交付税は 第 1 号財源の 10% とさ 

れ ，そうした財源が 初めて法定化されたのであ る。 その結果，財源保障機能は 国税の一定 

割合という構造にあ らかじめ規定されることになり ，以後の制度改定は 国税の一定率を 上 

げるか下げるかをめぐる 問題に関わることとなる。 

第 3 に，交付税の 算定方法に財政不足額を 基礎として交付することは 従前と同じであ る 

が ，基準財政需要額の 算定における 測定項目数を 拡大し，人口およびその 他の測定単位 [ こ 

ついて補正係数が 導入されることになった。 

176 川瀬党議 (1996) 『双掲 書 d, 183 頁。 
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こうした地方交付税制度の 主な改正は，交付率の 算定方式について 5 回の変更が行われ 

たことであ る。 第 1 に， 1962 年から 1968 年は国税の消費税項目に 一定割合を適用して 交 

村税額を算定した。 第 2 に， 1969 年から 1972 年までは法定交付事として 内国税総額の 一 

定 割合 (17.6%) を適用算定した。 第 3 に， 1973 年から 1982 年までは 1972 年のオイル 

ショックによる「大統領緊急命令」，いわぬ る 「 8.3 措置」で法定交付率を 廃止し，毎年子 

算 配分として任意的に 配分した。 これは財政運用の 硬直性を解消する 目的であ るが，結果 

的に地方交付税の 急減をもたらすことになった。 第 4 に， 1983 年から 1999 年まで は 法定 

交付率の復活し ，内国税総額の 穏・ 27%M を適用算定した。 第 5 に， 2000 年からは内国税 総 

額 0 15% を適用算定している。 

こうした改正をへて ，現行地方交付税制度には 次ぎのようになっている 177 。 まず第 1 に， 

地方交付税は 4 つに 分類されている。 す な れ ち ，普通交付税，特別交付税，分権 交付税 (2005 

年 1 月以後 ), 不動産交付税 (2006 年 1 月以後 ) として分類されている。 

第 2 に，交付税 ( 不動産交付税を 除く ) の財源は当該年度の 内国税総額の 1 万分の 1924 

に 該当する金額とされる。 その総額のうち 分権 交付税の財源は 内国税総額の 1 万分の 94 

に 該当する金額，普通交付税の 財源は分権 交付税額を除覚した ぅ えで交付税総額の 96%, 

特別交付税はそれの 4% に該当する額であ る。 不動産交付税の 財源は総合不動産税総額と 

されている。 

第 3 に，算定方式について 178, 普通交付税は ，基準財政需要領一基準財政収入額二財政 

不足 額 X 調整率， とされる。 ここで「基準財政需要領」の 算定式は，基準財政需要 領 = 墓 

礎 需要領 " 。 小補正需要 領二 ( 測定単位 X 単位費用 X 補正係数 ) 小補正需要領， とされて ぃ 

る 。 すな む ち，測定項目別で 単位費用を掛けて 算定した金額を 補正係数で調整して 補正 需 

要 額を合算することであ る。 測定項目は，行政運営警備 ( 経費 ) を機能 別 ，性質 別 で分類し 

た 項目であ り，人件費，社会福祉 費 ，保健 費 ，道路費など 28 項目となっている。 測定 単 

位は ，測定項目別に 財政需要を算出するための 単位として，人件費，公務員数，社会福祉 費 

・人口数，徴税 費 ・世帯数などの 27 単位があ る。 また，単位費用は ，測定単位数値 当 適用さ 

れる経費であ り，補正係数は 単位費用の一定適用を 補 う ための調整係数であ る。 これは 自 治 体 刑 需要が実際より 過多・過少算定されるのを 調整することを 目的とし，標準予算 標 

準 施設規模などを 基準で一定算式によって 電算処理されている。 補正需要 領 とは，基礎 需 

177 「地方交付税法」法律第 7257 号 (2004.12.30), 「地方交付税法法律」第 7844 号 (2005.12.3D)o 

178 愈惹 (2000) 『地方財政論』法文社， 218 ～ 224 頁。 
179 韓国の基礎需要 領 が日本の基準財政需要領にあ たる。 
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要領覚に交付税法上に 加えられた需要領のことであ り，教育費特別会計繰入金と 市道税 徴 

収 交付金が加算される。 

一方，基準財政収入額の 算式は，基準財政収入額二基礎収入額十補正収入額 ==y 地方税 

の内 普通税収入額 80% 。 十 補正収入額になる。 基礎収入額は 当該年度の地方普通税収入額の 

80% としている。 補正収入額は ，当該年度の 目的税収入額の 80%, 当該年度の市・ 郡の財 

政 交付金の 80%, 前々年度の地方税決算額精算分の 80%, 前々年度の財政交付金決算額 精 

算 分の 80% になっている。 なお，財政インセンティブ 制度が導入されており ，インセンテ 

イ ブ基準によって 算定金額に伴う 加減があ る " 。 。 

調整率の決定算式は ，調整率 = 普通交付税総額 / 財源不足が生じた 自治体の財源不足 額 

総額であ り，普通交付税総額が 財政不足 額 総額に達していない 場合，調整率を 算定して 自 

治体 別に交付税を 調整交付している " 、 。 

第 4 に，特別交付税の 交付は特別な 状況，災害，事故等の 場合，特別交付税財源の 50% 

に 該当する額が 交付される。 分権 交付税は国庫補助事業を 移譲した自治体に 交付する。 不 

動産交付税は 該当自治体へ 全額交付する。 

以上のように 韓国の地方財政調整制度ほ ， 1951 年の「臨時地方分与税」制度， 1952 年 

の 「地方分与税」制度を 前身とし， 1959 年「地方財政調整交付金」制度となり ， 1962 年 

「地方交付税」制度となった。 その過程 は ，日本の地方分与税制度，地方財政平衡交付金 

制度，地方交付税制度という 変遷を後追いするかたちをとっており ，制度の内容も 近似し 

ている。 しかし，その 機能は韓国独自の 性格が強かった。 

おわりに 

韓国の地方行財政は ，占領 期 以降一貫して 中央集権 的な行財政が 進んでいた。 また地方 

交付税制度は ，軍事 ク一ヂタ一 後，地方自治制度停止下で 確立し，開発財政を 支える役割 

を 果たした。 実際， 1960 年代から 1980 年代半ばまでは ，地方財政の 支出の水準は 相対的 

に 小さく，その 費目は経済開発費が 中心となっていた。 この時期の地方財政調整制度は ， 

相対的に小さな 地方財政が全国的に 万 篇 なく経済開発費を 支出し開発財政を 支える役割を 

180 基準財政需要インセンティブは 公務員定員減縮，経常的経費節減，日雇い 節減，目面 洞 統合誘導， 上 
水道料現実化率，地方庁舎適正運営等であ る。 基準財政収入インセンティブは 地方税徴収率向上，住民税 
個人均等割引上げ ，弾力税率適用，総合土地税課税現実化率，使用手数料現実化率等であ る。 
18 、 調整率は 1997 午に 82.95,  2000 年に 92.49 であ る。 
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果 たしたと言える。 

一方， 1980 年代に入って ，しだいに地方財政支出のなかで 社会開発費の 比率が高まり ， 

理法財政全体の 規模も増大し ，その傾向は 1988 年地方自治制度復活以降， さらに強まる 

ことになった。 国の経済開発戦略を 支援する機能と 同時に，住民への 最小限のサービスを 

保障する社会開発関係費の 増加が求められることになったのであ る。 その傾向は特に 社会 

福祉制度改革後，一層強まっている。 1980 年代後半以降における 韓国の地方財政調整制度 

はこれまでの 機能を変化 t せることになったと 考えられる。 すな む ち，第 1 に地方自治制 

度 復活によって 生じた大衆民主主義的状況下での 国民の公共サービス 要求に応えるものと 

なったこと，第 2 に，実際，地方支出で 最大の項目となった 社会開発関係費を 支えるもの 

となったこと ，この 2 点によって，韓国に 特殊な福祉国家の 重要な要素となったと 言える 

のであ る。 

では，韓国に 特殊な福祉国家とほ 何か，その形成過程の 史的特殊性に 留意しながら 次章 

で 検討しょう。 
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表 4.1    韓国地方自治制度の 変遷 
  

主な内容 その他 

地方議会 自治体首長 首長と議会 

地方自治法 住民直選 特別 市 ・ 道 首長による不 特別 市 ・ 道 ， 市 ・ 邑面の 2 階 自 

(1949.7.4) 制 ，任期 4  : 大統領任命， 信任 権 と議会 治 ， 自治事務と委任事務，国家 

午 ，名誉職 市邑面 : 議会問 選 解散確認定 公務員の配置 

第 Ⅰ 次 改正 首長承認で 市邑面長は道知事 1952 年に地方議会議員選挙， 

(1949.12.15)  議決を代替 が任命 1949 年教育法制定 

第 2 次改正 任期 3 年 市邑面長 : 直選 制 不信任 権 と議 t956 年に地方議会議員選挙 

(1956.2. エ 3) 任期 3 年 会 解散 権 廃止 

第 4 次改正 任期 4 年 市邑面長任命 制 不信任 権 と議 

(1958 ユ 2.26) 会 解散 権 

第 5 次改正 自治体首長の 住民 1960 年に地方議会議員および 

(1960. Ⅱ． 1) 直選 制 首長選挙 

地方自治に関する 臨時措置法の 制定実施は 961.9. 醸 

第 7 次改正 全面改正 : 首長の住民直選 制 ， 地方自治に関する 臨時措置法の 

(1988.4.6) 特別 市 ・ 道 と市部区を自治団体とする 廃止 

第 8 次改正 地方議会に行政監査権 認定， 1990 年地方議会選挙， 

(1989.12.30)  副 首長は首長の 推薦で任命 1991 年首長選挙 

第 Ⅱ 次 改正 会議参加議員に 交通費支給，地方議員の 逮捕・ 拘 

(1991.12.31)  架 する時通報，地方議会に 常任委員会の 設置 

第 13 次改正 直轄 市 を広城市への 名称変更，広域 市に区 以外の 自治区間の財源調整の 自律化， 

(1994.12.20)  郡の設置，首長の 再任は 3 回までにする ， 1995 年 都農 複合型市部合併 

第 1Q 次 改正 住民の条例制定および 廃止請求制度と 住民監査判 地自体間の紛争調整委員会の 機 

(1999.8.31)  度の導入，首長および 議長の全国協議会の 設置 能 ョ食 イヒ 

第 24 次改正 住民訴訟制度導入，住民監査制度の 改善，会議 期 

(2005.1.27)  間制限の削除，違法な 議会議決への 統制強化 
    

( 出所 ) 蒋 胴丸 は 993) 『地方行財政論』 裕豊 出版社， 47-48 頁。 

「法律 4789 号， 1994.12.20 」，「法律 6002 号， 1999.8.31 」，「法律 7362 号， 2005.1.27 」。 
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表 4.2  韓国の地方自治体の 構造 (2006 年 2 月現在 ) 

  政府   

 
 
基 礎 

自治体 

下 部 

行政機関 

ソウル特別 市 6 広域 市 9 通 

  4 部   74  市 84 部 

回 
す岡 邑 ・ 面 す同 ヲ m . 邑 ・ 面 邑 ・ 面 

注 ) 6 床城市 : 釜 lf (1963), 大邱 と仁 Ⅱ l (1981), 光州 (1986), 大田 (1989), 蔚山 (1997), 

9 通 : 京畿道，江原道，忠清北道，忠清南道，全羅北道，全羅南道，慶尚北道，慶尚南道， 済 川道。 

表 4.3  中央と地方の 事務区分および 配分 (1993 年現在 ) 

( 単ィ立 ; ィ牛， %) 

区 分 計 。 " 国家事務 地方委任事務 自治事務 

全体事務   15,774(100)    Ⅱ， 744(75)    1,920(12)    2,110(13)   

  国家管理 3,997(100)@ 3,049(76) 267(  7) 681(17) 

政策 別 産業・経済 8,010(100)@ 6,024(75) 1,207(16) 716(9) 

社会・文化 3,767(100)@ 2,671(71) 383(10) 713 Ⅰ 9) 

機能 企画 4,458(100)@ 3,703(83) 351(8) 404(9) 

性格 執行 11,316(100)@ 8,041(71) 1,569(14) 1,706(15) 

( 出所 ) 韓国地方行政研究院 (1999) D 地方自治・行政 50 年 史 (1948 ～ 1997 Ⅱ， 187 頁。 
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表 4.4  米軍政下の地方税体系 (1948 年 7 月 ) 

道
 

 
 

国税付加税 

地税付加税 

事業税付加税 

鉱 親付加税 

独立税 

戸別税 

家屋税 

林野 税 

屠畜 税 

漁業税 

車両 税 

不動産取得税 

免税 地 特別地税 

特別事業税 

人事 税 

Ⅱ千包・ 両 

国税付加税 

地税付加税 

事業税付加税 

銀 税 付加税 

道税 付加税 

戸別税付加税 

家屋税付加税 

不動産取得税付加税 

免税 地 特別地税付加税 

特別事業税付加税 

独立税 

車両 税 

教育 区 

戸別税村別 税 

特別賦課金 

廃止 

道 税 

取引所 税 付加税 

屠場秘 

府・ 邑 ， 面税 

取引所 税 付加税 

雑種 税 ( 俳優 税 ， 

電柱祝・金庫 税 ・ 

ビリヤード 税 ・用人税・ 

ピアノ 税 ・妓生 税 ， 

扇風機 税 ・給仕 税 ) 

畜 大税 

船 税 

交通税 

府 ・ 邑 ・ 面税 

市街地計画特別税 
  

( 出所 ) 内務部 (1987) 『韓国地方行政史 上 ], 818 頁。 
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表 4.5 韓国 の 地方税体系の 変化 
 
 

1948   ～ 1 961) 

1958. 2 

国税付加税 : 営業 

1961. 12 

国税付加税 : 営 

業税 ，所得税， 

法人税 

独立税 : 自動車 

税 ，取得税， 馬 

挙税，免許税， 

遊興飲食悦 

1949. 12   1952.9 
  

1957. 2 

国税付加税 : 営業 

税， 鉱税 

独立税 : 戸別税， 

家屋税，林野 税 ， 

屠畜 税 ，漁業税， 

取得税，車両 税 ， 

  

特 

月 Ⅱ 

市 

道 

税 

  

市 

邑 

面 

税 

  

国税付加税 : 地税， 

営業税， 鉱税 

独立税 : 戸別税， 

家屋税，戸別税， 

家屋税，林野 税 ， 

屠畜 税 ，漁業税， 

車両 税 ，不動産取 

得税 ，免税 地 特別 

地税，人事 税 

国税付加税     鉱税 

独立税 : 戸別税， 税， 鉱税 ， 自動車 

家屋税， 林野 税 ， 税
 

屠畜 税 ，漁業税， 独立税     戸別税， 

車両 税 ， 免税地侍 家屋税， 林野 税 ， 

別 地税，動力 税， 屠畜 税 ， 漁業税， 

特別行為税，動力 

税 ，免許税 

国税付加税 : 営業 

税， 鉱税 

道観付加税 : 道の 

船舶 税 ， 金庫 税 ， 取得税， 車両 税 ， 

広告 税 ， 電話 税 ， 特別行為税， 動力 

国税付加税 : 営 

業税，所得税， 

道税 付加税 : 道 

の独立税に付加 

税 ( 馬券 税叙外 ) 

狩猟 税 税 ，免許税， 船税 

国税付加税 : 地税， 

営業税， 鉱税 

道税 付加税 : 不動 

塵取得税，戸別税， 

免税 地 特別地税， 

家屋税， 

独立税 : 特別営業 

税 ，船舶 税 ，車両 

税畜 大税，交通税 

国税付加税     鉱税 国税付加税 : 営業 

税， 鉱税 ， 自動車 

税 

道税 付加税 : 道の 

独立税に付加税 

独立税 : 交通税 

道観付加税     道の 

独立税に付加税 

独立税 : 伐木椀， 

交通税 

独立税 に ィサ刃ロ 税 

独立税 : 財産税 

農地税， 

都市計画 税 

共同施設税 

独立税 : 交通税 

初等教育 税 : 戸別 

税付加税，特別賦 

課金，その他 

  

洞 ， 里税 ，都市計 

画 税 ，共同施設税， 

地方教育 税 

教育親 : 戸別税付 

加税，その他 : 洞 ・ 

里税 ，都市計画 税 ， 

共同施設税 

初等教育 

税 付加税 

課金， そ 

  税 : 戸別 

  ，特別 職 

の 他 

目 

的 

税 

      

( 出所 ) 内務部 (1987) 『韓国地方行政 史       819 ～ 826 頁。 
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表 4-6  地方財政の推移は 950 年代 ) 

( 単位 : 億 ウオン， %) 

地方財政 一般会計 特別会計 教育特別会計 

年 中央財政 地方財政 対中央     余 割 金 割 金 対中 対地 

度 対 GNP 比 対 GNP 比 財政 比 計 額 全 額 合 額 央 此 方 比 

Ⅰ 951 6.3 1  0.96  Ⅰ 00.0  一   

Ⅰ g52 5.9 3  3.2  100.0  一   

Ⅰ 953 25. Ⅰ Ⅰ・ 6 5.9 7  7.5  100.0  一   

Ⅰ 954 33.0 3.9 Ⅰ 0,5 25  25  100.0  一   

1955 40.1 6.5 14.0 74  74  100.0  一   

1957 36.2 6,3 Ⅰ 4.9 95@ 83@ 87.4@ 12@ 2.6@ 28@ 5.2@ 29.5 

1958 29.5 5.7 Ⅰ 6.1 115@ 100@ 87.0@ 15@ 3.0@ 39@ 6.5@ 33.9 

1959 27.1 6.6 19.5 142@ 121@ 85.2@ 21@ 4.8@ 54@ 9.2@ 38.0 

1960 29.4 6.3 17.6 153  Ⅰ 32  86.3  2 Ⅰ 3.7  58  8.1  37.9 

注 ) 1) 中央財政は歳出決算 純計 ，地方財政は 歳出決算総計であ る。 

2) 地方財政は一般会計と 特別会計の合計であ る。 

3) 特別会計は公企業特別会計とその 他特別会計の 合計であ る。 

4) 教育費特別会計は ，教育 区 教育委員会の 規模であ る。 

( 出所 ) 韓国開発研究院 (1991) 『韓国財政 40 年央第 4 巻 d, 内務部 (1987) 『韓国地方行政 史 ( 上 )d, 

行政自治部『地方財政年鑑 刀 各年度，教育人的資源部 [ 教育統計年報』各年度。 
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表 4.7  地方財政一般会計蔵 人および歳出の 推移は 950 年代 ) 

( 単位 : 億ヴ オン， %) 

年 歳入 地方税 税外 収入 地方交付税 補助金 

度 総額 金額 割合 金額 害 lJ 合 金額 割合 金額 割合 

Ⅰ 951 Ⅰ・ l 0 ・ 2 20.0 O.4 40.0 0 ・ 1 10.0 0 ・ 3 30.0 

1952 3.4 0 ・ 6 17.7 l.3 38.4 0 ， 4 Ⅰ 1.9 Ⅰ・ l 32.0 

Ⅰ 953 8.O Ⅰ． 6 19.6 2.2 27.4 1.0 Ⅰ 2.9 3.2 40 ．Ⅰ 

1954 29 6.0 20.7 6.O 20.7 2.0 6.9 15 5 Ⅰ． 7 

1955 79 14 17.7 Ⅰ 5 Ⅰ 9.0 3.0 3.8 47 59.5 

1957 85 12 14.1 22 25.9 4.O 4.7 47 55.3 

1958 106 15 14.2 26 24.5 6.0 5.7 59 55.7 

Ⅰ 959 127 2 Ⅰ 16.5 26 20.5 26 20.5 54 42.5 

Ⅰ 960 137 2 Ⅰ 15.3 24 Ⅰ 7.5 31 22.6 6 Ⅰ 44.5 

年 歳出 一般行政 経済開発 社会開発 支援及びその 他 

度 総計 金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合 

Ⅰ 951 Ⅰ ， l 0.40 38. Ⅰ 0 ・ 3   28.6 0 ・ 03 2.9 O.3 30.5 

Ⅰ 952 3.2 Ⅰ． 4 43.8 0 ・ 5 Ⅰ 5,6 0 ・Ⅰ 3.l l.2 37.5 

1953 7.5 2.6 34.7 l.5 20.0 0 ・ 3 4.0 3. Ⅰ 4 Ⅰ． 3 

Ⅰ 954 25 7.5 29.4 5.4 21.3 O.9 3.7 Ⅰ 2 45.6 

1955 75 22 29.3 14 Ⅰ 8.7   2.7 37 49.3 

1957 82 26 31.7 16 Ⅰ 9.5   2.4 38 46.3 

1958 95 27 28.4 Ⅰ 6 Ⅰ 6.8   3.2 49 5 Ⅰ・ 6 

1959 l2 Ⅰ 30 24.8 Ⅰ 7 14.0 4 3.3 70 57.9 

1960 132 38 28.8 17 Ⅰ 2.9   4,5 71 53.8 

注 ) 歳入および歳出の 決算総計であ る。 

( 出所 ) 表 4 一 6 と同じ。 
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表 4.8  韓国の地方税体系の 変化 1 (1962 ～ 1989) 

8
 
 
 
%
 
 税
 

 
 

 
 
 
 

 
  
 

 
 

独
立
   取得税免許税 

  取得税 

  自動車 税 ( 図 )   自動車 税 
 
 国
 

 
 

 
 

税
国
 

食
 

（
 

 
 遊

馬
 

道
 

遊興飲食悦 

馬券 税 

  屠畜 税 
税   免許税 
国税付加税 

営業税 

所得税 ( 新 ) 

法人税 ( 新 ) 

屠畜 税 

1973.3   1976.12   

独立税 

取得税 

自動車 税 

遊興飲食悦 

馬券 税 

免許税 

(
 
新
 
)
 

 
 
屠
住
 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 ( 図 ) 

1984. 12 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

市 

郡 

税 

独立税 

財産税 ( 新 ) 

農地税 ( 国 ) 

目的税 

都市計画 税 ( 新 ) 

共同施設税 ( 新 ) 

道税 付加税 

道の独立税に 付加 

税 ( 馬券椀飯 外 ) 

国税付加税 

営業税 

法人税 ( 新 ) 

所得税 ( 新 ) 

普通税 

財産税 

農地税 

目的税 

都市計画 税 

共同施設税 

道税 付加税 

道の独立税 

に 付加税 ( 馬 

挙税 叙外 ) 

普通税 

財産税 

農地税 

目的税 

都市計画 税 

共同施設税 

道税 付加税 

道の独立税 

に 付加税 ( 馬 

挙税 叙外 ) 

( 出所 )  内務部 (1994)  『地方税政年鑑』， 643 ～ 647  頁。 

普通税 

財産税 

農地税 

自動車 税 

( 新 ) 

馬券 税 ( 新 ) 

屠畜 税 ( 新 ) 

住民税 ( 新 ) 

目的税 

  都市計画 税 

    共同施設税 
事業所税 

( 新 ) 

普通税 

財産税 

農地税 

自動車 税 

馬券 税 

屠畜 税 

住民税 

た ぼこ販売 

税 ( 新 ) 

目的 職孟 

都市計画 税 

共同施設税 

事業所税 

1988. 12 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

馬券 税 ( 新 ) 

普通税 

財産税 

農地税 

自動車 税 

屠畜 税 

住民税 

たばこ消費税 

( 新 ) 土地過多 

保有税 ( 新 ) 

目的税 

都市計画 税 

共同施設税 

事業所税 
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表 4,8  韓国の地方税体系の 変化 D (1989 ～ 2005) 

道 

税 

市 

郡 

税 

1989. 6 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

馬券 税 

普通税 

財産税 

農地税 

自動車 税 

屠畜 税 

但三丘已木 弁舌 

総合土地税 ( 新 ) 

目的税 

都市計画 税 

共同施設税 

事業所税 

1991. 12 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

馬券 税 

目的税 

共同施設税 ( 新 ) 

地域開発 税 ( 新 ) 

普通税 

財産税 

農地税 

自動車 税 

屠畜 税 

住民税 

総合土地税 

目的税 

都市計画祝 

事業所税 

1993.12  ( 道 ) 

1999.12  ( 市部 ) 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

競走馬券 税 ( 新 ) 

帥弼 & 

共同施設税 

地域開発 税 

普通税 

財産税 

農地税 

自動車 税 

屠畜 税 

住民税 

たぽこ 消費税 

総合土地税 

走行税 ( 新 ) 

目的税 

都市計画祝 

事業所税 

2000. 12 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

競走馬券 税 

目的税 

共同施設税 

地域開発 税 

地方教育 税 ( 新 ) 

普通税 

財産税 

農業所得税 ( 新 ) 

自動車 税 

屠畜 税 

住民税 

たばこ消費税 

総合土地税 

走行税 

目的税 

都市計画秘 

事業所税 

2001. 12 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

レジャー 税 ( 新 ) 

目 ag 穐古 

共同施設税 

地域開発 税 

地方教育 税 

左 同 

2005. 1 

独立税 

取得税 

免許税 

登録 税 

レジャー 税 

目的税 

共同施設税 

地域開発 税 

地方教育 税 

普通税 

財産税 

農業所得税 

自動車 税 

屠畜 税 

住民税 

たばこ消費税 

走行税 

目的税 

都市計画秘 

事業所税 

  

  

( 出所 )  行政自治部 (2003)  『地方税政年鑑 団 ， 550 ～ 554 頁。 「地方税法」法律第 7332 号 2005.1.5 
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Ⅰ
Ⅰ
 

6
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Ⅰ
 
上
 

 
 移

 
推
 
の
 
政
 
財
 
方
 
地
 

9
 
4
 

表
 

  
 
 %
 

ン
 
オ
 
ウ
 

Ⅰ
辻
 

井
 
ヨ
、
 

 
 
位
 
エ
 

(
 単
   

年 中央財政 地方財政 

度 対 GDP 比 対 GDP 比 

Ⅰ 962 34.0 4.4 

Ⅰ 964 17.0 3.3 

Ⅰ g66 22.6 5.2 

1968 24.8 6.7 

1970 22.0 6.9 

1972 23.2 6.6 

1974 Ⅰ 8.8 5.8 

Ⅰ 976 20.7 5,4 

1978 19.6 6.3 

1980  22.9 7.6 

1982 21.2 7.9 

Ⅰ g84 19.6 8.5 

1986 Ⅰ 8.2 8.4 

Ⅰ 988 Ⅰ 7,0 8.7 

Ⅰ 990 Ⅰ 8.2 12.2 

Ⅰ 992 Ⅰ 7.8 Ⅰ 4.0 

Ⅰ 994 Ⅰ 9.3 Ⅰ 3.1 

1996 20.0 13.9 

1998 23.7 Ⅰ 5,2 

2000 23.7 Ⅰ 4.4 

2002 24.4 16.9 

2004 20.7 Ⅰ 5.3 

( 出所 )  表山 6  に同じ。 

村中央 地方財政 

財政 比 合計 

l1.4 155 

Ⅰ 6.3 235 

Ⅰ 8.8 535 

2 Ⅰ ， 3 1 『 0g3 

23.9 Ⅰ， 883 

22. Ⅰ 2,742 

23.6 4.421 

20.8 7,589 

24.4 15,330 

25.0 28,848 

27.2 43,085 

30.3 62,168 

3 Ⅰ・ 6 79,643 

33.9 115,533 

  40.2 218,677 

44.0 344,553 

40.5 424,832 

41.0 580,495 

39.0 674,694 

37.7 749,862 

41.0 1,008,558 

42.6 1,195,030 

一般会計 サき alwl ， 金言 十 教育特別 

金額 き ・ @  金額 割さ 金額 

127  8 Ⅰ． 9 28  Ⅰ 8.1 Ⅰ l9 

199  84.7 36  15.3 Ⅰ 33 

438  81.9 97  18.1 265 

736  67.3 357  32.7 457 

Ⅰ ， 4 Ⅰ 2  75.0 47 Ⅰ 25.0 810 

2.086  76. Ⅰ 656  23.9 1,284 

3.249  73.5 1.172  26.5 Ⅰ・ 343 

5,882  77.5 1,707  22.5 3.9 Ⅰ 8 

Ⅱ， 408  74.4 3.922  25.6 61262 

21,97 Ⅰ 76.2 6,877@ 23.8@ 10,742 

30 ， 927  7 Ⅰ． 8  Ⅰ 2,158  28.2  19T815 

44,089@ 70.9@ 18,079@ 29.1 23.665 

51,420@ 64.6@ 28,223@ 35.4@ 29.561 

86,043@ 74.5@ 29,490@ 25.5@ 37,060 

Ⅰ 53.207  70     65,470  29.9  50,235 

220,408@ 64.0@ 124,145@ 36.0@ 79,779 

303,405@ 71.4@ 121,427@ 28.6@ 106.752 

429,346@ 74.0@ 151,149@ 26.0@ 153,020 

515,205@ 76.4@ 159,489@ 23.6@ 181,221 

578,146@ 77.1@ 171.716@ 22.9@ 193.181 

803.152@ 79.6@ 205,406@ 20.4@ 234,162 

967,640@ 81.0@ 227,390@ 19.0@ 290,578 
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表 4.10  地方財政一般会計歳出の 推移は 961 ～ 2004) 

( 単位 : 億 ウオン， %) 

 
 

 
 

 
 

出
計
 

歳
総
 

Ⅰ 5 Ⅰ 

175 

269 

599 

Ⅰ 1 Ⅰ 92 

1,773 

2.355 

4,750 

8,6 Ⅰ 9 

17,299 

28,092 

35,699 

46,262 

67,289 

116,915 

193,483 

242,205 

357,919 

505,321 

544,966 

701,005 

803,152 

967,640 

一般行政費 

金額 

29 

49 

83 

160 

242 

429 

575 

],]54 

2,440 

4.492 

7,669 

11,585 

Ⅰ 41 Ⅰ g3 

13,606 

22,626 

34,914 

45,216 

76,304 

91,791 

94,273 

116,559 

130,701 

156,227 

 
 

 
 

 
 

経済開発費 

金額 割合 

29  ]9.2 

76  43.4 

116  43.] 

266  44.4 

7]2  59.7 

1.069  60.3 

1.182  50.2 

2.397  50.4 

4.205  48.8 

8. Ⅰ 74  47.3 

14,245  50 ， 7 

14,385  40.3 

2].472  46.4 

32,602  48.5 

50 ， 22 Ⅰ 43.0 

96.556  49.9 

114,285  47.2 

166,095  46.4 

186,424  36.9 

2041183  37.5 

222.969  31.8 

270,361  33.7 

317.425  32.8 

社会開発費 

金額 割合 

8  5.3 

22  Ⅰ 2.6 

38  Ⅰ 4. Ⅰ 

69  Ⅰ ヰ ・ 5 

119  10.0 

Ⅰ 8 Ⅰ Ⅰ 0 ・ 2 

258  ⅠⅠ・ 0 

799  16.8 

1,000  ⅠⅠ． 6 

2,664  Ⅰ 5.4 

3,747  ]3.3 

4,886  ]3.7 

61 Ⅰ 58  Ⅰ 3.3 

Ⅰ 3.59 Ⅰ 20.2 

25,423  2 Ⅰ． 7 

37,778  19.5 

50.976  21.0 

72,998  20.4 

Ⅰ 68,399  33.3 

188,013  34.5 

282,858  40.4 

314,949  39.2 

385,407  39.8 

支援及びその 他 

金額 

 
 

 
 

 
 

1
 
2
 
2
 
3
 
4
 
4
 
6
 
7
 
8
 

 
 

 
 

l
 
Ⅱ
 
3
 
8
 
3
 
0
 
3
0
 
 

・
 

，
 

 
 

9
 
8
 
9
 
9
 
9
 

 
 

金額 

Ⅰ・ 652 

2,520 

3.994 

5,044 

6.430 

11.521 

10,532 

13,113 

14,835 

18,793 

ム
ロ
 

Ⅱ
Ⅱ
 

山
羊
 

@
J
 

目
 

( 出所 ) 表 4.7 もこ同じ。 
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表 4.11  地方財政一般会計歳入の 推移 (1961 ～ 2004) 

年 歳入 地方税 税外 収入 

度 総額 金額 割合 金額 割合 

( 単位 : 億 ウオン， %) 

地方交付税 補助金 地方債 

金額 割合 金額 割合 金額 割合 

24  16.6 77  53. Ⅰ 

33  17.0 58  29.9 

50  17.5 80  28.1 

240  38.6 Ⅰ 60  25.8 

369  30.1 338  27.6 

652  36.3 478  26.6 

719  28.8 628  25.2 

1.178  22.8  1.644  3 Ⅰ・ 8 

1,834  19. Ⅰ 2,293  23.9 

3.363  17.6  5, Ⅰ 95  27.2 

5.200  17,5  71988  27.0 

8,588  2 Ⅰ， 4  7,628  19.0 

Ⅰ 0.061  20.3  10,626  2 Ⅰ． 5 

16,097@ 21.3@ 23,195@ 30.6 

27,415  18.9  36,561  25.2 

49.409  20.4  42,5 Ⅰ 5  17.5 一 0.0 

70,747@ 23.2@ 44.513@ 14.6@ 5,721  1.9 

91,453@ 20.0@ 83,793@ 18.3@ 20,414@ 4.5 

20.022  Ⅰ 9.3  108.233  17.4  8,6 Ⅰ 5  3.0 

115,922@ 17.3@ 167,499@ 25.0@ 21,941  3.3 

209,710  24. Ⅰ 188,084  2 Ⅰ・ 6  10T263  1.2 

214,642@ 20.2@ 288,509@ 27.1@ 9,508 ㏄ 9 

244,331@ 20.5@ 236,116@ 19.8 

注 ) 地方交付税には 地方交付税，地方譲与 金 (1991 年以降 ), 調整交付金 (1988 年以降 ) の合計。 

( 出所 ) 表 4.7t こ 同じ。 
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表 4.12  地方教育費特別会計の 推移 (1961 ～ 2004) 

ム口 年 

度 計 小計・ 割合 

( 単位 : 億 ウオン， %) 

国庫負担 地方負担 

交付金 割合 補助金 割合 /] 、 計 割合 目 収入 割合 転入金 割合 

83  70.2 10  8.8 25  21.l Ⅰ 8  Ⅰ 5.1 7  5.9 

94  71.2 13  9.4 26  19.4 22  16.5 4  2.9 

206  78,0 Ⅰ 6  6.0 42  Ⅰ 6.0 37  14.0 5  2. Ⅰ 

361  79.0 30  6.6 66  Ⅰ 4.4 56 12.1 10  2.2 

626  77.3 48  5.9  Ⅰ 36  Ⅰ 6.8  ⅠⅠ 6  Ⅰ 4.3 21  2.5 

929  72.4 75  5.8  280  21.8  248  Ⅰ @.3 32  2.5 

1,000  74.5 0  0.0  342  25.5  299  22.3 43  3.2 

2.896  73.9 15  0.4  1,008  25.7  9 Ⅰ 3  23.3 95  2.4 

4,681  74.7 93@ 1.5@ 1,489@ 23.8@ 1,341@ 21.4@ 148@ 2.4 

8,337  77.6  116 l Ⅰ・Ⅱ 2,289 21.3 2.032 18.9 256 2.4 

14.655  74.0 90  0.5  5,071  25.6  4,747  24.0  324  1.6 

17.096  72.2 37  0.2  6,533  27.6  6,079  25.7  454  1.9 

22.125  74.8 26  0.1  7.410  25. Ⅰ 6.770  22.9  640  2.2 

28.360  76.5 40@ 0.1@ 8,660@ 23.4@ 7,797@ 21.0@ 863@ 2.3 

37.927  75.5 44@ 0.1@ 12,264@ 24.4@ 8,911@ 17.7@ 3,353 % 7 

67.720@ 84.9@ 159@ 0.2@ 11.901@ 14.9@ 7,696@ 9.6@ 4.205 % 3 

88.514  82.9 96  0.1  18. Ⅰ 442  17.0  1 Ⅰ・ 887 Ⅰ Ⅰ Ⅰ 6,255  5.9 

125,937@ 82.3@ 1,048@ 0.7@ 26,035@ 17.0@ 15,417@ 10.1@ 10,618 億 9 

152.427  84. Ⅰ 1,736   .0 27.057 14.9 15,123 8.3 11,934 6.6 

144,332 74.7 806  0.4  48,043  24.9  36.9 Ⅰ 1  19. 111732  5.8 

156,023@ 70.3@ 1,265@ 0.6@ 64,738@ 29.2@ 19,020@ 8.@ 45,718@ 20.6 

164,80 70. 1.403 0.6 67,952 29.0 19,413 8. 48,54 20   

注 ) 1) 収入決算総計であ る。 2) 交付金は教育財政交付金と 教育財政譲与 金 (1962 ～ 1971, 1991 ～ 

2002),  教育改善支援金 (1998 ～ 2000)  の合計であ る。 

( 出所 ) 教育人的資源部『教育統計年報 コ 各年度。 
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表 4.13  韓国の地方交付税制度の 変遷 

施行 法的規定 財源および交付率，その 他 

1951  臨時地方分与税法 普通 : 地税・営業税の 13.39 ～ 34.68%  ,  特別 : 普通の 26% 

( 制定 1951.4.1) 

1952  地方分与税法 普通 : 2 種土地収得税・ 営業税の 15%, 特別 : 普通の 40% 

～ 53  ( 制定 1952.9.12) 1952 年に限り 8,2% 

1954  地方分与税法 普通 : 1 種土地収得税の 8.8%, 2 種土地収得税の 50% 

～ 58  ( 改正 1954.4.14) 遊興飲食 税 030%, 特別 : 普通の 40% 

1959  地方財政調整交付金法 普通 : 営業税・遊興飲食 税 ・入場税・電気ガス 税の 40%, 1 種土地取 

～ 61  ( 制定 1958.3 ュ 1) 得 税の 8.8%, 2 種土地収得税の 50%, 特別 : 普通の 30% 

1962  地方交付税法 法定交付率，普通 : 営業税・入場税・ 電気ガス税の 40%, 酒税 中濁薬 

～ 63  ㈲ 定 1961.12.3n 酒税の 85%, 特別 : 普通の 10%0 ，特別は 1963 年以後 

1964  地方交付税法第 1 次改正 普通 : 営業税・電気ガス 税の 40%, 酒税 申濁 薬酒税の 43%, 

(1963.12.5) 特別 : 普通の 10% 

1966  地方交付税法第 2 次改正 普通 : 営業税・電気ガス 税 ・酒税 申濁 薬酒税の 50%, 

(1965.8.23) 特別 : 普通の 10% 

1967  国税付加税廃止に 関する 特 普通 : 営業税・電気ガス 税 ・酒税 中濁 薬酒税の 70%, 

～ 68  別 措置法制定 1966.8.3)  特別 : 普通の 10%, 国税付加税廃止に 伴 う 交付財源の補填 

1969  地方交付税法第 3 次改正 内国税総額の 17.6%, 普通 : 16%, 特別 : 1.6%, 

～ 72  (1968.7, ユ 5) 内国税決算差額精算 

1973  経済の安定と 成長に関する 法定交付税率廃止 ( 同法第 4,5,9 条 ): 国家予算が定めるところによ 

～ 82  緊急命令第 15 号 (1972.8.3)  る ( 第 6,66 条 ), 毎年交付率の 下向調整 
  

1983  地方交付税法第 4 次改正 内国税総額の 13.27%, 普通 : 交付税額の 107 Ⅱ，特別 : 交付税額 

～ 99  (1982.4.3) 0 17 皿，地方財政上やむを 得ない場合， 別度 増額交付法定交付率の 

復活 

2000  地方交付税法第 10 次改正 内国税総額の 15%, 普通 : 交付税額の 10 Ⅱ 1, 特別 : 交付税額の 1/11, 

(1999.12.28) 地方財政上やむを 得ない場合，制度増額交付 

( 出所 ) 内務部 (1987) 『韓国地方行政 史 』，「地方交付税法」。 
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第 5 章 財政危機と社会福祉改革 

はじめに 

本章でほ， 1998 年からはじまった 韓国の社会福祉改革について ，その内容および 実態を 

検討する。 韓国はこれまで 述べてきたとうに ， 1960 年代から政府主導の 開発政策によって ， 

高度成長を経て ， 1980 年代以降成長と 社会開発の均衡を 設けて経済を 安定してきた。 しか 

し ， 1997 年末に通貨危機に 落ち， 外換 保有高のために IMF へ 緊急救済資金支援を 要請す 

ることになった。 その結果，条件付き 金融支援を受けられると 同時に， IMF 構造調整プロ 

グラムを受け 入れた。 

一方，通貨危機と 同時に政権 を握った金大中政権 は ，通貨危機を 乗越えるために ， IMF 

構造調整プロバラムを 受け入れながら ，韓国社会について ，民主主義と 市場経済の並行 発 

展 2 つの国政理念を 定め，金融部門，企業部門，労働部門，公共部門などに 対して構造改 

革を行った。 その後，生産的福祉を 国政理念に追加し ，社会福祉改革をともに 推進してき 

た Ⅰ。 

本章では社会福祉改革の 内容と実態を 分析し， こうした過程が 韓国の福祉国家化にどの 

ような意味を 持っているのかを 検討することが 目的であ る。 その際，最近の 東アジアの 福 

杜国家に関する 議論を踏まえながら ，福祉国家化する 過程での韓国的な 条件に規定された 

韓国財政の特質を 明らかにしていきたい。 

本章の構成は ，まず，韓国で 社会福祉改革が 行われた背景について ，アジア通貨危機 以 

降 のそれへの対応過程を ， 1990 年代財政の展開に 注目して追跡していく。 次に ， 東アジア 

福祉国家論に 関する先行研究と 従来の韓国の 社会保障制度を 踏まえながら ，近年の社会福 

祉 改革について ， 「生産的福祉」という 政策理念に着目し ，その実態を 明らかにしていく。 

第 Ⅰ 節 1990 年代の韓国財政の 展開 

まず，近年の 韓国の経済状況について 簡単にみていく。 韓国経済は 1990 年代， 1998 年 

を 除き，ほとんど 良子な実績をみせている。 しかし， 1997 年末の通貨危機によって ，韓国 

政府は， IMF の勧告による 構造調整プロバラムを 受け入れた。 その結果，急激な 緊縮財政 

政策をとって ，経済状況をさらに 悪化させた。 また企業や金融機関の 不安定により ，結局 
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韓国経済の総体的な 経済危機がもたれされた 182 。 それを表 5 Ⅱによって確認、 してみよう。 

まず， 1980 年代半ばから 1990 年代半ばまで ，韓国財政が 健全財政を維持できたのは ， 

第 1 に政府当局が 健全財政への 強い意欲を持っていたことにもよるが ，それだけでなく 好 

調な 韓国経済の成長があ った。 その好況は低いドル ，低い金利，低い 石油価格という 3 つ 

の 低い水準が維持されたという 国際的な経済条件に 支えられており ， これを韓国では「 3 

低 好況」と呼んでいる。 この好況を背景に 低い失業率，経済成長の 伸びは順調に 増大した。 

表 5,1  をみると，ここには 1990 年以降しか表示していないが ， 1991 年から 1996 年には 

年 5.4 ～ 9.0% の GDP 増加率が記録されている。 それに伴って ， 1 人 当たり GDP は 1990 

年に 5,891 ドルから 1996 年のそれほ 12.244 ドル ヘ 2 倍を上回る増加ができた。 物価上昇 

率も 1996 年に 4.9%0 になり，徐々に 安定してきた。 

しかし， 1997 年末の通貨危機後，事態は 急変した。 まず 1998 年の GPD 増加率はマイ 

ナス 6.9% まで急減したが ，その翌年には 一応回復した。 一方，失業率をみると ，比較的 

安定的な雇用水準を 維持してきたが ， 1998 年には 7% 。 に急増した。 他方で消費者物価上昇 

率 8 1998 年 7.5% に急騰した。 その結果， 1998 年には， 15 年ぶりに補正予算による 赤字 

国債が 9 兆 7 千億ウォン発行され ， 1999 年 10 兆 4 千億ウオン， 2000 年 3 兆 5720 億 ヴオ 

ン 発行されることになった。   

ここで国家債務残高の 状況をみると ，表 5-2 のようになる。 通貨危機に対処するため ， 

1997 年 12 月から国際通貨基金 (1M 武の 210 億ドル，世界銀行の 100 億ドル，アジア 開 

発 銀行㎝ DB) の 40 億ドル，その 他諸国の 233.5 億ドル等，総額 583.5 億ドルを数次に 

わたる融資を 受けれれているが ， IMF から緊急融資を 受けた 210 億ドルは覚貨返済や 外貨 

保有高の埋め 込みに使われ ，世界銀行から 100 億ドルと ADB から 40 億ドルは IMF の 構 

造 プロバラムを 実施に活用された。 それほ政府借款残高の 1997 年以降の急増に 表してい 

る 。 しかし，それだけでなく ， 1998 年以降国債残高が 急速に増大しており ，それに政府保 

証 債務を合わせると ，政府債務は 1998 年以降付 GDP 比で 30% をさらに上回っている。 

つまり，グローバル 化の影響下で ，通貨危機は IMF, 世界銀行の緊急融資や 構造調整 プ 

ログラムの実施もあ って，一応乗りきることができた。 しかし，一方で 急激な経済不安， 

企業倒産，景気沈滞が 続くなかで企業のリストラが 進行して失業者が 急増し，他方で 物価 

182 愈和 ，金子 勝 (2001) 「危機の韓国経済」 ニ 世界 コ 岩波書店， 42 頁。 そして通貨危機について 韓国政府 
は，企業不実 づ 金融機関不実 づ 資本自由化および 金融監督不実 づ 企業の短期外債急増づ 国際金融市場の 不 

安定づ政府の 対応失敗 づ 対外信用急落 つ 通貨危機， と 認識し， IMF からの勧告プロバラムを 受け入れた 

( 大韓民国政府 (1998) 『国民 科 甘竹 叩勉豊雙叫 』大韓民国政府， 21 ～ 35 頁 ) 。 
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が 急騰するという 一種のスタグフレーションの 状況に陥っていたのであ る 1830 

そうした状況は ，国家債務を 急増させる一方，租税収入を 減少させ国家財政の 危機の原 

因 になった。 表 5.1 で財政収支についてみてみよう。 ここで「統合財政収支」というのは ， 

一般会計だけでなく ，非企業特別会計，公共基金，歳入歳出覚と 非金融公企業特別会計 類 

を 統合した財政収支のことであ る。 1996 年までほぼ財政収支が 均衡する状況が 続いてきた 

のが，通貨危機直後の 1997 年から赤字財政への 転換がはじまった。 統合財政収支の 対 GDP 

比は， 1998 年にマイナス 8.9% の赤字，そのうち 中央財政収支のそれもマイナス 8 、 8% の 

赤字というよ う に急速に悪化している。 財政収支均衡を 維持したのに ， 1998 年の統合財政 

収支は 18.8 兆ウォンの財政赤字になり ，それの 対 GDP 比はマイナス 8.9% 。 に達した。 

そうした状況は ，高成長を続けてきた 租税収入の増加も 急変させた。 すな む ち，表 5.8 

にみられるよ う に， 15% 台を上回っていた 税収が， 1998 年にマイナス 4.1%0 となった。 こ 

の 税収の落込みは ，国税でマイナス 主 0%, 地方税のそれはマイナス 6.8% まで急減した。 

それでは，このような 経済危機と税収 落 込みの状況を 乗りこえるために ，いかなる政策 

がとられたのかを 財政支出面でみて い く。 表 5.4 で中央政府一般会計の 歳出をみると ， ま 

ず 経済開発関係の 割合は 1999 年に 29.2% 。 を占め， 1997 年末の危機以前と 比べて大幅に 増 

如 している。 次に社会開発関係の 割合は 1999 年に 11.4% 。 を占め，その 後も増え続け ， 2004 

年 p こ 13.5% になっている。 防衛 0 割合をみると ， 1999 年に 17.3%  まで減少し， 2003 年 

に 15.5% まで急減した。 しかし，防衛 の 絶対額は 1999 年を除いて常に 増えている。 そ 

して，地方交付関係をみると ， 1999 年にその割合や 絶対額が減少したが ，その翌年から 急 

増しつっあ り， 2003 午に 12.6% を占めており ，その絶対 額も 2 倍に増加したことが 明ら 

かであ る。 

以上から韓国政府が 重点的に展開した 政策は次の 8 つであ ったと考えられる。 第 1 は ， 

経済開発政策の 展開であ り，これには 農林水産開発，国土保存開発，商工業，エネルギー・ 

資源開発，輸送・ 通信，科学技術などが 含まれている。 これは，いわゆる 公共事業と呼び 

ぅる 支出を増大させて 直接的な雇用を 創出するという 失業対策としての 意味を持っている。 

第 2 は，福祉制度改革への 着手であ る。 これには文化および 観光，環境改善，社会保障， 

住宅および地域社会開発など 社会開発費の 増大として現れている。 この改革は「生産的 福 

祉 (ProductiveWelfare) 」という概俳を 基本理念に揚げている 点で注目されるものであ る。 
  

183 こうした経済危機について 金大中政府は ，韓国の社会経済を 根本的に再編することを 目的として， 金 
融 ・企業・労働・ 公共部門の 4 大部門における 構造改革を行 う ことになった。 大韓民国政府 (1998) ニ双 
掲書 』 ， 109 ～ 224 頁。 
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第 3 は，以上の 2 つの政策に地方を 動員する政策が 展開された。 地方での失業対策や 福祉 

への支援するための 国からの財政移転が 増大したのであ る。 以下では，このうち 福祉制度 

改革に焦点を 当てて検討する。 

第 2 節 社会福祉制度 

(1) 東アジア型福祉国家論と 韓国の福祉国家性格論争 

最近「東アジア 型 」福祉国家に 関する議論が 活発化している 184 。 まず宇佐見耕一 (2003) 

は ，政治経済社会的な 要因を中心にして 東アジア ( 韓国，台湾，香港 ) とラテンアメリカ 

を 新興福祉国家と 呼び ， 東アジアの場合，特に 韓国・台湾は 政治的に開発独裁政権 下で ， 

政府主導の輸出志向型経済政策が 展開され，特定の 職域を対象とした 社会保険を中心とし ， 

2 次的に社会扶助が 存在してきたが ， 1980 年代をへて急速に 社会保障制度が 拡大・整備さ 

れ ，最近の韓国は 公的扶助制度中心の 改革が行われたとしている 185 。 

一方，上村 泰裕 (2004) ほ 東アジア諸国 ( 韓国・台湾・ 香港・東南アジア ) の福祉制度 

ほ ついて民主化と 包摂的コーポラティズムへの 移行を中心に 分析している。 そこでは， 韓 

国と 香港について ，包摂的コーポラティズムへの 移行がなかったので ，労働者を対象にし 

た 社会保障制度も 整備できなかったし ，そのため社会保障制度の 整備が遅れたとしている。 

韓国は 1980 年代半ばの民主化によって 福祉制度の整備がはじまり ， さらに経済危機が 福 

祉 制度の強化を 促したとしている 186 。 

184  東アジア型福祉国家論について ，儒教主義的福祉国家としての 見解があ る。 Catllenn  Jones,"The 
PacifiC  cha Ⅱ enge  :Con 伍 c 土 san  welfare  state", 血 C.Jones, Ⅳ ew  上 田 B%ec ばん 日 ㎝ 訪 e  W 侮 Ⅰ 姦囲舟ぬぬ血 
方 ℡ 0 ゅ e,Routledge, 1993,RogerGoodman  8  %oPeng,"TheEaStA 寸 an  We 吐 areStates",in  e 田 ted  by 
G0StaEspingAnde 騰 en, ル e 睦れ 3%  ぬ丘 竹皮 コ B ゴた祐 ， SAGE  Pub Ⅱ cation  L0ndon,1996,Roger 
G0odma 血 etal, Z 方 e 五 % 克 Ag 帝 ⅡⅠ 侮肋刀 eMode4,R0utledge,1998. 比較福祉国家論については 次のよう 
な 研究をみてほしい。 Richard 、 T 比 muss,Sooc ビ ual Ⅰ り刀 ，   CX,  Mlen  and  Uru 而 n,1974,Gosta  Esping.Andersen, 
先坊 e  先方 托 e  W ら TJdSs  ㎡Ⅰ ん Ⅰ 妨托己簗ゴ ta Ⅱ 3m,Polity  Press,1990 ， Gosta  Espmng-A Ⅱ dersen, I ん肋 比 ふぬな 
加 乃 笘 nSli は o@,SAGE  Publication  London, 1996. 

185 彼は経済発展水準と 社会保障制度の 整備との関係で 東アジアとラテンアメリカを 比較分析しなから ， 

比較福祉国家論を 拡大させようとしている。 しかし韓国の 場合，韓国的特殊状況，すな む ち， 1980 年代 
後半の冷戦崩壊以降も 朝鮮半島の冷戦は 続き，近年から 平和の配当ができたということから 常に財政的な 
制約を抱えている 点については 考慮されていない ( 宇佐見耕一 (2003) 「新興福祉国家論の 視角」宇佐見 
耕一編『新興福祉国家論 ( アジアとラテンアメリカの 比較研究Ⅱアジア 経済研究所， 3 ～ 41 頁 ) 。 

186 包摂的コーポラティズムとは ，有力な労働者や 農民の団体を 国家コーポラティズムの 関連組織に取り 
込むために，分配的，象徴的かっ 団体ごとの福祉政策が 用いられることをさしている ( 上村 泰裕 (2004) 
「東アジアの 福祉国家」大沢真理 編は 講座，福祉国家のゆくえ 4. アジア諸国の 福祉戦略コミネルヴァ 書 
房 ， 23 ～ 65 頁 ) 。 
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広井良典 (2003) は，アジア諸国を 経済発展と社会保障制度，多様性という 観点から 4 

っに 分類し，日本の 経験 ( 後発国家における 社会保障制度の 設計のあ り方，あ る段階から 

の 急速な高齢化およびそれへの 対応 ) と アジア福祉ネットワークの 構築という課題を 指摘 

している 1870 

そして，近年の 通貨危機後の 社会福祉改革について ，内外で韓国福祉国家論が 起きてお 

り 188, 主な議論は 3 つぼ分けられる。 第 1 は，新自由主義的福祉改革論であ る。 これは 市 

場 機能の重視，労働重視のワークフェア 原理に基づいたセーフテ ィ ネットの拡大，財政の 

社会支出費の 低さ等を取り 上げ，国家介入の 最小化している 新自由主義的な 福祉改革であ 

るとしている 189 。 これに対して ，第 2 は国家責任 強ィ ヒ論であ る。 新自由主義的な 福祉改革 

は 国家介入の最小化であ り，ワークフェア 原理もみられるが ，社会保険制度や 公的扶助制 

度 ，福祉サービス 等全体的な福祉拡大が 著しく， しかも，国家責任が 強化されたとしてい 

る 、 90 。 第 3 は上述した両者のミックスとして 保守主義的福祉改革論であ る。 すか わち，社 

会 保険制度や公的扶助制度の 拡大は国家責任強化ではあ るが，所得再分配の 効果は低く ， 

中間層以上への 国家責任の強化であ るとしている。 また労働市場で 賃金の二元化によって ， 

非正社員の増加と 高い失業率から 保守主義と自由主義のミックスとしている 191 。 

以上の議論は ， 東アジアに特徴的な 社会保障制度の 形成過程に注目し ，先進国型福祉 国 

家 と比較しっ っ 192, それとは異なる 東アジア型福祉国家という 類型を提示している。 しか 

187 彼は多様性として 民族，宗教，文化，殖民地の 歴史などを挙げている。 また 第 1 グループは日本，韓 
国，台湾，シンガポール ，第 2 グループはマレーシア ，タイ，フィリピン ，インドネシア ，第 3 グルー 
プはべ トナム，ラオス ，カンボジア ，ミャンマ 二 第 4 グループは中国，インドに 大別している。 広井 良 
典 (2003) 「アジアの社会保障の 概観 一 「アジア 型 福祉国家」はあ るか」広井良典・ 駒村康平編Ⅰアジア 
の社会保障山東京大学出版会， 3 ～ 46 頁。 

'88  合 淵 開綿 (2002 灯韓国福祉国家性格論争 1] 人間 叫 福祉， Ramesh  Mishra,Ste 血 Kuhnle,Nen  G は bert, 
and ㎏ ungbaeChunge 田 torS(2004), 互 。 九 m ラ血 9  訪け イ oe 用 コ 附目た花 ぷ da 旛 - 乃 Wa ぶ dS  %e 且 oduc ば ん 
雁億れ MOo 鹿ム ℡ ansactionPublisherS, 武川正吾・盆棚開綿 (2005) 『韓国の福祉国家・ 日本の福祉国 
家』克信 堂 。 ここで武川は ， 日本は 1973 年福祉国家の 形成と危機の 同時進行，韓国は 1998 年グローバ 

ル化でウェールフェア と ワークフェアの 同時進行が福祉国家を 特徴づけているとしながら ，新しい類型を 

試みている。 
189 鄭武槽 「国民 円 政府社会政策」 (29 ～ 80 頁 ) ,  「金大中政府 糾 福祉改革 ヰ 韓国福祉制度目性格論争 
囲対 升目」 (386 ～ 448 頁 ) , 曹永経 「生産的福祉論 叫 韓国福祉国家 自 未来」 (81 ～ 108 頁 ) ,  「儒教 
主義，保守主義， 菩 各自由主義 ? 韓国自福祉類型検討」 (243 ～ 274 頁 ) ,  「 現 政府福祉政策 窯 性格」 
(275 ～ 296 頁 ) ,  「混合模型 ? 盆棚明典韓国福祉国家類型論評価」 (321 ～ 328 頁 ) 等以上， 金淵明 
(2002) 編 『双掲 書コ 。 
190 食 淵明 「金大中政府 月 社会福祉政策」 (109 ～ 142 頁 ) ,  「国家福祉強化論批判 可 射前拝批判 ヰ争 
点 」 (351 ～ 384 頁 ) 等以上， 金淵明 (2002) 編 『双掲 書 』   武川正吾， 金淵 開綿 (2005)  『双掲喜コ。 
191 南燦雙 「経済危機以後福祉国家 糾 サ生 格 」 (143 ～ 176 頁 ) ,  「新自由主義論 目 内容 叫 評価」 (297 ～ 
312) ,  「韓国福祉体制月性格 可対赴 経験的研究」 (557 ～ 592 頁 ) , 全集 範 「経済危機以後社会政策 
卸 変化」 (209 ～ 242 頁 ) ,  「韓国福祉国家司類型化判封 赴 批判的検討」 (329 ～ 350) , 架柱 振 「構造 
調整 ヰ 社会福祉」 (525 ～ 556  頁 )  以上，盆棚 明 (2002)  編 『双掲 書 』。 
1g2  Gosta  Esping.AnderSen  (1990), ℡ e  乃花 e  ん r7dsof  ル e 屋理 Caapita ぶ LSm,Polity  Press,Gosta 
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し ，現時点で東アジア 諸国を静態的に 類型化することには ，やや無理があ ると思われる。 

なぜならば，東アジアの 場合， 日本を除けば ，福祉国家への 移行 期 にあ り， しかも，その 

過程で冷戦終結，グローバル 化，通貨危機などの 歴史的転換があ り，その影響と 対応のあ 

り 方が ， 東アジア諸国の 中でも多様な 形で現れており ，各国の福祉国家化に 特有の性格を 

付与しているからであ る。 いま何よりも 必要なことは ，東アジア各国ごとに 福祉国家化 過 

程の特徴を歴史具体的に 検討することであ ると考える。 

では，韓国の 場合， どのような特徴を 随伴しつつ福祉国家化しているのか。 福祉改革 以 

前の福祉制度の 整備過程を踏まえ ，近年の「生産的福祉」という 福祉政策理念の 内容にっ 

いて簡単にふれた 後，実際に行われた 福祉改革の実態を 検討していく。 

(2) 福祉制度の整備 

ここで，韓国の 社会保障制度の 仕組みを確認しておきたい。 表 5.5 および表 5-6 をみる 

と ，韓国の社会保障制度は 社会保険，公的扶助，社会福祉サービスの 3 つに大別できる。 

まず社会保険は 医療保険，年金保険，産業災害保険，雇用保険などがあ り，公的扶助には 

生活保護，医療保護，国家戦勲，災害救護があ る。 そして社会福祉サービスとしては 老人 

福祉，児童福祉，婦女子福祉，障害者福祉， 「浮浪者」 ( ホームレス ) 保護などがあ る。 

社会保障制度の 整備は 1960 年代に入って 公的扶助や福祉サービスからはじまり ，公務 

員や職業軍人を 対象にした年金制度，大企業労働者のための 産業災害保険ができた。 70 年 

代 半 は から公務員や 職業軍人，大企業の 労働者のための 医療保険制度が 整備されており ， 

80 年代後半に入って 労働者を対象にした 年金制度ができた。 95 年に雇用保険制度が 創設 

きれ，韓国における 福祉制度が整備された。 しかし全国民を 対象にした国民皆保険制度は 

89 年から，国民皆年金制度は 99 年から，普遍的な 公的扶助制度は 2000 年からのことで 

あ る。 

では，韓国でなぜ 公務員や職業軍人，大企業の 労働者を中心にした 社会保障制度がほ じ 

まったのか。 まず考えられるのは 国家政策目標として 経済成長を最優先したことであ る。 

経済成長を推進する ぅ えで，公務員と 職業軍人，私立学校の 教職員，および 大企業の労働 

者が中心的役割を 担 う ことになる。 また，彼らは 当時の政権 の支持基盤でもあ った。 そこ 

Esping-Andersen  (1996),  ルそ 1 妨托 S ヶ加 血 ℡打刀 S ゼだ う口， SAGE  Publication  London   
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で ，まず彼らの 生活を安定させて 仕事に集中できる よう にしたのであ る。 

その後，高度成長期をへて 1980 年代後半に起きた 民主化運動以後，労働者を 含む新し 

い 中間層の創出は 大衆の政治参加を 促進し，冷戦構造の 崩壊とともに 権 威主義的な統治 方 

式の後退から 社会保障制度の 整備が進むことになった。 1988 年の地方自治制度復活もそ う 

した一連の動きのなかに 位置づけることができる。 しかし，冷戦崩壊以降も 朝鮮半島の冷 

戦 構造は続き，財政構造の 中で経済開発関係費と 防衛費はともに 中心的な存在であ った。 

このことからくる 財政的な制約は ，社会保障制度を 整備する ぅ えでの制約にもなった。 こ 

のように韓国における 社会保障制度は ，急速な産業化過程に 生じた諸問題を 解決するため 

に 導入され， 1990 年代半ば以後に 整備されたのであ る 193 。 

結局， 1990 年代以前までの 社会福祉は高度成長を 支えてきた「尭成長・ 後分配」，つまり 

まず成長を図り ，そののち分配面での 施策を充実させるという 政策意図の下で 成長政策の 

補完措置として 位置づけられたし ，成長と冷戦構造というところからの 支出の財政制約も 

抱えていたと 考えられる。 

第 8 節 福祉制度改革 

(1) 「生産的福祉」理俳 

「生産的福祉 (Productive Wel 血 re) 」の用語がはじめて 使われたのは ， 1995 年 3 月に 

当時の金泳姉元大統領が 発表した「福祉構想」においてであ った 、 。 。 。 さらに通貨危機とと 

もに政権 を握った金大中前大統領が 1999 年 8 月に国民に提示した 主要な国政理俳の 1 つと 

位置づけられた。 以下 [ 生産的福祉への 道』を中心に 検討していく、 。 ， 。 まず「生産的福祉」 

の 概念とは，「全国民が 人間的尊厳とプライドを 維持できるよさに ，基本的な生活を 保障す 

193 愈和 (1992) 「韓国の社会保障制度と 財政」 林 健久・加藤英一編 F 福祉国家財政の 国際比較山東京大 
学出版会， 287 ～ 308 頁。 

194 その構想では 5 原則 6 大課題のなかで 上つが「生産的福祉の 原則」であ った。 当時の「生産的福祉」 

はその概念について 定義はしなかったものの ，「人力開発」の 意味で用いられたが ，金大中政権 は「生産 
的 福祉」を理俳として 提示し，実際の 福祉改革にも 取り入れて具体化した ( 朴凌厚 (2000) 「生産的福祉     
福祉理念二 % ぺ円 意義 斗 課題」韓国社会福祉学会 F2000 年韓国社会福祉学会春季学術大会論文発表 
集 』 L 。 
195 この「生産的福祉」について ， 金淵 明は福祉への 国政理念となったことは 注目するところではあ るが， 

諸先進国の福祉国家論，すな む ち，ヨーロッパの 福祉国家路線，新自由主義路線，第三の 道路線，福祉 多 
元主義路線などを 無原則 ヰむ 混合されているので ，理念的立場を 把握することは 困難であ るので，生産的福 
祉というより 実際に実行された 社会福祉政策の 内容によって ，その性格を 究明するべきだとしている。 武 
川 正吾・ 金淵 開綿 (2005) 『双掲 書 』， 27 ～ 28 頁。 
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ると同時に，自立的かっ 主体的に経済・ 社会活動に参加できる 機会を拡大し ，分配の公平 

性を高めることによって ，生活の質を 向上させ社会発展を 追求する国政理念であ る」 ，と定 

議 している 196 。 ここには生存権 の保障，個人への 経済的・社会的な 国家支援，再分配の 改 

善 ，生活の質の 向上などが目的に 揚げられている。 

このような福祉理念の 背景には，過去の 成長優先の発展戦略と 民主主義体制への 移行す 

る 過程で現れる 弊害などを貧困の 原因としてみて ，労働能力に 中心を置きながら ，安定的 

な 民主主義と持続的な 経済発展をともに 実現できる福祉社会を 作る新しい社会統合理念の 

要請 だ， と 述べている 197 。 これらの背景には IMF や世界銀行の 勧告の実行過程で 失業 増 

加 と物価急騰がもたらされたという 事態があ る。 これらの国際機関が 主導した経済政策は ， 

グローバル イヒ への対応を揚げた 新自由主義的な 性格が強く，その 結果スタグフレーション 

が 生じ，社会不安が 増大した。 これに対処するための 新たな社会統合が 要請されたのであ 

る 198 。 

次に生産的福祉の 政策手段についてみると ，「市場によって 公正になされる 1 次分配 と， 

国家による再分配，国家と 市場が重なり 合 う 領域からなる 自立のための 社会的投資，そし 

て 国民の生活の 質的向上で構成される」としている ， 99 。 ここでの特徴は ，国家に よ る再分 

配 によって，国民が 経済活動による 安定的な生活を 営む基礎的条件を 整備しつつ，それだ 

けでなく，国家と 市場の重なるバレーゾーンへの 社会的投資によって 国民の経済的な 自立 

を 支援することが 強調されていることであ る。 

そうした生産的福祉の 政策方向としては ，社会保障制度の 再整備，雇用政策，貧困 階 

層の自活を支援する 福祉，生活の 質を向上させるための 基盤整備などがあ げられている 200 。 

社会保障制度の 再整備については ，まず第 1 に，公的扶助制度の 整備，すな む ち，国民の 

生活のナショナルミニマムを 保障する「国民基礎生活保障制度」の 実施，第 2 に，社会保 

険 制度の全国民への 拡大，第 3 に，福祉サービスの 拡大がそれであ る。 雇用政策について 

は ，雇用の創出と 再訓練，労働福祉基盤の 拡充，労働参加福祉などが 図られている。 貧困 

196 大統領秘書室盈月 苓 向上企画 団 (1999) 『 棚討雙豊 馬せ生産的福祉 糾 初山車 奄憶 ( 田内基調 
(2002) 『生産的福祉への 道 ) 毎日新聞社， 35 頁 ) 。 
197 金大中若田内纂訳『双掲 書 ] , 17 ～ 34 頁。 そうした背景は 韓国で経済構造の 問題や福祉改革の 議論 

が 1990 年代はじわからなされていたことの 延長線であ った。 

198 経済的バローバル 化は国際機構 (IMF,OECD,WTO, 世界銀行 ) が新自由主義的な 経済運用 ( 規制 
緩和と民営化，最小限の 社会的保護と 自己責任 ) を拡大させているとみながら ，社会的標準を 保護するた 
めの社会政策的グローバル 化 ( 超国家的社会政策 ) の樹立と国民国家独自の 社会政策の推進，両者の 連携 
を 提案している (Ramesh  M 玉 hra, 研 0 ム妨乙 ぬのり 目ガ訪 e  ル e 肋托 Stfa ね ， Edward  Elgar,1999)0 
199  金大中着田内 墓訳 『双掲 書コ ， 35 ～ 36 頁。 

200 金大中 著 田内纂訳『双掲 書 ], 45 ～ 103 頁。 
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階層の自活を 支援する福祉政策は ，社会的連帯に よ る保護，第 3 セクタ一に よ る連携拡充， 

地域社会中心の 官民協力の強化などを 意図している。 生活の質を向上させるための 基盤整 

備は ，健康，文化とレジャ ・ 環境などの質を 向上させることが 目指されている。 

以上のように「生産的福祉」という 政策理念が意味するものほ ， 単に先進国型の 福祉 国 

家へのキャッチアップが 目指されているだけでなく ，次のような 内容を含んでいることに 

注目しなければならない。 すな む ち， 第 1 に，通貨危機を 経験した韓国の 経済状況を踏ま 

えた総体的な 国家福祉システムの 構築であ る。 単純な社会保障制度の 再整備だけではなく ， 

国際競争増大の 中で成長と福祉がともに 実現できる国家福祉戦略として 位置づけられてい 

る 。 第 2 に，労働を中心に 置きながら，ワークフェア 原理を積極的に 取り入れ，雇用政策 

や 安定への積極的な 国家介入およびサポートを 目指しまた国家が 社会的弱者の 自立を支 

接 することで国家的セーフティネットの 構築を図ろ う としている。 第 3 に，社会的 連 特に 

よる福祉システムの 構築および維持を 意図している。 

では，そうした 理念に基づいて 実際どのような 福祉改革が行われたのか ，生産的福祉 改 

革の実態を検討する。 

(2) 福祉制度改革の 展開 

近年における 韓国の福祉制度改革の 概要は表 5.5 および表 5-6 に示されている。 金大中 

政権 が 1998 年にまず行ったのは ，第 1 に，雇用保険の 拡大であ った。 雇用保険は 1995 

年 7 月に 30 人以上の事業所を 対象にして失業給付，雇用安定事業および 職業能力開発事 

業の実施を内容として 導入された。 それが 1998 年に 4 回の改定が行われ ，全勤労者まで 

拡大された。   保険料率は失業給付について 1.0% を労使 各 50% 負担し，雇用安定事業およ 

び 職業能力開発事業は 事業主がすべてを 負担する。 失業給付は要件にょり 異なるが，休職 

給付の場合，失業日以双 18 ヵ月のうち 180 日以上を雇用保険加入事業所に 勤務している 

人 は ついて失業の 前の平均所得の 50% が支給された。 

雇用保険が適用される 勤労者数は 1995 年末の 420 ・ 4  万人から 99 年にほ 605 。 4 万人へ ， 

2002  年には 717.1  万人まで 急 、 増していた。 失業給付の支給は 96  年に 7,308  人 へ 104.59 

億 ウオンを， 99 年に 46.26  万人へ 9,361.85 億ウオンを， 2000 年に 30 ・ 36  万人へ 4,707.93 
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億 ウォンを， 2002 年に 36.29 万人へ 8,393.19 億ウォンを支給してきた 201 。 以上から失業 

対策の中心として 雇用保険の拡大が 行われたことがわかる。 

第 2 は，国民年金制度の 改革であ る。 国民年金制度は 1988 年に 10 人以上の事業所勤労 

者を対象に出発し ， 1999 年に全事業所，農漁村および 都市地域住民まで 拡大させ， 4 大社 

会保険が全国民へ 適用できることになった。 国民年金の加入対象 は 18 歳以上 60 歳未満の 

国内で生活する 国民であ って職域年金に 加入していない 者であ る。 保険料率をみると ， 従 

来は 40 年加入時に平均所得階層の 70% を給付することで 3% の保険料率を 労使 番 50% 負 

担 したが，改革後平均所得階層の 60% を給付し，その 給付は均等部分と 所得比例部分を 各 

30% として確定給付方式をとっている。 それで保険料率 9% を労使番 50%M 負担することに 

なった。 またその保険料は 2025 年まで 19.1% へと段階的に 引き上げることになっている。 

年金改革は，「 低 負担・高給付」から「高負担・ 高給付」への 転換が積極的に 図られている 

といえるし，私的負担の 増大に対して 国庫負担がほとんどないのも 特徴であ る。 

年金財政は積立方式と 賦課方式の混合であ る修正積立方式で 運用されている。 年金の加 

人状況と支給実績をみると ， 1988 年に 443.27 万人が加入して 3128 人に一時金として 8.01 

億 ウォンを支給した。 国民皆年金になった 99 年 は 1,626.19 万人が加入して 124.93 万人 

に 3 兆 8,719.7 億ウオンが支給された。 2003 年は 1,718.18 万人が加入して 116.94 万人に 

2 兆 3,284.5 億ウオンが支給されることになった。 2003 年の年金支給額の 内訳は年金 2 兆 

179.1 億 ヴ オン，一時金 3,105.4 億 ヴ オンであ る 202 。 

第 8 に，医療保険であ る。 医療保険は 1989 年に国民皆保険になったが ，地域や職場 ご 

とに管理。 運用されていたのを 1998 年から段階的に 統合を行い， 2002 年に管理，運用， 

財政の完全統合が 実現し，「国民健康保険」になった。 2003 年の保険料は 賃金労働者の 場 

合，報酬総額の 8.94% として 労 ・ 便 または政府・ 公務員が各 50% を負担しているが ， 保 

険 料を毎年引き 上げている。 反面，地域住民，すな む ち，非賃金労働者の 場合，所得や 財 

産を基準に等級別定額制が 適用されている。 賃金労働者は 国庫負担がないが ，非賃金労働 

者の場合，財源の 40% が国庫負担であ る。 またタバコ価額の 10% が健康負担金に 充当さ 

れ 65 歳以上の老人健康保険給付費として 支援されている。 給付は 2000 年からの療養給付， 

出産給付，葬式 費 ，診療費本人一部負担，年中 (365 日 ) 給付があ り，そのうち 診療費 本 

201  韓国労働部 (2004)  『労働白書』， 253 頁。 
202 年金小計の内訳は 老齢年金 1 兆 5333.4 億ウォン，障害年金 1319.2 億ウオン，遺族年金 3526.5 億ウ 
オンであ り，一時金の 内訳は障害一時金 219.8 億ウオン，返還一時金 2782.3 億ウオン，死亡一時金 103.3 
億クオンであ る ( 韓国保健福祉部 (2003) 『保健福祉白書』， 336 頁 ) 。 
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八一部負担は 入院時 20%, 外来時は総合病院 55% 。 ・病院 40% 。 ・医院 3000 ウォン・薬局調 

剤 料 1500 ウォンになっている。 健康保険の財政をみると ， 2002 年の収入は 18 兆 8903 

億 ウオン，支出 14 兆 6510 億ウオンで赤字問題が 深刻化している 208 。 

第 4 に，公的扶助制度改革があ げられる。 韓国では公的扶助制度が 1961 年から導入さ 

れたが，全面的に 見直しされ， 1999 年に「国民基礎生活保障法」が 制定され， 2000 年 10 

月から施行された 204 。 この制度は労働能力に 関係なく，最低生活 以下の全国民を 支援す 

ることで，必要最低限の 基礎生活を保障し ，また自活支援を 通じて労働能力開発を 支援す 

る 制度であ る。 まず給付対象は ， 2003 年で所得と財産を 調査した「所得認定額」が 最低生 

活費を下回る 人のうち，扶養義務者の 要件を満たす 人が選定される。 扶養義務者要件は 扶 

泰義務者がない 人，扶養能力がなり 人 ，扶養をしてもらえない 人であ る。 給付内容は生活 

給付および条件 つ き生活給付，住宅給付，緊急給付，医療給付，教育給付，出産給付， 葬 

式費 給付，自活給付などがあ る。 これらの給付のうち 次の 3 つが 新設の給付であ る。 まず 

条件 つ き生活給付は 勤労能力と自活事業への 参加と連携する 給付であ る。 住宅給付は従来 

の生活給付から 分離した。 緊急給付は緊急時に 最優先給付できる 制度であ る。 国民基礎 生 

活 保障制度からの 生活費受給者は 2000 年 9 月以前の 50 万人から 2002 年に 155 万人へ 急 

  増していた。 それは改革後の 条件 つ き生活費の給付も 含むからであ る 2050 

フ した社会福祉改革の レ 実施が財政支出にどのように 反映されているか ，表 5.7 で確認、 

しておこう。 社会保障は一般会計の 社会開発部門に 含まれており ，増大を続けている。 ま 

ず，社会開発部門の 対 GDP 比 および 対 予算 比 をみると，福祉改革以双の 1996 年の対 GDP 

比は 1.3%, 対 予算比は 8.5%0 であ ったが， 2004 年は各 2.4%, 13.5% となって，比率から 

みて 各 1.7 倍， 1.6 倍も増加した。 社会開発部門で 社会保障関係費が 占める割合をみると ， 

2000 年に 64.9% へ急 減したが，その 翌年から 70% 台に回復し，その 絶対額は 96 年の 8.5 

兆 ウオンに比べて ， 2005 年に 12.2 兆ウォンで約 10 年間 3.5 倍に急増した。 その要因は生 

活給付や医療給付を 含む公的扶助と 社会福祉サービスの 増大であ り，社会保険における 国 

庫 負担は少ない。 

次に注目したりのは 人力開発部門であ る。 社会開発部門で 人力開発が占める 割合は ， 

1996 年に 3.1% であ ったが， 1999 年のそれは 8.9% まで急増した。 その後，失業率の 減少 

203  1997 年で医療保険収入は 7 兆 2967 億ウォン，支出 7 兆 6787 億ウォン， 1999 年のそれぞれは 8 兆 
6923 億ウォン， 9  兆 5614 億ウオンであ る ( 韓国保健福祉部 (2003)  『双掲 書 ],  293 頁 ) 。 

204 大韓民国国会「国民基礎生活保障法 1999.2004 」。 

205 韓国保健福祉部 (2003) F 前掲 書 』， 83 頁。 
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にともなって 低下している。 しかし，その 規模は減っておらず ，失業対策の 高水準はいぜ 

んとして続いている。 

そして，国民の 生活関係の環境改善および 衛生や住宅・ 地域社会開発関係費の 部分に注 

目したい。 1996 年に各 7330 億ウォン， 1580 億ウォンであ ったが， 2005 年は各 2.5 兆 ウ 

オン， 1,2 兆ウォンで急増している。 

要するに， 1990 年代における 福祉関連支出の 増大は，急激に 進行する企業リストラに 対 

応 する労働政策に 主導され，それと 同時に生活安定政策が 行われたものだということであ 

る 。 他方，一般会計に 反映されるいわゆる 社会福祉支出の 対 GDP 比は，倍増してもまだ 2% 

台 ほとどまっている。 ここに国家による 再分配は必要最小限にとどめ ，自己負担を 増大さ 

せていくというワークフェア 原理を取り入れようとする「生産的福祉」の 性格が反映され 

ていると考えられる。 

このような「生産的福祉」理俳に 基づく福祉制度改革は 1998 年を起点に大幅に 拡大し 

た 。 社会保険制度については 自己負担による「高負担・ 高給付」へという 方向転換がなら 

れるし公的扶助については 積極的な国家介入によって ，基礎的保障については 普遍化へ 

の方向を模索しっ っ ，重点的な社会的投資は 市場を双提とした「自立」支援へと 向けられ 

ているのであ る。 これは，グローバル 化の進行の下で ， IMF の管理下で実行されていると 

いう条件のもとで ，市場原理を 強調し，ワークフェア 原理と自己負担原則に 依拠 し ，でき 

る 限り財政支出を 抑制しょうという ， h 七 % をもっていることを 示している。 

おわりに 

韓国における 通貨危機とその 後の一連の構造改革では 財政支出の抑制に 力が注がれた 

ものの，激しい 企業リストラを 含む社会統合の 危機を生じさせた。 その結果，急激な 構造 

改革は，諸社会保険制度の 拡充，直接の 雇用対策としての 公共事業，労働政策の 実施が必 

要 となり，逆に 財政支出の増大要因となった。 

しかし，財政支出を 抑制する必要性は 変わらず，大量の 失業者の生活を 保障しっ っ，す 

みやかに生産活動に 動員していく 政策が求められた。 こうした政策展開を 支える理俳が「 生 

陸釣福祉」概俳であ り，グローバル 化に対応する 緊急の国家的セーフティネ 、 ット という 性 

格 が強く刻印されている。 

つまり，通貨危機後グローバル 化への対応と 同時に，それによってもたされた 社会的 危 
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機 に応えること ，すなわち，国際競争力を 強化すると同時に ，それを支える 国家セーフテ 

ィネ、 ット を整備することを 目的として，韓国に 独自なかたちでの 福祉国家化が 進行してい 

るのであ る。 その際，軍事費，経済開発関係費などの 財政的制約があ りながら，社会開発 

関係費が増大し ，さらにそれを 地方財政調整制度を 具備した地方財政が 支える機能になっ 

ている。 

こうした「生産的福祉」概俳に 基づく福祉制度改革によって ，貧困率は 1998 年の 19.0% 

から 1999 年には 18.4% へ 低下した。 しかし，所得分配についてジニ 係数をみると ， 1997 

年の 0.283 から， 2002 年にほ 0 ． 312 へ 悪化している 206 。 韓国政府はひとまず 社会的統合 

に 成功したといえるものの ，安定的な帰着 点 に到達したとは 言えない。 「生産的福祉」概俳 

に 甚く福祉国家化の 過程は，本格的な 福祉国家化への 過渡期的な形態としての 性格が強く ， 

今後， どの方向に向かうのか ，あ らためて問われるとこになろ う 。 
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表 5.1  主要経済指標と 統合財政 (1990 ～ 2 ㎝ 5) 
( 単位 : ドル， %, 万人， 100 億ウオン ) 

1990@ 1992@ 1994@ 1996@ 1998@ 2000@ 2002@ 2003@ 2004@ 2005 

㏄ p 増加率 9,O 5.4 8.3 6.8 一 6.9 8.5 7.0 3.l 4.6 4.O 

1 人 当 ㏄ p 5891 7193 9015 12244 7477 10841 11499 12720 14162   

物価上昇率 8.6 6.2 6.3 4,9 7.5 2.3 2.7 3.6 3.6 2,7 

失業率 2.4 2.5 2.5 2.0 7.0 4.4 3.3 3.6 3.7 3.7 

失業者 巧 ・ 4 49.0 50.4  ㏄ ぉ 149.0  97.9 75.2 8 Ⅰ・ 8 86.0 88.7 

統合財政収支 -175.8  ]70 ， 3  ]38.4  1 ㏄． 9  -1875.7  652.7  2266.5  764.2  522,2   

  対 ㏄ P 比 )  ( 田 ． 9)  ( 弍 ． 7)  (0 ． 5) (0 ． 2)  ( 一 3.9)  ( Ⅰ． 1)  (3.3)  ( Ⅰ． 1)  (0 ． 7)   

う ち中央収支 -26.3  -24.4  205.7  176.2  -1695.3  726.3  2582.1  1258.3  817.2   

( 対 ㎝ P 比 ) (-02)@ (-0.1)@ (0.6)@ (0.4)@ (-3.8)@ (1.4)@ (3.8)@ (1.7)@ (1.0)   

注 ) 1) ( ) は前年対比増加率， 2005 年は予算 値 。 または予測 値 

2) 1 人 当たり㏄ p はドル， 2000 年以降は㎝ 1 。 

( 出所 ) 韓国銀行 [ 経済統計 ヰ m 』各年度，企画予算処 [ 予算概要参考資料』各年度 

表 5.2  中央政府の国家債務の 推移 (1990 ～ 2 ㏄ 3) 

( 単位 : 兆 ウオン， %) 

1990@ 1992@ 1994@ 1996@ 1998@ 1999 2 ㎝ 2 ㏄Ⅰ 2 ㏄ 2  2 ㏄ 3 

1. 国 内 2.8 2.3 2.8 3.O 3.O 2.4 l.9 2.1 2.3 3.9 

借入金 (1.5)  (0 ・ 9)  の・ 9)  (0 ， 7)  (0 ・ 7)  (0 ・ 5)  (0 の (0 の (0 の (0 ． 4) 

2. 国債 13.7 Ⅰ 9.9 22.0 25.7 46.6 65.8 76.3 87.8  103.1  1% 旧 

(7.7) (8.4) (7.2) (6.6)  (10.5)  ( Ⅰ 3,6)  ( Ⅰ 4.8)  ( Ⅰ 5.9)  ( Ⅰ 7.3)  (19.5) 

3. 国庫 2.5 32 4.0 3. Ⅰ 3,0 2.5 2.7 2.8 2.8 2.4 

      (1.4) ㏄ 4) (1.3) (0.8) (0.7) (0.5) (0.5) (0.5) の ． 5) (0.3)     
4. 政 7%  5,6 5.5 5.7 5. Ⅰ 18.7 18.9 19.9 20.4 18.4 Ⅰ 2,6 

借款 (3%  (2.3) (1.9) ( Ⅰ． 3) (4.2) ほ ． 9) (3.8) (3.7) (3.1) ㏄ 7) 

中央債務 24.5 3 Ⅰ． 0 34.4 36.8 71.4 89.7  100.9  Ⅰ 13.1  126.6  158.8 

小計 (13.8)  (13.0)  (11.3)  (8.8)  (16.1)  (18.5)  (19.5)  (20.5)  (21.2)  (22.0) 
5. 政府 7.2 Ⅰ 3.7 13.3 7.6 72.0 8 Ⅰ・ 5 73.5  1 ㏄ ， 8  ]02.5  80.6 

保司 櫃務 ( 。 ．。 ) (5.7) (4.1) (1.8)@ (16.2)@ (16.9)@ (14.4)@ (19.4)@ (17.2)@ (11.2) 

総 計 31.7 佃 ． 7 47.7 何 ・ 4  ] ㏄． 4  171,2  174.4  219.9  229.1  239.4 

(17.8)@ (18.7)@ (15.4)@ (10.6)@ (32.3)@ (35.4)@ (33.9)@ (39.9)@ (38.4)@ (33.2) 

地方債務       16.4 18.6 18.0 18.9       

(3.9) (4. Ⅰ ) (3.7) (3.4) 

潤 ( ) は 対 GUP 比 

( 出所 ) 企画予算『 2005 年度予算概要参考資料』。 
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表 5.8  租税収入推移 (1990 ～ 2005) 

( 単位Ⅱ 00 億ウオン， %) 

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2001 2002 2003 2004 2005 

総計 3321@ 4468@ 6049@ 8236@ 8495@ 11354@ 12246@ 13549@ 14780@ 15425@ 16142 

(26.8) (16.5) (20.3) (14.2) (-4.1) (21.6) (7.9) (10.6) (9.1) (4.2) (4.8) 

国税 2685@ 3522@ 4726@ 6496@ 6780@ 9293@ 9579@ 10397@ 11466@ 12207@ 12765 

(26.4)@ (16.2)@ (20.4)@ (14.4)@ (-3.0)@ (22.8)@ (3.0)@ (8.5)@ (10.3)@ (6.5)@ (4.6) 

去 他方 税 637 946 1323  17%  1715 2060 2666  3 Ⅰ :53         3198 3377 

(28.4 (17.8) (20.0)  (13.6)  ( 一 6,8 Ⅰ (10.8) (29.4)  ( Ⅰ 8.2)           (-3.5) (5.6) 

祇蝦担率 18.6@ 18.7@ 19.9@ 19.7@ 19.1@ 19.6@ 19.7@ 22.7@ 20.5@ 19.8@ 19.7 

、 注 ) ( ) は前年対比増加率。 

( 出而 企画予算処 冊助辮既要 Ⅰ各年 皮 

表 5.4  中央下肢会計歳出推移 ( 機能男山 (19 ㏄～ 2 ㏄ 5) 

( 単位 :100 億ウオン， %) 

Ⅰ 990  Ⅰ 992  Ⅰ 994  Ⅰ 996  Ⅰ 998  皿 2 ㏄ 2  2 ㏄ 3 2 皿 2 ㏄ 5 

総計 2,7%  3,336  4,279  5,8448  7,323  8,874  10,963  11,813  11,835  13. ㏄ 7 

防衛 685.6  862.5  1.0%8  1,295.4  1.416.2  1.5 ㏄・ 2  1,7W.0  1.831.1  1.979.0  町 74.0 

(25.0)@ (25.9)@ (23.7)@ (22.1)@ (19.3)@ (17.0)@ (16.0)@ (15.5)@ (16.7)@ (162) 

教育 685.6  646.3  824.1  1,103.0  1%  3.1  126511  1,872,6  2.070.9  2.2M.6  2,7 曲， 8 

(25.0)@ (19.4)@ (19.3)@ (18.9)@ (16.6)@ (14.3)@ (17.2)@ (17.5)@ (18.6)@ (20.4) 

社会 245.0  323.5  386.0  5021 720.4 1,055.0 1,384.6 1,499.6 1,602.5 1,752.1 

開発 (8.9) (9.7) (9 の (8.6) (9.8) (11.9) (12.7) (12.7) (13.5) (13.0) 

Ⅰ @@ 386.8@ 621.2@ 987.5@ 1,312.3@ 2,219.1@ 2,314.4@ 3,199.6@ 3,029.0@ 2,947.7@ 2,806.1 

ITO@ (14.1))@ (18.6)@ (23.1)@ (22.4)@ (30.3)@ (26.1)@ (29.4)@ (25.6)@ (24.9)@ (20.9) 

目投 2 ㏄・ 9  417.4  476.] 628.2 730.5 811.9 1,013.9 1,2572 1,137.3 1,460.7 

行政 (7.6) (12.5) (11.2) (10.7) (10.0) (9.1) (9.3) (10.6) (9.6) (10.9) 

W@ 276.5@ @@ 392.8@ 477.0@ 637.8@ 703.9@ 826.2@ 1,225.9@ 1,491.1@ 1,416.0@ 1,948.5 

3@ さ 小 ォ ( 仙樺 ㎝． 8)  ( ⅡⅢ (10 ． 9)  (9.6) (9.3) (11.3) (12.6) (12.0) (14.5) 

債務     32.7 36.2 52.8 472.3@ 171.8@ 176.1  181.9  215.6 

償還 (0.8) (0.6) (0.7) (5.3) ㏄ 6) ㏄ 5) ( Ⅰ． 5) (1.6) 

その他 256.0 72.6 83.2 334.0 266.6 620.5 858.9 458.3 366.7 336.3 

(9.3) (2.2) (1.9) (5.8) (3.7) (7.0) (7.8) (3.9) (3 ① (2.5) 

注 ) 1) 0 は割合であ る。 m) 社会開発は文化およ U 鞭洸 ，環境改善，社会保障，住宅および 地域社会開発であ り， 

経済開発は農林水産開発，国土保存開発，商工業，エナジーおよび 資源開発，輸送および 通信，科学技術であ 

り ，地方交付は 地方交 イ萌党 および地方譲与税であ る。 3)2002 年以降は予算基準であ る。 

( 出所 ) 企画予算処『予算概要参考資料Ⅱ各年度 
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表 5.5  韓国の社会保障制度 1 

区分   実施 l 適用対象および 拡大     

会 陳 者 ) 

保 保 公務員・数機 員 1979  公務員，私立学校教職員 

険 陰 地域 ( 非賃金持 1988  農漁村地域住民， 1989(M 都市地域住民と 薬局 ) ～全国民への 回 康保険実施， 

" 間 1999: 1 年以上居住外国人とその 子女 

管理お運用御合主義から 統合主義 へ )1998.10: 地域医療 呆 隣組合 (227 個 ) の財政・管理と 公教組合 (1 個 ) 

の管韓 統合～国民医療保険管理公団， 2000.7: 職場組合 (140 個 ) の財政・管理と 国民医療保 @ 管理公団の統 

台づ国民健康 呆険 公団， 2000.8: 医薬分業実施， 2001: 職場と公教医療保険財政の 統合， 2003:@@ 保険 

財政の完全統合 

午 時 公務員 1960  中央・地方の 公務員， 1980( 臨時 職 ・ 雑級職 ・専日明 眈 ， 1989( 国立機関の教 

金 殊 宙冊敵 と教導 取り 

職 教浅員 1975  私立学校教員， 1978( 木ム土芋 挺哉員 ) 

域 職業軍人 1963  将校，下士官 国 Ws 1988  10  人以上識 尭 ， 1992  (5  人以上㍉ 

民 ' 。 。 田 '" 未 """ 副肝 "" 。 。 。 """' 駒翰 
胆或 1995 1999 櫛巾地域住民 ) ゃ 全国民へ 

    管理と運用 公務員 : 行政自治部， 教俄 : 教育部，国民年金 : 国民年金管理公団   

 
 

    19%   
500  人以上事 獅 勤労者， 1965(2 ㎝ 人 ), 1967(100 人 ), 1972(30 人 ), 1982(10 
人 ),  1992(5 人㍉ 2 ㏄ 0( 金事判 り 

l 雇用保 "   1995    30  人以上事業所動労者， 1998.1 月 (10  人 ),  3  月 (5  人 ),  10  月 (1  人 )   

 
 
 
 

0
0
0
 

1
9
 
 
 

 
 

 
 

 
 

公
的
 
扶
 

  

勤
労
能
力
 

 
 
自
 
Ⅰ
 

 
 
 
 
1
9
8
 

@
)
 

 
 

gb  l 国家戦勲   1961  l 国家隷 勲 対象者   

"""""" 

" 癬 '" 
Ⅰ 962  罹災民 

1977  居宅施設保護者・ 罹災民・国家有功者 1 種自活保護者 2 種     
福 老人福祉 1961  70 歳以上， 1 ㏄ 8:65 歳以上老人 

祉 婦女子福祉 1961  寡婦，未婚 母 ，母子世代 
サ 児童福祉 1961  18 歳未満児童 

  障害者福祉 1981  心身障害者 

ビ 浮ネ 良孝 イ呆言隻 1982  % 良孝 

ス 

( 出所 ) 保健福祉部 ア 保健福祉白書 2003 』より何 % 
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表 5.6 韓国の社会保障制度Ⅱ 

う
区
 
社
会
保
険
 

言
祉
 
サ
ー
ビ
 
二
 

一
 
公
的
扶
助
 

一
 Ⅰ
 コ
   

  

  

  

  

  
財源および保険料 

        

2000: 報酬総額の 2.8%,2001:3.4%,2003:  診療費本人 - 部 負担，年間 210 日の給付期間 

2000:  上 ，年中 (365%  給付， 

1995      の 4.6 50  ， 診療 人 - 部 負担 ( 入院 :20%, 外来 : 総合 

50% 財団 30% 政府 20%),  2000  : 報 病院 55%  . 病院 40%  . 医院 3,000  ウオン・薬局調 

剤料 1,500 ウオン ) 

    

    

，教員 5.5% 学校 3.5% 国 2%),  1996( 同 13  金 ，療養 給ィ寸 ),  1999( 同封， 所牡坤 珍種立方 

%) ， 1999@([H@15%) ， 式 

1995  : 給与の 3%  ( 労使番 50%), 2000: 同上，最低 10 年以上加入 60 歳以上， 平 

2000  : 同上の 9% (W セ 地塊加入者 3%)  これか 均 所得の 60% 水準 ( 均等 30% 所得 : 比例 30%), 

塵袋保険   全体 68 個類別差等 ( 使用 
  
主日 一 ) 1995( 療養㎡ 撲 ・障害，遺族給付，葬式 費 ， 

    年金・教育・ 医療・就業・ 

2000: 生活給付，住居給付，緊急給付，医療   

教育，出産・ 葬式給付，自活支援 

滞 ""  I2003: 所絹認 、 定額基準     

老人福祉 1995: 国庫十地方 目 割本補助金，運用 : 地方 1995: 老人福祉施設・ 敬老優待， 女浬 福祉施設   
婦女子福祉 組織 児童保護施設，障害者福祉施設，雇用促進， # 乳良 

児童福祉 孝保護施設・ 職業訓練 

轄者 初緒 止 

浮浪者福祉 

( 出所 ) 保隣 酩 暁日 mt 穏健福祉白書 2003 』より 作成 
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表 5.7  韓国の一般会計の 社会開発部門の 支出推移 (1990 ～ 2005) 
( 単位 : 100 億ウオン， %) 

Ⅰ 990 1992 

総計 2%.7  324.5 

対苛 ; 輿地 8.9 9.7 

対 GDP  比 l.4 Ⅰ． 4 

20.7 文化および ]3,1 

観光 。 。 "  (6.4) 

人力開発 

 
 

10 ・ 7 

(4.4) 

8.l 

O.9 

10 ・Ⅰ 

(3 ① 

7.9 

0 ． 7   
37.5 

および衛生 ( Ⅰ 7.2)  ( ⅠⅠ． 6) 

環境改善 42.] 

社会保障 

 
 

149.9 

(61.3) 

60 ， 5 

2 Ⅰ 

46.0 

  

37.4 

3.9 

214.9 

(66 ② 

90.0 

1.3 

6].4 

  

56.7 

5.7 

41.3 住宅・地塊 社 28.9 

    開発 (11.8)  (12.7) 

Ⅰ 994 1996  1998  2000  2 ㏄ 2  2 ㏄ 3  2004  m ㎝ S 

391.0@ 499.2@ 690.6@ 973.8@ 1,390.1@ 1,462.4@ 1,602.5@ 1752.1 

9.O 8,5 9. Ⅰ Ⅰ 1,3 Ⅰ 3.1 Ⅰ 3. Ⅰ 13.5 13. Ⅰ 

Ⅰ． 3 1.3 Ⅰ・ 6 2.O 2.3 2.4 2,4 2. Ⅰ 

27.1 42.1 75.1@ 115.6@ 139.5@ 148.4@ 151.9@ 113.6 

(6.9) (8.4) (10.9) (11.9) (10.3) (10.1) (9.5) (6.5) 

12.7 152  28.3  57.5  44.3 35.8 ㏄Ⅱ 43.4 

9.4   
2.O 2. Ⅰ 12.6  3 Ⅰ． 4 23.5 15. Ⅰ 21.2 Ⅰ 9.3 

552 73.3@ 120.5@ 123.9@ 123.1@ 131.0@ 136.2@ 253.1 

(14.1)  (14.7)  (17.4)  (13.2)  (8.9) (9.0) (8.5)@ (14.4) 

261.4  352.8  巧 7.6  632.0  966.9  1,029.4  1.146.2  1224.5 

(68.8)   (70.7)   (66.3)   (64.9)   (69.6)   (70.4)   (71.5)   (69.9) 
105.6    96.2    ⅠⅠ 3.3    Ⅰ 54. Ⅰ   273.7    294.0    382.9    311.2 

l.6 Ⅰ． 7 5.4 7.7 9.2 Ⅰ 0 ． 8 8.8 9.8 

75.5 ]55.3  2]5.3  329.3  %1.8  353.9  375.6  %5.6 

        Ⅰ 01.9  117.4  148.5  115.3 

72.0 88.4  105.5  124.6  160.1  187.8  207.9  は 0 ． 5 

6.7 ⅠⅠ， 3  18. Ⅰ 162 Ⅰ 9.5 19.5 21.8 24.3 

34.7 15.8 9. Ⅰ 39.9 116.3 117.8 125.2 117.4 

(8.9) (32)  く Ⅰ． 3) (4.1) (8.4) (8.1) (7.8) (6.7) 

注 ) 1) 予算基準， ( ) は割合。 2) 人力開発の項目は 2000 年までは人口対策費を 含む。 職業訓練は創業および 

就業訓練支援・ 雇用促進訓練，その 他であ り，職業安定には 雇用保険・雇用管理・ 失業対策関連公共勤労事業   

失業昔への創業支援・ 自活事業・その 他を含む。 

( 出所 ぅ 企画予算処『予算概要参考資料 コ 各年度 
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終 章 結びと展望 

本論文では，歴史的視点と 福祉国家化への 視点という 2 つの分析視点から 戦後韓国財政 

ほ ついて検討してきた。 その内容を要約しておこう。 

第 1 章では， 1945 年から 1960 年代半ばまでを 対象とし，韓国財政の 形成過程を分析し 

た 。 そこでは，解放とともに 南北に分断され ，米軍政下で 政治，社会の 不安から治安維持 

や 教育，衛生を 中心に財政は 中央集中や集権 化されたことが 明らかになった。 その主要な 

財源は中央銀行の 通貨発行による 借入金であ った。 そうした財政の 中央集中は韓国政府 樹 

立 後もそのまま 続き，冷戦体制の 影響下で軍事費への 支出を中心に 膨張した。 国家体制を 

整えようとしたその 時に朝鮮戦争が 勃発して戦時財政に 突入した。 戦時財政下で 税収の拡 

大や公債発行に よ る戦費調達を 設けたものの ，戦後歌 および経済復興のための 財源不足 

に 直面した。 

朝鮮戦争後の 財政膨張も軍事 によるもので ，国内での財源調達のため 所 

得 課税の減税と 間接税の増税が 実施されたものの ，十分な結果を 出せなかった。 この時期 

の 財政は外国からの 援助収入で支えられた。 それが経済財政の 安定化を目指す 財政緊縮 と 

い う 条件付きであ ったため，一方では 援助収入の軍事 および経済再建 支出からなる 財 

政 制約，他方では 財政安定化政策による 他 部門への支出抑制と 海外援助依存による 政策の 

選択肢の制約があ った。 

1961 年に強力な開発意志をもった 林政権 が成立し，経済開発の 総合管理機構の 設置など 

によって経済開発計画が 推進された。 その際，状況変化に 急速に対応する 政策転換が進み ， 

財政や税制も 開発財政と開発税制として 性格を持っ構造が 形成された。 こうした韓国財政 

は 財政の法的制度の 整備，海外借款に 基づき，特別会計の 拡大および基金制度を 通じた 公 

企業の拡大，財政投融資を 活用した経済開発への 財源配分，国家主導による 経済開発の推 

進 という開発財政が 形成された。 資本の国有化に 基いた政府の 積極的介入による 計画経済 

の 運営とともに ，民間経済への 政府参加による 市場活性化の 基盤づくりを 行い，政府が 資 

本 蓄積を主導するという 機能を開発財政が 担ったのであ る。 

第 2 章では， 1960 年代半ばから 1980 年代半ばまでを 対象とし，開発財政の 主たる展開 

過程を分析した。 特に従来あ まり注目されていなかった 財政投融資制度と 付加価値税導入 

の 経緯について 焦点を当てている。 開発財政制度を 運用して経済開発計画を 進める 際 ， 重 

要 になるのはその 財源確保であ った。 この時期の財政支出は 1960 年代以前と同じく ， 軍 
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事 費と経済開発費の 増加によって 膨張してきた。 その後，まず 経済開発費が 急増したので あ る。 特に冷戦構造のなかで 国家防衛と経済開発と @ Ⅴ りノ ） 04 つめ 課題を乗り越えるため ， そ 

0 対策として 1973 年重化学工業化政策へ 本格的に進むことになった。 さらに， 1980 年代 

に 民間部門の成長のもとで ，社会安定を 図るためには 社会開発部門への 増大圧力が強まっ 

ていった。 経済開発への 財源は当初の 援助から海外借款に 代わり，これによって 支えられ 

た 。 借款としては ， 日本との植民地清算としての 経済協力資金，ベトナム 戦争への韓国戦 

蔵 部隊の派兵に 伴 う いわゆる べ トナム特需による 資金，外国からの 商業借款などが 重要な 

役割をはたした。 それらの財源を 国家が統制，すなわち ，経済計画に 沿って財政投融資を 

活用して資金を 管理と分配，また 支援し，社会資本の 整備および基幹産業の 育成に力を入 

れたのであ る。 その際，財政収入の 健全化のための 税制改革として 付加価値税制が 1977 

年に導入された。 すなわち，重化学工業化政策による 資金不足で財政の 不安定をサポート 

できる目的で 税収の安定化を 図り，税制の 単純化および 国税と地方税の 効率性を高めると 

い う 趣旨から付加価値税を 導入したのであ る。 

第 3 章では，全時期を 通じて経済成長の 国家動員という 面から韓国の 公企業の役割およ 

び 民営 ィヒ 過程を検討した。 韓国では経済開発の 本格化とともに 1960 年代に社会資本関係 

0 基幹産業を中心にして 公企業が新設された。 1960 年代以前は帰属企業が 中心であ ったが， 

経済開発とともに ， ェ ネルギ一事業，運輸事業，黄化学事業，土木建築事業の 公企業を ， 

1960 年代後半からは 金融・証券事業， 重 ィヒ学事業の 一 公企業を， 1980 年代になると ， こ 

れまでの公企業の 先導下で民間部門の 拡大によって ，生活関係部門の 公企業が設置された。 

国家が経済開発に 必要と思われるインフラ 産業部門へ参加し ，民間の参加を 誘導する役割 

をした。 こうした公企業成立の 歴史的経緯を 踏まえることで ， 1980 年代以降の公企業民営 

化の位置づけも 明らかになる。 

1980 年代に入ってから 民間部門の拡大に 伴い，公企業の 民営化が推進された。 特に 1997 

年末のアジア 通貨危機以降，構造改革の 一環として大規模な 公企業の民営化が 強力的に推 

進 された。 当時民営化の 対象になったのが 母 公企業 11 社のうち，民営化が 完了された 公 

企業が 8 社 (37 子会社 ), 民営化推進中の 公企業が 3 社は 5 子会社 ) の実績を上げた。 こ 

れは，グローバル 化への対応過程で IMF 構造調整プロバラムへの 移行という覚的圧力と ， 

危機を乗越えようとする 政府や国民の 反省から国際競争力強化という 内的圧力の結果であ 

った 。 

通貨危機以降の 公企業民営化は ，開発財政のもとで 経済成長を担った 基幹産業部門が 順 
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次 民営化されていったのに 対して，通貨危機以降は ，いぜんとして 残されていた 基幹産業 

部門とインフラ 関係部門がグローバル 化に対応した 競争力を担 う 民間部門の中軸としての 

役割が期待されて 民営化されていったところに 特徴があ る。 

第 4 章でほ，政府間財政関係について ，地方財政調整制度に 注目しながら ，それがどの 

ような役割を 果たしてきたのか ，韓国の政府間財政関係は 福祉国家財政への 移行にどのよ 

う に位置づげられるのかを 明らかにした。 形成期の韓国財政は 地方財政規模は 小さく中央 

集権 的特徴を示していた。 

地方財政調整制度についても ，日本の制度と 近似した制度が 若干のタイムラグを 伴いな 

入されていたが ， 1961 年地方自治制度の 停止下で経済開発関係 

する地方財政を 支える役割を 果たした。 

こうした開発財政を 支える地方財政の 構造は， 1980 年代後半から 変容していく。 地方 財 

政の支出面では 経済開発 ましのぐ勢 いで 社会開発 が 増大し，地方財政の 規模も急激に 

増大していった。 その背景には ， 1988 年の地方自治制度復活 tC よる大衆民主主義状況の 新 

たな展開があ った。 ここに至って 地方財政調整制度ほ ，韓国の福祉国家化を 支える不可欠 

の役割を果たすという 性格変化を遂げっ っ あ ると評価できる。 

最後の第 5 章では， 1990 年代以降における 福祉制度改革の 実態を分析した。 通貨危機 

を 契機として，外圧による 構造改革が行われたが ，それが物価急騰や 失業率の急増をもた 

らし，経済的な 不安と社会的不満を 乗り超える社会的統合の 必要性が生じた。 政府は成長 

と 福祉の並行を 目標とする「生産的福祉」理俳に 基づき，福祉制度改革を 実行した。 この 

改革は雇用保険の 拡大からはじまり ，国民年金制度の 国民皆年金化および 自己負担の強化， 

医療保険制度は 従来の組合方式を 単一制度に統合する 等社会保険制度が 拡大きれた。 また， 

公的扶助制度を 全面的な改革して ，最低生活費以下の 全国民への基礎生活保障が 可能にな 

った 。 

こうした改革が 進展したことが 国家責任強化説の 根拠となっている。 しかし，他方でそ 

れに労働と連係したワークフェア 原理が組み込まれていたのも 事実であ る。 こうした福祉 

改革は財政支出で 社会開発関係費を 急増させ，それは 失業対策に主導きれていた。 

このような社会福祉改革はバローバルの 進行によって ，通貨危機とそれへの 対応の過程 

で 行われ，同時にそれによってもたされた 社会的危機へも 対応するものであ った。 すなわ 

ち ，国際競争力を 強化すると同時に ，それを支える 国民へ生活の 安定，いわかる 国家 セ一 

フティネットを 整備することによって ，経済のバローバル 化のもとでの 成長を持続し ，か 
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っ それを支える 福祉国家化に 目指され，ているのであ る。 その過程は，国家責任強化と 新自 

自主義的改革がミックスしたかたちとなっていることはたしかであ る。 

しかし，それは 保守主義的福祉改革という 安定した類型ではなく ，本格的福祉国家化を 

進める韓国財政の 過渡的な姿を 示していると 言 う ことができる。 それはいったん 形成され 

た 福祉国家を新自由主義的に 再編するというものではない。 グローバル化への 対応を目標 

とし，「生産的福祉」概俳を 揚げっ っ ，福祉国家化を 推進させているところに 韓国財政の特 

質を見出すことができるのであ る。 

以上のように 韓国財政は福祉国家化しっ っ あ ることは明らかであ り， これからも福祉 国 

家 化はさらに力が 注がれることになる。 しかし，短期間で 福祉制度の整備が 行われ，移行 過 

程にあ るので，少子・ 高齢化が急速に 進展されている 韓国社会はより 安定的な福祉国家が 

定着されるまでこれからの 展望へ注目する 必要があ る。 
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